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小売商業構造の変化過程における流通政策の役割に関する研究  
 
論文要旨  
南方  建明  
 
 本研究は、小売業の規模構造、業態構造、立地構造の観点から小売商業構造
の変化過程における流通政策の役割を明らかにすることを目的としている。  
上記のテーマに接近するために、本研究では、次の 3 つの流通政策の実践に
照らし合わせ研究課題を設定している。第一に、小売商業構造の変化過程にお
ける流通調整政策の役割を明らかにすることである。第二に、地域商業振興政
策と小売商業構造の変化過程との関係を明らかにすることである。第三に、イ
ギリスのまちづくり政策の現状を明らかにし、流通政策の影響を受けたイギリ
ス食品小売業の構造変化について、日本との比較を通して解明することである。
このことは、イギリス流通政策と日本の流通政策との異同を明示し、イギリス
の政策に学ぶべき点を提示する意義を有している。  
 以上のような問題意識にもとづき、本研究では、序章と 8 つの章、そして終
章の全 10 章から考察をすすめた。  
第一の研究課題に対しては、業態構造（第 1 章）、立地構造（第 2 章）、酒類
小売構造（第 3 章）の変化過程における流通調整政策の役割を検討した。  
第 1 章「大型店出店規制の変遷と小売業態の発展」では、大型店出店規制の
変遷が「総合スーパー」、「食品スーパー」、「コンビニエンスストア」、「専門店」
などの小売業態の発展に与えた影響について、大規模小売店舗立地法施行
（2000 年）以降の状況も踏まえて明らかにしている。  
第 2 章「大店法、大店立地法、都市計画法と大型店立地」では、大規模小売
店舗法（大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整に関する法律）およ
び大規模小売店舗立地法が間接的とはいえ、大型店立地にどのような影響を与
えてきたかという点、そして改正都市計画法（1998 年改正施行、2004 年改正
施行、2006 年改正施行、2007 年改正施行）が大型店立地に与えた影響につい
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て考察している。  
第 3 章「酒類小売規制の緩和による酒類小売市場の変化」では、酒類小売業
免許の規制緩和に焦点をあて、酒類小売規制の緩和が小売業態という形態をと
って展開される酒類販売にどのような影響を与えたかについて分析している。 
第二の研究課題に対しては、地域商業振興政策の変遷（第 4 章）、商店街向
け振興政策の変遷とその下での商店街の変化（第 5 章）について考察した。  
第 4 章「地域商業振興政策変遷の歴史－社会的有効性とまちづくりを中心と
して－」では、地域商業振興政策史を振り返り、流通振興政策の中に地域的な
視点が埋め込まれていくメカニズムや流通振興政策において地域商業がもつ
「社会的有効性」を評価する視点の形成過程、さらには「まちづくり政策」と
地域商業振興政策とのかかわりを求める視点の形成過程について解明してい
る。  
第 5 章「地域商業振興政策の変遷と政策の効果」では、商店街向け高度化資
金助成制度、および商店街向け施設整備事業補助金制度の変遷を整理したうえ
で、商店街の現状や地域商業の地盤沈下、商業集積に立地する優位性の低下に
ついて論究している。  
第三の研究課題に対しては、イギリスのタウンセンターマネジメント（第 6
章）、イギリスの BID（Business Improvement Districts）制度（第 7 章）、そ
して日英食品小売構造比較（第 8 章）を通して接近している。  
第 6 章「イギリスにおけるタウンセンターマネジメントと小売開発規制」で
は、イギリスのタウンセンターマネジメントおよび小売開発の都市計画的規制
について考察している。  
第 7 章「日本版 BID に向けた考察－イギリスの BID 制度からの示唆－」で
は、イギリスの BID 制度の特質を明らかにすると同時に、そこからわが国にお
ける中心市街地活性化を推進するまちづくり組織の自主財源の確保、すなわち
日本版 BID を導入するための方策について、論究・提言している。  
第 8 章「食品小売構造の日英比較」では、日本とイギリスの食品小売構造に
焦点をあてて、両国の食品小売商業構造の現状と歴史的な変化について比較検
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討している。ここでは、日本と比べて寡占化がすすんでいるイギリスの食品小
売市場の形成過程について、流通政策の及ぼした影響のみならず消費生活の観
点も取り入れ多面的に分析している。  
以上の考察から得られた本研究の結論は、以下のとおりである。  
第一に、流通調整政策がわが国小売商業構造に大きな影響を与えてきたこと
が明らかとなった。第二に、それとは対照的に、地域商業振興政策の効果は極
めて限定的であることが判明した。また、商店数や年間販売額などの諸指標を
分析することによって、流通調整政策および地域商業振興政策が変容する下で、
小規模小売店やそれらが集積した地域商業の地位が大きく低下し、大型店や専
門店チェーンなどの地位が上昇する小売商業構造の変化過程の内容が明らか
となった。第三に、イギリスのまちづくり政策に関する分析からは、まちづく
りのための資金を地権者等が自ら負担する仕組みの創設が必要であるといっ
た、流通調整政策や地域商業振興政策以外の範疇に属する政策の果たす役割が
明らかとなった。そして、日本とイギリスの食品小売商業構造に関する比較研
究を通して、流通政策以外に小売業の構造変化を促す要素として、消費者の購
買行動の重要性が析出された。  
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序章 流通政策研究の到達点と本研究の課題  
 
1．流通政策の意義と研究の到達点  
 
(1)流通政策の意義  
①流通政策とは  
流通部門は、生産部門と消費部門の懸隔を架橋する役割をもつ。流通政策は、
経済政策の一部門として、流通部門の活動や機能、あるいは構造を対象にして
実施される公共政策であり、その目的は流通の｢あるべき姿｣を達成するところ
にある 1)。ただし、流通政策 2) は動態的な現実の流通の展開の中に問題を見出
すことによって成立するものであり、流通の｢あるべき姿｣を一意的に設定する
ことはできない。その意味で、流通政策は現実の流通と不可分の関係にある 3 )。  
さて、流通政策の類型は、流通競争政策を基軸としながらも、流通振興政策
と流通調整政策からなるということは通説的な理解となっている。この考え方
は、田島義博の研究 4 ) を端緒とする。その後、石原武政は市場の失敗を是正す
るための経済過程への介入方法について、｢統制｣｢禁止｣｢振興｣｢調整｣の 4 つに
大別した 5)。これを受けて、渡辺達朗は流通政策の類型を次のように整理して
いる 6)。①一定のルールを定めてそこからの逸脱を禁止する (禁止型政策 )、②
特定の流通機能や流通活動の振興を図る (振興型政策 )、③複数の主体の利害関
係の調整や需給関係の調整を図る (調整型政策 )。また、鈴木武は流通政策を次
の 3 つの形態に区分している 7)。①流通競争政策 (流通部門において市場メカニ
ズムが正しく機能するように仕向ける政策 )、②流通振興政策 (流通部門におけ
る競争主体とりわけ中小企業の環境変化への適応を促進しようとする政策 )、③
流通調整政策 (流通部門における大企業の優越的な地位の利用による市場支配
が行われないよう配慮することを基本としながら、過渡的に大企業に対して抑
制的措置を講じる政策 )。  
   ②流通調整政策  
流通調整政策とは、特定の流通主体の活動を抑制的に調整するものであり、
急激な競争圧力を弱め、競争の速度を緩和するものである。その間に流通振興
政策によって中小小売商業者等の流通主体の競争力の強化を図ることができ
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れば、流通調整政策もまた流通競争政策を補完する政策といえる 8)。  
流通調整政策は、その対象領域によって大きく 2 つに分けることができる 9)。
1 つは、流通過程における競争そのものの調整であり、もう 1 つは、特定の商
品分野における流通部門への参入を規制するものである。  
前者を象徴する法律は、第二次百貨店法 (1956 年 6 月施行 )、大規模小売店舗
における小売業の事業活動の調整に関する法律 (大店法 )(1974 年 3 月施行 )、小
売商業調整特別措置法 (商調法 )(1959 年 7 月施行 )である。第二次百貨店法は、
その後大店法としてその調整対象が拡大されたが、その大店法も 2000 年 5 月
末に廃止された。商調法は、現在でもなお法律として存在している。しかし、
小売市場内の小売業と周辺の小売業との競争の調整、製造業者や卸売業者によ
る小売販売との調整など同法が制定された当時に問題とされた利害調整は、市
場競争を重視する傾向の中で実質的にはその効力を失っている 10)。  
後者は、事業を開始するにあたって監督官庁による｢許可｣｢認可｣｢届出｣が必
要とされるもので、主要食糧の需給及び価格の安定に関する法律 (食糧法 )、酒
税法、たばこ事業法、薬事法、揮発油販売業法などが代表例として挙げられる
11)。なお、本研究では事例として酒類小売業免許に焦点をあてる。酒類を取り
上げるのは、非常に強い規制が行われていた時期から規制が緩和されて以降の
小売商業構造の変化過程について統計資料を用いて把握しうるためである。ま
た、酒類は規制緩和による小売商業構造の変化が先行した米穀類よりも明確な
変化があること、近年の医薬品販売の規制緩和については未だ統計資料を用い
て小売商業構造の変化過程を検証する段階にはないことも理由として挙げら
れる。  
   ③流通振興政策  
流通振興政策とは、中小小売商業者等の特定の流通主体の競争環境変化への
適応を促進し支援するものである。そして、流通主体の競争力の強化を図るこ
とができれば、流通振興政策もまた流通競争政策を補完する政策といえる 12) 。 
流通振興政策は、その対象領域によって大きく 2 つに分けることができる 13)。
1 つは、流通部門全体の効率化を図る流通システム化政策であり、1960 年代に
始まる流通近代化、その後の流通システム化、商取引慣行の改善を求める政策
である。  
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もう 1 つは、大型店に対抗する競争主体としての地域商業の振興を図る地域
商業振興政策であり、中小小売商業振興法 (1973 年施行、1991 年改正施行 )、
近年では中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の活性化の一体的
推進に関する法律 (中心市街地活性化法 )(1998 年施行 )、中心市街地の活性化に
関する法律 (改正中心市街地活性化法 )(2006 年改正施行 )、商店街の活性化のた
めの地域住民の需要に応じた事業活動の促進に関する法律 (地域商店街活性化
法 )(2009 年施行 )などの法律に象徴される。ここで、地域商業とは主として地
域に拠点を置く小売業・飲食業・対個人サービス業を営む中小商業者、それら
が集積した商店街、さらに複数の商店街からなる商業集積ととらえることとす
る。  
大店法 (1974 年施行 )によって大規模小売店舗の出店に時間的な猶予を求め、
その間に中小小売商業者の近代化を図るために用意されたのが中小小売商業
振興法 (1973 年施行 )である。その後、中小小売商業振興法 (1991 年改正施行 )
は、改正大店法 (1992 年改正施行 )による大幅な規制緩和と同時に改正された。
中小小売商業振興法 (1991 年改正施行 )では、｢商店街整備等支援計画｣｢小売商
業店舗等集団化計画｣も同法の認定対象となるなど、支援対象が拡充された。
このように、わが国における｢流通調整政策｣と｢地域商業振興政策｣とは、とも
に大型店問題に対応する政策として策定されてきたといえる 14)。  
   ④流通振興政策からまちづくり政策へ  
 1990 年代になると大店法の規制緩和がすすみ、1997 年には大店法廃止が答
申された 15)。流通調整政策の実質的な終焉である。これを受けて｢中心市街地
活性化法 (1998 年施行 )｣｢改正都市計画法 (1998 年改正施行 )｣｢大規模小売店舗
立地法 (大店立地法 )(2000 年施行 )｣からなる、いわゆる｢まちづくり三法｣が制定
された。しかし、地域商業の疲弊、中心市街地の疲弊がすすみ、このような地
域商業問題、中心市街地の空洞化問題に取り組むためには、これまでの商店街
などを政策対象とする地域商業振興政策では十分な効果が期待できなくなっ
てきた。地域商業問題は単なる商業問題ではなく、都市問題として取り組むこ
とが求められるようになり 16)、地域商業振興から｢まちづくり｣ 17 ) へ、そして
地域商業振興政策から｢まちづくり政策｣ 18 ) へとその政策対象が広げられてい
った。  
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そこでは、地域商業は単に買物の場としての機能ではなく、地域社会におけ
る社会的機能を担う存在としてとらえられている。すなわち、地域商業は｢ま
ち｣を構成する重要な機能を担い、地域のコミュニティ形成の場、地域文化の
継承・創造の場としての機能も果たしているという認識である。  
しかし、中心市街地活性化法 (1998 年施行 )は地域商業振興政策の性格が強く、
また改正都市計画法 (1998 年改正施行 )によって特別用途地区の設定が可能と
なったが、取り組まれた事例はわずかであった。その後、改正都市計画法 (2007
年改正施行 )において、郊外開発規制と都市機能の集約化によるコンパクトシテ
ィ化が目標とされ、また床面積 10,000 ㎡超の大規模集客施設の立地が大幅に
規制された。さらに、改正中心市街地活性化法 (2006 年改正施行 )によって、商
業の活性化を中心とした支援策から、｢街なか居住｣や｢都市福利施設の整備｣等
の支援措置が追加されるなど中心市街地全般の活性化を目指す方策に拡充さ
れ、まちづくり政策は強化されていった 19)。  
まちづくり政策において重要な関心事である中心市街地活性化については、
郊外開発の影響で中心市街地が衰退する中で、中心市街地の活性化に向けた取
組みを行い、郊外の小売開発を都市計画的に規制するという点では、イギリス
と日本では類似の政策がすすめられている。イギリスにおいても、サッチャー
政権における市場主導型の都市政策の下で、ショッピングセンターなど郊外の
開発がすすみ、中心市街地の疲弊が深刻化した。こうした中で、1990 年代に
なって TCM(Town Centre Management)の取組みが本格化した。他方で、小
売開発の都市計画的規制においても、PPG6(Planning Policy Guidance Note 
6)(1996 年改定 )において小売開発にあたっては中心市街地立地を優先すべき
という｢シーケンシャル・アプローチ｣が導入された。この政策は PPG6(1996
年改定 )の後継である PPS6(Planning Policy Statement 6)(2005 年 )において
も中 心的な政策となっている。さらに、イギリスにおいては 2004 年に
BID(Business Improvement Districts)制度が導入され、中心市街地活性化を
推進するまちづくり組織の自主財源の確保が可能となった。イギリスは中心市
街地への小売開発の誘導、BID による中心市街地活性化という点において成
果を上げている。そこで、イギリスの取組みから、わが国への示唆を得たいと
考えた。  
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(2)流通政策研究の到達点  
 本研究は、小売業の規模構造、業態構造、立地構造の観点から小売商業構造
の変化過程における流通政策の役割を明らかにすることを目的としている。
｢流通調整政策｣では第二次百貨店法、大店法と続いた大型店出店規制、および
特定の商品分野における流通部門への参入規制の事例として酒類小売業免許
の規制緩和について、｢流通振興政策｣では地域商業振興政策について、｢まち
づくり政策｣では中心市街地活性化政策に焦点をあて、イギリスのタウンセン
ターマネジメント政策およびまちづくり組織の自主財源を確保する BID 制度
からわが国への示唆を得ること、また日英の食料品に関する比較流通研究を行
う。そこで、これらの本研究の課題に関する先行研究について整理することと
する。  
①流通調整政策研究、小売商業構造研究  
 流通調整政策について、第二次百貨店法および大店法に関する研究では、田
村正紀 20)、草野厚 21)、鈴木幾多郎 22) を挙げることができる。田村正紀は、大
店法制定から規制強化に向かう時期における大型店出店による紛争とその影
響、および中小小売商業の近代化に焦点をあてた。草野厚は、政治学の視点に
立って大店法制定から 1980 年代に規制が強化され、さらに日米構造協議によ
る規制緩和へと至る政策形成過程について詳細に分析した。鈴木幾多郎は、流
通政策における課題の継続性と政策形成・実施過程の共通性の分析、および第
一次百貨店法および第二次百貨店法、大店法などにかかわる政策形成・実施過
程に焦点をあてた。また、流通調整政策変遷の背景と経緯、そしてその特質と
意義について丹念に分析した研究として、加藤義忠 23)、坂本秀夫 24)、岩永忠
康 25 )、渡辺達朗 26)、石原武政 27) を挙げることができる。  
小売商業構造研究は、荒川祐吉 28) の研究を端緒とする。荒川祐吉は、経済
体制の変化と小売商業構造、小売商業構造の理論、わが国小売商業構造の特質
と実態について明らかにした。その後、中小小売商業を中心とした小売商業構
造の変化に焦点をあてた研究として番場博之 29)、馬場雅昭 30)、また産業組織
論の枠組みを用いて主として従業者規模や売場面積規模を指標に小売業の大
型化の実態とその要因について明らかにした研究として峰尾美也子 31 ) がある。 
しかし、これらの先行研究は流通政策と小売商業構造とのかかわりを必ずし
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も明確に意識したものではなく、また小売商業構造のうち主として規模構造に
注目するものであり、業態構造および立地構造についてはほとんど取り上げら
れていない。  
たしかに大型店出店規制は規模構造の調整を直接の目的としたものであり、
業態構造や立地構造の調整は直接の目的ではない。しかし、業態構造に関して、
1956 年に第二次百貨店法が施行された当時は、わが国の小売業態は百貨店と中
小小売店のみであり、他に食品スーパーの萌芽のような小売業態が存在してい
るにすぎなかった。大店法は 2000 年に廃止され、大型店出店に関する経済的
規制は撤廃されたが、総合スーパー、食品スーパー、コンビニエンスストア、
専門店チェーンなどわが国の小売業態のほとんどは、この期間に誕生し成長し
てきた。わが国小売業態の発展に大型店出店規制がどのような影響を与えてき
たかについては研究課題として残されている。  
さらに、立地構造に関して、大店法の下で 1982 年 2 月から 1990 年 5 月ま
で続けられた出店抑制地域など、間接的ではあるが大型店立地に影響を与える
運用もなされてきた。また、大店法が施行された当時の大型店のほとんどは駅
前立地や商店街立地であり、その後郊外立地が加速度的に増加していった。大
型店立地の郊外化は、住宅地の郊外開発、モータリゼーションの進展、商業地
の地価上昇など、大型店出店規制以外の要因による部分が大きい。しかし、大
店法による地元との調整に手間取り相対的に出店が困難となった駅前や商店
街立地よりも郊外立地が選好されるなど、大型店出店規制は間接的に大型店立
地に影響を与えてきたといえるが、この点についても研究課題として残されて
いる。  
次に、特定の商品分野における流通部門への参入規制について、本研究では
事例として酒類小売業免許を取り上げる。酒類小売店の出店規制に関する先行
研究は非常に少ないが、向山雅夫 32 )、小林哲 33 )、大崎恒次 34)、鈴木幾太郎 35)
がある。いずれも、酒類小売業免許制度の規制緩和の背景および経過について
論じるものであり、規制緩和が酒類小売構造にどのような影響を与えたについ
ては十分な分析がなされていない。  
②地域商業振興政策研究  
地域商業振興政策については、通商産業省 (経済産業省 )による一連の流通ビ
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ジョンが基本的な研究資料となる。『流通近代化の展望と課題 (1968 年 )』 36)、
『70 年代における流通 (1971 年 )』37 )、『流通革新下の小売商業－百貨店法改正
の方向－ (1972 年 )』 38)、『80 年代の流通産業ビジョン (1984 年 )』 39)、『90 年
代の流通ビジョン (1989 年 )』40)、『21 世紀に向けた流通ビジョン (1995 年 )』41)、
『新流通ビジョン－生活づくり産業へと進化する我が国小売業－ (2007 年 )』42)
と続く。そして、これらの地域商業振興政策変遷の背景と経緯、そしてその特
質と意義について分析した研究として、石原武政 43)、佐々木保幸 44)、岩永忠
康 45 )、渡辺達朗 46) がある。また、地域商業に関する理論研究として、石原武
政 47) は、｢売買集中の原理｣など商業経済論の理論に現実的な理解を与え、中
小小売商の存立根拠や商業集積における集積の効果について理論化を試みて
いる。  
しかし、これらの先行研究は経済産業省 (通商産業省 )の商業統計調査におい
て 1982 年をピークに小売業商店数が減少していること、中小企業庁の商店街
実態調査における商店街の景況の悪化や空き店舗の増加、中小小売商業振興法
による認定件数の減少などの指摘にとどまり、地域商業振興政策による小売商
業構造の変化に関する分析はほとんどみられない。そのため、地域商業の集積
である商店街形成地区の役割の低下、商業集積立地の優位性の低下など、明ら
かにすべき研究課題が残されている。  
③まちづくり政策研究  
まちづくり政策に関する先行研究として、阿部真也 48 ) を挙げることができ
る。阿部真也は、『80 年代の流通ビジョン』において提起された｢社会的有効性｣
に注目して、中小小売業主体のまちづくりについていち早く論じている。石原
武政 49) は、地域社会における小売業の役割に焦点をあてた研究である。また、
田中道雄 50 ) は｢商業学｣｢社会学｣｢都市計画｣の 3 分野のまちづくり研究につい
て、まちづくりに対する①観点、②意義、③空間認識、④成果測定、⑤課題、
⑥新たな動向という 6 つの要素から、その差異について分析している。また、
地域商業振興政策からまちづくり政策へと政策対象が拡大していく背景と経
緯については、渡辺達朗 51 )、石原武政 52) に詳しい。  
イギリスのまちづくり政策やタウンセンターマネジメントに関する先行研
究としては、流通、都市計画、地理学分野の研究者によるものがある。流通分
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野では、伊藤公一 53 )、前田重朗 54)、岩下弘 55)、横森豊雄 56) の研究を挙げる
ことができる。これらの研究は、郊外出店規制や中心市街地への誘導政策が導
入されていく背景と経緯、およびタウンセンターマネジメントの成功事例につ
いて考察するものである。地理学分野では、根田克彦 57)、伊東理 58) の研究が
挙げられる。いずれも、商業立地政策の変遷にかかわる詳細な分析と、特定の
都市の事例研究が中心である。都市計画分野では、中井検裕・村木美貴 59)、地
域・交通計画研究所 60)、国土交通政策研究所 61) の研究が挙げられる。主とし
て、開発計画 (ポジティブ・プランニング )と開発規制 (ネガティブ・プランニン
グ )に焦点をあてた研究である。  
しかし、開発規制による商業立地の中心市街地への誘導政策と、まちづくり
組織の自主財源の確保を可能とする BID 制度を、中心市街地活性化のための車
の両輪としてとらえ、両者に焦点をあてた研究はほとんどなく、とくにイギリ
スの BID 制度については 2004 年に導入されたということもあって本格的な研
究は少ない。その中でも、服部敏也 62 ) はアメリカとイギリスの BID の研究を
もとに日本版 BID の可能性について考察している。また、日本とイギリスの小
売商業構造比較についても、イギリスの統計が十分ではないということもあっ
て研究課題として残されている。  
なお、本研究のように流通政策、あるいはまちづくり政策や都市政策と小売
商業構造のかかわりに焦点をあてた比較流通研究として、アメリカ研究は中小
企業総合研究機構 63)、矢作弘 64)、原田英生 65 )、フランス研究は佐々木保幸 66)、
ドイツ研究は E.バッツアー・H.ラウマー・鈴木武 67)、阿部成治 68)、中国研究
は謝憲文が 69) が挙げられる。  
 
2．本研究の課題と構成  
 
(1)流通政策研究の到達点からみた研究課題  
 流通政策に関する先行研究について整理してきたが、本研究の目的である小
売商業構造変化における流通政策の役割に関して、次のような研究課題が残さ
れている。  
 流通調整政策および小売商業構造にかかわる先行研究は、流通政策と小売商
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業構造とのかかわりを必ずしも明確に意識したものではない。また、小売商業
構造のうち主として規模構造に注目するものであり、業態構造および立地構造
についてはほとんど取り上げられていない。そのため、わが国小売業態の発展
に流通調整政策がどのような影響を与えてきたか、また流通調整政策が間接的
に大型店立地にどのような影響を与えてきたかについては研究課題として残
されている。  
また、特定の商品分野における流通部門への参入規制について、本研究では
酒類小売店の出店規制に焦点をあてるが、その先行研究においては酒類小売業
免許制度の規制緩和が酒類小売構造にどのような影響を与えたについては十
分な分析がなされていない。  
地域商業振興政策にかかわる先行研究においては、地域商業振興政策による
小売商業構造の変化に関する研究は少ない。そして、地域商業の集積である商
店街形成地区の役割の低下、商業集積立地の優位性の低下等、明らかにすべき
研究課題が残されている。  
また、まちづくり政策の先行研究では、イギリスにおける開発規制による商
業立地の中心市街地への誘導政策と、まちづくり組織の自主財源の確保を可能
とする BID 制度を中心市街地活性化のための車の両輪としてとらえ、両者に焦
点をあてた研究はほとんどない。また、日本とイギリスの小売商業構造比較に
ついても、イギリスの統計が十分ではないということもあって研究課題として
残されている。  
 
(2)本研究の構成  
本研究は、小売業の規模構造、業態構造、立地構造の観点から小売商業構造
の変化過程における流通政策の役割を明らかにすることを目的としている。  
上記のテーマに接近するために、本研究では、次の 3 つの流通政策の実践に
照らし合わせ研究課題を設定している。第一に、小売商業構造の変化過程にお
ける流通調整政策の役割を明らかにすることである。第二に、地域商業振興政
策と小売商業構造の変化過程との関係を明らかにすることである。第三に、イ
ギリスのまちづくり政策の現状を明らかにし、流通政策の影響を受けたイギリ
ス食品小売業の構造変化について、日本との比較を通して解明することである。
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このことは、イギリス流通政策と日本の流通政策との異同を明示し、イギリス
の政策に学ぶべき点を提示する意義を有している。  
 以上のような問題意識にもとづき、本研究では、序章と 8 つの章、そして終
章の全 10 章から考察をすすめた。  
第一の研究課題に対しては、業態構造（第 1 章）、立地構造（第 2 章）、酒類
小売構造（第 3 章）の変化過程における流通調整政策の役割を検討した。  
第 1 章「大型店出店規制の変遷と小売業態の発展」では、大型店出店規制の
変遷が「総合スーパー」、「食品スーパー」、「コンビニエンスストア」、「専門店」
などの小売業態の発展に与えた影響について、大規模小売店舗立地法施行
（2000 年）以降の状況も踏まえて明らかにしている。  
第 2 章「大店法、大店立地法、都市計画法と大型店立地」では、大規模小売
店舗法（大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整に関する法律）およ
び大規模小売店舗立地法が間接的とはいえ、大型店立地にどのような影響を与
えてきたかという点、そして改正都市計画法（1998 年改正施行、2004 年改正
施行、2006 年改正施行、2007 年改正施行）が大型店立地に与えた影響につい
て考察している。  
第 3 章「酒類小売規制の緩和による酒類小売市場の変化」では、酒類小売業
免許の規制緩和に焦点をあて、酒類小売規制の緩和が小売業態という形態をと
って展開される酒類販売にどのような影響を与えたかについて分析している。 
第二の研究課題に対しては、地域商業振興政策の変遷（第 4 章）、商店街向
け振興政策の変遷とその下での商店街の変化（第 5 章）について考察した。  
第 4 章「地域商業振興政策変遷の歴史－社会的有効性とまちづくりを中心と
して－」では、地域商業振興政策史を振り返り、流通振興政策の中に地域的な
視点が埋め込まれていくメカニズムや流通振興政策において地域商業がもつ
「社会的有効性」を評価する視点の形成過程、さらには「まちづくり政策」と
地域商業振興政策とのかかわりを求める視点の形成過程について解明してい
る。  
第 5 章「地域商業振興政策の変遷と政策の効果」では、商店街向け高度化資
金助成制度、および商店街向け施設整備事業補助金制度の変遷を整理したうえ
で、商店街の現状や地域商業の地盤沈下、商業集積に立地する優位性の低下に
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ついて論究している。  
第三の研究課題に対しては、イギリスのタウンセンターマネジメント（第 6
章）、イギリスの BID（Business Improvement Districts）制度（第 7 章）、そ
して日英食品小売構造比較（第 8 章）を通して接近している。  
第 6 章「イギリスにおけるタウンセンターマネジメントと小売開発規制」で
は、イギリスのタウンセンターマネジメントおよび小売開発の都市計画的規制
について考察している。  
第 7 章「日本版 BID に向けた考察－イギリスの BID 制度からの示唆－」で
は、イギリスの BID 制度の特質を明らかにすると同時に、そこからわが国にお
ける中心市街地活性化を推進するまちづくり組織の自主財源の確保、すなわち
日本版 BID を導入するための方策について、論究・提言している。  
第 8 章「食品小売構造の日英比較」では、日本とイギリスの食品小売構造に
焦点をあてて、両国の食品小売商業構造の現状と歴史的な変化について比較検
討している。ここでは、日本と比べて寡占化がすすんでいるイギリスの食品小
売市場の形成過程について、流通政策の及ぼした影響のみならず消費生活の観
点も取り入れ多面的に分析している。  
 
 なお、本研究の統計数字は可能な限り最新の 2010 年 (年度 )までの統計数字を
用いている。しかし、経済産業省｢商業統計調査｣は 2007 年調査が最新 (次回は
2014 年 7 月に実施される予定 )であり、同調査の調査対象である卸売業・小売
業を包含する総務省｢経済センサス活動調査｣は 2012 年 2 月に実施されたが、
すべての結果の公表は 2014 年 2 月になること、さらにこれまでの商業統計調
査と連続する形で把握できないこともあり、同調査の結果については言及して
いない。  
 
注 
1)渡辺達朗『流通政策入門(第 3 版)』中央経済社、2011 年、1 ページ。｢流通部門は、生産部門と消
費部門とをつなぐ社会的システムと位置づけられる。流通政策は、そうした流通部門における企業
や消費者の活動や機能、あるいは構造を対象にした公共政策の一部門ということができる｣。 
2)流通政策と類似した概念に商業政策がある。菊池宏之は両者の異同を次のように整理している。｢①
商業を流通のうち商人にかかわる部分であるとし、流通機構全体を対象とする流通政策に対して、
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流通機構の一部分である商業機構を対象とする商業政策はその一分野であるとする考え方、②商業
政策は伝統的に国内商業政策と対外商業政策(貿易政策)を含むことから、国内市場のみを対象とす
る流通政策とは対象とする市場の範囲を異にするという考え方｣(菊池宏之｢流通政策｣宮澤永光監
修『基本流通用語辞典』白桃書房、1999 年、306 ページ)。 
3)｢流通政策は具体的なある流通の姿を想定し、それを実現するために行われるといったものではな
い。流通の『あるべき姿』は生産や消費の動向はもちろん、運輸、通信、決済、情報などを含む
様々な技術によって規定される。したがって、流通のあるべき姿を一意的に設定することはでき
ない。(中略) 流通政策は、こうした動態的な流通の現実の流れの中に問題を見いだすことによっ
て成立する。その意味で、流通政策は現実の流通の展開と不可分の関係にある｣(石原武政｢流通政
策(第 1 部)｣通商産業政策史編纂委員会・石原武政編『通商産業政策史 1980～2000 第 4 巻商務流
通政策』経済産業調査会、2011 年、4 ページ)。 
4)｢小売業における調整政策とは、大企業と中小企業の競争条件が平等になるよう、人為的に競争条
件を補正することにより、中小小売業の存立基盤を確保しようとする政策である(田島義博｢小売商
業調整政策｣久保村隆祐・田島義博・森宏『流通政策』中央経済社、1982 年、83～84 ページ)｣。｢調
整政策が中小小売商業振興政策との連携を弱めれば弱める程、調整政策は保護政策に堕する可能性
を強める(同上書、85～86 ページ)｣。｢中小小売業の振興によって、その競争力を強化しなければ、
調整政策は大企業に対する規制内容を厳しくせざるを得ないからである(同上書、86 ページ)｣。｢調
整政策は、中小小売商業振興政策と表裏一体のものとして、政策運営を考えるべきであろう｣(同上)。 
5)｢第 1 の統制は、政策主体が直接流通活動を掌握するものであり、基本的には競争過程に信頼がお
けないときに採用される。自由な競争環境が成熟していなかった戦前には、この統制型の介入がし
ばしばみられた。市場の失敗というよりも、失敗すべき市場そのものが存在していなかったのであ
る。(中略) 第 2 の禁止は、競争過程への信頼を典型的に示すものである。たとえば、競争秩序から
の逸脱としての市場の失敗に対応する独占禁止法がその典型であり、市場において望ましい競争秩
序を維持するために、それを阻害するような行動を特定して禁止するのである。(中略) 第 3 の振興
は、競争主体の環境変化への適応を促進し、援助するものである。それは基本的には、市場の失敗
としての適応時間を短縮することによって、調整を最小限にとどめることを目的としている。(中
略) 第 4 の調整のうち、経済調整は企業の経済的活動を直接的に調整することを目的とするのに対
して、社会調整は同じく企業の経済的活動を調整の村象にする場合でも、何らかの社会的目的を達
成するための手段として調整を行うという点で、基本的な考え方を異にしている｣(石原武政｢商業
政策の構造｣石原武政・池尾恭一・佐藤義信『商業学〔新版〕』有斐閣、2000 年、252～254 ページ)。 
6)渡辺達朗、前掲書、30～31 ページ。 
7)鈴木武｢混合経済体制の流通政策｣『長崎国際大学論叢』第 1 巻、2001 年 3 月。 
8)石原武政｢流通調整政策｣鈴木武編『現代の流通問題一政策と課題－』東洋経済新報社、1991 年、
79～80 ページ、岩永忠康『現代日本の流通政策』創成社、2004 年、36～37 ページを参考にした。 
9)石原武政、同上論文、80～82 ページ、渡辺達朗、前掲書、32～33 ページを参考にした。 
10)石原武政｢流通政策(第 1 部)｣、305 ページ。 
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11)これらは、主食である米の円滑な流通、酒税やたばこ税の確実な徴収、国民の健康の維持、危険
物の管理など、流通調整政策とは別の観点からの目的をもっているが、それぞれの業界における競
争の調整政策として機能しているため、流通調整政策に含めた。 
12)石原武政｢商業政策の構造｣、253 ページ、岩永忠康、前掲書、34 ページを参考にした。 
13)岩永忠康｢流通振興政策｣鈴木武編『現代の流通問題一政策と課題－』東洋経済新報社、1991 年、
100 ページ、石原武政｢地域小売商業政策の展開｣(経済産業研究所 BBL(Brown Bag Lunch Seminar 
Series)No.704)、2011 年 6 月 13 日、レジュメ 1 ページを参考にした。 
14)渡辺達朗は、わが国において流通調整政策が流通競争政策と離れて独自性を獲得していった過程
について次のように分析している。｢調整政策の側面では、大規模小売店舗法が競争政策に対する
補完的位置づけ以上に、あたかも恒久的な中小小売商保護政策であるかのような『存在感』を示し
ていた｣。｢調整政策の恒久化は、振興政策が中小商業者の健全な競争主体への育成や環境適応力の
向上に、必ずしも実効的な成果をあげられなかったことによって、拍車をかけられた面があること
も事実である｣。｢さらに従来の振興政策の処方箋では効果があがらないのであれば、さらなる振興
政策面でのカンフル剤が求められるようになる。つまり、振興政策が有効な成果をあげられないが
ゆえに、調整政策の側面での対応が継続・強化されるとともに、振興政策のよりいっそうの拡充が
求められるという関係である。こうして振興政策と調整政策は、競争政策との相互補完的関係から
離れた、独自性・独立性を獲得していった｣(渡辺達朗、前掲書、35 ページ)。 
15)産業構造審議会流通部会・中小企業政策審議会流通小委員会｢大店法からの政策転換について｣
1997 年 12 月 24 日。 
16)｢都市計画の問題は言うまでもなく、人びとの居住のあり方、安全・安心の問題から福祉コミュニ
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第 1 章 大型店出店規制の変遷と小売業態の発展  
 
2000 年 5 月末、大店法が廃止され、第二次百貨店法 (1956 年 )から 44 年間に
わたって継続してきた大型店に対する経済的規制が撤廃された。大店法の下で
は、1980 年代はその運用面で非常に厳しい出店規制が行われた。しかし、1990
年代になると、出店規制は徐々に緩和されていった。現在は、大店立地法の下
で、店舗周辺の生活環境に配慮すれば、具体的には駐車場や騒音等の基準をク
リアすれば、都市計画上許容される範囲ではあるが、どのような大型店でも、
また年中無休 24 時間営業という店舗でも出店が可能となった。  
本章では、大型店出店規制の変遷が｢総合スーパー｣ 1)、｢食品スーパー｣、｢コ
ンビニエンスストア｣、｢専門店｣などの小売業態の発展にどのような影響を与
えてきたかについて考察する。  
 
1．大型店出店規制の変遷  
 
表 1-1 は、1956 年 6 月の第二次百貨店法施行 2) から 2000 年 5 月末の大店法
廃止までの大型店出店規制の変遷を整理したものである。大店法 (1974 年 3 月
施行 )が制定されて以降、第二種大規模小売店舗を調整対象に追加する改正大店
法 (1979 年 5 月改正施行 )、1982 年 2 月には出店表明・事前説明制度および出
店抑制地域が導入され、同時に個別企業に対する出店抑制指導 3) が実施される
など、1970 年代末から 1980 年代にかけては規制強化期 4) であった。1990 年
代に入ってからは規制が大幅に緩和され、1990 年 5 月には出店抑制地域の実
質的廃止などの大店法運用適正化措置実施、種別境界面積の引上げ、商業活動
調整協議会 (商調協 )の廃止、出店表明・事前説明制度の廃止などの改正大店法
(1992 年改正施行 ) 5)、1994 年 5 月には 1,000 ㎡未満の出店原則自由化 6 )、閉
店時刻・休業日数の届出不要基準の緩和などが実施された 7) 。そして、 2000
年 6 月に大店立地法が施行され、大店法は廃止されることになった。  
なお、大店立地法は大規模小売店舗を対象としている点では大店法と共通性
をもっているが、大店法が大型店の経済活動を直接規制する｢経済的規制｣であ
ったのに対して、大店立地法は大規模小売店舗周辺の住民の生活環境の保持を
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目的とする｢社会的規制｣であるという点で、全く性格を異にするものである。 
本研究では統計データを整理するため、大型店出店規制の変遷によって次の
5 つの時代に区分している。｢百貨店法期 (1973 年以前 )｣は 1956 年 6 月の第二
次百貨店法施行、｢大店法導入期 (1974～1981 年 )｣は 1974 年 3 月の大店法施行、
｢規制強化期 (1982～1990 年 )｣は 1981 年 10 月の大型店問題対処方針 (届出自粛
指導 )、｢規制緩和期 (1991 年以降 )｣は 1990 年 5 月の大店法運用適正化、｢大店
立地法期 (2001 年以降 )｣は 2000 年 6 月の大店立地法施行に着目した。  
表 1-2 によって大規模小売店舗届出件数の推移をみると、規制強化期である
1980 年代は届出が大幅に抑制されており、1990 年代の規制緩和を受けて届出
が急増した。しかし、長引く消費低迷による企業業績の悪化もあって、 1998
年度からは特に第二種大規模小売店舗において届出件数が減少傾向にあった。
なお、経過措置として 2001 年 1 月末までは大店法下での届出・調整による出
店が認められたが、大店立地法下での出店は 8 カ月の手続期間に工期を加える
と、1 年間程度の出店空白期間が生じることもあって、大店立地法公布 (1998
年 6 月 )以降は、面積規模の大きな店舗において、いわゆる｢駆け込み出店｣とも
いえる動きがみられた 8)。  
表 1-3 は、大店立地法の下での新設届出件数をみたものであるが、届出必要
面積が大店法下の店舗面積 500 ㎡超から、大店立地法下では同 1,000 ㎡超に引
き上げられたこともあって直接比較はできないが、出店が減少傾向にあった
1998 年度以降の傾向が続き、さらに 2000 年度および 2001 年度は新法の運用
を見定める意味もあって出店は低調であった。そして、2003～2007 年度まで
は 700 件を超える届出件数であったが、以降はさらに減少傾向にある。  
ここで、表 1-2(大店法 )および表 1-3(大店立地法 )は、いずれも新設届出ベー
スの件数をみたものであるが、表 1-4 は店舗面積 1,000 ㎡超の大規模小売店舗
の状況を開店店舗数ベースでみたものである。大店法下の開店件数は規制が緩
和されていった 1993 年から毎年 800 店を超す開店であったのに対して、大店
立地法下では、ピークでも 2004 年の 731 店にとどまり、以降は減少傾向ある。  
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表 1-1 大型店出店規制の変遷年表 
百貨店
法 期 
1956 年 6 月 
 
1970 年 9 月 
 
1972 年 11 月 
 
1973 年 10 月 
第二次百貨店法施行(店舗面積 1,500 ㎡以上、東京都特別区・政令指定都市 3,000
㎡以上) 
通商産業省企業局長通達｢大規模小売業者の店舗の新設等について｣(特定店舗の
新増設の通商産業局への届出、地元との調整)(注 1) 
通商産業省企業局長通達｢特定店舗の新増設等について｣(特定店舗を対象に開・閉
店時間や休日について必要に応じた勧告)(注 2) 
大店法公布、総需要抑制策に基づく出店抑制措置(1973 年 10 月末から 1974 年
9 月まで) (注 3) 
大店法
導入期 
1974 年 3 月 
 
1978 年 11 月 
 
1979 年 5 月 
大店法施行(店舗面積 1,500 ㎡以上、東京都特別区・政令指定都市 3,000 ㎡以上、
企業主義から店舗主義へ) 
改正大店法公布、同年 3 月および 7 月通商産業省産業政策局長通達｢駆込み新増
設の自粛について｣(注 4) 
改正大店法施行(店舗面積 500 ㎡超 1,500 ㎡未満を調整対象に追加)(第二種大規
模小売店舗は法施行後 5 カ月間適用除外、改正大店法附則) 
規 制 
強化期 
1981 年 10 月 
1982 年 2 月 
 
 
1984 年 3 月 
 
1987 年 6 月 
通商産業省｢大型店問題対処方針｣(届出自粛指導)(注 5) 
通商産業省産業政策局長通達｢大規模小売店舗の届出に係る当面の措置につい
て｣(出店表明・事前説明制度、出店抑制地域の導入、個別企業に対する出店抑制
指導) 
通商産業省産業政策局長通達｢大規模小売店舗の届出に係る今後の運用につい
て｣(1982 年措置を継続) 
大店審会長談話｢今後の大店法の運用について｣(事前説明の適正化、出店調整処
理期間の短縮) 
規 制 
緩和期 
1990 年 5 月 
 
1992 年 1 月 
 
1994 年 5 月 
 
1997 年 12 月 
 
1998 年 6 月 
大店法運用適正化(出店調整処理期間を 1 年半以内に短縮、すべての届出の受理、
閉店時刻・休業日数の届出不要基準の緩和、出店抑制地域の実質的廃止) 
改正大店法及び輸入品専門売場特例法施行(種別境界面積の引上げ、商調協の廃
止、出店表明・事前説明制度の廃止、出店調整処理期間を 1 年以内に短縮) 
大店法の運用基準緩和(1,000 ㎡未満の出店の原則自由化、閉店時刻・休業日数
の届出不要基準の緩和) 
産業構造審議会・中小企業政策審議会合同会議  大店法廃止・大店立地法制定
答申 
大店立地法公布 
大店立
地法期 
2000 年 6 月 大店立地法施行(店舗面積 1,000 ㎡超) 
大店法廃止(2001 年 1 月末まで大店法下での届出・調整による出店可) 
(注 1)通商産業省・通商産業政策史編纂委員会編『通商産業政策史第 11 巻』通商産業調査会、1993 年、424
ページ。 
(注 2)『日本経済新聞』1972 年 10 月 27 日付。 
(注 3)草野厚『大店法経済規制の構造』日本経済新聞社、1992 年、110～111 ページ。 
(注 4)通商産業省・通商産業政策史編纂委員会編『通商産業政策史第 13 巻』通商産業調査会、1991 年、525
ページ。 
(注 5)『朝日新聞』1981 年 10 月 2 日付。 
(出所)南方建明『日本の小売業と流通政策』中央経済社、2005 年、12 ページを修正。 
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表 1-2 大規模小売店舗届出件数の推移(大店法下) 
 
  年度 
第一種大規
模小売店舗 
第二種大規
模小売店舗 
合 計    
年度 
第一種大規
模小売店舗 
第二種大規
模小売店舗 
合 計 
既存の届出 1,847 9,764 11,611  
 
 
規
制
緩
和
期 
1991 年度 
1992 年度 
1993 年度 
1994 年度 
1995 年度 
1996 年度 
1997 年度 
1998 年度 
1999 年度 
2000 年 
 (4～5 月) 
486 
388 
312 
426 
528 
523 
528 
401 
384 
  5 
   906 
1,304 
1,094 
1,501 
1,678 
1,746 
1,588 
1,280 
  954 
  22 
1,392 
1,692 
1,406 
1,927 
2,206 
2,269 
2,116 
1,681 
1,338 
   27 
 
大
店
法
導
入
期 
1974年度 
1975年度 
1976年度 
1977年度 
1978年度 
1979年度 
1980年度 
1981年度 
399 
281 
264 
318 
243 
576 
371 
194 
－ 
－ 
－ 
－ 
－ 
1,029 
424 
308 
399 
281 
264 
318 
243 
1,605 
795 
502 
 
 
規
制
強
化
期 
1982年度 
1983年度 
1984年度 
1985年度 
1986年度 
1987年度 
1988年度 
1989年度 
1990年度 
132 
125 
156 
158 
157 
203 
244 
332 
881 
270 
276 
288 
349 
370 
365 
411 
462 
786 
402 
401 
444 
507 
527 
568 
655 
794 
1,667 
計 10,862 27,172 38,034 
(注 1)大店法第 3 条第 1 項(新設)および第 3 条の 2 第 1 項(種別変更)の届出。 
(注 2)第一種大規模小売店舗―建物内の店舗面積の合計が 3,000 ㎡(東京都特別区・政令指定都市 6,000 ㎡)以
上のもの。ただし、1992 年 1 月 30 日以前の届出については、同 1,500 ㎡(同 3,000 ㎡)以上のもの。 
第二種大規模小売店舗―建物内の店舗面積の合計が 3,000 ㎡(東京都特別区・政令指定都市 6,000 ㎡)未
満のもの。ただし、1992 年 1 月 30 日以前の届出については、同 1,500 ㎡(同 3,000 ㎡)未満のもの。 
(出所)通商産業省｢大規模小売店舗の届出状況｣。 
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表 1-3 大規模小売店舗届出件数の推移 
(大店立地法下) 
 
 
大 
店 
立 
地 
法 
期 
2000 年度(2000/6～2001/3) 
2001 年度 
2002 年度 
2003 年度 
2004 年度 
2005 年度 
2006 年度 
2007 年度 
2008 年度 
2009 年度 
2010 年度 
193 
450 
638 
786 
738 
727 
730 
751 
651 
500 
584 
(注 1)大店立地法第 5 条第 1 項(新設)の届出。 
(注 2)建物内の店舗面積合計が 1,000㎡超のもの。 
(出所)経済産業省(通商産業省)｢大店立地法の届
出状況｣(各年版)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 1-4 開店年別店舗数の推移 
       (店舗面積 1,000 ㎡超) 
大店法下 1990 年以前 8,749 
 1991 年 
1992 年 
1993 年 
1994 年 
1995 年 
1996 年 
1997 年 
1998 年 
1999 年 
2000 年 
497 
689 
839 
800 
885 
868 
996 
879 
803 
1,124 
大店立地法下 2001 年 
2002 年 
2003 年 
2004 年 
2005 年 
2006 年 
2007 年 
2008 年 
2009 年 
2010 年 
148 
447 
598 
731 
652 
654 
656 
647 
599 
520 
(注) 2000 年は大店法下での届出・出店が認めら
れた 2001 年 1 月まで、2001 年は 2001 年
1 月を除く。 
(出所)2000 年までは東洋経済新報社『全国大型
小売店総覧 2002 年』、2001～2005 年は同
『全国大型小売店総覧 2007 年』、2006～
2010年は同『全国大型小売店総覧2012年』。 
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2．大型店出店規制の変遷と小売業態間競争  
 
(1)小売販売額に占める｢総合店｣割合の推移  
①小売販売額に占める｢百貨店・総合スーパー｣(商業統計調査 )の割合  
(1962 年以降 ) 
表 1-5-1 は、小売販売額に占める百貨店・総合スーパー (商業統計調査、従業
者数 50 人以上 )の割合を商品分類別にみたものである。まず、｢小売計 (自動車・
自転車を除く )｣でみると、大店法導入期の 1974 年に 15.3％ (1972 年対比 3.1
ポイント増 )と急増した。大型店出店規制が強化された 1982 年には 14.7％と一
時減少、その後の規制強化期は微増傾向にあったが、規制緩和期には横ばい、
大店立地法期の 2007 年には百貨店の販売額の落ち込みのため 12.9％まで減少
している。  
商品分類別にみると、｢飲食料品｣における百貨店・総合スーパーの販売割合
は、小売計と同様に大店法導入期に大きく増加したものの、規制強化期には減
少し、規制緩和期になって再び増加傾向をとり、大店立地法期には減少傾向に
あるが、その販売割合はそれほど大きなものではない。飲食料品では、むしろ
｢各種食料品｣(小売業態としての｢食品スーパー｣)において、大店法導入期から
規制強化期にかけて販売割合が急増していることに注目すべきであろう。  
 ｢衣料品計｣では、百貨店法期には概ね 20％台後半の販売割合で、大店法導入
期にその割合が大きく増加したものの、規制強化期には停滞、規制緩和期にな
って再び増加している。しかし、大店立地法期になってからは専門店チェーン
の躍進の影響もあって減少傾向にある。衣料品の商品分類別にみると、｢紳士
服・洋品｣は規制緩和期になって減少傾向にあり、大店立地法期にはさらに減
少、｢婦人・子供服・洋品｣は、規制強化期には減少したものの、規制緩和期に
なって増加傾向にあったが、大店立地法期になって再び減少傾向にある。  
｢身の回り品 (靴、かばん･袋物、装身具など )｣は、大店法導入期に販売割合が
増加したものの、その後は微増ないしは横ばい傾向にある。  
｢家庭用品 (広義 )｣は、大店法導入期の 1974 年に 14.5％ (1972 年対比 3.0 ポイ
ント増 )と急増したものの、その後は横ばい傾向にあったが、1997 年以降は大
幅な減少となっている。家庭用品 (広義 )の商品分類別にみると、｢家具｣および
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｢家庭用電気機械器具｣は規制緩和期になって減少傾向にあり、さらに大店立地
法期になって減少が加速していることが注目される。｢家庭用品 (狭義 )｣も大店
立地法期になって大きく減少している。  
 
表 1-5-1 小売販売額に占める｢百貨店・総合スーパー｣(商業統計表)の割合 
(単位：％) 
 
 
 
    年 
小売計 
( 自 動
車・自転
車除く) 
衣料品 身の回 
り品 
飲食料品 家庭用品(広義) その他 
の商品 
 
計 紳士服 
・洋品 
婦人・
子供服 
洋品 
その他 
の衣料 
品 
百貨店・
総合ス
ーパー 
(参考) 
各種食 
料品 
計 家具 家庭用 
電気機 
械器具 
家庭用 
品 
(狭義) 
百貨店 
法 期 
1962 年 
1964 年 
1966 年 
1968 年 
1970 年 
1972 年 
10.6 
11.4 
11.1 
10.6 
11.3 
12.2 
24.3 
25.9 
25.0 
24.6 
27.2 
28.6 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
21.9 
19.7 
20.8 
24.7 
22.5 
22.8 
5.0 
5.9 
6.0 
6.0 
6.9 
7.8 
8.7 
10.5 
12.1 
13.9 
17.2 
20.4 
10.3 
10.6 
11.0 
10.3 
10.4 
11.5 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
大店法 
導入期 
1974 年 
1976 年 
1979 年 
15.3 
15.3 
16.0 
32.8 
33.4 
34.6 
― 
― 
42.6 
― 
― 
44.0 
― 
― 
20.4 
27.1 
28.5 
29.3 
11.4 
12.8 
14.0 
20.7 
23.3 
26.5 
14.5 
14.3 
15.5 
― 
― 
17.4 
― 
― 
8.0 
― 
― 
23.4 
― 
― 
6.8 
規 制 
強化期 
1982 年 
1985 年 
1988 年 
14.7 
15.1 
15.6 
34.4 
35.4 
35.4 
42.9 
44.3 
44.1 
42.6 
42.7 
41.0 
19.8 
20.0 
19.6 
30.2 
29.6 
30.7 
12.8 
13.1 
12.7 
30.5 
33.6 
33.5 
15.0 
15.8 
15.5 
17.6 
18.9 
18.8 
8.3 
8.7 
9.4 
20.9 
22.2 
21.3 
6.2 
6.2 
7.3 
規 制 
緩和期 
1991 年 
1994 年 
1997 年 
16.1 
15.9 
16.1 
35.8 
36.9 
39.0 
41.6 
39.2 
41.4 
41.1 
42.7 
44.7 
20.0 
21.5 
22.6 
32.4 
32.1 
32.2 
13.3 
14.5 
15.3 
32.8 
32.6 
31.8 
15.2 
15.1 
13.7 
19.4 
18.6 
16.8 
9.1 
8.7 
8.0 
20.2 
21.6 
21.6 
7.9 
6.8 
7.0 
大店立 
地法期 
2002 年 
2007 年 
14.4 
12.9 
37.6 
34.2 
40.8 
33.7 
44.8 
39.7 
16.1 
17.0 
32.8 
34.5 
14.5 
13.6 
30.9 
35.7 
9.9 
7.5 
13.2 
11.5 
4.8 
4.6 
18.3 
10.7 
4.5 
4.0 
(注 1)『商業統計表(産業編)』における｢百貨店・総合スーパー｣とは、衣・食・住の各販売額がいずれも小売販売総額の 10％
以上 70％未満で、従業者数 50 人以上のもの。 
(注 2)自動車は一般的に百貨店やスーパーで販売されることは少なく、しかも小売販売に占める割合が高い(自動車・自転車
の販売額は小売計の 12.0％、『商業統計表(産業編)2007 年』)。そこで、小売計から自動車・自転車を除いた販売額に
占める大型店の販売割合を集計した。なお、自転車はスーパーで販売されることも多いが、『商業統計表(産業編)』に
おける｢自転車｣は 1991 年調査まで二輪自動車が含まれていたため、時系列的な分析の必要上、自動車・自転車全体を
差し引いた。 
(出所)経済産業省(通商産業省)『商業統計表(品目編)』(各年版)より作成。 
 
すなわち、大店法は総合スーパーの出店が急速に展開された時期に導入され
たが、それが大型店出店の抑制、その販売割合増加の抑制に寄与したのは規制
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強化期になってからである。総合スーパーは、規制緩和期に入って急速に出店
したが、規制緩和は同時に専門店チェーンの出店も容易にし、さらに大店立地
法期には専門店チェーンが大きく躍進し、特に｢衣料品｣や｢家庭用品 (広義 )｣に
おいて専門店チェーンに大きくシェアを奪われている。  
②小売販売額に占める｢百貨店｣｢スーパー｣(商業販売統計 )の割合  
(1979 年以降 ) 
 表 1-5-1 では、商業統計調査における｢百貨店・総合スーパー｣の販売割合の
推移について分析したが、より詳しくは｢百貨店｣と｢総合スーパー｣を区分して
分析することが必要であろう。そこで、表 1-5-2 は商業販売統計を用いて分析
可能な 1979 年以降について、小売販売額に占める｢百貨店｣および｢スーパー｣
の割合の推移をみたものである。なお、商業販売統計における｢百貨店｣は、『商
業統計表 (産業編 )』における｢百貨店・総合スーパー｣とは定義が異なることに
注意する必要がある。  
小売計 (自動車・自転車を除く )に占める割合をみると、｢百貨店｣は 1991 年を
ピークとして減少傾向、これに対して｢スーパー｣は一貫して増加傾向にあるが、
特に規制緩和期にその割合を高めている。1994 年に｢百貨店｣｢スーパー｣がそれ
ぞれ 8.7％と並び、1997 年には｢スーパー｣の方が 1.1 ポイント (百貨店 8.6％、
スーパー9.7％ )、2007 年には 3.6 ポイント (百貨店 7.2％、スーパー10.8％ )上回
るに至っている。  
 商品分類別にみると、大型店の販売割合が最も高いのは｢婦人・子供服・洋
品｣であり、2007 年には 45.6％ (百貨店 31.5％、スーパー14.1％ )と半数近くを
占めている。百貨店は横ばい傾向にあるのに対して、スーパーは減少傾向にあ
る。次いで、大型店の販売割合が高いのは｢紳士服・洋品｣で、2007 年には 40.2％
(百貨店 24.1％、スーパー16.1％ )である。しかし、その推移をみると、1985 年
のピーク時と比較して減少傾向にある。その他、2007 年において大型店の販売
割合が高いのは｢身の回り品｣28.9％ (百貨店 21.6％、スーパー7.3％ )である。｢家
庭用品｣はスーパーの販売割合が規制緩和期の 1991 年以降急増したが、大店立
地法期になって大きく減少している。  
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表 1-5-2 小売販売額に占める｢百貨店｣｢スーパー｣(商業販売統計)の割合 
(単位：％) 
 
 
    年 
小売計(自動車 
・自転車除く) 
紳士服・洋品 婦人・子供服・
洋品 
その他の衣料
品 
身の回り品 
百貨店 スーパ  ー 百貨店 スーパ  ー 百貨店 スーパ  ー 百貨店 スーパ  ー 百貨店 スーパ  ー
大店法導入期 1979年 9.0 7.8 28.5 17.3 29.9 19.1 13.7 7.3 20.9 11.2 
規制強化期  
 
 
1982年 
1985年 
1988年 
8.4 
8.7 
9.4 
7.8 
8.1 
8.3 
29.0 
31.2 
30.4 
17.8 
19.5 
17.8 
28.9 
30.4 
30.5 
18.7 
18.5 
17.1 
13.3 
13.2 
13.6 
7.2 
7.3 
8.0 
20.3 
21.3 
22.5 
10.6 
10.1 
10.6 
規制緩和期  
 
1991年 
1994年 
1997年 
9.9 
8.7 
8.6 
8.4 
8.7 
9.7 
29.8 
25.5 
27.2 
16.1 
15.8 
17.4 
31.0 
30.1 
32.6 
15.6 
15.3 
16.2 
14.1 
13.3 
12.6 
9.0 
9.6 
10.7 
24.0 
22.8 
22.1 
10.3 
10.5 
10.6 
大店立地法期 2002年 
2007年 
7.8 
7.2 
10.7 
10.8 
25.9 
24.1 
17.6 
16.1 
33.7 
31.5 
15.8 
14.1 
10.4 
10.9 
9.2 
9.6 
24.7 
21.6 
10.1 
7.3 
 
 
 
    年 
飲食料品 
 
家具 家庭用電気機
械器具 
家庭用品 その他の商品 
百貨店 スーパ  ー 百貨店 スーパ  ー 百貨店 スーパ  ー 百貨店 スーパ  ー 百貨店 スーパ  ー
大店法導入期 1979年 5.1 9.0 13.1 5.5 2.6 5.9 11.3 11.7 4.9 2.5 
規制強化期  
 
 
1982年 
1985年 
1988年 
5.0 
5.2 
5.4 
9.7 
9.6 
9.4 
12.9 
13.4 
13.9 
5.4 
5.6 
5.7 
2.4 
2.6 
2.6 
6.6 
7.3 
8.1 
10.7 
10.6 
10.8 
11.6 
11.9 
12.6 
4.1 
4.3 
5.1 
2.6 
3.0 
3.4 
規制緩和期  
 
 
1991年 
1994年 
1997年 
5.8 
5.5 
5.6 
10.1 
10.8 
12.8 
14.3 
10.9 
9.7 
5.6 
5.9 
5.8 
2.4 
1.9 
1.4 
7.4 
7.9 
7.0 
10.9 
10.4 
10.4 
12.8 
14.8 
17.6 
5.3 
4.2 
4.1 
3.3 
3.5 
4.2 
大店立地法期 2002年 
2007年 
5.3 
5.1 
15.8 
18.0 
7.3 
6.2 
6.1 
5.4 
0.7 
0.5 
4.1 
3.0 
8.5 
5.7 
15.0 
10.0 
3.5 
2.4 
5.2 
3.7 
(注 1)数字は、小売販売額(商業統計表品目編)に占める｢百貨店｣｢スーパー｣販売額(商業販売統計)の割合。 
(注 2)商業販売統計における｢百貨店｣とは、衣・食・住の各販売額がいずれも小売販売総額の 10％以上 70％未
満で、従業者数 50 人以上、かつ売場面積 1,500 ㎡以上(東京都特別区・政令指定都市 3,000 ㎡以上)(スーパ
ーを除く)。｢スーパー｣とは、売場面積の 50％以上についてセルフサービス方式採用、かつ売場面積が 1,500
㎡以上。 
(注 3)売場面積規模別販売額に占める従業者数 50 人以上の割合は、｢1,500 ㎡以上 3,000 ㎡未満｣64.9％、｢3,000
㎡以上 6,000 ㎡未満｣71.3％、｢6,000 ㎡以上｣98.8％となっている(『商業統計表(産業編)2007 年』より集計)。
小売計(売場面積調査対象外業種を除く)に占める割合を 2007 年現在で比較すると、『商業統計表(産業編)』
における｢百貨店・総合スーパー｣は販売割合 15.3％、売場面積割合 14.0％、『商業販売統計年報』における
｢百貨店｣と｢スーパー｣の合計で販売割合21.4％(｢百貨店｣8.5％、｢スーパー｣12.9％)、売場面積割合20.3％(同
5.0％、同 15.3％)となっており、商業販売統計年報の方がやや大きい。 
(出所)経済産業省(通商産業省)『商業統計表(品目編)』『商業販売統計年報』(各年版)より作成。 
 24 
｢家庭用電気機械器具｣は、百貨店、スーパーともに 1988 年をピークに、｢家
具｣｢その他の衣料品｣は、百貨店において 1991 年をピークに大幅に減少してい
る。｢その他の商品｣は、百貨店が 1991 年をピークとして減少しているのに対
して、スーパーは一貫して増加傾向にあったが、2007 年には一転して減少とな
っている。  
 
(2)小売業態別売上高シェアの推移  
 表 1-6 は、小売業売上高上位 200 社を対象として、｢百貨店｣｢総合スーパー・
食品スーパー｣｢専門店チェーン｣それぞれの売上高シェアの推移をみたもので
ある。  
①百貨店  
  ｢百貨店｣のシェアは、一貫して低下傾向にあり、1974 年度の 46.1％から 2010
年度には 12.6％にまで低下している。ただし、規制強化期はそれまで一貫して
低下傾向にあったシェアも 32～33％程度の水準を維持している。これは、バブ
ル期に向けて高額品の売れ行きが好調だったことと、規制強化が総合スーパー
等との競争を抑制したためと考えられる。しかし、バブル崩壊以降の規制強化
期、大店立地法期は著しくシェアが低下している。  
②総合スーパー・食品スーパー  
｢総合スーパー・食品スーパー｣のシェアは、大店法導入期には一貫して増加
した。しかし、規制強化期に入ると一転して低下傾向となり、1982 年度から
1991 年度にかけて 52.8％から 45.7％へとシェアが低下している。そして、規
制緩和期に入ってからは、横ばい傾向が続いていた。しかし、大店立地法期に
なると、小売販売額がほとんど増加しない中での売場面積の拡大による過当競
争 9)、専門店チェーンの台頭などの要因で、大店立地法期の 2007 年度の 43.5％
から大幅にシェアを落とし、2010 年度には 37.4％まで低下している。  
③専門店チェーン  
  ｢専門店チェーン｣のシェアは、大店法導入期は 5％強であったが、規制強化
期には｢総合スーパー・食品スーパー｣のシェアを奪う形で成長した (｢百貨店｣
のシェアは横ばい )。規制緩和期には｢百貨店｣のシェアを奪う形で成長した (｢総
合スーパー・食品スーパー｣のシェアは横ばい )。大店立地法期になってからは
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その増加傾向に拍車がかかり、特に 2000 年代後半以降は大きくシェアを拡大
した。2009 年度には｢総合スーパー・食品スーパー｣のシェアを上回り、2010
年度には 41.4％のシェアに達している。  
 
表 1-6  小売業態別売上高シェアの推移(上位 200 社) 
   (単位：％) 
 
年   度 
百貨店 総合スーパー・ 
食品スーパー 
専門店チェーン その他 
 
大
店
法
導
入
期 
 
1974 
1975 
1976 
1977 
1978 
1979 
1980 
1981 
46.1 
43.6 
41.8 
39.7 
38.4 
37.1 
36.4 
35.8 
43.6 
46.0 
47.7 
49.6 
51.2 
52.3 
52.6 
52.8 
 5.7 
 5.9 
 6.0 
 6.2 
 5.9 
 6.1 
 6.5 
 6.8 
4.5 
4.5 
4.5 
4.5 
4.5 
4.5 
4.5 
4.6 
 
 
規
制
強
化
期 
1982 
1983 
1984 
1985 
1986 
1987 
1988 
1989 
1990 
33.9 
32.7 
32.3 
32.1 
31.8 
32.2 
31.5 
32.8 
32.4 
52.8 
52.9 
51.9 
51.1 
50.0 
49.8 
49.4 
48.0 
47.2 
 6.9 
 7.4 
 8.3 
 9.1 
10.8 
11.9 
12.0 
12.9 
13.3 
6.4 
7.0 
7.5 
7.7 
7.4 
6.0 
7.1 
6.4 
7.1 
 
 
規
制
緩
和
期 
 
1991 
1992 
1993 
1994 
1995 
1996 
1997 
1998 
1999 
31.6 
29.4 
27.9 
26.4 
25.2 
24.7 
23.9 
22.2 
21.3 
45.7 
47.5 
48.4 
49.4 
48.8 
48.8 
48.4 
48.7 
46.7 
15.5 
15.5 
16.7 
17.7 
19.3 
20.3 
20.5 
21.8 
25.1 
7.3 
7.5 
6.9 
6.5 
6.7 
6.2 
7.2 
7.4 
6.9 
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大
店 
立
地
法
期 
2002 
2003 
2004 
2005 
2006 
2007 
2008 
2009 
2010 
20.4 
20.5 
18.5 
18.8 
18.5 
15.4 
15.4 
13.7 
12.6 
45.7 
43.8 
45.8 
42.6 
43.0 
43.5 
38.9 
38.5 
37.4 
27.1 
28.6 
29.3 
31.7 
31.3 
33.9 
37.4 
39.6 
41.4 
6.9 
7.1 
6.6 
7.0 
7.2 
7.1 
8.4 
8.3 
8.5 
(注1)｢総合スーパー｣と｢食品スーパー｣が区分されていないため、｢総合スーパー・食品スーパー｣とした。 
(注 2)日本の小売業調査は、2000 年度調査より単体の｢売上高ランキング｣から、連結の｢売上高ランキング｣
となったため、それ以前の数字と比較することができない。 
(注 3)2000 年度および 2001 年度は、単体の売上高ランキングから連結の売上高ランキングへの過渡期にあ
って、2002 年度以降と同じ基準でシェアを集計できないため除外した。 
(注 4)2002 年度以降は、連結子会社も含めた売上高ランキングをもとに集計した。そのため、連結決算に
よる売上高と、連結子会社の売上高は一部重複している。 
(出所)日経 MJ｢日本の小売業調査｣(各年版)より作成。 
 
(3)小売業態別販売額・売場面積の推移  
 表 1-7-1・表 1-7-2 は、｢百貨店｣｢総合スーパー｣、およびそれらを除く｢専門
店｣の売場面積規模別に販売額増加額・増加売場面積の推移をみたものである。 
①大店法導入期  
小売業計の販売額および売場面積は、1979 年から 1982 年に大きく増加した
が、｢百貨店｣｢総合スーパー｣の増加は少なく、その多くは｢専門店｣(50 ㎡未満
の小規模店を除く )によるものであった。  
②規制強化期  
大型店の出店が抑制されたため、｢百貨店｣｢総合スーパー｣ともに売場面積の
増加は小さかった。小売業計の販売額は、1985 年から 1991 年に大きく増加し
たが、これは大店法の調整対象外にあって売場面積を大幅に増やした 200～500
㎡未満の｢専門店｣、およびバブル消費を吸収した｢百貨店｣によって達成された
部分が大きい。｢総合スーパー｣は出店が抑制されたこともあって、販売額増加
額は｢百貨店｣よりも少なくなっている。  
｢百貨店｣｢総合スーパー｣ともに、規制強化期前半は消費の低迷もあって企業
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業績が悪化したが、後半は好調であった。規制強化は大型店相互の競争を抑制
するとともに、総合スーパーの出店が規制されている中で｢専門店｣が成長する
好機になった。  
③規制緩和期  
規制緩和期に入ると、｢百貨店｣の販売額は大きく減少した。これはバブルに
よって膨らんだ消費の縮小とともに、総合スーパーや中大規模専門店の大量出
店に伴う競争激化によるものといえる。｢総合スーパー｣は、大幅に売場面積を
増加したものの、それに見合う販売額増加を達成できなかった。｢専門店｣は、
中大規模店を中心に販売額が増加している。  
｢専門店｣の売場面積規模別にみると、500 ㎡以上は売場面積も増加している
がそれに見合う販売額を達成している。200～500 ㎡未満は規制強化期の 1985
年から 1991 年にかけて、売場面積および販売額ともに大きく増加している。
規制緩和期に入っても売場面積の大幅な増加は続いたが、1994 年 5 月の 1,000
㎡未満の出店原則自由化を受けて、1997 年から 1999 年には売場面積の増加は
500 ㎡以上にシフトしている。なお、規制強化期から減少していた 50 ㎡未満
の売場面積および販売額はさらに減少を続け、また 50～100 ㎡未満でも 1991
年以降は販売額が減少し、1994 年以降は売場面積も減少している。これは小規
模小売商の減少によるものといえる。  
   ④大店立地法期  
 大店立地法期には、小売業計の実質販売額は減少に転じたが、これは売場面
積が減少している 500 ㎡未満の｢専門店｣と｢百貨店｣の減少によるものである。
規制強化期に売場面積を増やした 100～500 ㎡未満の｢専門店｣は、売場面積が
減少に転じ、販売額も大幅に減少している。｢総合スーパー｣は売場面積が増加
していることもあって販売額は微増、他方 500 ㎡以上の｢専門店｣は売場面積が
大幅に増加したため販売額も大きく増加している。  
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表 1-7-1  小売業態別販売額増加額 
(単位：10 億円) 
 
時代区分 
小売業計 百 貨 店 総合スー
パー 
専 門 店 
計 50 ㎡未満 50～100㎡ 100～200 ㎡ 200～500 ㎡ 500 ㎡以上 
大店法導入期 1979～1982 6,733 278 857 5,599 ▲   83 1,410 1,174 1,391 1,707 
規制強化期 1982～1985 
1985～1988 
1988～1991 
712 
9,533 
9,387 
440 
1,661 
1,713 
361 
1,064 
1,045 
▲   89 
6,808 
6,629 
▲2,759 
177 
▲  646 
344 
1,699 
1,281 
744 
1,230 
1,870 
1,344 
2,853 
2,812 
240 
849 
1,312 
規制緩和期 1991～1994 
1994～1997 
212 
24 
▲1,513 
▲ 113 
336 
1,331 
1,389 
▲1,193 
▲3,132 
▲3,068 
▲ 672 
▲1,283 
926 
442 
1,131 
1,101 
3,135 
1,614 
1997～1999 ▲2,237 ▲ 836 497 ▲1,898 ▲1,563 ▲ 973 (▲  97) 1,435 
大店立地法期 1999～2002 
2002～2004 
2004～2007 
▲4,539 
▲1,326 
▲1,496 
▲ 676 
▲ 485 
▲ 386 
124 
13 
115 
▲3,987 
▲ 855 
▲1,225 
▲1,757 
▲1,696 
▲  15 
▲1,806 
▲ 680 
▲1,451 
(▲4,575) 
    (▲ 830) 
   (▲1,587) 
4,151 
2,351 
2,529 
(注 1)｢百貨店｣｢総合スーパー｣は『商業販売統計年報』、小売業計および専門店は『商業統計表(産業編)』による。な
お、商業販売統計における｢スーパー｣を｢総合スーパー｣と表記している。商業販売統計における｢百貨店｣とは、
衣・食・住の各販売額がいずれも小売販売総額の 10％以上 70％未満で、従業者数 50 人以上、かつ売場面積
1,500 ㎡以上(東京都特別区・政令指定都市 3,000 ㎡以上)(スーパーを除く)。｢スーパー｣とは、売場面積の 50％
以上についてセルフサービス方式採用、かつ売場面積が 1,500 ㎡以上。 
(注 2)販売額は売場面積調査対象外業種を除く(2000 年＝100 の消費者物価指数で調整)。 
(注 3)1999 年の商業統計調査は、総務庁の事業所・企業統計調査と同時実施され、事業所の捕捉がなされた。そのた
め、時系列を考慮するとやや大きめの販売額が計上されている。なお、同年調査では 100～500 ㎡の間の売場
面積区分が 200 ㎡から 250 ㎡に変更されたため、それまでとの比較はできない。 
(出所)経済産業省(通商産業省)『商業販売統計年報』(各年版)、同『商業統計表(産業編)』(各年版)より作成。 
 
表 1-7-2 小売業態別増加売場面積 
 (単位：1,000 ㎡) 
 
時代区分   
小売業計 百 貨 店 総合スー
パー 
専 門 店 
計 50 ㎡未満 50～100㎡ 100～200 ㎡ 200～500 ㎡ 500 ㎡以上 
大店法導入期 1979～1982 9,693 527 1,771 7,395 145 2,189 1,694 1,851 1,515 
規制強化期 1982～1985 
1985～1988 
1988～1991 
▲  923 
7,544 
7,851 
404 
362 
401 
613 
732 
1,080 
▲1,940 
6,450 
6,370 
▲2,440 
▲1,412 
▲1,325 
247 
835 
904 
322 
1,425 
1,575 
▲ 553 
4,421 
2,925 
484 
1,181 
2,290 
規制緩和期 1991～1994 
1994～1997 
11,722 
6,460 
607 
551 
2,096 
3,458 
9,019 
2,451 
▲2,221 
▲2,057 
255 
▲ 466 
1,620 
687 
3,109 
2,412 
6,257 
1,874 
1997～1999 5,786 126 2,631 3,029 ▲ 409 ▲ 403 (   276) 3,565 
大店立地法期 1999～2002 
2002～2004 
2004～2007 
6,750 
3,509 
5,536 
▲ 494 
▲  26 
▲ 287 
1,774 
1,433 
745 
5,470 
2,102 
5,078 
▲2,192 
▲  976 
▲2,048 
▲1,334 
▲ 529 
▲1,804 
(▲2,904) 
(▲1,248) 
(▲  116) 
11,900 
4,855 
9,044 
(注)表 1-7-1 の(注 1)および(注 3)と同じ。 
(出所)経済産業省(通商産業省)『商業販売統計年報』(各年版)、同『商業統計表(産業編)』(各年版)より作成。 
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3．大型店出店規制が小売業態の発展に与えた影響  
 
(1)百貨店  
①総合スーパーの成長と地方百貨店への影響  
  総合スーパーの出店地域は、都市近郊の人口増加地域からはじまり、都市規
模的には｢大都市｣、｢地方拠点都市｣、｢人口 10 万～5 万人程度の都市｣へと移っ
ていった 10)。総合スーパーの地方都市への出店によって、地方百貨店は大きな
打撃を受けた 11)。1970 年代後半から 1980 年代前半までの小売業態別｢使用総
資本対経常利益率｣の推移をみても、地方百貨店の低迷は明らかである 12)。  
  わが国の総合スーパーは大衆百貨店的な業態として発展してきたが、商品部
門別販売割合からみても、地方都市では総合スーパーが百貨店の代替的役割を
果たしているといってもよい。表 1-8 は 1985 年現在の小売販売額に占める｢百
貨店｣｢総合スーパー｣の割合を、商品部門別、かつ 10 大都市・10 大都市以外別
にみたものである。これによると、｢百貨店｣ではすべての商品部門で 10 大都
市の方が大きいのに対して、逆に｢総合スーパー｣ではすべての商品部門で 10
大都市以外の方が大きい。10 大都市において｢百貨店｣の割合が高い商品部門は、
｢紳士服・洋品｣46.6％、｢婦人・子供服・洋品｣44.9％、｢身の回り品｣35.5％な
どである。一方、10 大都市以外では、これらの商品部門において｢百貨店｣の割
合は 10 大都市よりも 20 ポイント以上も低く、逆に｢総合スーパー｣の割合が
10 ポイント程度高い。すなわち、10 大都市以外では、衣料・身の回り品につ
いて、｢総合スーパー｣が百貨店的な役割を果たしていたとみることができる 13)。 
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表 1-8 小売販売額に占める｢百貨店｣｢総合スーパー｣の割合 
(10 大都市・10 大都市以外、1985 年) 
 (単位：％) 
 
  品 目 
10大都市 10大都市以外 
百  貨  店 総合スーパー 百  貨  店 総合スーパー 
小売計 
紳士服・洋品 
婦人・子供服・洋品 
その他の衣料品 
身の回り品 
飲食料品 
家具 
家庭用電気機械器具 
家庭用品 
その他の商品 
18.3 
46.6 
44.9 
25.6 
35.5 
11.4 
32.9 
 5.1 
22.1 
10.3 
 6.8 
10.9 
 9.7 
 4.7 
 5.9 
 9.2 
 4.7 
 6.1 
10.5 
 2.8 
 5.1 
21.7 
21.8 
 8.3 
12.9 
 3.1 
 4.9 
 1.5 
 6.4 
 2.2 
 8.6 
24.8 
23.6 
 8.4 
12.6 
 9.7 
 6.0 
 7.8 
12.4 
 3.0 
      (注 1)｢10 大都市｣は、札幌市、東京都特別区、横浜市、川崎市、名古屋市、京都市、大阪市、神戸市、
福岡市、北九州市。 
      (注 2)｢百貨店｣は、従業者数 50 人以上(衣・食・住の商品群のそれぞれが 10％以上 70％未満)、セルフサ
ービス方式の採用は売場面積の 50％未満の商店、｢総合スーパー｣は、従業者数 50 人以上(同)、売
場面積の 50％以上でセルフサービス方式を採用している商店(商業統計表業態別統計編)。 
      (出所)通商産業省『商業統計表(品目編)1985 年』より作成。 
 
②大型店出店規制と百貨店の増加売場面積  
  表 1-9 は、百貨店の出店動向を『日本百貨店協会統計年報』に基づく｢前年対
比増加売場面積｣によってみたものである 14)。百貨店法期最後の 1970 年から
1973 年には年間 20 万㎡を超える売場面積の増加があった。しかし、大店法導
入期に入ると、総合スーパーが活発な出店を継続したのに対して、百貨店の増
加面積は大きく減速している。百貨店の増加面積は規制強化期においても低迷
を続けたが、消費が好調であった 1989 年 (14 万㎡ )頃から再び増加し、規制緩
和期に入った 1992 年から 1993 年にはバブル期に計画された店舗の出店もあっ
て年間 20 万㎡超の面積増となった。1995 年頃は減速しているが、1997 年お
よび 1998 年は年間 50 万㎡超と大幅な面積増となっている。  
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表 1-9  ｢百貨店｣前年対比増加売場面積の推移 
  (単位：千㎡) 
  年 増加面積    年 増加面積     年 増加面積 
 
 
 
 
 
百
貨
店 
法 
期 
1960年 
1961年 
1962年 
1963年 
1964年 
1965年 
1966年 
1967年 
1968年 
1969年 
1970年 
1971年 
1972年 
1973年 
 35 
 38 
 51 
 88 
 99 
153 
 81 
131 
174 
130 
277 
224 
282 
222 
 
大
店
法
導
入
期 
1974年 
1975年 
1976年 
1977年 
1978年 
1979年 
1980年 
1981年 
  4 
175 
115 
 30 
  5 
 74 
146 
108 
 
 
規 
制 
緩 
和 
期 
1991年 
1992年 
1993年 
1994年 
1995年 
1996年 
1997年 
1998年 
1999年 
2000年 
116 
278 
229 
 95 
   ▲45 
150 
534 
543 
227 
101 
 
 
規
制
強
化
期 
1982年 
1983年 
1984年 
1985年 
1986年 
1987年 
1988年 
1989年 
1990年 
116 
168 
 44 
 55 
 85 
 46 
 15 
144 
123 
  (出所)日本百貨店協会『日本百貨店協会統計年報』(各年版)より作成。 
 
(2)総合スーパー  
①第二次百貨店法の規制外で成長した総合スーパー  
第二次百貨店法は、店舗面積 1,500 ㎡以上 (東京都特別区および政令指定都市
では 3,000 ㎡以上 )の大規模店舗を営む企業については、出店する店舗面積の大
小にかかわらず規制対象とする｢企業主義｣をとっていた。しかし、総合スーパ
ーはいわゆる｢擬似百貨店｣とよばれる｢特定店舗｣ 15) として出店した 16 )。  
特定店舗数と第二次百貨店法の適用を受ける百貨店業者の大規模店舗数 (店
舗面積 1,500 ㎡以上 )を比較すると、1963 年特定店舗 38 店 (百貨店業者大規模
店舗 189 店 )、1965 年同 58 店 (同 223 店 )、1967 年同 103 店 (同 237 店 )、1969
年同 227 店 (同 289 店 )、1970 年同 308 店 (同 309 店 )、1971 年同 393 店 (同 319
店 )となっている 17 )。1970 年にほぼ同数、1971 年には特定店舗数の方が大幅
に上回り、総合スーパーは第二次百貨店法の規制を受けることなく急成長した
といえる。売上規模でも、大店法施行時 (1974 年 3 月 )には、すでに百貨店に匹
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敵する規模にまで成長し 18 )、大店法導入後も拡大を続けている 19 )。  
②総合化をすすめた大型セルフサービス店  
わが国の大型セルフサービス店は、いわゆる｢大衆百貨店｣ 20)の性格をもつ総
合スーパーとして発展した。現在の大手総合スーパーは、内食材料が中心であ
った企業 (ダイエー、西友など )と、衣料品が中心であった企業 (イトーヨーカ堂、
マイカル、ユニーなど )に分けることができる。これらの企業は1960年代後半
頃から衣料品や耐久消費財なども含めて総合的に品揃えする大型店を積極的
に展開し、総合スーパーとして成長していった 21)。他方、食品スーパーを中心
に展開した企業 (マルエツ、ライフコーポレーション、いなげやなど )もあった
が、現在は総合スーパーを志向した企業の方が圧倒的に企業規模を拡大してい
る。  
総合スーパーが生まれた背景 22 )について、安土敏は｢総合スーパーを志向し
た企業は、1号店が広範囲から人を集める場所に立地したため、食品スーパー
では扱いにくい低回転の雑貨や衣料品を品揃えすることが可能となり総合化
していった｣ 23 )、橋本寿朗は｢土地を効率的に利用するため高層の建物に総合的
に品揃えを展開する必要が生じた｣ 24)、と指摘している。筆者は、1960年代後
半から1970年代の総合スーパーの成長期において、生鮮食品の鮮度管理・セル
フ販売技術が十分確立されていなかった 25 ) という内的な要因によって品揃え
の総合化が促され、｢都市化の進展｣や｢大衆消費社会の到来｣ 26)などの外的な要
因が成長を可能にした 27)と考える。  
③大型店出店規制と総合スーパーの出店  
表 1-8 は、『日本スーパー名鑑』に基づいて、売場面積 1,500 ㎡以上の｢総合
スーパー・食品スーパー｣の出店数の推移をみたものである 28)。出店数は 1968
年頃から増加し、大店法施行後も年間 100 店前後の出店を続けていたが、規制
強化期に入って大きく減少した。出店数が大幅に増加したのは規制緩和期の
1992 年頃からで、1995 年以降は 200 店を超え 29 )、大店法廃止に伴う駆け込み
出店があった 2000 年には 433 店もの大量出店となっている 30)。  
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表 1-10  ｢総合スーパー・食品スーパー｣の出店数推移 
(単位：店) 
年 出店数  年 出店数  年 出店数 
 
 
 
 
 
 
 
百
貨
店
法
期 
1955年以前 
1956年 
1957年 
1958年 
1959年 
1960年 
1961年 
1962年 
1963年 
1964年 
1965年 
1966年 
1967年 
1968年 
1969年 
1970年 
1971年 
1972年 
1973 年 
 21 
  2 
  6 
  5 
  5 
  9 
  4 
 10 
 15 
 13 
 12 
 12 
 29 
 47 
 43 
 77 
 72 
 72 
 92 
 
大
店
法
導
入
期 
1974年 
1975年 
1976年 
1977年 
1978年 
1979年 
1980年 
1981年 
 81 
 92 
124 
 99 
109 
106 
108 
111 
 
 
規
制
緩
和
期 
1991年 
1992年 
1993年 
1994年 
1995年 
1996年 
1997 年 
1998 年 
1999 年 
2000 年 
 81 
130 
175 
196 
245 
301 
287 
261 
227 
433 
 
 
規
制
強
化
期 
1982年 
1983年 
1984年 
1985年 
1986年 
1987年 
1988年 
1989年 
1990年 
 95 
 55 
 60 
 61 
 61 
 74 
 71 
 70 
 68 
 
(注 1)｢総合スーパー｣と｢食品スーパー｣の区分が困難なため｢総合スーパー・食品スーパー｣とし、『日本ス
ーパー名鑑』における業態区分のうち、｢食品スーパー｣(売場面積 1,500 ㎡以上のもの)および｢ＧＭ
Ｓ(売場面積 7,000 ㎡以上)｣を合計した。 
(注 2)現存店舗を対象として集計。1997 年までは『日本スーパー名鑑 1999 年(1998 年 5 月末現在)』、1998
年以降は『同 2002 年(2001 年 5 月末現在)』(2000 年は大店法下での届出・調整による出店が可能と
された 2001 年 1 月末までの出店を含む)。 
(出所)商業界『日本スーパー名鑑』(各年版)より作成。 
 
(3)食品スーパー  
①生鮮食品の鮮度管理技術の確立  
1970 年代前半までは、生鮮食品の鮮度管理技術やバックヤードで生鮮食品を
加工・プリパッケージし、セルフサービスで販売するシステム 31) は確立され
ておらず、生鮮食品は収益を上げうる部門ではなかった 32)。このような状況の
中で、大規模セルフサービス店は品揃えの総合化をすすめ、総合スーパーとし
て成長していった 33)。近代的な食品スーパーシステムが確立したのは、これに
 34 
先駆的な役割を果たした関西スーパーにおいては 1976 年、それが 1980 年代前
半までに全国に伝播していったといわれている 34 )。  
表 1-11-1 は、売場面積 1,500 ㎡以上の｢各種商品小売業｣を｢総合スーパー｣、
売場面積 200 ㎡以上の｢生鮮食品取扱飲食料品小売業｣を｢食品スーパー｣とみて、
1979 年までの商店数の増加率をみたものである。1968 年から 1976 年までは
｢総合スーパー｣の方が高い増加率を示しているが、1976 年から 1979 年にはわ
ずかながら｢食品スーパー計｣の方が高い増加率となっている。  
｢食品スーパー｣の売場面積規模別にみると、｢1,500 ㎡以上｣は大店法施行前
後の 1972 年から 1974 年、および 1974 年から 1976 年には急速に出店が減速
している 35)。一方、｢1,000～1,500 ㎡未満｣は大店法の調整対象外であったた
め、1974 年から 1976 年は 43.2％増、1976 年から 1979 年は 120.9％増と活発
な出店がなされた。  
 
表 1-11-1  ｢総合スーパー｣｢食品スーパー｣の商店数増加率(1979 年以前) 
  (単位：％) 
 
 
    年 
総合スーパー
(1,500㎡ 
以上) 
食品スーパー 
200～300 
㎡未満 
300～400 
㎡未満 
400～1,000 
㎡未満 
1,000～1,500 
㎡未満 
1,500㎡ 
以上 
合 計 
 
百貨店 
法期 
1968～1970 
1970～1972 
1972～1974 
239.6 
 57.2 
121.6 
40.4 
11.1 
18.3 
45.2 
29.4 
14.8 
73.0 
34.5 
23.1 
106.5 
 42.6 
 13.7 
87.8 
97.4 
 7.2 
55.6 
27.4 
18.6 
大店法 
導入期 
1974～1976 
1976～1979 
 32.5 
 32.5 
28.7 
28.0 
23.7 
18.4 
29.9 
37.1 
 43.2 
120.9 
 2.5 
38.9 
28.0 
34.5 
(注)｢総合スーパー｣は、セルフサービス店統計(セルフサービス方式採用、法人商店)における｢各種商品小売
業｣、｢食品スーパー｣は同｢生鮮食品取扱飲食料品小売業｣をとった。 
(出所)通商産業省『セルフサービス店統計』(各年版)より作成。 
 
②食品スーパーの出店に制約 (改正大店法 (1979 年改正施行 )) 
大店法 (1974 年施行 )により、店舗面積 1,500 ㎡以上 (政令指定都市 3,000 ㎡
以上 )が出店規制の対象となったが、当時の標準的な食品スーパーの面積規模は
これを下回るものであり 36 )、食品スーパーは法規制を受けることなく出店する
ことができた。しかし、改正大店法 (1979 年改正施行 )によって調整対象面積が
500 ㎡超に引き下げられ、成長期にあった食品スーパーの出店にも制約がかけ
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られることになる。  
表 1-11-2 は、｢総合スーパー (売場面積 1,500 ㎡以上 )｣および｢食品スーパー (売
場面積 200 ㎡以上 )｣について、1979 年以降の商店数の増加率をみたものである。
｢食品スーパー｣の売場面積規模別にみると、｢1,000～1,500 ㎡未満｣は改正大店
法施行に伴う経過措置 (大店法第 5 条による届出は営業開始日の 5 カ月前までと
なっているが、第二種大規模小売店舗については経過措置により｢あらかじめ｣
届出すればよいとされた )もあって 1979 年から 1982 年には大きく増加したが、
規制強化期以降は微増にとどまっている。｢500～1,000 ㎡未満｣は規制強化期以
降ほぼ横ばい、｢200～500 ㎡未満｣は規制強化期に増加したが、規制緩和期に
入ってからは減少している。  
 
表 1-11-2 ｢総合スーパー｣｢食品スーパー｣の商店数増加率(1979 年以降) 
 (単位：％) 
 
 
       年 
総合スーパ
ー(1,500㎡
以上) 
食品スーパー 
200～500㎡ 
未満 
500～1,000㎡ 
未満 
1,000～1,500㎡
未満 
1,500㎡ 
以上 
合 計 
大店法導入期 1979～1982 21.7 19.0 18.3 59.7 84.3 23.3 
規制強化期 
 
 
1982～1985 
1985～1988 
1988～1991 
 5.8 
 2.3 
 1.9 
15.6 
10.7 
 2.6 
 5.3 
  ▲ 1.1 
 1.3 
 7.9 
 2.0 
 9.6 
44.9 
14.2 
18.5 
13.2 
 7.4 
 3.6 
規制緩和期 1991～1994 
1994～1997 
13.9 
20.1 
  ▲ 4.1 
  ▲ 9.4 
 1.7 
  ▲ 3.2 
 7.4 
 5.4 
25.6 
46.7 
  ▲ 0.5 
  ▲ 3.4 
(注 1)｢総合スーパー｣は商業販売統計における｢スーパー｣(売場面積の 50％以上でセルフサービス方式採
用、売場面積 1,500 ㎡以上)、｢食品スーパー｣は『商業統計表(産業編)』における｢各種食料品小
売業｣をとった。 
(注 2)1999 年の商業統計調査は簡易調査のため事業所の産業格付け方法がそれまでの調査とは異なり、
また 2002 年調査では産業分類として｢コンビニエンスストア｣および｢飲料小売業｣が新設された
ため、1997 年以降は時系列分析ができない。 
(出所)通商産業省(各年版)、同『商業販売統計年報』(各年版)より作成。 
 
(4)コンビニエンスストア  
①コンビニエンスストア導入の背景  
 わが国へのコンビニエンスストアの導入は、中小小売商業者の近代化を促進
する流通近代化政策の柱として導入が啓発された 37 ) という要因とともに、他
方で大型店出店規制の強化が総合スーパー企業のコンビニエンスストア展開
 36 
を促したといえる。  
大手 3 社のコンビニエンスストア企業は、いずれも総合スーパーの資本系列
の下で、その 1 号店はファミリーマート (西友 )1973 年 9 月 (実験店 )、セブンイ
レブン (イトーヨーカ堂 )1974 年 5 月、ローソン (ダイエー )1975 年 6 月であり、
1973 年から 1975 年の期間であった。この期間は、百貨店だけではなく総合ス
ーパーも新たに出店規制の対象とする大店法が導入された時期である。大店法
は 1973 年 10 月に公布され、1973 年 10 月末から 1974 年 9 月までは、総需要
抑制策に基づく出店抑制措置がとられた。そして、1974 年 3 月には大店法が
施行され、店舗面積 1,500 ㎡以上 (東京都特別区・政令指定都市では 3,000 ㎡
以上 )の出店が規制されることとなった。  
次いで、業界 4 位のサークル K サンクス、5 位のミニストップも、やはり総
合スーパーの資本系列の下で、いずれも 1980 年に 1 号店を開店した。すなわ
ち、3 月サークル K(ユニー )、7 月ミニストップ (ジャスコ )、11 月サンクス (長
崎屋 )である。1980 年は、大店法の規制が強化され、店舗面積 500 ㎡超の店舗
までもが出店規制の対象とされた改正大店法 (1979 年改正施行 )の翌年である。 
大店法により大型店の出店規制が強化され、また出店をめぐって中小小売商
業者との摩擦が激しくなる中で、フランチャイズチェーンという形で中小小売
商業者をオーナーとして取り込む店舗展開が志向されたといえる。  
表 1-12 は、大手コンビニエンスストアの国内店舗数の推移をみたものであ
るが、規制強化期の 1980 年代以降に出店を加速していることがわかる。  
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表 1-12 コンビニエンスストア大手 3 社の店舗数推移 
(単位：店) 
 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 
セブンイレブン 1,040 
 
2,651 
(1,611) 
4,270 
(1,619) 
6,373 
(2,103) 
8,602 
(2,229) 
11,310 
 (2,708) 
13,212 
(1,902) 
ローソン  488 1,965 
(1,477) 
3,700 
(1,735) 
5,683 
(1,983) 
7,683 
(2,000) 
 8,366 
  (683) 
 9,853 
 (1,487) 
ファミリーマート   74  767 
 (693) 
2,162 
(1,395) 
3,965 
(1,803) 
5,812 
(1,847) 
 6,734 
  (922) 
 8,248 
 (1,514) 
(注 1)各社の店舗数は年度(翌年 2 月末現在)、カッコ内の数字は 5 年前対比増加店舗数。 
(注 2)｢ローソン｣は、1989 年 3 月に合併したサンチェーン、2008 年 9 月に合併した九九プラス(ローソン
ストア 100 に店名変更)、｢ファミリーマート｣は、2010 年 3 月に合併した am/pm を含む。 
(出所)セブン-イレブン・ジャパン編『セブン-イレブン・ジャパン 1991～2003』2003 年、ローソン編『ロ
ーソン 25 周年史(挑戦編)』2000 年、日経流通新聞編『ランキング流通革命』日本経済新聞社、1987
年、134～137 ページ、および各社ホームページより作成。 
 
②飲食料品販売額に占めるコンビニエンスストアのシェアの推移  
 表 1-13 は、小売業態を｢百貨店｣｢総合スーパー｣｢食品スーパー｣｢コンビニエ
ンスストア｣｢その他の小売店｣に大別し、飲食料品販売額に占める各小売業態
のシェアの推移をみたものである。ただし、飲食料品販売額に｢コンビニエン
スストア｣が占めるシェアを統計的に把握しうるのは 1982 年からであり、それ
以前は非常に小さな存在にすぎなかったといえる。  
 今日、飲食料品販売において最も大きなシェアを占める｢食品スーパー (売場
面積 200 ㎡以上 )｣が｢百貨店｣｢総合スーパー｣の合計シェアを明らかに上回った
のは 1976 年以降である 38 )。なお、1979 年時点でも百貨店・総合スーパー・
食品スーパーを除く｢その他の小売店｣のシェアは、ほぼ 7 割を占めている。  
1979 年以降の状況をみると、｢食品スーパー (売場面積 200 ㎡以上 )｣のシェア
は 1979 年から 1982 年にかけて 16.7％から 21.2％へと急速に拡大したが、1985
年以降は微増にとどまっている 39)。｢総合スーパー (売場面積 1,500 ㎡以上 )｣の
シェアは、大店法による規制が強化された 1980 年代には横ばいであったが、
規制が緩和された 1990 年代になって増加している。｢コンビニエンスストア｣
は推計値ではあるが着実にそのシェアを増加させ、1997 年には 9.5％ (日経流通
新聞｢コンビニエンスストア・ミニスーパー調査｣をもとにした推計 )、8.8％ (商
業統計表業態別統計編 )を占めるに至っている。｢その他の小売店｣(多くは特定
 38 
の飲食料品を中心に取り扱う業種店 )は、1979 年 69.2％、1985 年 58.4％、1991
年 54.0％、1997 年 47.3％と大幅に減少している。  
  次に、1997 年以降の状況、すなわち大店法の規制緩和がすすみ、さらに 2000
年の同法廃止により大型店の出店に対する経済的規制が撤廃された時期にお
ける推移について、『商業統計表 (業態別統計編 )』を用いてみることとする。こ
れによると、｢食品スーパー (売場面積 250 ㎡以上 )｣は 1997 年の 29.0％から
2007 年には 36.7％へと 7.7 ポイント増加、｢総合スーパー｣も 1997 年の 12.8％
から 2007 年には 18.0％へと 5.2 ポイント増加している。｢コンビニエンスス
トア｣は、1997 年の 8.8％から 2002 年は 11.6％へと 2.8 ポイント増加したも
のの、2007 年には 12.0％と、2002 年からの 5 年間で 0.4 ポイントの増加にと
どまっている 40 )。すなわち、｢コンビニエンスストア｣は着実にシェアが増加
してきたが、2002 年以降はその増加率が鈍化しているといえる。また、｢その
他の小売｣は 1997 年 43.8％、2002 年 34.2％、2007 年 28.2％と激減している。
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表 1-13  飲食料品販売額に占めるコンビニエンスストアのシェアの推移 
(単位：％) 
 
 
 
 
 
年 
百貨店・総合スーパー 
(常時従業者数50人以上) 
(1962～1979年) 
食品スーパー 
(200㎡以上) 
(1962～1997年) 
コンビニエンスス
トア(推計) 
(1982～1997年) 
(参考)その他の小売
店(百貨店、総合ス
ーパー、食品スー
パー、コンビニエ
ンスストア以外) 
百貨店 
 
(1979～2007年) 
総合スーパー 
(1,500㎡以上) 
(1979～2007年) 
食品スーパー 
(250㎡以上) 
(1997～2007年) 
コンビニエンスス
トア(商業統計表) 
(1997～2007年) 
1962 
1966 
1970 
1974 
1976 
1979 
 5.0 
 6.0 
 6.9 
11.4 
12.8 
14.0 
 1.9 
 4.4 
 9.0 
11.3 
13.6 
16.9 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
93.1 
89.6 
84.1 
77.3 
73.6 
69.1 
1979 
1982 
1985 
1988 
1991 
1994 
1997 
5.1 
5.0 
5.2 
5.4 
5.8 
5.5 
5.6 
 9.0 
 9.7 
 9.6 
 9.4 
10.1 
10.8 
12.8 
16.7 
21.2 
23.8 
24.1 
24.2 
24.5 
24.8 
― 
1.9 
3.0 
4.0 
5.9 
7.5 
9.5 
69.2 
62.2 
58.4 
57.1 
54.0 
51.7 
47.3 
1997 
2002 
2007 
5.6 
5.3 
5.1 
12.8 
15.8 
18.0 
29.0 
33.1 
36.7 
8.8 
11.6 
12.0 
43.8 
34.2 
28.2 
(注 1)｢1962～1979 年｣｢1979～1997 年｣｢1997～2007 年｣は推計方法が異なるため、1979 年および 1997
年については重複する形で示した。 
(注 2)飲食料品販売額は、『商業統計表(産業編)』における｢百貨店・総合スーパーの飲食料品販売額｣＋｢百
貨店・総合スーパーを除く小売業の飲食料品販売額｣。 
(注 3)1962～1979 年の｢百貨店・総合スーパー｣の飲食料品販売額は、衣・食・住にわたる各種の商品を小
売する事業所で、その事業所の性格上いずれが主たる販売商品か判別できない事業所であって、従業
者数が常時 50 人以上のもの。また、1979～2007 年の｢百貨店｣の飲食料品販売額は、商業販売統計に
おける｢百貨店｣(日本標準産業分類における百貨店のうち、次の総合スーパーに該当せず、売場面積が
東京都特別区および政令指定都市で 3,000 ㎡以上、その他の地域で 1,500 ㎡以上)、｢総合スーパー｣
の飲食料品販売額は、商業販売統計における｢スーパー｣(売場面積の 50％以上でセルフサービス方式
採用、売場面積 1,500 ㎡以上)の飲食料品販売額をとった。 
(注 4)1962～1997 年の｢食品スーパー(売場面積 200 ㎡以上)｣の飲食料品販売額は、『商業統計表(品目編)』
の｢各種食料品小売業｣の飲食料品販売額に、『商業統計表(産業編)』の｢各種食料品小売業｣販売額計に
占める売場面積 200 ㎡以上の割合を掛け合わせて推計した。そのため、売場面積 1,500 ㎡以上につい
ては、｢総合スーパー｣と重複している場合がある。なお、｢各種食料品小売業｣の販売額計に占める売
場面積 1,500 ㎡以上の割合は 15.6％となっている(『商業統計表(産業編)1997 年』より集計)。 
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(注 5)1962～1997 年の｢コンビニエンスストア｣の飲食料品販売額は、日経流通新聞｢コンビニエンススト
ア・ミニスーパー調査｣におけるコンビニエンスストアの年間販売額に、『商業販売統計年報 1997 年』
によるコンビニエンスストアの飲食料品販売割合 71.9％を掛け合わせて推計した。なお、日経流通新
聞調査におけるコンビニエンスストアとは、①売上割合のうち生鮮食品が 30％未満、②営業時間が 1
日 14 時間以上、③売場面積が 250 ㎡未満(1996 年調査までは 200 ㎡未満)を中心とするチェーンが対
象。同調査は 1979 年から開始されているが、時系列分析が可能な 1982 年調査以降の数字を掲載し
た。 
(注 6)1997～2007 年の｢コンビニエンスストア｣および｢食品スーパー｣の飲食料品販売額は、『商業統計表
(業態別統計編)』における飲食料品販売額をとった。｢食品スーパー｣は売場面積 250 ㎡以上で取扱商
品は食が 70％以上、売場面積の 50％以上でセルフサービス方式採用、｢コンビニエンスストア｣は、
売場面積 30 ㎡以上 250 ㎡未満で飲食料品を取り扱っており、営業時間が 14 時間以上、売場面積の
50％以上でセルフサービス方式採用のもの。 
(出所)経済産業省『商業統計表(品目編)(産業編)(業態別統計編)』(各年版)、同『商業販売統計年報』(各年
版)、日経流通新聞編『流通経済の手引』(各年版)、日本経済新聞社より作成。 
 
(5)専門店チェーン  
   ①業種分類別｢専門店チェーン｣の発展動向  
 規制緩和期に入ると｢総合スーパー｣は急速に店舗展開を図り、また立地の
郊外化をすすめた。郊外店は広い範囲から集客する必要性から同時に大型化
もすすんだ。さらに、POS システムを活用して、いかに売れ筋商品に絞り込
み商品回転率を高めるかが課題とされた。他方、｢専門店チェーン｣ 41) は特定
の商品カテゴリーに特化し、そこでは総合店を上回るアソートメントを形成
してきた。消費者は、｢総合店によるワンストップ・ショッピングの便宜性｣
と｢専門店による深いアソートメント｣の相対的価値を評価するが、モータリ
ゼーションの進展による消費者の移動性の向上、消費者の品質判断力が向上
する中で、総合店の競争力が失われつつある 42 )。  
表 1-14 は、当該業種の販売額計に占める 10 店舗以上の専門店チェーンの販
売割合の推移をみたものである。すべての業種においてチェーン店販売割合は
一貫して増加しているが、とりわけ 1990 年代の規制緩和期、2000 年以降の
大店立地法期において著しく割合が増加している。  
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表 1-14 10 店舗以上のチェーン店販売割合の推移 
   (単位：％) 
       業 種 
大店法
導入期 
規制強化期 
 
規制緩和期 
 
大店立地法期 
 
1979 年 1982 年 1985 年 1991 年 1994 年 1997 年 2002 年 2007 年 
小売業計 17.7  26.2  34.4  34.3  39.8  42.9  48.9  57.3  
呉服・服地・寝具小売業 
男子服小売業 
婦人・子供服小売業 
靴・履物小売業 
その他の織物・衣服・身の回り品小売業 
各種食料品小売業 
家具・建具・畳小売業 
機械器具小売業 
その他のじゅう器小売業 
医薬品・化粧品小売業 
農耕用品小売業 
燃料小売業 
書籍・文房具小売業 
スポーツ用品・がん具・娯楽用品・楽器小売業 
写真機・写真材料小売業 
時計・眼鏡・光学機械小売業 
7.6  
18.6  
28.5  
24.0  
19.0  
19.2  
4.3  
X 
4.4  
8.1  
10.3  
10.7  
16.4  
－ 
－ 
－ 
12.0  
14.8  
43.5  
26.2  
17.6  
29.5  
9.7  
X 
4.0  
9.6  
6.3  
20.7  
10.6  
－ 
－ 
－ 
13.9  
39.6  
46.6  
44.8  
37.0  
41.7  
10.0  
34.2  
X 
16.1  
14.6  
26.9  
16.3  
7.1  
36.7  
38.5  
14.4  
39.3  
44.9  
45.3  
37.2  
43.0  
10.0  
34.4  
X 
15.5  
15.1  
27.9  
16.0  
7.1  
37.3  
39.1  
19.7  
49.5  
50.2  
59.6  
30.7  
53.4  
18.5  
40.5  
X 
23.6  
21.8  
33.7  
15.4  
27.9  
32.2  
43.0  
17.5  
60.8  
45.0  
54.8  
33.2  
54.6  
14.0  
49.8  
48.0  
30.4  
27.0  
37.5  
20.7  
35.7  
26.2  
44.3  
24.0  
58.0  
48.9  
63.8  
61.0  
73.0  
32.9  
63.7  
58.2  
43.4  
36.5  
40.2  
26.6  
47.8  
45.4  
50.1  
26.3  
76.9  
66.6  
68.2  
53.1  
79.7  
45.5  
67.0  
66.0  
55.6  
44.3  
46.1  
27.2  
55.4  
22.2  
61.7  
(注 1)｢10 店舗以上のチェーン店販売割合｣は、1972 年調査から把握可能であるが、1972 年、1974 年、1976
年調査は秘匿数字が非常に多いこと、1988 年調査は公表された数字に明らかな齟齬があるため割愛した。 
(注 2)｢－｣は 1985 年調査から新たに産業分類小分類として設けられたこと、｢X｣は秘匿数字のため計算が不能
であることを示す。 
(出所)経済産業省(通商産業省)『商業統計表(産業編)』(各年版)より作成。 
 
②調整対象面積の下限が専門店の店舗面積に与えた影響  
大型店出店規制の変遷は、直接的には、その調整対象面積の下限によって専
門店の店舗面積に大きな影響を与えてきた。すなわち、500 ㎡超までが調整対
象となった改正大店法 (1979 年改正施行 )以降に多くみられた｢498 ㎡店｣、1994
年の 1,000 ㎡未満の出店原則自由化を受けて急増した｢998 ㎡店｣などである。  
改正大店法 (1979 年改正施行 )以後、1,000 ㎡未満の出店が原則自由化された
1994 年以前の期間、すなわち 1980 年から 1993 年における売場面積｢400 ㎡以
上 1,500 ㎡未満｣の出店数に占める｢495～500 ㎡｣(498 ㎡店 )の割合は合計で
23.2％に達する 43)。  
また、｢500 ㎡超 1,000 ㎡未満｣の出店数に占める｢998～999 ㎡｣(998 ㎡店 )の
割合は、1994 年までは 2.4％にすぎないが、1995 年から 1999 年には 19.1％
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(1995 年 15.8％、1996 年 18.2％、1997 年 17.0％、1998 年 23.1％、1999 年
22.8％ )と急増し、特に人口 3 万人未満の小都市では、その割合は 31.5％に達
している 44)。  
次に、1994 年 5 月の店舗面積 1,000 ㎡未満の出店の原則自由化以降の｢大
店法｣時代と、2000 年 6 月以降の店舗面積 1,000 ㎡以上を規制対象とする｢大
店立地法｣時代における｢500 ㎡以上の店舗｣に占める｢500 ㎡以上 1,000 ㎡未満
の店舗｣の販売割合からみる 45)。｢小売業計｣では、大店法時代 (1996 年 1 月～
1997 年 5 月末までの開店 )の割合は 45.3％、大店立地法時代 (2006 年 1 月～
2007 年 5 月末までの開店 )の割合は 61.2％、｢織物・衣服・身の回り品小売業
計｣では大店法時代 78.5％、大店立地法時代 80.7％、｢各種食料品小売業｣では
大店法時代 38.9％、大店立地法時代 45.1％、｢家具・じゅう器・機械器具小売
業計｣では大店法時代 33.0％、大店立地法時代 35.4％となっており、大店立地
法時代になってからの方が法規制のない｢500 ㎡以上 1,000 ㎡未満｣とする傾向
があるとはいえ、それほど明確な差異とはいえない。  
 
小 括  
 
 本章では、大型店出店規制の変遷が日本の小売業態の発展にどのような影響
を与えてきたかについて考察した。  
｢百貨店｣は、第二次百貨店法によって出店を規制されている時代に総合スー
パーが規制を受けることなく急成長したため、大店法が施行された頃にはすで
に売上規模において総合スーパーに凌駕されていた。わが国の大型セルフサー
ビス店は、その成長期において生鮮食品の取扱いが難しく収益性も低かったた
め、百貨店と同様の総合的な品揃えを行う、いわば大衆百貨店として成長した。
そのため、特に地方百貨店への影響は大きなものであった。その後、百貨店の
売上高シェアは、バブル期に一時横ばいとなったものの、総合スーパーの成長
とともに一貫して低下している。  
｢総合スーパー｣は、法規制を受けることのない｢特定店舗 (擬似百貨店 )｣とし
て出店し、大店法施行時 (1974 年 3 月 )には百貨店に匹敵する売上規模にまで成
長した。しかし、1980 年代には出店規制が強化され、総合スーパーは出店を大
 43 
幅に抑制された。1990 年代に入ると出店規制が緩和される中で大量出店を行っ
たが、競争の激化と、この時期消費の低迷が続いたこともあって、企業業績は
悪化した。  
｢食品スーパー｣は、1970 代前半までは、生鮮食品の鮮度管理・セルフ販売技
術が未確立であったため、成長率は総合スーパーに及ばなかった。その後、大
店法の施行によって 1,500 ㎡以上 (東京都特別区・政令指定都市 3,000 ㎡以上 )
が出店調整の対象となったが、食品スーパーはそれ以下の面積規模で出店し、
総合スーパーを上回る成長をみせた。しかし、改正大店法 (1979 年改正施行 )
によって 500 ㎡超までが法規制の対象となった。生鮮食品の鮮度管理・セルフ
販売技術が全国レベルで確立したのは 1980 年代半ばであるが、この成長期に
大店法の規制の下での出店を余儀なくされた。  
｢コンビニエンスストア｣は、大型店出店規制が強化される中で総合スーパー
各社の展開が本格化した。他方で、中小小売商業者の近代化を促進する流通近
代化政策の柱としてフランチャイズチェーンシステムの導入が啓発されたこ
ともその成長要因として指摘できる。  
｢専門店チェーン｣は、1970 年代はシェアも小さかったが、規制強化期の 1980
年代は総合スーパーの出店が抑制されている中で専門店がチェーン展開をす
すめ、売上規模を拡大していく好機になった。｢総合店｣から｢専門店｣へのシフ
トは、規制緩和期から明確になり、その傾向は大店立地法期になって加速した。
｢専門店｣は、大店法の調整対象面積の下限内の店舗面積で出店することが多く、
改正大店法 (1979 年改正施行 )後に多くみられた｢498 ㎡店｣、1994 年の 1,000
㎡未満の出店原則自由化を受けて急増した｢998 ㎡店｣など、法規制が面積規模
に一定の制約を与えてきた。  
 
注 
1)イオン、イトーヨーカ堂、ダイエーなどが主に展開している小売業態は、欧米の GMS とはかなり
異なる業態であるため、本研究では｢総合スーパー｣と呼んでいる。わが国の｢総合スーパー｣は、総
合的な商品部門を取り扱っているものの、飲食料品の割合が高いという特徴がある。経済産業省(通
商産業省)『商業販売統計年報』によると、従業者数 50 人以上、売場面積 1,500 ㎡以上のセルフサ
ービス店において、食堂・喫茶および商品券を除く商品売上高に占める飲食料品の割合は、1982
年 44.6％、1992 年 44.9％、1994 年 46.5％、1996 年 47.5％、1998 年 49.8％、2000 年 51.9％、
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2002 年 55.6％、2004 年 59.6％、2006 年 60.4％、2008 年 62.6％、2010 年 65.1％と推移してお
り、1990 年代以降その割合は一層増加している。なお、GMS(General Merchandise Store)につい
ては、U. S. Census Bureau, Standard Industrial Classification Definitions (Major Group 53), 
Berman, B. and Evans, J. R. Retail Management ： A Strategic Approach, 7th ed., Prentice 
Hall, 1998, pp.131～163 を参照されたい。 
2)第二次百貨店法が施行された 1956 年当時は百貨店のみが唯一の大型店であり、様々な小売業態は
その後導入された。スーパーはすでに導入されてはいたが、当時はまだほとんど影響力を持つ存在
ではなかった。 
3)個別企業に対する出店抑制指導については、日経流通新聞編『大型店新規制時代の小売業』日本経
済新聞社、1982 年、22～24 ページ、および日経流通新聞編『流通経済の手引 1983 年』日本経済
新聞社、1982 年、29～34 ページを参照されたい。 
4)規制強化期においては、地方自治体の条例や要綱による店舗面積 500 ㎡以下の中規模店規制が多く
みられた。1983 年 9 月現在(日本経済新聞社調査)、18 都道府県、390 市町村が規制を実施、都道
府県による規制の下にある市町村も含めると 1,675 市町村(全市町村数の 51.5％)(日経流通新聞編
『流通経済の手引き 1985 年』日本経済新聞社、65 ページ)、さらに 1988 年 9 月現在(日経流通新
聞調査)では、18 都道府県、843 区市町村(東京都特別区を含む)が規制を実施、都道府県による規
制の下にある区市町村も含めると 2,016 区市町村(全市町村数の 61.7％)に達している(『同 1990 年』、
109 ページ)。 
5) 改正大店法(1992 年改正施行)による規制緩和によって店舗面積削減率もかなり縮小したようであ
る。改正大店法施行から 1993 年 7 月末までの大規模小売店舗審議会における調整状況(通商産業省
調べ)をみると、約 64％は届出どおりの面積で認められ、加重平均の削減率は｢500 ㎡超 1,000 ㎡未
満｣約 3％、｢1,000 ㎡以上 3,000 ㎡未満｣10％前後、｢6,000 ㎡以上｣概ね 15～25％となっている(通
商産業省産業政策局編『これからの大店法』通商産業調査会、1994 年、5～11 ページ)。これに対
して、大店法施行直後の店舗面積削減率(日経流通新聞調査)は、大店法施行(1974 年 3 月)から約 1
年間の間に商業活動調整協議会が調整した大規模店(1,500 ㎡以上)のうち、大手スーパー7 社の加
重平均で 26.4％(日経流通新聞編『流通経済の手引き 1977 年』日本経済新聞社、93～102 ページ)、
1979 年調整分については同 41.8％(『日経流通新聞』1980 年 1 月 10 日付)に達している。なお、
1982 年 2 月から 1990 年 5 月までの期間は、出店表明・事前説明を経て第 3 条による届出がなさ
れるスキームであり、すでに調整済みの店舗面積による届出が原則であったため、この間の店舗面
積削減率と比較することは意味をもたない。 
6)｢1,000 ㎡未満の出店の原則自由化｣とは、｢1,000 ㎡未満の届出については、『おそれなし届出』と
し、市町村又は商工会議所若しくは商工会から理由を付して『おそれあり』とするよう申出があっ
た場合において、その理由が合理的と認められる場合には、『おそれあり届出』とする｣というもの
である｣(通商産業大臣官房商務流通審議官通達｢法第 7 条第 1 項及び第 4 項のおそれの有無の審査
基準について｣1994 年 4 月 1 日)。 
7)1980 年代の｢規制強化期｣は高度経済成長期にあって小売需要が伸びていた時期、逆に 1990 年代の
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｢規制緩和期｣は安定成長期に入って小売需要がほとんど横ばいの時期であった。小売需要と大型店
の出店という需要と供給の関係だけからみると、1980 年代こそ規制を緩和すべきであり、1990 年
代以降は規制を強化すべきであったという見方もできる。 
8)1,000 ㎡超の店舗の出店数をみると、1999 年 807 店、2000 年(大店法下での届出・調整による出店
が可能とされた 2001 年 1 月末までの開店を含む)1,132 店、2001 年(2～12 月)150 店となっており、
2000 年に大きく増加し、2001 年は激減している。2000 年の駆け込み出店は、特に面積規模の大
きな店舗において顕著にみられ、1999 年と比較した 2000 年の出店数は、｢3,000 ㎡以上 6,000 ㎡
未満｣179 店→277 店、｢6,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満｣82 店→133 店、｢10,000 ㎡以上｣99 店→174
店と急増している(東洋経済新報社『全国大型小売店総覧 2004 年』より集計)。 
9)自動車小売業、ガソリンスタンドなど商業統計調査における売場面積調査対象外業種を除く小売業
販売額は、1991 年 104 億 9,490 万円、1994 年 108 億 9,800 万円、1997 年 110 億 9,940 万円、1999
年 109 億 730 万円、2002 年 102 億 1,150 万円、2004 年 100 億 5,030 万円、2007 年 99 億 350 万
円と、1997 年をピークに減少傾向にある。他方で、売場面積は 1991 年 1 億 990 万㎡、1994 年 1
億 2,162 万㎡、1997 年 1 億 2,808 万㎡、1999 年 1 億 3,387 万㎡、2002 年 1 億 4,062 万㎡、2004
年 1 億 4,413 万㎡、2007 年 1 億 4,967 万㎡と増加を続け、販売額がピークであった 1997 年から
2007 年にかけても 16.8％増加している。そのため、売場効率(売場面積 1 ㎡当たり年間販売額)は、
1991 年 95.5 万円／㎡、1994 年 89.6 万円／㎡、1997 年 86.7 万円／㎡、1999 年 81.5 万円／㎡、
2002 年 72.6 万円／㎡、2004 年 69.7 万円／㎡、2007 年 66.2 万円／㎡と大幅に減少している(経済
産業省(通商産業省)『商業統計表(産業編)』(各年版)より集計)。百貨店や総合スーパーなどの大型
店の売場効率も低下の一途をたどり、百貨店は 1991 年を 100 とした指数で 1995 年 79.4、2000
年 66.6、2005 年 64.0、2010 年 55.8、スーパーは 1995 年 84.9、2000 年 62.8、2005 年 59.4、2010
年 54.1 となっている(経済産業省(通商産業省)『商業販売統計年報』(各年版)より集計)。 
10)売場面積 1,500 ㎡以上で、かつ｢日本の小売業調査 1974 年度｣における上位 200 社の企業の店舗
を対象とした分析によると、｢大都市を抱えた商圏がいずれも大型店の高い集積度を示している。
三大都市圏に共通の特徴は、大型店舗が集中する都心から郊外に向かって都心との隣接地域ではな
く、ワン・クッション置いた地域に商業集積がみられることである。東京の場合だと 30～40 キロ
圏、大阪では 20～30 キロ圏がそれに当たる｣と指摘されている(日本経済新聞社編『流通経済の手
引 1976 年』1975 年、日本経済新聞社、329～344 ページ)。ちなみに、人口増加率が高い都心から
の距離をみると、東京圏では｢1960～1965 年｣20～30km(40.4％増 )、｢1965～1970 年｣30～
40km(43.6％増)、｢1970～1975 年｣同(29.9％増)、大阪圏では｢1960～1965 年｣10～20km(41.3％増)、
｢1965～1970 年｣同(32.5％増)、｢1970～1975 年｣20～30km(22.3％増)(総理府『わが国の人口－そ
の地域分布と構造－』総理府統計局、1967 年、総務庁『国勢調査報告(大都市圏の人口)1995 年』
より集計)となっており、先の調査結果と符合している。その後、総合スーパーの出店重点地域は、
｢地方拠点都市｣や｢人口 10 万～5 万人程度の都市｣へと拡大していく。日経流通新聞｢日本小売業調
査 1975 年度｣によると、｢都市スーパー｣(本社・本部機能が 6 大都市に所在するもの)の今後の出店
重点地区は、｢6 大都市｣7 社、｢地方拠点都市｣6 社、｢人口 10 万人程度の都市｣8 社、｢人口 5 万人
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程度の都市｣7 社となっている(日経流通新聞編『流通経済の手引 1977 年』日本経済新聞社、1976
年、199 ページ)。 
11)地方百貨店の窮状については、小山周三・外川洋子『デパート・スーパー』日本経済評論社、1992
年、112～116 ページおよび 137～140 ページを参照されたい。 
12)1976 年度から 1985 年度までの小売業態別の｢使用総資本対経常利益率｣について、｢都市百貨店(東
京、横浜、名古屋、大阪に本店を置くもの)｣と｢地方百貨店｣を比較すると、｢都市百貨店｣の方が
明らかに高い。また、｢地方百貨店｣と｢全国スーパー(4 都道府県以上で、東京、大阪、名古屋のう
ち二大都市圏以上にまたがって出店している企業)｣は、ほとんど同程度の利益率で推移してきた
が、規制強化期に入った 1983 年度以降、｢全国スーパー｣が利益率を回復したのに対して、｢地方
百貨店｣は低迷したままであった(日本経済新聞社編｢日経小売業調査 10 年間分析｣『季刊消費と流
通』第 11 巻第 1 号、1987 年 1 月、19 ページ)。すなわち、規制強化は｢全国スーパー｣には収益
回復の契機となったが、｢地方百貨店｣は低迷から脱しきれなかったといえる。 
13)小売販売額に占める｢総合スーパー｣の割合について、1985 年から 1997 年の推移をみると、｢紳
士服・洋品｣▲3.5％、｢婦人・子供服・洋品｣▲2.9％、｢身の回り品｣0.8％となっており、｢紳士服・
洋品｣および｢婦人・子供服・洋品｣については、｢総合スーパー｣による｢百貨店｣の代替性が弱ま
っているといえる(通商産業省『商業統計表(品目編)1985 年、1997 年』より集計した)。 
14)大店法施行前からの動向を把握するために、『日本百貨店協会統計年報』を用いた。なお、経済産
業省『商業販売統計年報 2000 年』における百貨店販売額は 10 兆 151 億円、これに対して『日本
百貨店協会統計年報 2000 年』の売上高は 8 兆 8,200 億円であり、88.1％がカバーされている。 
15)｢特定店舗｣とは、同一の建物の内に存在する、相互に系列会社傍系会社等の関係にある 2 以上の
企業の店舗であって、それらの店舗面積の合計が 1,500 ㎡(東京都特別区および政令指定都市では
3,000 ㎡)以上であり、かつ各企業の店舗面積は 1,500 ㎡(同 3,000 ㎡)以下の第二次百貨店法の適用
対象とならない店舗である(通商産業省企業局編『流通革新下の小売商業－百貨店法改正の方向－』
大蔵省印刷局、1972 年、53～54 ページ)。 
16)通商産業省の審議会答申および通達をもとに、総合スーパー等のチェーンストアに対する政策の
変遷をみると次のようになる。 
  ①1964 年 4 月：｢大型スーパーマーケットの存在が若干の悪影響を周辺の小売商に与えていること
は否定できないであろう。しかしながら他方にこれをやや長期にみれば小売市場における競争環境
を作り出し合理化への刺激剤としての存在意義も軽視すべきではなく、調整に関して特別の措置を
とるべきでない｣(産業合理化審議会流通部会｢スーパーマーケットに関する報告書｣)(通商産業省・
通商産業政策史編纂委員会編『通商産業政策史第 11 巻』通商産業調査会、1993 年、423～424 ペ
ージ)。 
  ②1968 年 6 月：通商産業省企業局長通達｢擬似百貨店に関する指導方針｣において、第二次百貨店
法の営業許可を受けるよう指導するとともに、それまでの間は広告、商号、店員の服装等を各出店
者毎に相互にまぎらわしくないよう区別し、消費者が同一店舗であるとの誤解を持たないよう指導
(通商産業省企業局編『流通革新下の小売商業－百貨店法改正の方向－』、81 ページ)。 
 47 
  ③1968 年 8 月：｢単一企業であるチェーンストアの組織拡大については、発展の阻害要因の除去に
努める｣(通商産業省企業局編『流通近代化の展望と課題』大蔵省印刷局、1968 年、84 ページ)。 
  ④1970 年 9 月：通商産業省企業局長通達｢大規模小売業者の店舗の新設等について｣において、特
定店舗を新増設する際に、事前に通商産業局へ届出、店舗の新増設、広告、廉売、休日、営業時間
等について地元と調整(通商産業省企業局編『流通革新下の小売商業－百貨店法改正の方向－』、81
ページ)。 
  ⑤1971 年 7 月：｢百貨店その他の大規模小売業について、競争政策の観点から考えると全く自由放
任にしてよいとは考えられないが、コンセンサスを得られないため引き続き検討する｣(通商産業省
企業局編『70 年代における流通』大蔵省印刷局、1971 年、70～72 ページ)。 
  ⑥1972 年 8 月：｢大規模小売店の周辺小売商に対する影響という観点からみれば、届出制は特に百
貨店という業態に対してのみ適用されるべきものではなく、大型スーパー、ショッピングセンター、
寄合百貨店、地下街を含む一定規模以上の店舗に対しても適用すべきであろう｣(通商産業省企業局
編『流通革新下の小売商業－百貨店法改正の方向－』、85 ページ)。 
  ⑦1972 年 11 月：通商産業省企業局長通達｢特定店舗の新増設等について｣において、特定店舗を対
象に開・閉店時間や休日について必要に応じた勧告(『日本経済新聞』1972 年 10 月 27 日付)。 
17)特定店舗数(出店ベースの集計のため閉店店舗も含まれている)は、通商産業省企業局編『流通革新
下の小売商業－百貨店法改正の方向－』、54～55 ページ、百貨店業者の大規模店舗数は、通商産業
省・通商産業政策史編纂委員会編『通商産業政策史第 11 巻』通商産業調査会、1993 年、418～419
ページによる。いずれも通商産業省調べ。 
18)日経流通新聞｢日本の小売業調査｣による小売業年間売上高ランキングをみると、1972 年度にダイ
エーが三越を抜いてトップとなり、1974 度には上位 20 社のうち｢百貨店｣が 10 社、｢総合スーパ ・ー
食品スーパー｣が 10 社を占めるようになった。翌 1975 年度には、大手総合スーパー・食品スーパ
ー10 社の売上高が大手百貨店 10 社の売上高を上回るに至っている(日経流通新聞編『流通経済の
手引』日本経済新聞社をもとに集計)。 
19)第一種大規模小売店舗について、大店法第 3 条届出件数の推移をみると、1974 年 3 月の大店法施
行時の既存店届出件数 1,847 店に対して、1974 年度から 1979 年度の 6 年間でこれを上回る 2,081
店の届出がなされている。 
20)日本チェーンストア協会編『チェーンストアのポテンシャルと歴史的革命』日本チェーンストア
協会、1998 年、152～175 ページ(荒井伸也談)、安土敏(荒井伸也)『日本スーパーマーケット原論』
ぱるす出版、1987 年を参照されたい。 
21)安土敏、同上書、107～110 ページによる。なお、安土敏は、本研究でいう｢総合スーパー｣を｢ビ
ッグストア｣と呼んでいる(安土敏『｢安売り｣礼讃に異議あり』東洋経済新報社、1995 年、68～71
ページ)。 
22)総合スーパーが生まれた背景(安土敏説、橋本寿朗説)については、橘川武郎・高岡美佳｢スーパー・
マーケット・システムの国際移転と日本的変容｣森川英正・由井常彦編『国際比較・国際関係の経
営史』名古屋大学出版会、1997 年、284～285 ページによる。 
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23)安土敏『日本スーパーマーケット原論』、107～110 ページ。 
24)橋本寿朗｢コンパクトな量産型工場の形成｣由井常彦・橋本寿朗編『革新の経営史』有斐閣、1995
年、155～156 ページ。 
25)食品スーパーの成長と生鮮食品の鮮度管理・セルフ販売技術の確立については、南方建明『日本
の小売業と流通政策』中央経済社、2005 年、33～51 ページを参照されたい。 
26)通商産業省企業局編『流通近代化の展望と課題』大蔵省印刷局、1968 年、10～12 ページ、橘川
武郎｢『消費革命』と『流通革命』｣東京大学社会科学研究所編『20 世紀システム 3 経済成長Ⅱ 受
容と対抗』東京大学出版会、1998 年、102～103 ページ、小山周三・外川洋子『デパート・スーパ
ー』日本経済評論社、1992 年、68～75 ページを参照されたい。 
27)総合スーパーが急成長した要因として、小山周三・外川洋子は、①個人消費の増大、②所得の平
準化、核家族化の進行、③都市構造の変化、④日本の高い教育水準とそれによるモラルの確立(小
山周三・外川洋子『デパート・スーパー』日本経済評論社、1992 年、81～82 ページ)、川崎進一
は、①日本経済の高度成長と大衆個人消費の増大、②都市構造の変化および巨大都市圏の成立、③
企業教育制度と経営体質の改善、④耐久消費財の成長、⑤所得の平準化、核家族の増加と大衆社会
の出現(川崎進一『スーパー業界』教育社、1979 年、19～20 ページ)を挙げている。 
28)通商産業省｢商業販売統計｣において、従業者数 50 人以上の大型小売店全店を対象とした調査が開
始されたのは 1978 年 7 月からである。そのため、大店法施行前からの動向について、従業者数 50
人未満でも売場面積 1,500 ㎡以上の商店も含めて把握するために、商業界『日本スーパー名鑑』を
用いて分析した。ただし、これはあくまでも調査時点の現存店舗数であり、すでに閉店した店舗も
あるため、実際の出店数はこれよりも多いが、概ねの傾向を知ることはできよう。 
29)『全国大型小売店総覧』における｢スーパー｣(主としてセルフサービス販売方式採用)のうち第一種
大規模小売店舗を｢総合スーパー｣としてみると、1999 年末現在の店舗数 2,687 店のうち、1990 年
代の出店が 1,254 店(46.7％)、｢1995～1999 年｣の 5 年間の出店だけで 758 店(28.2％)を占める(東
洋経済新報社『全国大型小売店総覧 2000 年』、35 ページ)。 
30)商業界『日本スーパー名鑑 2004 年(2003 年 5 月末現在)』によると、大店立地法下における売場
面積 1,500 ㎡以上の｢総合スーパー･食品スーパー｣の出店は、2001 年 2～12 月 72 店、2002 年 1
～12 月 195 店にとどまっており、1995 年から 2000 年までと比較すると大幅に減少している。 
31)矢作敏行は、流通システムの｢延期化｣の原理を用いて食品スーパーの業務システムの革新性につ
いて説明している(矢作敏行『小売りイノベーションの源泉』日本経済新聞社、1997 年、109～113
ページ)。 
32)｢スーパー成長期の 60年代、家計支出に占める比率の高い食料品の部門は、生鮮食品のロス(廃棄、
値下げ処分による損失)が大きく、多くのスーパーの粗利益率は 10％前後と極めて低い水準にあっ
た。冷蔵、冷凍ケースの開発が遅れているうえ、生鮮食品を扱う技術が｢職人的技能｣の世界にあっ
て近代的なスーパーのチェーンオペレーションになじまなかった｣(矢作敏行『小売りイノベーショ
ンの源泉』日本経済新聞社、1997 年、104 ページ)。また、食品スーパーが伝統的生鮮食品店に勝
てなかった理由として、安土敏は次のように指摘している。｢日本における生鮮食品の流通の仕組
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みが大型小売業に対してきわめて不利にできていた。たとえば、都市の卸売市場は、各生産地から
集めてきた細かい荷を、たくさんの小口業者に分荷するためにできている。そこでは、たくさん買
うと値段が上がるという状況であった｣｢小売業における生鮮食品の取扱いは伝統的な職人気質を
持つ人々によって行われていたため、彼らを企業人として組織化することがきわめて難しかった｣
(安土敏『｢安売り｣礼讃に異議あり』、76 ページ)。 
33)安土敏は、食品スーパーにおいては生鮮食品の鮮度管理が難しく、収益性も低かったのに対して、
総合スーパーの食料品売場は客数が多く商品回転率が高いため、生鮮食品の鮮度管理が容易であっ
たとしている(安土敏『｢安売り｣礼讃に異議あり』、77～78 ページ)。 
34)食品スーパー業界において生鮮食品の鮮度管理・セルフ販売技術を確立したのは、｢関西スーパー｣
であるという認識が一般的である。同社において、店舗運営システムも含めた｢標準店舗｣を確立し
たのは 1976 年 7 月(関西スーパーマーケット『関西スーパー25 年の歩み』1985 年、191 ページ)
とされている。その後オール日本スーパーマーケット協会(ＡＪＳ)の活動を通じて全国に広がって
いったが、その伝播には約 10 年の歳月を要したといわれている(橘川武郎・高岡美佳｢スーパー・
マーケット・システムの国際移転と日本的変容｣森川英正・由井常彦編『国際比較・国際関係の経
営史』名古屋大学出版会、1997 年、297～298 ページ)。関西スーパーにおける取組みについては、
水谷久三｢典型的スーパーマーケットの店づくり｣流通産業研究所・オール日本スーパーマーケット
協会編『“本物”スーパーマーケットの時代』ダイヤモンド社、1984 年、関西スーパーマーケット、
前掲書、また AJS の活動については、オール日本スーパーマーケット協会『AJS20 年の歩み』1984
年を参照されたい。なお、飲食料品小売業の飲食料品販売額に占める各種食料品小売業の割合がそ
れぞれの業種の専業店を上回った年は、｢野菜｣｢果実｣｢卵、鳥肉｣は 1979 年であるが、｢食肉｣｢鮮魚｣
は 1985 年になってからであり、この頃に食品スーパーは生鮮食品の販売において専業店を凌駕し
たといえる(通商産業省『商業統計表(品目編)』(各年版)より集計)。 
35)大店法の施行は 1974 年 3 月であるが、大店法公布後の 1973 年 10 月末～1974 年 9 月まで総需要
抑制策に基づく出店抑制措置がとられた。 
36)関西スーパーにおける｢標準店舗｣は、売場面積 350～450 坪程度を想定したものであり、これは
1976 年 7 月開店の広田店(売場面積 1,334 ㎡)によって確立した(関西スーパーマーケット、前掲書、
178～179 ページおよび 191 ページ)とのことであるが、これは当初の大店法が調整対象としていた
1,500 ㎡以上をやや下回る規模であった。 
37)コンビニエンスストア業界の大手企業がチェーン展開を開始する前の 1972 年 3 月に、中小企業庁
の委託によって流通経済研究所コンビニエンス・ストア・マニュアル委員会が編集した『コンビニ
エンス・ストア・マニュアル』が発刊されている。なお、1970 年代初頭におけるコンビニエンス
ストア業態のわが国への導入に向けた動きについては、川辺信雄｢幻の 1 号店とマミイ豊中店、コ
ンビニ全史(第 11 回)｣『コンビニ』第 9 巻第 9 号、2006 年 9 月、90～91 ページに詳しい。 
38)法人商店で、かつセルフサービス方式を採用している｢生鮮食品取扱飲食料品小売業｣のうち売場
面積 200 ㎡以上のものを｢食品スーパー｣とみて、その商店数の推移をみると、1966 年 1,425 店、
1968 年 2,254 店、1970 年 3,498 店、1972 年 4,468 店、1974 年 5,299 店、1976 年 6,785 店、1979
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年 9,124 店、1982 年 11,349 店と推移しており、1974 年頃までは年間 500 店前後、それ以降は年
間 700～800 店程度の増加となっている(通商産業省『セルフサービス店統計』(各年版)より集計)。 
39)改正大店法(1979 年改正施行)によって、多くの食品スーパーも大型店出店規制の対象となったが、第二
種大規模小売店舗(店舗面積 500 ㎡超 1,500 ㎡未満―東京都特別区・政令指定都市は 3,000 ㎡未満)につ
いては、法施行後 5 カ月間は適用除外とされた。さらに、1982 年の出店表明・事前説明制度、出店抑制
地域の導入は、第一種大規模小売店舗を対象としたものであり、また個別企業に対する出店抑制指導も
主として総合スーパーを展開している企業が対象となった。主に第二種大規模小売店舗クラスの規模で
展開している｢食品スーパー｣では、規制強化の影響は相対的に小さかったこともあって、1980 年前半に
食品スーパーが飲食料品販売額に占めるシェアを拡大できたものと考えられる。 
40)惣菜販売におけるコンビニエンスストアのシェアについて、商業統計調査以外を用いて推計した
ものとして日本惣菜協会の調査がある。この調査では、｢惣菜｣を次のように定義している。市販の
弁当や惣菜など、家庭外で調理・加工された食品を家庭や職場・学校・屋外などに持ち帰ってすぐ
に(調理加熱することなく)食べられる日持ちのしない調理済食品(調理冷凍食品やレトルト食品な
ど、比較的保存性の高い食品は除かれる)。この調査によると、｢コンビニエンスストア｣のシェア
は、1997 年に 24.3％、2002 年に 27.2％と増加したが、2002 年をピークとして減少傾向にあり、
2007 年 25.2％、2009 年 25.4％と推移している。他方、｢食品スーパー｣のシェアは 1997 年 21.1％、
2002 年 21.0％で、それ以降は微増傾向にあり、2007 年 23.2％、2009 年には 24.3％まで増加して
いる(日本惣菜協会『惣菜白書』(各年版)より集計)。 
41)｢専門店｣は、論者によって様々に定義されているが、それらに共通している点は、①幅広い商品
部門を取り扱う百貨店や総合スーパーなどの総合店に対して、限定された商品部門を取り扱い奥行
きの深い品揃えをしていること、②ターゲットの明確化、品揃え、店舗構成、商品知識などの面で
専門性を有することである。なお、商品部門が限定されているだけの店は、｢品種限定店｣とよばれ
ることが多い。専門店の専門性については、竹内慶司『商店経営学の分析枠組』同友館、2001 年、
谷口優｢『専門店』業態創造により新たなる進化の地平を拓け｣『21 世紀の商業経営』商業界、1998
年 7 月を参照されたい。また、｢専門店チェーン｣という場合の店舗数は、初期の通商産業省による
定義では｢10 店舗以上｣とされた。その根拠として、当該規模を境に経営方法が質的に異なり、ま
たチェーン化の効果があらわれる場合が多いこと、当時の諸外国でもほぼ 10 店程度を基準として
いること(アメリカ 11 店以上、イギリス 10 店以上)という点が挙げられている(通商産業省企業局編
『流通近代化の展望と課題』大蔵省印刷局、1968 年)。なお、本章は統計資料を用いて｢専門店チ
ェーン｣の発展動向を考察するものであるが、単なる｢品種限定店｣を除外するために、店舗数 10 店
以上をチェーン店とみて分析した。 
42)池尾恭一｢小売業態の発展｣田島義博・原田英生編『ゼミナール流通入門』日本経済新聞社、1997
年、129～130 ページを参考にした。 
43)商業界『日本スーパー名鑑 1999 年』より集計。 
44)東洋経済新報社『全国大型小売店総覧 2000 年』より集計。 
45)経済産業省(通商産業省)『商業統計表(産業編)』(各年版)より集計。なお、1994 年 5 月以降の大店
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法時代は店舗面積 1,000 ㎡以上が調整対象であり、2000 年 6 月以降の大店立地法時代は店舗面積
1,000 ㎡超が調整対象である。大店法において店舗面積に含まれる部分は、①売場、②売場間の通
路、③ショーウィンド、④ショールーム等、⑤サービス施設、⑥承り所等、⑦物品の加工修理場の
うち顧客からの引き受けの用に直接供する部分である(通商産業省｢大規模小売店舗における小売
業の事業活動の調整に関する法律第 2 条第 1 項の『店舗面積』の範囲に関する運用方針について｣
1992 年 1 月 29 日)。大店法時代は、｢売場と売場を結ぶ顧客用通路(売場でない部分を通るものを
含み、建物と建物を結ぶための上空通路、地下道等は含まない)は店舗面積に含まれる｣(通商産業省、
前掲方針)とされていたが、大店立地法においては、｢壁等により売場と明確に区切られていない売
場間の通路は店舗面積に含む(壁等により売場と明確に区分された売場として利用し得ない通路、
建物と建物を結ぶため道路等の上空に設けられた渡り廊下、地下道その他の連絡通路は含まない)｣
(経済産業省『大店立地法の解説』2007 年 5 月)と変更された程度で、ほとんど同じであるといって
もよい。なお、商業統計調査における売場面積は、｢商品を販売するために実際に使用している売
場の延床面積(食堂・喫茶、屋外展示場(植木、石材)、配送所、階段、連絡通路、エレベーター、エ
スカレーター、休憩室、洗面所、事務室、倉庫、他に貸している店舗(テナント)分等は除く)｣とな
っており、大店法や大店立地法の店舗面積とほぼ同じである。 
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第 2 章 大店法、大店立地法、都市計画法と大型店立地  
 
 大店法は大型店の出店を規制するものとはいえ、大型店立地を直接コントロ
ールするものではない。しかし、1982 年 2 月から 1990 年 5 月まで続けられた
出店抑制地域など、間接的ではあるが大型店立地に影響を与える運用もなされ
てきた。また、大店立地法はあくまでも都市計画的に立地可能な案件について
店舗周辺の生活環境への配慮を求めるもので、大型店立地に影響を与えること
は想定されていない。しかし、大店立地法指針 (1999 年 6 月 30 日 )による必要
駐車台数の充足という点からみると、特定の立地への出店が抑制される懸念も
ある。なお、大店立地法は大型店周辺に居住する住民の生活環境を保持するた
めの社会的規制であって流通調整政策ではないが、大店法と同様に大規模小売
店舗を対象とした規制であるため、考察の対象として取り上げることとする。 
大店法は 2000 年 5 月末に廃止されたが、これを方向づけた産業構造審議
会・中小企業政策審議会答申 (1997 年 12 月 24 日 )では、地域の実情・特性に
応じて都市計画的手法による大型店立地の規制が柔軟かつ機動的にできるよ
う法改正を求めている 1)。これを受けて改正都市計画法 (1998 年改正施行 )では
用途地域が指定されている区域において、市町村の判断で特別用途地区の種類
や目的を柔軟に定められるようになり、さらに改正都市計画法 (2001 年改正施
行 )では、線引きされていない都市計画区域で用途地域が設定されていない地
域 (非線引き白地地域 )において｢特定用途制限地域｣、都市計画区域外において
も｢準都市計画区域｣を設定すれば用途地域や特定用途制限地域を設けること
ができるようになった。これらの都市計画法改正によって、市町村は制度上す
べての地域において何らかの形で大型店立地を都市計画的に規制することが
可能となる。しかし、用途制限は用途地域規制に上乗せする形で長期にわたっ
て土地利用を制約するものであり、コンセンサス形成は容易ではなく、その活
用はわずかであった。  
そこで、用途地域等による立地制限が強化されることになる。改正都市計画
法 (2007 年改正施行 )においては、床面積 10,000 ㎡超の大規模集客施設 (店舗に
加えて、映画館、アミューズメント施設、展示場等も含む )は、｢商業地域｣｢近
隣商業地域｣｢準工業地域｣においてのみ立地が可能となった。それ以外の地域
 53 
に立地しようとする場合は、都市計画の決定または変更を要することとされ、
これによって地域の判断を反映した適正な立地を確保しようとするものであ
る。また、地方都市では国による中心市街地活性化基本計画の認定 (以下、｢認
定中心市街地活性化基本計画｣という )の条件として、準工業地域における大規
模集客施設の立地を特別用途地区によって規制することとされた。  
そこで、本章では大店法、大店立地法および都市計画法が大型店立地に与え
た影響について考察する。  
 
1．大店法と大型店立地  
 
(1)立地特性別出店割合の推移  
 表 2-1 は、立地特性別出店割合の推移を示したものである。百貨店法期と比
較した大店法導入期の特徴は、｢商店街｣が減少し、逆に｢住宅地｣および｢郊外｣
が増加したことである。この時期は、モータリゼーションがすすみ 2)、駐車場
の確保が難しい｢商店街｣が敬遠されたこともあろうが、大店法による地元との
調整に手間取り相対的に出店が困難となった｢商店街｣よりも、住宅開発 3 ) に応
じた商業機能の充実が求められ相対的に出店が容易な｢住宅地｣、およびモータ
リゼーションに対応した｢郊外｣が選好されたものとみられる。規制強化期は、
第一種大規模小売店舗の出店が相当水準に達している地域および小規模市町
村において出店抑制措置がとられた時期で、｢商店街｣が一層減少するとともに、
｢住宅地｣もやや減少、逆に｢郊外｣が一層増加した。この時期は、地価が上昇し、
既成市街地への出店がコスト面で不利になっていったことと合わせて、出店抑
制措置の影響もあって、出店可能地域の中での郊外立地傾向が強まったといえ
る。規制緩和期は、地価が下落していった時期ではあるが、未だ大型店の都市
部回帰を促す水準ではなく、｢郊外｣が基本的な潮流となり、逆に｢駅前｣が減少
した。  
  立地特性別の推移をみると、｢駅前｣は規制緩和期に減少、｢商店街｣は大店法
導入期以降一貫して減少、｢住宅地｣は大店法導入期に急増したが以降はやや減
少傾向、｢郊外｣は一貫して増加傾向にあるが、特に規制緩和期に急増している
4)。  
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表 2-1  大型スーパー(売場面積 3,000 ㎡以上)立地特性別出店割合の推移 
(単位：％) 
  年 出店数(店) 駅  前 商店街 住宅地 郊  外 
百貨店法期 1973 年以前 318 39.9 46.9  8.8  4.4 
大店法導入期 1974 年 
1975 年 
1976 年 
1977 年 
1978 年 
1979 年 
1980 年 
1981 年 
 56 
 55 
 76 
 62 
 55 
 71 
 74 
 77 
39.3 
29.1 
32.9 
40.3 
32.7 
33.8 
24.3 
22.1 
26.8 
40.0 
31.6 
17.7 
27.3 
21.1 
24.3 
19.5 
17.9 
18.2 
27.6 
22.6 
25.5 
19.7 
28.4 
26.0 
16.1 
12.7 
 7.9 
19.4 
14.5 
25.4 
23.0 
32.5 
規制強化期 1982 年 
1983 年 
1984 年 
1985 年 
1986 年 
1987 年 
1988 年 
1989 年 
1990 年 
 61 
 34 
 41 
 38 
 40 
 47 
 40 
 41 
 42 
32.8 
29.4 
41.5 
42.1 
37.5 
27.7 
25.0 
17.1 
33.3 
18.0 
11.8 
12.2 
21.1 
22.5 
19.1 
25.0 
 7.3 
 7.1 
27.9 
32.4 
26.8 
15.8 
10.0 
19.1 
15.0 
19.5 
19.0 
21.3 
26.5 
19.5 
21.1 
30.0 
34.0 
35.0 
56.1 
40.5 
規制緩和期 1991 年 
1992 年 
1993 年 
1994 年 
1995 年 
1996 年 
1997 年 
1998 年 
1999 年 
2000 年 
 52 
79 
107 
102 
129 
146 
111 
 96 
 88 
122 
28.8 
21.5 
18.7 
22.5 
17.1 
13.7 
11.7 
10.4 
18.2 
14.8 
 7.7 
11.4 
 9.3 
 1.0 
 6.2 
 6.8 
 6.3 
 5.2 
 1.1 
 3.3 
23.1 
22.8 
16.8 
18.6 
22.5 
19.2 
17.1 
24.0 
33.0 
27.0 
40.4 
44.3 
55.1 
57.8 
54.3 
60.3 
64.9 
60.4 
47.7 
54.9 
          (注 1)売場面積 3,000 ㎡以上の現存セルフサービス店(食品スーパー、総合スーパー)を対象として集計。
立地形態不詳を除いて割合を集計。 
          (注 2) 2000 年は大店法下での届出・調整による出店が可能とされた 2001 年 1 月末までの開店を含む。 
          (出所)商業界『日本スーパー名鑑 1999 年』(1997 年以前)、『日本スーパー名鑑 2002 年』(1998 年以降)
より作成。 
 
(2)小都市 (人口 3 万人未満 )への出店割合  
  1982 年 2 月から実施された出店抑制措置においては、｢小規模市町村への大
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規模小売店舗の新設の届出については、特に理由があると認められる場合を除
き、慎重に取り扱うこと｣ 5) とされた。出店抑制措置は、第一種大規模小売店舗
(店舗面積 1,500 ㎡以上、東京都特別区および政令指定都市 3,000 ㎡以上 )を対
象としたもので、｢小規模市町村｣の範囲は、通達等において明示されたわけで
はないが、各種の資料を総合すると、人口 3 万人未満の市町村であったようで
ある 6)。ただし、出店抑制地域においても、①商圏内の人口が急増している、
②周辺小売業者との競合が少ない、③地元主導の再開発のいずれかに当てはま
る場合は、通商産業局、都道府県、市町村、商工会議所 (商工会 )が四者協議を
開いて届出を受理するかどうか決めることになっていた 7)。なお、出店抑制措
置は 1990 年 5 月の運用適正化措置によって出店抑制地域が実質的に廃止され
るまで継続した。  
  そこで、この出店抑制措置が小都市 (人口 3 万人未満、以下同じ ) 8) における
大型店の出店にどのような影響を与えたかについて検証した (表 2-2 参照 )。百
貨店法期は、小都市への出店はほとんどなかったが、大店法導入期には、｢1,500
㎡以上 3,000 ㎡未満｣｢3,000 ㎡以上 6,000 ㎡未満｣の中規模店において、合計の
2 割近くを占めるようになった。出店抑制措置がとられた期間に対応する規制
強化期は、小都市への出店割合はやや増加傾向にはあるものの、概ね大店法導
入期の水準にとどまっている。  
  すなわち、出店抑制措置は、大店法導入期に小都市において急増した 6,000
㎡未満店舗の出店に対して一定の抑制効果があったといえる。しかし、1990
年 5 月の出店抑制地域の廃止を受けた規制緩和期には、特に 6,000 ㎡以上の大
規模店において、その割合が急増している。  
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表 2-2  小都市(人口 3 万人未満)への出店割合の推移 
(単位：％) 
 
時代区分 
1,500 ㎡以上 
3,000 ㎡未満 
3,000 ㎡以上 
6,000 ㎡未満 
 6,000 ㎡以上 
10,000 ㎡未満 
10,000 ㎡以上 合  計 
百貨店法期 (1973 年 以前) 
大店法導入期(1974～1981 年) 
規 制 強 化 期      EA(1982～1990 年) 
A規 制 緩 和 期      EA(1991～1997 年) 
 8.0( 19) 
18.2( 55) 
  20.3( 47) 
18.7(129) 
 0.6(  1) 
18.2( 37) 
20.9( 28) 
21.9( 60) 
   0.0( 0) 
   3.6( 8) 
   5.6(10) 
  18.7(40) 
   0.0( 0) 
   0.0( 0) 
   2.8( 2) 
   9.6(23) 
   3.6( 20) 
  12.0(100) 
  14.1( 87) 
  17.8(252) 
計 17.1(250) 16.3(126)    7.9(58)    5.5(25)   13.4(459) 
(注 1)数字は出店数全体を 100 とした小都市への出店割合、(  )内は小都市での出店数。 
(注 2)売場面積 3,000 ㎡以上の現存セルフサービス店(食品スーパー、ＧＭＳ)を対象として集計。 
(出所)商業界『日本スーパー名鑑 1999 年』より作成。 
 
(3)大店法が大型店立地に与えた影響  
  大店法が大型店立地に間接的にどのような影響を与えてきたかを整理する
と、大店法導入期には、地元との調整に手間取り出店が相対的に困難となった
｢商店街｣が減少した。規制強化期には、小都市への出店は抑制されたが、出店
可能地域の中での｢郊外｣立地傾向が強まった。さらに、規制緩和期には、｢郊
外｣が大きく増加するとともに、｢商店街｣や｢駅前｣での閉店が増加し、既成市
街地商業の衰退が決定的なものとなった。また、1982 年 2 月から実施された
小都市 (人口 3 万人未満 )への出店抑制措置は、大店法導入期に小都市において
急増した 6,000 ㎡未満店舗の出店に対して一定の抑制効果があったといえる。 
 
2．大店立地法と大型店立地－必要駐車台数の充足からみて－  
 
(1)人口規模別用途地域別必要駐車台数  
  通商産業省｢大規模小売店舗を設置する者が配慮すべき事項に関する指針｣
(以下、｢大店立地法指針｣という )(1999 年 6 月 30 日 )では、駐車台数、騒音、
廃棄物についての数量的基準が示されている。このうち駐車台数は店舗コスト
に占める部分も大きく、大店立地法指針による必要駐車台数の充足がどの程度
困難であるかは、大型店の立地選択に大きな影響を与えるものと推察される。
なお、必要駐車台数は、①店舗面積、②人口規模、③用途地域、④駅からの距
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離をもとに、大店立地法指針で示された計算式 (必要駐車台数=店舗面積当たり
日来客数原単位 (人／㎡ )×当該店舗面積 (1,000 ㎡ )×ピーク率 (％ )×自動車分担
率 (％ )÷平均乗車人員 (人／台 )×平均駐車時間係数 )を用いて算出される 9)。  
表 2-3 によって、｢その他地区｣の必要駐車台数を 100 とした｢商業地区 (駅か
ら 300ｍ )｣の指数をみると、店舗面積規模にかかわらず、｢人口 100 万人以上｣
では約 40、｢40 万人以上 100 万人未満｣では約 50 であるのに対して、｢40 万
人未満｣では約 80 となっている。すなわち、人口 40 万人以上の都市における｢そ
の他地区｣への出店は、｢商業地区｣と比較してかなり大きな駐車台数が必要と
されることになる。  
｢その他地区｣は、用途地域が商業地域および近隣商業地域以外の地区であり、
人口密度の高い住宅地も、周辺人口がほとんどいない郊外も同じ扱いである。
住宅地は、特に都市部では徒歩や自転車による来店も多いとみられるが、自動
車以外での来店がほとんど期待できない郊外立地店舗と同じだけの駐車台数
が必要とされることになる。これだけからみれば、住宅地への出店が抑制され、
逆に郊外への出店が促進されるおそれがある。  
  また、｢商業地区｣では、駅から離れるにしたがって必要駐車台数が大幅に増
加する。たとえば、駅から 500ｍの店舗と同 100ｍの店舗と比較すると、｢100
万人以上｣では約 3 倍、｢40 万人以上 100 万人未満｣でも約 2.5 倍の駐車台数が
必要とされる。しかし、駅から少し離れた商店街においても、駅前と同様に稠
密な土地利用がなされ、駐車場の確保が困難なことが一般的である。これだけ
からみれば、最近の傾向としても新設よりも閉店の方が上回っている商店街で
は、必要駐車台数の充足という点で新規出店がますます抑制されるとともに、
増床 10) が困難なこともあって閉店が一層すすむおそれがある。  
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表 2-3 人口規模別用途地域別必要駐車台数(大店立地法) 
(単位：台) 
 1,500 ㎡ 3,000 ㎡ 6,000 ㎡ 12,000 ㎡ 24,000 ㎡ 
100 万
人以上 
商業地区(駅 100ｍ) 
商業地区(駅 300ｍ) 
商業地区(駅 500ｍ) 
その他地区 
11( 18.3) 
22( 36.7) 
33( 55.0) 
60(100.0) 
26( 18.6) 
53( 37.9) 
79( 56.4) 
140(100.0) 
68( 19.8) 
136( 39.5) 
205( 59.6) 
344(100.0) 
168( 21.1) 
335( 42.0) 
503( 63.0) 
798(100.0) 
290( 18.3) 
580( 36.6) 
870( 55.0) 
1,583(100.0) 
40 万人 
以上 
100 万
人未満 
商業地区(駅 100ｍ) 
商業地区(駅 300ｍ) 
商業地区(駅 500ｍ) 
その他地区 
18( 25.7) 
31( 44.3) 
44( 62.9) 
70(100.0) 
42( 25.6) 
74( 45.1) 
105( 64.0) 
164(100.0) 
109( 27.1) 
191( 47.5) 
273( 67.9) 
402(100.0) 
268( 28.8) 
469( 50.3) 
671( 72.0) 
932(100.0) 
464( 25.1) 
812( 44.0) 
1,161( 62.9) 
1,846(100.0) 
40 万人 
未満 
商業地区(駅 100ｍ) 
商業地区(駅 300ｍ) 
商業地区(駅 500ｍ) 
その他地区 
32( 54.2) 
48( 81.4) 
48( 81.4) 
59(100.0) 
74( 53.6) 
111( 80.4) 
111( 80.4) 
138(100.0) 
188( 53.4) 
282( 80.1) 
282( 80.1) 
352(100.0) 
506( 53.4) 
759( 80.1) 
759( 80.1) 
948(100.0) 
1,002( 53.3) 
1,503( 80.0) 
1,503( 80.0) 
1,879(100.0) 
(注)必要駐車台数は、経済産業省｢大店立地法指針｣より計算。表中の(   )内は｢その他地区｣を 100 とした
指数。 
(出所)通商産業省｢大規模小売店舗を設置する者が配慮すべき事項に関する指針(通商産業省告示第 375
号)｣1999 年 6 月 30 日より作成。 
 
(2)現存店必要駐車台数達成率 (全国 ) 
  必要駐車台数の充足という点だけからみると、大店立地法は｢住宅地｣よりも
｢郊外｣、駅から少し離れた｢商店街｣よりも｢駅前｣への出店を促進する可能性が
ある。これを裏づけるために、立地特性別に売場面積 6,000 ㎡以上の現存店の
｢必要駐車台数達成率 (現存店のうち必要駐車台数を充足している割合 )｣を分析
した。もちろん、現存店舗は増床しない限り新たな駐車場設置を求められるわ
けではないが、その必要駐車台数達成率は、新たに出店する店舗が必要駐車台
数を充足することが相対的に容易か困難かをみる 1 つの指標となると考えた。 
  表 2-4 によると、人口規模・売場面積規模にかかわらず、｢商店街 (駅から 300
ｍの商業地区立地として試算 )｣および｢住宅地 (その他地区立地として試算 )｣に
おける必要駐車台数達成率は低い。｢商店街｣では人口規模が小さいほど達成率
が低くなっている。｢駅前 (駅から 100ｍの商業地区立地として試算 )｣は、駅を
利用した来店を見込んで必要駐車台数がかなり軽減されていることもあって、
現存店舗の約 4 分の 3 が必要駐車台数を達成している。｢郊外｣は概ね 8 割以上
の達成率であり、大店立地法による必要駐車台数の充足が出店の制約になるこ
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とはなさそうである。すなわち、必要駐車台数の充足という点だけからみると、
｢商店街｣および｢住宅地｣への出店が抑制され、｢駅前｣あるいは｢郊外｣への出店
が促進される可能性があり、先の表 2-3 での分析を裏づける結果となっている。 
 
表 2-4 現存店必要駐車台数達成率(全国)(大店立地法) 
(単位：％) 
 駅  前 商店街 住宅地 郊  外 
100 万人以上 6,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満 
10,000㎡以上20,000㎡未満 
75.0( 36 店) 
78.9( 38 店) 
68.0( 25 店) 
66.7(  9 店) 
55.0( 40 店) 
40.0( 15 店) 
85.7( 14 店) 
80.0( 10 店) 
40 万人以上
100 万人未満 
6,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満 
10,000㎡以上20,000㎡未満 
84.2( 19 店) 
69.2( 26 店) 
50.0( 16 店) 
44.4(  9 店) 
60.0( 15 店) 
80.0( 10 店) 
89.5( 19 店) 
70.0( 20 店) 
40 万人未満 6,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満 
10,000㎡以上20,000㎡未満 
74.5(149 店) 
76.9( 91 店) 
43.8( 96 店) 
32.4( 37 店) 
75.0( 80 店) 
50.0( 38 店) 
87.2(195 店) 
84.9(119 店) 
合 計 6,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満 
10,000㎡以上20,000㎡未満 
75.0(204 店) 
76.1(155 店) 
48.9(137 店) 
40.0( 55 店) 
67.4(135 店) 
52.4( 63 店) 
87.3(228 店) 
82.6(149 店) 
(注 1)売場面積 6,000 ㎡以上の現存セルフサービス店(食品スーパー、総合スーパー)(1998 年 8 月末現在)
を対象として集計。表中の(  )内は集計店舗数。 
(注 2)売場面積・駐車台数・立地特性区分は、商業界『日本スーパー名鑑 1999 年』による。なお、各店の
必要駐車台数は、｢駅前｣は駅から 100ｍ、｢商店街｣は駅から 300ｍ、いずれも｢商業地区｣立地、｢住宅
地｣および｢郊外｣は、駅から 500ｍ以上(人口 40 万人以上)あるいは 300ｍ以上(人口 40 万人未満)、｢そ
の他地区｣立地とみなして試算した。 
(注 3)売場面積 20,000 ㎡以上については、集計店舗数が少ないため表から割愛した。 
(出所)商業界『日本スーパー名鑑 1999 年』より作成。 
 
(3)現存店必要駐車台数達成率 (大都市 ) 
①人口 100 万人以上都市  
  表 2-5 は、自動車への依存率が相対的に低い人口 100 万人以上の大都市を対
象として、立地特性別に売場面積 6,000 ㎡以上の現存店の必要駐車台数達成率
を分析したものである。なお、｢駅前｣および｢商店街｣立地店の必要駐車台数の
計算にあたっては、駅からの距離を地図上の実測距離によったため、先の表
2-4 における｢100 万人以上｣の数字よりも、さらに厳密な数字となっている。  
  表 2-5 によると、｢住宅地｣の必要駐車台数達成率は、100 万人以上都市計で
50.0％と、現存店の半数しか必要駐車台数を充足できていない。大都市では店
舗周辺の人口密度が高く、徒歩・自転車等による来店がかなり見込めるが、大
店立地法指針では住宅地にも郊外と同じだけの駐車台数の充足を求めており、
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現行の大店立地法指針は検討の余地がある。また、｢商店街｣の必要駐車台数達
成率も、100 万人以上都市計で 65.7％にとどまっている。すなわち、必要駐車
台数の充足という点からみると、全国レベルと同様に 100 万人以上都市におい
ても、｢住宅地｣および｢商店街｣への出店の困難さを指摘することができる。100
万人以上都市においては、｢駅前｣の必要駐車台数達成率も 67.1％と比較的低い
ことが特徴である。  
 
表 2-5 現存店必要駐車台数達成率(人口 100 万人以上)(大店立地法) 
(単位：％) 
 駅  前 商店街 住宅地 郊  外 合  計 
札幌市 
東京都特別区 
横浜市 
川崎市 
名古屋市 
京都市 
大阪市 
神戸市 
広島市 
福岡市 
北九州市 
100.0( 5 店) 
 47.1(17 店) 
 76.2(21 店) 
 75.0( 4 店) 
 80.0( 5 店) 
 75.0( 4 店) 
 55.6( 9 店) 
 57.1( 7 店) 
100.0( 1 店) 
( 0 店) 
 66.7( 3 店) 
 60.0( 5 店) 
 50.0( 8 店) 
 66.7( 3 店) 
100.0( 2 店) 
100.0( 6 店) 
0.0( 2 店) 
( 0 店) 
 50.0( 2 店) 
100.0( 2 店) 
 60.0( 5 店) 
( 0 店) 
 87.5( 8 店) 
  0.0(13 店) 
 55.6( 9 店) 
( 0 店) 
 66.7( 6 店) 
 25.0( 4 店) 
0.0( 3 店) 
 100.0( 2 店) 
100.0( 3 店) 
66.7( 3 店) 
80.0( 5 店) 
 80.0( 5 店) 
( 0 店) 
  100.0( 2 店) 
( 0 店) 
100.0( 6 店) 
 50.0( 2 店) 
( 0 店) 
 50.0( 2 店) 
 100.0( 4 店) 
 66.7( 3 店) 
100.0( 1 店) 
 82.6( 23 店) 
 36.8( 38 店) 
 80.0( 35 店) 
 83.3(  6 店) 
 87.0( 23 店) 
 41.7( 12 店) 
 50.0( 12 店) 
 69.2( 13 店) 
 100.0( 10店) 
 54.5( 11 店) 
 88.9(  9 店) 
合 計 67.1(76 店)  65.7(35 店)   50.0(56 店)  84.0(25 店)  67.7(192 店) 
(注 1)売場面積 6,000 ㎡以上の現存セルフサービス店(食品スーパー、総合スーパー) (1998 年 8 月末現在)
を対象として集計。表中の(  )内は集計店舗数。 
(注 2)売場面積･駐車台数･立地特性区分は、商業界『日本スーパー名鑑 1999 年』による。なお、各店の
必要駐車台数は、｢駅前｣および｢商店街｣は｢商業地区｣立地、駅からの距離は地図上の実測、｢住宅地｣
および｢郊外｣は｢その他地区｣立地、駅から 500ｍ以上とみなして試算した。 
(出所)商業界『日本スーパー名鑑 1999 年』より作成。 
 
②東京都特別区および横浜市 (駅前立地店 )  
  表 2-6 は、100 万人以上都市のうち、店舗数が多い｢東京都特別区｣および｢横
浜市｣の駅前立地店について、対象とする店舗の範囲を売場面積 1,000 ㎡超ま
でに広げて、現存店必要駐車台数達成率を分析したものである。なお、前掲の
表 2-5 によって 6,000 ㎡以上の駅前立地店における必要駐車台数をみると、｢東
京都特別区｣は半数以下で最も達成率が低く、他方｢横浜市｣では約 4 分の 3 が
 61 
達成している。  
表 2-6 によると、｢東京都特別区｣の｢駅前｣立地店の必要駐車台数達成率は
1,000 ㎡超の計で 39.4％にすぎず、特に、3,000 ㎡未満規模における達成率が
低い。一方、｢横浜市｣は大店立地法指針の基準に基づく必要駐車台数達成率は
73.5％に達し、これがより厳しい独自基準に踏み切らせたといえるが、横浜市
基準による達成率は 36.7％にまで低下し、特に 3,000 ㎡未満規模では著しく低
い達成率となっている。  
すなわち、｢東京都特別区｣｢横浜市｣のいずれにおいても、大型店の駅前出店、
特に｢3,000 ㎡未満｣規模の新規出店あるいは増床はかなり困難になるものとみ
られる。そして結果的には、大型店の締め出しにつながり、駅周辺商業の活性
化にとって大きなマイナス要因になることが懸念される。  
 
表 2-6 現存駅前立地店必要駐車台数達成率(東京都特別区、横浜市)(大店立地法) 
(単位：％) 
 東京都特別区 
大店立地法指針基準 
横浜市 
大店立地法指針基準 横浜市基準 
1,000 ㎡超    2,000 ㎡未満 
2,000 ㎡以上  3,000 ㎡未満 
3,000 ㎡以上  6,000 ㎡未満 
6,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満 
10,000 ㎡以上 
35.0(40 店) 
33.3(18 店) 
44.4(18 店) 
50.0(10 店) 
50.0( 8 店) 
 60.0(15 店) 
 66.7( 6 店) 
100.0( 7 店) 
 90.0(10 店) 
 63.6(11 店) 
26.7(15 店) 
16.7( 6 店) 
42.9( 7 店) 
50.0(10 店) 
45.5(11 店) 
合 計 39.4(94 店)  73.5(49 店) 36.7(49 店) 
(注 1)売場面積 1,000 ㎡超の現存セルフサービス店(食品スーパー、総合スーパー)を対象として集計(1998
年 8 月末現在)。表中の(  )内は集計店舗数。 
(注 2)売場面積･駐車台数は、商業界『日本スーパー名鑑 1999 年』、駅からの距離は地図上の実測による。
｢横浜市基準｣は、｢横浜市大規模小売店舗立地法運用基準｣による。店舗面積に応じて 1,000 ㎡当たり
の必要駐車台数が定められており、｢商業地区(商業地域・近隣商業地域)｣では、｢6,000 ㎡未満｣32 台、
｢6,000 ㎡以上 12,000 ㎡未満｣40 台、｢12,000 ㎡以上 20,000 ㎡未満｣(12,000 ㎡以下の部分は 40 台、
12,000 ㎡を超える部分は 22 台)、｢20,000 ㎡以上｣33 台となっている。 
(出所)商業界『日本スーパー名鑑 1999 年』より作成。 
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(4)大店立地法指針の改定  
｢大店立地法指針 (通商産業省告示 375 号 )｣(1999 年 6 月 30 日 )は、大店立地
法施行 (2000 年 6 月 1 日 )の後、5 年以内に見直すとされていたが、その改定指
針が｢経済産業省告示 85 号｣(2005 年 3 月 30 日 )である。なお、その後の再度
の改定｢経済産業省告示 16 号｣(2007 年 2 月 1 日 )が現行指針となっているが、
必要駐車台数の計算式およびその内容の変更はなされていない。  
改定された大店立地法指針 (2005 年 3 月 30 日 )では、必要駐車台数の計算式
(店舗面積当たり日来客数原単位 (人／1,000 ㎡ )×当該店舗面積 (1,000 ㎡ )×ピ
ーク率 (％ )×自動車分担率 (％ )÷平均乗車人員 (人／台 )×平均駐車時間係数 )の
うち、｢ピーク率｣および｢自動車分担率｣が変更された。  
｢ピーク率｣は、15.7％から 14.4％へと引下げ、また商業地域・近隣商業地域
を除く｢その他の地区｣(住宅地や郊外立地の店舗のほとんどが該当する )の｢自
動車分担率｣も、｢人口 100 万以上｣は 60％から 50％に引下げ、｢人口 40 万以
上 100 万人未満｣は 70％から 65％に引下げ、｢人口 40 万未満｣は区分が細分化
され、このうち｢人口 10 万人以上 40 万人未満｣は 75％から 70％に引下げ、｢人
口 10 万人未満｣については 75％から 80％に引上げと改定された。  
｢ピーク率｣および｢自動車分担率｣は、それぞれ必要駐車台数の計算式の分子
を構成する要素であり、これの引下げは必要駐車台数の軽減となる。その結果、
｢人口 100 万以上｣｢その他の地区｣の必要駐車台数は改定前の指針と比較して
23.6％軽減される。同様に、｢人口 40 万以上 100 万人未満｣｢その他の地区｣で
は 14.8％軽減、｢人口 10 万以上 40 万人未満｣｢その他の地区｣では 14.4％軽減、
｢人口 10 万人未満｣｢その他の地区｣でも 2.2％軽減される。  
これまで、大店立地法指針 (1999 年 6 月 30 日 )による必要駐車台数は、住宅
地立地の台数が大きすぎて住宅地への出店を抑制する危険性があること、それ
は人口規模が大きいほど懸念があることを指摘してきた。この意味で、大店立
地法指針 (2005 年 3 月 30 日 )は筆者の主張に沿う方向で改定されたといえる。 
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3．大型店の郊外出店の問題点と大型店立地の都市計画的規制  
 
(1)大型店の郊外出店の問題点  
  大型店の郊外出店は、それが人口増加に見合う商業機能が未成熟な地域への
出店であれば、人口の郊外化という環境変化に対応して消費者利便を高める行
動といえる。しかし、これと単に出店コストが安いという理由で郊外に出店し、
市街地における商業機能の空洞化をもたらすという事態を同一視することは
できない。大型店の郊外出店の問題点として、次の 3 点が挙げられよう。  
  第一に、商業施設も含めてどのような街をつくっていくかは、地域住民の意
思によるべきであるが、それが大型店という 1 つの私企業の意思によって大き
く左右されるという問題である。もちろん、商業機能の中心は必ずしも公共施
設などの都市機能の中心と一致しなければならないということではない。都市
の性格に応じた多様な選択が可能であるが、それはあくまでも十分な情報が提
供された下での地域住民の意思によって計画されるべきである。これに関連し
て、石原武政は｢小売業は流通の論理と地域の論理との交錯の中でのみ理解で
きる｣ 11)、清成忠男も競争中立的でなければならないとしながらも、大型店の
出店調整を地域にゆだねる必要性を指摘している 12)。また、矢作弘は｢大型店
が『どこにでも勝手に出店できる自由』が先にあるのではない。まず、地域社
会の側に『来るものを選ぶ』選択の自由がある｣ 13) と述べている。  
  第二に、大型店の郊外出店が都市部店舗の閉鎖と引き換えにスクラップ＆ビ
ルドの形で行われていることである。また、非線引き都市計画区域や都市計画
区域外にも開発され、都市の無秩序な拡大に拍車をかけている。都市へ人口が
流入し、さらに産業系の土地利用の拡大が求められていた高度成長期における
郊外化とは異なり、都市的土地利用の総量が伸びない中での郊外化は、どこか
で未利用地あるいは未利用建築物を発生させることになる。中心市街地衰退化
の一因はここにある 14 )。  
  第三に、多様な消費者ニーズに対応するにあたって大型店が提供する商業機
能だけでは不十分であり、それを補完する小規模小売業の役割は大きい。望ま
しい地域商業の姿は、大型店と小規模小売業が機能を分担しながら消費者に多
様な選択性を確保する形である。大型店の商品価格、さらに買物コストも含め
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た消費者価格は、必ずしも安くはない。そのうえ、消費者が小売店を選択する
基準は、価格だけではなく、品揃えの豊富さ、利便性、付帯サービスなど様々
なものがあり、個人によって、また同じ個人でも商品の種類や購買時の状況に
よって異なる。各小売業態の役割は、商品やサービスを多様な形で組み合わせ
て消費者に提供することである。  
大型店の郊外出店は、仮に市街地や商店街内への出店であればそれとの補完
関係に立つ商業機能を十分に果たし得たであろう小規模小売業や商店街をも
衰退に導く危険性が強く、結果的に消費者への多様な小売業態や商業集積の選
択肢の提供という点で不十分になるおそれがある。さらに、商店街は単なる買
物施設、あるいは単に商業機能を提供するにとどまらず、地域生活環境の重要
な構成要素 15) であり、また地域文化の担い手としての役割などの社会的機能
でも、地域社会において重要な役割を果たしてきた 16)。大型店の郊外出店は、
商店街の商業機能の衰退と同時に、商店街のもつ社会的機能をも脆弱化させる
という問題がある。  
 
(2)大型店の郊外出店規制の必要性  
①消費者の選択に全面的にゆだねることの問題  
  中心市街地の商業が選択されるか郊外の大型店が選択されるかは、消費者の
選択に全面的にゆだねるべきであるというのが規制緩和論者の主張である。確
かに、一般論として消費者の選択にゆだねるべきという点については認めなけ
ればならないとしても、消費者が十分な情報をもち市場がほぼ完全に機能して
いるか、すなわち全面的に消費者にゆだねうるものなのかという点については
議論されなければならない。  
  石原武政は、消費者の選択に全面的にゆだねることの問題を次の 2 点に集約
している 17)。第一は、可逆性の問題であり、可逆性が高い場合は安心して競争
過程に依存できるが、低い場合にはいったん資源配分に片寄りが生じると回復
に時間を要することになり、それらは可逆性を前提とした競争とは異なる長期
的な見通しをもった調整ないし決定の過程が必要である。中心商店街の盛衰の
効果は、まさに可逆性の困難な問題といえる。第二は、消費者に問題が正確に
提起されているかという点である。消費者が買物施設として中心部の商店街と
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郊外のショッピングセンターを比較することは充分にありうる。しかし、最終
的な判断を消費者の選択にゆだねるとすれば、その買物場所の選択が都市環境
を含めた都市部の盛衰にまで影響を与える問題について正確に伝達されてい
る必要がある。もちろん、消費者は十分な情報を提供される必要があるが、消
費者が選択を迫られる問題は無数にある。そこで、消費者にかわって問題を処
理する専門家集団としての行政の役割があるとしている。  
  なお、消費者の選択に全面的にゆだねることの問題点について、原田英生は
将来価格、世代間分担という視点から次のように述べている 18)。｢欧米におい
ても、郊外型ＳＣ等の小売形態に対して、購買アクセス等においてエネルギー
消費が多く、大気汚染等の原因となるといった批判も現れている。また、たと
え郊外に新設するほうが低コストであったにしても、改修によって利用可能な
ダウンタウンの店舗施設が放棄されることは資源が有効活用されていないこ
とになるという批判もある。いうまでもなく、こうした批判は現在価格と将来
価格との比較、あるいは社会的コストの世代間分担に基づいている。将来価格
については、市場は完全には機能しない。将来価格、世代間分担の問題となる
と、公的規制は不可避となろう｣。  
  また、矢作弘はミクロレベルの合理的な判断がマクロレベルでは不合理を生
み出すことがあるという視点から次のように述べている 19 )。｢消費者がワンス
トップ・ショッピングできる郊外の大型店に車で出かけるのは、それ自体合理
的な判断に基づく行動である。ある限られた地域市場で大型店が商店街を凌駕
したとしても、そこにも市場の合理性が働いている。しかし、そのことの総体
が、社会全体の厚生を最大にしているとは限らない。しばしば、社会や自然に
対して膨大な負荷を生む。そこに、ミクロレベルの行動を規制・調整する原理
が必要になる理由がある｣。  
②大型店誘致の経済効果  
  このように大型店の郊外出店には様々な問題があるにもかかわらず、自治体
が予定地のゾーニングを緩和することによって郊外型大型店を誘致し、固定資
産税などの税収増を図ろうとする｢財政ゾーニング｣が広く行われている。しか
し、この大型店誘致の経済効果については十分な議論がなされていない 20)。矢
作弘は、｢中小都市の場合は、当該都市に限れば確実に財政ゾーニングの効果
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は期待できるが、進出大型店の商圏内にあるほかの都市にまで影響を広げて考
えれば、状況は疑問である｣ 21) と指摘している。  
  また、大型店進出に伴う外部不経済や、土地利用の転換に伴う開発利益や幹
線道路の整備に伴ってもたらされる利益の社会還元、という点も考慮されなけ
ればならない。原田英生は個別企業の経営効率化と外部不経済について、次の
ように述べている。｢もし個別企業の経営上の効率化のために不特定多数の第
三者等にコストが転嫁される、すなわち“負の外部性”を生じてしまうようで
あるならば、たとえ革新であっても規制が考慮されるべきである。特にわが国
の場合、国際競争力を強化してきたこれまでの経営上の革新や効率化には“負
の外部性”を伴っていたケースが少なくないように思われるだけに、なおさら
である｣ 22 )。  
  また、佐藤郁夫は大型店の進出が地域の所得水準に及ぼす影響について多面
的に考慮する必要があるとして、次のように述べている 23 )。｢地域経済への総
合的な影響を判断するうえでは雇用数や商店の販売額の増減だけに限定する
のではなく、増えた販売額の地域への資金還元の程度や税収増などによる所得
水準の変化について総合的に考慮すべきであろう。最近の大型店の新規出店の
際に従業員がパートやアルバイト中心に構成されて企業の人件費負担軽減に
資していることを考慮すると、従来のような雇用機会の増減だけに限定した地
域経済への影響判断の議論は不十分なものとなる。この他にも、関連の卸売業
界や運輸業界の雇用動向と所得水準の変化、そして店舗展開による固定資産税、
法人市町村民税等の増減によって地域の所得水準をどれだけ押し上げている
かを考慮する必要が高まっている｣。  
  矢作弘も、｢郊外型大型店が増え、中心街にある地元流通資本や商店が衰退
すれば、彼らを取引先にする地域の消費財製造業が窮乏しかねない流通構造に
なっている。中央資本の郊外型大型店は、『都市際収支』の赤字拡大要因にな
っており、地方都市が循環的経済を形成するのを難しくしている｣ 24) と指摘し、
大型店誘致の経済効果について疑問を投げかけている。  
③大型店の郊外出店規制  
 大型店の郊外出店は単なる商業問題ではなく、都市問題として都市の盛衰に
かかわる問題である。大型店の無秩序な郊外出店によって、多様な都市機能の
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1 つとしての商業機能が小規模小売業のもつ機能も含めて劣化し、その結果と
して中心市街地の衰退が加速されることになる。どのような都市をつくってい
くかは地域住民の意思によるべきであるが、それが大型店という私企業の意思
によって大きく作用されるという問題とともに、都市の盛衰をも消費者の買物
場所選択の結果に全面的にゆだねることの問題を指摘しておく必要があろう。 
  原田英生は、郊外出店規制の根拠について次のように述べている。｢住宅は
環境も含めた施設についての価格が形成され、取引される。それに対して、小
売施設やサービス施設 (特に小売施設 )では、環境を含めた施設そのものが取引
の対象となるわけではない。取引されるのは販売のための施設に直接かかわり
のない商品だから、スプロールのコストを無視することによって開発費を可能
なかぎり低く抑えた施設で販売することにしても、利用者 (買い物客 )には直接
的なマイナスがほとんど生じない。むしろ、それによって商品の低価格化が実
現すれば歓迎されるかもしれない。つまり、住宅開発に際してのスプロール・
コストは不完全であるにしても一部価格に反映されることで、無秩序なスプロ
ールに一定の歯止めがかかる可能性があるのに対して、小売施設の開発につい
ては、そうしたメカニズムがほとんど働かないということである。このことは、
スプロール的な開発一般に対する規制とは別に (もしくは上乗せして )、小売施
設・サービス施設の開発に対する固有の立地規制・立地誘導政策が必要となる
ことを示唆している｣ 25)。  
④中心市街地活性化と大型店の郊外出店  
中心市街地活性化法 (1998 年施行 )に基づいて基本計画を作成した市町村を
対象とした中心市街地疲弊の原因 (2003 年、複数回答 )をみると、｢中心市街地
の店舗構成の魅力低下｣38.7％、｢商業・サービス施設の郊外移転｣37.8％、｢モ
ータリゼーションへの対応の遅れ｣34.9％、｢住宅地の郊外化｣10.6％、｢公共施
設の郊外移転｣4.2％となっている 26)。中心市街地の商業地そのものの魅力の低
下に加えて、大型ショッピングセンター等の商業・サービス施設の郊外移転が
重要な原因となっているといえる。  
市町村を対象とした調査だけに、公共施設の郊外移転を原因として挙げる割
合は少ないが、別の調査では公共施設の立地と中心市街地活性化の状況には密
接な関係がみられる。三菱総合研究所の調査 (2005 年 ) 27) によると、市役所、市
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立図書館、市立文化施設が｢過去 10 年の間に中心市街地外から内に移転した｣
市町村において、｢活性化、にぎわいが増しつつある｣が 42.9％、｢ほとんど変
化がない｣21.4％、｢衰退、にぎわいが失われつつある｣35.7％、逆に｢過去 10
年の間に中心市街地内から外に移転した｣市町村において、｢活性化、にぎわい
が増しつつある｣が 8.8％、｢ほとんど変化がない｣38.2％、｢衰退、にぎわいが
失われつつある｣52.9％と好対照の結果となっており、公共施設の中心市街地立
地は中心市街地活性化にとって有効であることを示している。  
 中心市街地活性化に取り組む一方で、郊外に大規模商業施設が出店するとい
う、いわば｢アクセル｣と｢ブレーキ｣を一緒に踏んでいるような状況で、中心市
街地活性化に向けた取組みの効果が減じられた市町村も多い。  
大型店立地を都市計画的に規制する制度は、まちづくり三法の 1 つとして中
心市街地活性化法 (1998 年施行 )と時期を同じくして施行された改正都市計画
法 (1998 年改正施行 )、および改正都市計画法 (2001 年改正施行 )、改正中心市街
地活性化法 (2006 年改正施行 )と時期を同じくして成立し、その後施行された改
正都市計画法 (2006 年改正施行、2007 年改正施行 )へと強化されていった。  
 
(3)都市計画法改正の経過  
①特別用途地区、特定用途制限地域、準都市計画区域制度の創設  
改正都市計画法 (1998 年改正施行 )では、それまで 11 種類に定められていた
｢特別用途地区｣の限定を廃止し、市町村の判断で、特別用途地区の種類や目的
を柔軟に定められるようになった。特別用途地区の設定手順は、市町村が特別
用途地区を具体的にどこに設定するかを通常の都市計画決定手続に従って決
め、その地区指定案について都市計画地方審議会の審議を経て都道府県知事の
承認を得る。そして、地域の実情に応じた｢特別用途地区｣とするため、市町村
の条例でその種類や規制内容を決定することになる。  
この特別用途地区は、用途地域の指定がなされている区域にしか設定できず、
それは全国土面積のわずか 4.9％ 28) (2006 年 3 月末現在 )にすぎない。また、線
引き (市街化をすすめる市街化区域と市街化を抑制する市街化調整区域の線引
き )がされていない都市計画区域や、都市計画区域外の出店を規制できないとい
う問題があり、その有効性が懸念されていた。  
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そこで、改正都市計画法 (2001 年改正施行 )において、線引きされていない都
市計画区域で用途地域が設定されていない地域 (非線引き白地地域 )において
｢特定用途制限地域｣、都市計画区域外においても｢準都市計画区域｣を設定すれ
ば用途地域や特定用途制限地域を設けることができるようになった。  
これらの都市計画法改正によって、制度上は表 2-7 に示すように、すべての地
域において何らかの形で大型店立地を都市計画的に規制することが可能となっ
た。しかし、用途制限は用途地域規制に上乗せする形で長期にわたって土地利用
を制約するものであり、コンセンサス形成は容易ではない。さらに、当該市町村
において規制したとしても隣接市町村への出店には無力という広域調整の問題
もある。そのため、大規模小売店舗の規制を目的として｢特別用途地区｣を指定し
ている地区は全国で 10 地区 (9 市町 )  、同様に｢特定用途制限地域｣を指定してい
る地区は 12 地区 (12 市町 ) 29) にとどまっている (2005 年 4 月現在 )。  
 
表 2-7 用途制限による大型店立地の規制 
区     分 割 合 用途制限による大型店立地の規制 
市街化区域 
 
 3.8％ ｢特別用途地区｣の設定可(改正都市計画法 1998 年改正施行) 
非線引き都市計画区域 
(用途地域指定区域) 
 1.1％ ｢特別用途地区｣の設定可(改正都市計画法 1998 年改正施行) 
非線引き都市計画区域 
(白地区域) 
11.7％ ｢特定用途制限地域｣の設定可(改正都市計画法 2001 年改正施
行) 
市街化調整区域 
 
9.9％ 市街化を抑制すべき区域で開発行為は厳しく規制 
都市計画区域外 73.6％ ｢準都市計画区域｣では、｢用途地域｣や｢特定用途制限地域｣の
設定可(改正都市計画法 2001 年改正施行) 
(注)｢割合｣は国土面積に占める割合(2006 年 3 月末現在)。 
(出所)国土交通省編『都市計画年報 2006 年』。 
 
②大規模集客施設の郊外出店規制  
その後、改正都市計画法 (2007 年改正施行 )では、大型店の郊外出店が大幅に
規制されることになった。同法は、中心市街地の再生を直接の目的とするもの
ではなく、人口減少時代を迎えて都市機能の拡散を抑制し、コンパクトシティ
化を図ることに主眼がおかれている。しかし、この法改正により、中心市街地
の活性化に取り組む一方で、郊外に出店した大規模集客施設により商業機能が
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拡散し、活性化努力が減じられるということは避けられる。改正都市計画法
(2007 年改正施行 )は、大規模集客施設の郊外出店を大幅に抑制するものではあ
るが、それは中心市街地活性化のための必要条件を満たすことになるとしても、
それは決して必要十分条件ではなく、中心市街地活性化はひとえに同法に基づ
く取組みにゆだねられることはいうまでもない。  
国土交通省によると、都市計画法改正の趣旨として次のように述べている。
｢現在、我が国は、人口減少・超高齢社会を迎えるという、大きな時代の転換
点にある。一方、都市を取り巻く状況は、モータリゼーションの進展等を背景
として、病院、学校、庁舎等の公共公益施設の郊外移転や大規模な集客施設の
郊外立地が進み、都市機能の無秩序な拡散が進行している。こうした中で、こ
れまでの都市の拡大成長を前提としてきたまちづくりでは、自動車に過度に依
存した都市構造をもたらし、高齢者等の生活利便性の低下や環境負荷の増大、
後追い的なインフラの整備・維持管理コストの増大、各種公共サービスの効率
の低下等の様々な問題を引き起こすことが懸念される。このため、高齢者も含
めた多くの人々にとっての暮らしやすさを確保するという観点から、これまで
の拡大成長を前提とするまちづくりのあり方を転換し、都市の既存ストックを
有効活用しつつ、様々な都市機能がコンパクトに集積した都市構造を実現する
ことが、人口減少・超高齢社会に対応したまちづくりを実現するために重要で
ある｣ 30)。  
改正都市計画法 (2006 年改正施行、2007 年改正施行 )の主な改正点は、次の
4 点である 31 )。  
第一は、用途地域等による立地制限が強化されたことである (表 2-8 参照 )。
床面積 10,000 ㎡超の大規模集客施設 (店舗に加えて、映画館、アミューズメン
ト施設、展示場等も含む )は、｢商業地域｣｢近隣商業地域｣｢準工業地域｣におい
てのみ立地が可能となる。それ以外の地域に立地しようとする場合は、都市計
画の決定または変更を要することとされ、これによって地域の判断を反映した
適正な立地を確保しようとするものである。また、地方都市では｢認定中心市
街地活性化基本計画｣の条件として、準工業地域における大規模集客施設の立
地を特別用途地区によって規制することとされている。ただし、改正都市計画
法 (2007 年改正施行 )では、商業地域等以外の地域において、大規模集客施設の
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立地を完全に抑制しようというものではない。商業地域等に立地をいったん制
限したうえで、それ以外の地域に立地しようとする場合は、都市計画の決定ま
たは変更を要することとし、これによって地域の判断を反映した適正な立地を
確保しようとするものである。具体的には、都市計画提案制度に則った手続を
経たうえで、市町村が都道府県知事の同意を得て、｢開発整備促進区｣を都市計
画に定めることにより、大規模集客施設の立地が可能となる。また、都市計画
提案制度に基づいて都市計画の決定または変更を提案できる者に、地権者のほ
か今回の法改正によりまちづくりの推進に関し経験と知識を有する団体 (独立
行政法人都市再生機構、地方住宅供給公社等 )が追加された。｢開発整備促進区｣
とは、大規模な集客施設の整備による商業等の利便の増進を図るため、一体的
かつ総合的な市街地の開発整備を実施すべき区域を都市計画に定めることに
より、大規模集客施設の立地が可能となる制度である。  
第二は、広域調整手続の充実がなされたことである。大規模集客施設は市町
村の範囲を越えて集客し、広域的に影響を与えることから、当該市町村の判断
だけではなく、広域的な観点から立地を調整することが必要となる。市町村が
都市計画の決定または変更をする場合は都道府県知事との協議・同意手続が必
要とされる。この際に、都道府県知事が必要と認めたときには、関係市町村か
らの意見の聴取や資料の提出等を求めることができるようになったものであ
る。  
第三は、開発許可制度の見直しである。社会福祉施設、医療施設、学校 (大学、
専修学校および各種学校を除く )、庁舎等の公共公益施設は、市街化調整区域に
立地する場合でも開発許可が不要とされていたが、この制度を廃止し開発許可
を要することとなった。  
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表 2-8 改正都市計画法(2007 年施行)による小売店舗規制 
区  分 改正前 改正後 
 
 
 
用 
 
途 
 
地 
 
域 
第一種低層住居専用地域 床面積 50 ㎡超不可 同左 
第二種低層住居専用地域 床面積 150 ㎡超不可 
第一種中高層住居専用地域 床面積 500 ㎡超不可 
第二種中高層住居専用地域 床面積 1,500 ㎡超不可 
第一種住居地域 床面積 3,000 ㎡超不可 
第二種住居地域 制限なし 大規模集客施設については、用途
地域の変更または用途を緩和する
地区計画決定により立地可能。 
準住居地域 
工業地域 
近隣商業地域 制限なし 
商業地域 
準工業地域(注 2) 
工業専用地域 用途地域の変更または地区計画
(再開発等促進区)決定が必要。 
同左 
市街化調整区域 原則不可。ただし、計画的大規模
開発は許可。(病院、福祉施設、学
校等は開発許可不要) 
大規模開発も含め、原則不可。 
地区計画を定めた場合、適合す
るものは許可。(病院、福祉施設、
学校等も開発許可を必要とす
る) 
非線引き都市計画区域 
準都市計画区域の白地地域 
制限なし 大規模集客施設については、用
途地域の指定により立地可能。
また、非線引き都市計画区域で
は、用途を緩和する都市計画決
定でも立地可能。 
(注 1)大規模集客施設とは、床面積 10,000 ㎡超の店舗、映画館、アミューズメント施設、展示場等。 
(注 2)準工業地域では、特別用途地区を活用。特に地方都市においては、これを中心市街地活性化法の基本
計画の国による認定の条件とすることが｢中心市街地活性化基本方針｣(2006 年 9 月)で明示。 
(出所)国土交通省｢都市の秩序ある整備を図るための都市計画法等の一部を改正する法律｣2006年5月31日。 
 
第四は、準都市計画区域制度の拡充である。改正都市計画法 (2001 年改正施
行 )で準都市計画区域制度が創設されたが、農用地区域に指定された区域、優良
農地とされる農地には原則として準都市計画区域が指定できなかった。また、
一市町村がその立地を規制したとしても、隣接する市町村に立地する等広域的
な調整が困難ということもあって、準都市計画区域の指定は、わずか 3 都市に
とどまっていた (2006 年 3 月現在 )。そこで、改正都市計画法 (2007 年改正施行 )
では農地も含めて指定できることとし、また広域的に指定する制度となった。
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これまで市町村が指定していたものが、あらかじめ関係市町村と都道府県都市
計画審議会の意見を聞いたうえで都道府県が指定することになった。  
 
(4)大規模小売店舗の立地状況と改正都市計画法 (2007 年施行 )の影響  
大店法の出店規制が緩和され、また地価が高い水準にあった 1991 年頃から、
改正都市計画法 (2007 年改正施行 )の下では原則として出店が認められない地
域への出店が増加している (地方圏では特にその傾向が強い )。改正都市計画法
(2007 年改正施行 )は、この傾向に歯止めをかける効果をもつことになろうが、
出店が原則として不可とされる地域に出店している割合は、2001 年から 2004
年に三大都市圏に出店した店舗の 3 割であり、この出店が抑制されるとみられ
る。地方圏では、一部の都市が特別用途地区による準工業地域への出店抑制を
行ったとして、約 5 割の出店が抑制されるとみられる (表 2-9-1 参照 )。  
床面積規模別にみると、改正都市計画法 (2007 年改正施行 )による出店規制の
対象となる床面積 10,000 ㎡超の中でも、相対的に面積規模が小さい規模ほど
出店抑制効果は高く、三大都市圏で 3 割、地方圏でも 4 割程度の出店が抑制さ
れるものとみられる (表 2-9-2 参照 )。  
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表 2-9-1 大規模小売店舗(延べ床面積 10,000 ㎡以上)の開店時期別立地状況 
(単位：％) 
三大都市圏 
 
1980 年 
以前 
1981～ 
1985 年 
1986～ 
1990 年 
1991～ 
1995 年 
1996～ 
2000 年 
2001～ 
2004 年 
住居系用途地域 8 16 13 11 14 9 
近隣商業地域 
商業地域 
12 
75 
6 
71 
19 
60 
17 
54 
14 
34 
14 
35 
準工業地域 
工業地域 
工業専用地域 
4 
0 
1 
5 
0 
0 
5 
1 
0 
8 
5 
0 
23 
11 
1 
21 
15 
2 
市街化調整区域 
非線引き白地地域 
都市計画区域外 
0 
0 
0 
0 
1 
0 
0 
1 
0 
0 
5 
0 
1 
2 
1 
3 
1 
0 
影響を受ける割合① 9 18 16 21 29 30 
店舗数(店) (231) (77) (93) (131) (231) (159) 
地方圏 
 
1980 年 
以前 
1981～ 
1985 年 
1986～ 
1990 年 
1991～ 
1995 年 
1996～ 
2000 年 
2001～ 
2004 年 
住居系用途地域 6 11 9 19 18 16 
近隣商業地域 
商業地域 
10 
77 
15 
57 
20 
48 
17 
29 
15 
23 
9 
26 
準工業地域 
工業地域 
工業専用地域 
5 
0 
0 
9 
3 
0 
13 
5 
0 
17 
3 
0 
20 
7 
0 
20 
9 
1 
市街化調整区域 
非線引き白地地域 
都市計画区域外 
0 
1 
0 
3 
1 
0 
1 
5 
0 
3 
11 
2 
3 
12 
2 
2 
15 
2 
影響を受ける割合② 13 28 32 54 62 65 
影響を受ける割合③ 9 19 19 37 42 45 
店舗数(店) (186) (460) (233) (124) (138) (346) 
(注 1)建築基準法上の延べ床面積 10,000 ㎡以上の物品販売業を営む店舗について集計。 
(注 2)三大都市圏は、東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県。 
(注 3)｢影響を受ける割合①｣は三大都市圏において改正都市計画法(2007 年改正施行)の下では出店不可能
な用途地域に立地する店舗の割合(商業地域、近隣商業地域、準工業地域)、｢影響を受ける割合②｣は
地方圏において改正都市計画法(2007年改正施行)の下では出店不可能な用途地域に立地する店舗の割
合(商業地域、近隣商業地域)、｢影響を受ける割合③｣は同(商業地域、近隣商業地域、準工業地域)を示
す。 
(出所)国土交通省『中心市街地活性化のためのまちづくりのあり方に関する研究アドバイザリー会議報告
書』2005 年 8 月 10 日、参考資料 66 ページより作成。 
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表 2-9-2 大規模小売店舗(延べ床面積 3,000 ㎡以上)の店舗面積規模別立地状況 
(単位：％) 
三大都市圏 
 
3,000 ㎡以上 
5,000 ㎡未満 
5,000 ㎡以上 
10,000 ㎡未満 
10,000 ㎡以上 
15,000 ㎡未満 
15,000 ㎡以上 
30,000 ㎡未満 
30,000 ㎡ 
以上 
合計 
 
住居系用途地域 25 23 17 14 6 19 
近隣商業地域 
商業地域 
14 
40 
12 
41 
16 
42 
18 
49 
12 
55 
14 
44 
準工業地域 
工業地域 
工業専用地域 
11 
5 
0 
14 
5 
0 
14 
5 
0 
11 
6 
0 
13 
11 
1 
13 
6 
0 
市街化調整区域 
非線引き白地地域 
都市計画区域外 
2 
2 
1 
3 
1 
1 
3 
1 
1 
2 
0 
1 
1 
1 
0 
2 
1 
0 
影響を受ける割合①   30 22 20  
店舗数(店) (924) (989) (347) (428) (447) (3,135) 
地方圏 
 
3,000 ㎡以上 
5,000 ㎡未満 
5,000 ㎡以上 
10,000 ㎡未満 
10,000 ㎡以上 
15,000 ㎡未満 
15,000 ㎡以上 
30,000 ㎡未満 
30,000 ㎡ 
以上 
合計 
 
住居系用途地域 27 22 20 13 8 21 
近隣商業地域 
商業地域 
12 
15 
13 
21 
10 
34 
16 
42 
15 
50 
13 
25 
準工業地域 
工業地域 
工業専用地域 
19 
6 
0 
21 
5 
0 
17 
5 
0 
12 
5 
0 
16 
4 
0 
18 
5 
0 
市街化調整区域 
非線引き白地地域 
都市計画区域外 
2 
15 
4 
2 
16 
1 
2 
9 
2 
2 
9 
2 
1 
5 
0 
2 
13 
2 
影響を受ける割合②   56 32 35  
影響を受ける割合③   39 20 19  
店舗数(店) (1,949) (1,564) (543) (595) (447) (5,098) 
(注 1)建築基準法上の延べ床面積 3,000 ㎡以上の物品販売業を営む店舗について集計、2004 年末現在。 
(注 2)｢三大都市圏｣および｢影響を受ける割合｣は、表 2-9-1 と同じ。 
(出所)国土交通省『中心市街地活性化のためのまちづくりのあり方に関する研究アドバイザリー会議報告
書』2005 年 8 月 10 日、参考資料 65 ページより作成。 
 
(5)改正都市計画法 (2007 年施行 )の効果と大型店立地の大都市回帰傾向  
 表 2-10 は、店舗面積規模別にみた大規模小売店舗の新設届出件数の推移で
ある。これによると、改正都市計画法 (2007 年改正施行 )によって出店規制が
強化された延べ床面積 10,000 ㎡以上 (店舗面積にすると概ね 7,000 ㎡以上 )の
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大規模小売店舗の大店立地法に基づく届出件数は、2008 年度以降、大幅に減
少している。  
  ただし、これは必ずしも改正都市計画法 (2007 年改正施行 )の効果ではなく、
大型店立地の大都市回帰傾向 3 2 ) も寄与しているものと考えられる。表 2-11
に基づいて、人口 50 万人以上都市への出店割合をみると、店舗面積｢6,000
㎡以上 10,000 ㎡未満規模｣においては 1995 年から 1997 年の 18.4％を底に、
1998 年から 2000 年に 20.3％、大店立地法下では 2003 年の 21.1％を底に増
加傾向にある。また、店舗面積｢10,000 ㎡以上規模｣においては、1995 年から
1997 年の 20.6％を底に、1998 年から 2000 年に 23.1％、大店立地法下では、
2003 年の 19.7％を底に明らかに増加傾向にある。逆に、人口 5 万人未満都市
への出店割合は減少傾向にある。  
 
表 2-10 店舗面積規模別にみた大規模小売店舗の新設届出件数の推移 
(単位：件) 
 
 
年度 
1,000㎡以上
7,000㎡未満 
7,000㎡以上 1,000㎡以上
計 7,000㎡以上 
計 
7,000㎡以上
10,000㎡未満 
10,000㎡以上
20,000㎡未満 
20,000㎡以上 
2001年度 
2002年度 
2003年度 
2004年度 
2005年度 
2006年度 
2007年度 
351 
507 
651 
563 
562 
576 
576 
80 
117 
104 
153 
152 
127 
148 
35 
39 
38 
48 
43 
35 
58 
24 
52 
39 
70 
68 
57 
57 
21 
26 
27 
35 
41 
35 
33 
431 
624 
755 
716 
714 
703 
724 
2008年度 
2009年度 
2010年度 
2011年度 
556 
432 
498 
552 
82 
59 
73 
63 
52 
33 
44 
41 
15 
15 
13 
13 
15 
11 
16 
9 
638 
491 
571 
615 
(出所)経済産業省｢大規模小売店舗立地法届出の概要｣(各年版)より作成。 
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表 2-11 店舗面積規模別にみた人口規模別出店・届出割合の推移 
(単位：％) 
  
 
        年 
6,000 ㎡以上 
10,000 ㎡未満 
10,000 ㎡以上 
 
50 万人以上 5 万人未満 50 万人以上 5 万人未満 
大店法下 
(現存店舗ベー
ス) 
 
 
 
 
 
合 計 24.1 24.6 28.3 15.5 
1989 年以前 26.9 15.1 34.4  6.0 
1990～1994 年 24.5 35.5 24.9 20.6 
1995～1997 年 18.4 38.4 20.6 24.5 
1998～2000 年 20.3 31.0 23.1 26.0 
 
 
 
(1998 年) 
(1999 年) 
(2000 年) 
22.7 
14.1 
22.8 
39.4 
34.6 
24.4 
20.6 
19.8 
26.4 
26.5 
33.7 
21.4 
大店立地法下
(届出ベース) 
 
 
2000/6～2001/12 
2002/1～2002/12 
2003/1～2003/12 
2004/1～2004/12 
2005/1～2005/12 
23.8 
30.9 
21.1 
21.9 
36.6 
28.6 
25.5 
14.1 
25.0 
21.1 
23.8 
27.4 
26.2 
30.7 
42.1 
23.8 
21.9 
26.2 
21.8 
21.5 
(注 1)大店法下は、1999 年までは『全国大型小売店総覧 2000 年(2000 年 3 月末現在)』における現存店舗、
2000 年は『同 2002 年(2001 年 6 月末現在)』(大店法下での届出・調整による出店が可能とされた 2001
年 1 月末までの開店を含む)における現存店舗を対象として集計。人口規模は『国勢調査報告 1995 年』
による。 
(注 2)大店立地法下は、大店立地法第 5 条第 1 号(新設)の届出をした店舗を対象として集計。人口規模は『国
勢調査報告 2000 年』による。 
(注 3)店舗面積規模別にみた人口規模別届出割合は、直近まで把握することも可能であるが、市町村合併の
影響で過去のデータと比較することが必ずしも妥当でなくなってきたため、2005 年 12 月までとした。 
(出所)東洋経済新報社『全国大型小売店総覧 2000 年、2002 年』、経済産業省｢大規模小売店舗立地法届出
の概要｣(各年版)、総務省『国勢調査報告 1995 年』より作成。 
 
小  括  
 
大店法が大型店立地に与えた影響について、大店法導入期においては、地
元との調整に手間取り出店が相対的に困難となった｢商店街｣への出店が減少
し、逆に住宅開発による商業機能の充実が求められていた｢住宅地｣や、モー
タリゼーションに対応した｢郊外｣が増加した。  
規制強化期の 1982 年 2 月から実施された小都市 (人口 3 万人未満 )への出店
抑制措置は、大店法導入期に小都市において急増した 6,000 ㎡未満店舗の出
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店を抑制した。しかし、小都市以外の地域における｢郊外｣立地傾向は強まる
こととなった。  
規制緩和期には、商業地の地価が高騰していたこともあって小都市への出
店が急増し、立地特性別には｢郊外｣が大きく増加、逆に｢駅前｣が減少した。
また、｢商店街｣や｢駅前｣での閉店が増加し、中心市街地をはじめとする既成
市街地商業の衰退が決定的なものとなった。  
大店立地法が大型店立地に与えた影響については、法施行時の大店立地法
指針 (1999 年 6 月 30 日 )による必要駐車台数の充足という点からみると、｢商
店街｣および｢住宅地｣への出店が抑制され、｢郊外｣への出店が促進される懸念
があり、人口規模が大きいほどその懸念が強いことを指摘した。しかし、そ
の後改定された大店立地法指針 (2005 年 3 月 30 日 )は、筆者の主張に沿う方
向で改定されている。  
次に、都市計画法が大型店立地に与えた影響について、改正都市計画法
(1998 年改正施行 )による特別用途地区、改正都市計画法 (2001 年改正施行 )に
よる特定用途制限地域、準都市計画区域による大型店立地の制限は数少ない
事例にとどまり、ほとんど効果はなかったといってもよい。しかし、改正都
市計画法 (2007 年改正施行 )によって延べ床面積 10,000 ㎡以上の大型店は、原
則として｢商業地域｣｢近隣商業地域｣｢準工業地域｣においてのみ立地が可能と
なった。そのため、延べ床面積 10,000 ㎡以上の大型店の大店立地法に基づく
届出件数は 2008 年度以降大幅に減少し、出店抑制効果があったといえる。  
 
注 
1)｢商業施設の都市施設としての位置づけや都市機能への影響の大きさを踏まえて、地域の全体的
な計画において商業施設の立地のあり方を明確に位置づけていくことの必要性が改めて高まっ
ている｣。｢商業施設についてもその適正な立地に関する地域の考え方が当該地域の計画に反映さ
れ、その結果、大型店の立地の可否が予めよりきめ細かく決められるようにするため、都市計画
の体系の中で、用途に係る規制を、地域の実情・特性に応じて、柔軟かつ機動的にできるよう、
制度に係る法改正等を行うことが必要である｣。｢商業施設が与える都市環境への影響が既存の行
政区画を超えて近隣の市町村に及ぶようなケースや、とりわけ隣接する自治体の商業施設の立地
に関する考え方が異なるような場合には、都道府県による一般的な地域政策の中で、地域づくり
に対する支援、調整等により、適切に対応が行われることが望まれる｣(産業構造審議会流通部会・
中小企業政策審議会流通小委員会合同会議｢大店法からの政策転換について｣1997年 12月 24日)。 
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2)乗用車(軽自動車を含む)1 台当たりの人口の推移をみると、1970 年 14.4 人、1975 年 7.0 人、1980
年 5.1 人、1985 年 4.5 人、1990 年 3.8 人、1995 年 2.9 人、2000 年 2.5 人、2005 年 2.3 人、2010
年 2.2 人となっており、1970 年代に急速にモータリゼーションがすすんだことがわかる(乗用車
保有台数－自動車検査登録協力会『わが国の自動車保有動向』(各年版)、人口－総務省(総務庁)
『国勢調査報告』(各年版)より集計)。 
3)DID地区(市区町村の境域内で、原則として人口密度 1ｋ㎡当たり 4,000人以上の調査区が隣接し、
それらの地域の人口が国勢調査時に 5,000 人以上を有するもの)面積の推移をみると、1960 年を
100 とした指数で、1965 年 119.1、1970 年 166.7、1975 年 214.1、1980 年 259.1、1985 年 273.5、
1990 年 303.5、1995 年 317.2、2000 年 322.3、2005 年 325.0、2010 年 329.7 となっており、1970
年代前後の増加が著しく、この頃に住宅地開発が急速にすすんだことを示している(総務省(総務
庁)『国勢調査報告(我が国の人口集中地区)』(各年版)より集計)。 
4)日本ショッピングセンター協会の調査によると、｢中心地域(当該市町村の商業機能が集積した中
心市街地)｣に立地する割合は、1960 年代 49.2％、1970 年代 35.4％、1980 年代 28.0％、1990 年
代 14.2％、2000 年代 13.3％、｢周辺地域(中心地域に隣接した商業・行政・ビジネス等の都市機能
が適度に存在する地域)｣に立地する割合は、1960年代 37.9％、1970年代 26.1％、1980年代 25.9％、
1990 年代 23.1％、2000 年代 21.2％、｢郊外地域(都市郊外で住宅地・農地等が展開されている地
域)｣に立地する割合は、1960 年代 12.9％、1970 年代 38.5％、1980 年代 46.1％、1990 年代 62.7％、
2000 年代 65.5％と推移しており、ショッピングセンター立地の郊外化がすすんでいる(日本ショ
ッピングセンター協会｢我が国 SC の現況｣(各年版)より集計)。なお、同協会によるショッピング
センターの定義は次のとおりである。デベロッパーにより計画、開発されるものであり、次の条
件を備えるもの。①小売業の店舗面積は 1,500 ㎡以上、②キーテナントを除くテナントが 10 店舗
以上含まれる。キーテナントがある場合、その面積がショッピングセンター面積の 80％程度を超
えない。ただし、その他テナントのうち小売業の店舗面積が 1,500 ㎡以上である場合には、この
限りではない、③テナント会(商店会)等があり、広告宣伝、共同催事等の共同活動を行っている。 
5)大型店問題懇談会(通商産業省産業政策局長・中小企業庁長官の私的諮問機関)｢報告｣1982 年 1 月
29 日。これを受けて、通商産業省産業政策局長通達｢大規模小売店舗の届出に係る当面の措置に
ついて｣同年 1 月 30 日が出され、同年 2 月 1 日から行政指導が実施された。 
6)『朝日新聞』1981 年 12 月 26 日付、日経流通新聞編『大型店新規制時代の小売業』日本経済新
聞社、1982 年、33～34 ページ、草野厚『大店法経済規制の構造』日本経済新聞社、1992 年、
145～147 ページを参照されたい。 
7)日本経済新聞社編『大店法が消える日』日本経済新聞社、1990 年、73～74 ページ。 
8)市町村の人口規模は、本来は出店抑制地域かどうかが判断された大店法第 3 条届出時点での人口
をとることが正確であろうが、ここでは 1995 年の国勢調査人口をとった。 
9)大店立地法指針(1999 年 6 月 30 日)によると、必要駐車台数の計算式に影響を及ぼす要素および
その区分は次のとおりである。①店舗面積規模(｢20,000 ㎡以上｣｢10,000 ㎡以上 20,000 ㎡未満｣
｢5,000 ㎡以上 10,000 ㎡未満｣｢1,000 ㎡超 5,000 ㎡未満｣)、②人口規模(｢100 万人以上｣｢40 万人
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以上 100 万人未満｣｢40 万人未満｣)、③用途地域(｢商業地区(商業地域および近隣商業地域)｣｢その
他地区｣)、④駅からの距離(｢40 万人以上｣－｢500ｍ未満｣｢500ｍ以上｣)、｢40 万人未満｣－｢300ｍ
未満｣｢300ｍ以上｣)。なお、｢駅｣は次のように規定されている。｢『駅』は鉄道駅を指すが、地域
の実情により、鉄道利用者が少なくバス等が主要な公共交通手段として利用されている場合には、
当該大型小売店舗を設置する地域を管轄する地方公共団体と協議し、バスターミナル等バス路線
が相当数集中する地点を『駅』として、分担率を適用することができる｣。また、駅からの距離
は｢当該店舗と最寄りの改札口との水平直線距離｣をとるという解釈が示されている(通商産業省
産業政策局｢『大規模小売店舗を設置する者が配慮すべき事項に関する指針』の解説｣2000 年 7
月、16 ページ)。 
10)｢増床｣という場合、必ずしも新たに建物を増設するだけではなく、たとえば店舗面積には含まれ
ない子供用遊技場やゲームセンター、展覧会等の文化催しのスペース、バックヤードなどを売場
に変更する場合も含まれるが、指針による必要駐車台数の充足という点で、これが困難となるお
それが強い。増床する場合は、増床部分の面積に応じた必要台数、すなわち｢増床後面積で算出
した必要台数－増床前面積で算出した必要台数｣が新たに設置を求められる駐車台数となる(通商
産業省産業政策局｢『大規模小売店舗を設置する者が配慮すべき事項に関する指針』の解説｣(2000
年 7 月、11 ページ)。なお、大店立地法の下で出店した店舗が増床する場合は、届出店舗面積に
1,000 ㎡または 1 割に相当する面積のどちらか小さいものを加えるものについては、届出不要で
ある(大店立地法第 6 条第 2 項、同施行規則第 7 条)。他方、大店法の下で出店した店舗が増床す
る場合は、わずかな面積でも大店立地法に基づく届出が必要となる(大店立地法附則第 5 条第 1
項)。 
11)石原武政｢規制緩和と流通論の課題｣『慶應経営論集』第 12 巻第 2 号、1994 年 10 月、21 ページ。 
12)清成忠男『地域小売商業の新展開』日本経済新聞社、1983 年、35～36 ページ。 
13)矢作弘『都市はよみがえるか』岩波書店、1997 年、41 ページ。 
14)野口和雄｢地方分権と都市づくり制度｣『都市問題』第 90 巻第 6 号、1999 年 6 月、82 ページを
参考にした。 
15)地域生活環境における商店街の位置づけについては、小川雅人・南方建明｢地域社会における近
隣型商店街の役割に関する一考察｣『商工指導(東京都商工指導所)』第 406 号、1985 年 9 月、お
よび南方建明・堀 良・千賀正雄｢消費者満足を考慮した商業地整備に関する研究－地元愛着性
との関連を中心として－｣『日本経営工学会誌』第 39 巻第 1 号、1988 年 4 月を参照されたい。 
16)地域文化の担い手としての役割など、中小小売店や商店街が地域社会に果たしている社会的機能
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たす役割の重要性を主張するものに、杉岡碩夫『地域主義のすすめ－住民がつくる地域経済－』
東洋経済新報社、1976 年、195～238 ページ、清成忠男『地域主義の時代』東洋経済新報社、
1981 年、119～135 ページなどがある。 
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税機会の損失を被る場合がある｣(62 ページ)。また、地域内経済循環について、東京近郊・神奈
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27)三菱総合研究所｢まちなかのにぎわいづくりと中小企業振興に関するアンケート調査｣2005 年(中
小企業庁編『中小企業白書 2006 年』ぎょうせい、2006 年、241～243 ページ)。 
28)2010 年 3 月末現在においても、国土面積に占める｢用地域指定区域｣の割合は 4.9％(｢市街化区域｣
3.8％、｢非線引き都市計画区域(用途地域指定区域)｣1.1％)と変化はない。なお、｢非線引き都市計
画区域｣の割合は 2006 年 3 月末の 11.7％から 2010 年には 11.9％と 0.2 ポイント増加、｢都市計
画区域外｣が 73.6％から 73.4％に 0.2 ポイント減少した。｢市街地調整区域｣は 9.9％と変化はな
い(国土交通省編『都市計画年報 2010 年』より集計)。 
29)｢特別用途地区｣(2005 年 4 月現在)は、愛知県豊田市の浄水国道沿道の準工業地域において床面積
3,000 ㎡以上の店舗等の立地を制限するなど計 128ha(国土交通省調べ、社会資本整備審議会都市
計画・歴史的風土分科会都市計画部会｢第 1 回中心市街地再生小委員会配布資料｣2005 年 7 月 29
日、74 ページ)、｢特定用途制限地域｣(同)は、山口県宇部市の一部地域において床面積 1,500 ㎡超
の店舗の立地を制限するなど計 53,171ha(同上資料、87 ページ)。 
30)国土交通省｢都市の秩序ある整備を図るための都市計画法等の一部を改正する法律による都市計
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画法及び建築基準法の一部改正について(技術的助言)｣2006 年 11 月。 
31)都市計画・中心市街地活性化法制研究会編『詳説 まちづくり三法の見直し』ぎょうせい、2007
年、および土肥健夫『改正・まちづくり三法下の中心市街地活性化マニュアル』同友館、2006
年、31～33 ページを参考にした。なお、改正都市計画法(2006 年法律第 46 号)は 2006 年 6 月に
公布されたが、準都市計画区域制度の拡充、広域調整手続の充実については 2006年 11月に施行、
開発整備促進区の創設、開発許可制度の見直し、大規模集客施設の立地制限については 2007 年
11 月に施行された。 
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続け、2012 年には 45.3 と、2000 年の半数以下となっている(日本不動産研究所『市街地価格指数』)。
また、政令指定都市における転入超過数の推移をみると、東京都特別区では 1997 年から、大阪市
では 2001 年から、名古屋市でも 2002 年から転入超過に転じている(総務省(総務庁)『住民基本台
帳人口移動報告』)。 
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第 3 章 酒類小売規制の緩和による酒類小売市場の変化  
 
 1990 年代後半以降、大規模小売店舗の出店、米穀類販売、酒類販売など小売
販売に関する経済的規制の緩和がすすんだ。これらは、いずれも需要停滞下で
の規制緩和であり、限られた需要をめぐって小売業態間の競争が激化した。  
このような状況の中で、小売業販売額 (自動車小売業、ガソリンスタンドなど
商業統計調査における売場面積調査対象外業種を除く )に占める小売業態別の
割合は、1991 年には｢スーパー (売場面積 1,500 ㎡以上、セルフサービス方式採
用面積 50％以上 )｣9.5％、｢小規模専門店 (売場面積 100 ㎡未満 )｣40.1％、｢大規
模専門店 (売場面積 500 ㎡以上、スーパーを除く )｣12.4％であったものが、2007
年には｢スーパー｣12.8％、｢小規模専門店｣25.2％、｢大規模専門店｣28.6％とな
り、｢小規模専門店｣のシェア減少、｢大規模専門店｣および｢スーパー｣のシェア
増加が明確になっている 1)。  
米穀類販売に関しても、1995 年 11 月に｢食糧管理法 (食管法 )｣が廃止、｢主要
食糧の需給及び価格の安定に関する法律 (食糧法 )｣が施行され、許可制から登録
制となり原則自由化された。他方、1 人当たりの米の年間供給量の推移をみる
と、1962 年度の 118.3kg をピークに減少を続け、米穀類販売が原則自由化され
た 1995 年度は 67.8kg、2009 度には 57.8kg まで減少している 2)。  
このような状況の中で、米穀類の販売額 (百貨店・総合スーパーを除く )に占
める小売業態別の割合は、1997 年は｢米穀類専門店 (米穀類の販売額が 90％以
上 )｣38.8％、｢食料品中心店 (食料品の割合 50％以上、セルフサービス方式採用
面積 50％未満 )｣25.6％、｢食料品スーパー (食料品の割合 70％以上、売場面積
250 ㎡以上、セルフサービス方式採用面積 50％以上 )｣18.5％であったものが、
2007 年には｢米穀類専門店｣22.8％、｢食料品中心店｣20.6％、｢食料品スーパー｣
33.6％となり、｢米穀類専門店｣のシェア減少、｢食料品スーパー｣のシェア増加
が明確になっている 3)。  
酒類販売においても、1989 年 6 月から酒類小売業免許の規制緩和が開始され、
2001 年 1 月の距離基準の廃止、2003 年 9 月の人口基準の廃止、2006 年 8 月
末の緊急調整区域の撤廃により、原則として自由化された。他方、酒類販売数
量は規制緩和が開始された 1989 年度に 854 万 kl、1996 年度は 965 万 7,000kl
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まで増加したが、その後は規制緩和が本格化し酒類取扱店舗数が増加する中で
減少を続け、2010 年度には 853 万 7,000kl まで減少している 4 )。大規模小売
店舗の出店規制の緩和や、米穀類販売の規制緩和と同様に、需要停滞下の規制
緩和がなされたわけである。  
そこで、本章では酒類小売業免許の規制緩和に焦点をあて、酒類小売規制の
緩和が小売業態という形態をとって展開される酒類販売にどのような影響を
与えたかについて分析する。  
 
1．酒類小売業界を取り巻く環境変化  
 
(1)酒類需要の動向  
表 3-1 に基づいて酒類販売数量の推移をみると 1996 年度をピークに減少傾
向にあり 5)、また成人 1 人当たり年間酒類販売数量は 1992 年度をピークに減
少傾向にある 6)。  
酒類販売数量の品目別割合の推移をみると、｢ビール｣は 1992 年度までは確
実に割合を増加してきたが、1992 年度の 72.8％をピークにその割合が減少し、
2000 年度 54.5％、2005 年度 37.8％、2010 年度 32.4％まで減少、｢発泡酒｣は
1992 年度 0.0％、2000 年度 16.5％、2005 年度 18.6％と急増したが、2010 年
度には 11.1％まで減少した。他方で、第 3 のビールが含まれる｢その他の醸造
酒｣｢リキュール｣は、近年大きく割合を増加させ、2010 年度には｢その他の醸造
酒｣が 9.3％、｢リキュール｣が 20.5％を占めている。また、｢しょうちゅう｣の割
合は 1992 年度 5.8％、2000 年度 7.7％、2005 年度 11.1％、2010 年度 10.8％
と増加傾向にあったが近年は横ばい、｢清酒｣は一貫してその割合が減少し、
2010 年度には 7.4％となっている。  
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表 3-1 品目別酒類販売数量の推移 
 
 
 
 
 
年度 
成人人
口 ( 万
人) 
成人 1
人当た
り年間
酒類販
売数量
(l) 
酒類販売
数 量 計
(1,000kl) 
品目(1,000kl) 
ビ ー
ル 
発 泡
酒 
そ の
他 の
醸 造
酒 
リ キ
ュ ー
ル 
清酒 し ょ
う ち
ゅう 
ウ ィ
ス キ
ー・ブ
ラ ン
デー 
果 実
酒 
そ の
他 
1970
年度 
7,035 69.7 4,901 
(100.0) 
2,910 
(59.4) 
0 
(0.0) 
1 
(0.0) 
15 
(0.3) 
1,532 
(31.3) 
202 
(4.1) 
132 
(2.7) 
33 
(0.7) 
76 
(1.6) 
1975
年度 
7,672 77.9 5,978 
(100.0) 
3,736 
(62.5) 
0 
(0.0) 
1 
(0.0) 
16 
(0.3) 
1,675 
(28.0) 
189 
(3.2) 
238 
(4.0) 
50 
(0.8) 
73 
(1.2) 
1980
年度 
8,121 82.0 6,660 
(100.0) 
4,383 
(65.8) 
0 
(0.0 
2 
(0.0) 
17 
(0.3) 
1,504 
(22.6) 
238 
(3.6) 
360 
(5.4) 
64 
(1.0) 
92 
(1.4) 
1985
年度 
8,599 84.2 7,244 
(100.0) 
4,725 
(65.2) 
4 
(0.1) 
5 
(0.1) 
80 
(1.1) 
1,335 
(18.4) 
593 
(8.2) 
293 
(4.0) 
80 
(1.1) 
129 
(1.8) 
1990
年度 
9,079 94.1 9,035 
(100.0) 
6,463 
(71.5) 
0 
(0.0) 
8 
(0.1) 
122 
(1.4) 
1,373 
(15.2) 
525 
(5.8) 
256 
(2.8) 
134 
(1.5) 
154 
(1.7) 
1992
年度 
9,436 100.9 9,427 
(100.0) 
6,861 
(72.8) 
3 
(0.0) 
9 
(0.1) 
134 
(1.4) 
1,369 
(14.5) 
544 
(5.8) 
230 
(2.4) 
124 
(1.3) 
153 
(1.6) 
1995
年度 
9,687 99.1 
 
9,603 
(100.0) 
6,744 
(70.2) 
194 
(2.0) 
16 
(0.2) 
222 
(2.3) 
1,262 
(13.1) 
648 
(6.7) 
191 
(2.0) 
157 
(1.6) 
169 
(1.8) 
1996
年度 
9,794 98.6 
 
9,657 
(100.0) 
6,697 
(69.3) 
289 
(3.0) 
17 
(0.2) 
236 
(2.4) 
1,213 
(12.6) 
689 
(7.1) 
173 
(1.8) 
171 
(1.8) 
172 
(1.8) 
2000
年度 
10,074 94.5 
 
9,520 
(100.0) 
5,185 
(54.5) 
1,574 
(16.5) 
16 
(0.2) 
381 
(4.0) 
977 
(10.3) 
735 
(7.7) 
146 
(1.5) 
282 
(3.0) 
224 
(2.4) 
2005
年度 
10,320 
 
87.3 9,012 
(100.0) 
3,408 
(37.8) 
1,679 
(18.6) 
898 
(10.0) 
736 
(8.2) 
719 
(8.0) 
999 
(11.1) 
94 
(1.0) 
247 
(2.7) 
232 
(2.6) 
2010
年度 
10,639 
 
80.2 8,537 
(100.0) 
2,764 
(32.4) 
948 
(11.1) 
794 
(9.3) 
1,754 
(20.5) 
632 
(7.4) 
923 
(10.8) 
102 
(1.2) 
271 
(3.2) 
349 
(4.1) 
(注 1)酒類販売数量は、国税庁『国税庁統計年報書』、成人人口は、総務省(総務庁)『国勢調査』『人口推計』。 
(注 2)｢第 3 のビール｣といわれるビール風味の発泡アルコール飲料は、麦芽以外を原材料としたものは｢その他の
醸造酒｣、発泡酒に別のアルコール飲料(麦由来のスピリッツや焼酎)を混ぜたものは｢リキュール｣に分類され
ている。 
(注 3)カッコ内の数字は、酒類販売数量計を 100.0 とした品目別販売数量の割合。 
(出所)国税庁『国税庁統計年報書』(各年度版)、総務省(総務庁)『国勢調査』(各年版)、同『人口推計』(各年版)よ
り作成。 
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(2)酒類小売規制の緩和  
表 3-2 は、酒類小売規制の変遷を整理したものである。酒類の販売は 1938
年 4 月に｢酒造税法｣の改正により免許制が導入され、1940 年 3 月制定の｢酒税
法 (旧法 )｣、1953 年 2 月制定の｢酒税法 (現行法 )｣ 7) へと受け継がれてきた。1959
年 3 月には｢酒税法｣が改正され、酒類販売業免許は卸売業免許と小売業免許に
分離された 8)。  
その後、酒税法には具体的な規定がないにもかかわらず、長い期間にわたっ
て需給調整要件による酒類小売規制が行われてきた。酒類小売規制の緩和を促
す動きは、1983 年 3 月の臨時行政調査会 (第 2 臨調 )｢行政改革に関する第 5 次
答申：最終答申｣ 9) にはじまり、1988 年 12 月の臨時行政改革推進審議会 (新行
革審 )｢公的規制の緩和等に関する答申｣ 10) によって、その方向性が規定された。 
この答申を受けて、国税庁は 1989 年 6 月に｢酒類販売業免許等取扱要領｣を
改正し、次のような規制緩和がすすめられることになる。①店舗面積 10,000
㎡以上の大規模小売店舗の特例免許として、単年度において各都道府県人口の
200 万人につき 1 場付与する、②世帯基準にかえて人口基準を導入。その基準
人口は、A 地域 (東京都特別区、人口 30 万人以上の市、または可住地人口密度
が 3,000 人／k ㎡以上の市町村 )1,500 人、B 地域 (A 地域以外の市、または可住
地人口密度が 1,200 人／k ㎡以上 3,000 人／k ㎡未満の町村 )1,000 人、C 地域 (上
記以外の地域 )750 人として、審査順位は抽選とする。③人口 30 万人以上の都
市の国税局長が指定する主要駅から 500m 以内にある商業地域における距離基
準を 50m に緩和、④通信販売酒類小売業免許の新設。  
酒類小売規制の緩和が開始された 1980 年代後半には並行輸入された洋酒の
低価格販売が目立つようになり、また 1990 年 10 月にはビールの希望小売価格
は参考価格である旨をメーカーが表明 11) するなど、1990 年代前半は酒類量販
店が急速に成長した時期である。このような環境変化の中で、国税庁は 1993
年 7 月に｢酒類販売業免許等取扱要領｣を改正した。この改正は酒類量販店の新
規出店の抑制が主眼とみられる 12)。  
すなわち、①申請者の名義いかんにかかわらず実質的に同一申請者からの同
一小売販売地域内への複数の申請を制限する、②法人成り等に伴う免許の付与
後 1 年は販売場の移転または営業譲受けは認めない、③販売場の移転に際し、
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移転後の販売場の面積が著しく増加する場合 (販売場の面積が 100 ㎡以上増加
する場合で、かつ増加後の面積が 300 ㎡以上となる場合 )は新規免許申請とす
る、④営業の譲受けは、販売場の位置が同一であること、譲受けに伴い既存の
販売場の面積が著しく増加する場合は新規免許申請とする。他方で、同要領改
正では商業集積地区を特例免許指定地区とし、都市部の免許枠が確保された 13)。 
 その後、1995 年 3 月に閣議決定｢規制緩和推進計画について｣ 14)、1995 年 12
月には行政改革委員会｢規制緩和の推進に関する意見 (第 1 次 )－光り輝く国を
めざして－｣ 15) において、酒類小売業免許自由化に向けた基本的方向が示され
ることになる。  
1997 年 6 月には、中央酒類審議会｢酒販免許制度等の在り方について｣ 16) に
おいて需給調整要件の廃止を提言、1997 年 12 月の行政改革委員会｢最終意見｣
では、｢中央酒類審議会答申は、基本的には委員会意見に沿った内容であり、
今後、政府において委員会意見に沿った形で早急に対応を図るべき｣とされた。
そして、1998 年 3 月には｢規制緩和推進 3 か年計画｣が閣議決定され、同時に
国税庁が｢酒類販売業免許等取扱要領｣を改正し、1998 年 9 月から適用される
ことになった。同要領では、①距離基準は 2000 年 9 月廃止、②人口基準は表
3-3 のように 1998 年 9 月から段階的に緩和し、2003 年 9 月に廃止と決められ
た。なお、2000 年 8 月の閣議決定により、2000 年 9 月から実施するとされて
いた距離基準の廃止は、4 カ月遅れの 2001 年 1 月から実施するとされた 1 7 ) 。 
 2001 年 1 月には距離基準が廃止され、2003 年 9 月には人口基準も廃止され、
酒類小売業免許は原則自由化される予定であった。しかし、2003 年 7 月にな
って｢酒類小売業者の経営改善などに関する緊急措置法 (酒類小売業緊急措置
法 )｣が 2 年間の時限立法として成立、競争激化地域での新規参入制限が認めら
れることになった 18 )。なお、酒類小売業緊急措置法は 2005 年 7 月に 2006 年
8 月までの延長が決定された。そして、2006 年 8 月末に緊急調整区域は撤廃さ
れ、酒類の小売販売はすべての地域で原則自由化されることになった。現在は、
人的要件や経営基礎要件などの一定の要件を満たせば免許の取得が可能とな
っている 19)。 
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表 3-2 酒類小売規制の変遷年表 
1938 年 4 月 ｢酒造税法(1896 年 3 月制定)｣の改正により、酒類販売が免許制度に。 
1940 年 3 月 ｢酒税法(旧法)｣制定。 
1953 年 2 月 ｢酒税法(現行法)｣｢洒税の保全及び酒類業組合等に関する法律｣制定。 
1959 年 3 月 ｢酒税法｣改正により、販売業免許は卸売業免許と小売業免許に分離。 
1983 年 3 月 臨時行政調査会(第 2 臨調)｢行政改革に関する第 5 次答申－最終答申－｣。 
1988年 12月 臨時行政改革推進審議会(新行革審)｢公的規制の緩和等に関する答申｣。 
1989 年 6 月 国税庁｢酒類販売業免許等取扱要領｣改正。酒類小売規制緩和が開始。 
1993 年 7 月 国税庁｢酒類販売業免許等取扱要領｣改正。酒類量販店の新規出店の抑制、都市部の免許
枠の確保。 
1995 年 3 月 閣議決定｢規制緩和推進計画について｣。酒類小売業免許自由化の基本的な方向を示す。 
1995年 12月 行政改革委員会｢規制緩和の推進に関する意見(第 1 次)－光り輝く国をめざして－｣。 
1997 年 6 月 中央酒類審議会｢酒販免許制度等の在り方について｣。 
1997年 12月 行政改革委員会｢最終意見｣。中央酒類審議会答申に沿った形で早急に対応を図るべき。 
1998 年 3 月 閣議決定｢規制緩和推進 3 か年計画｣。同日、国税庁｢酒類販売業免許等取扱要領｣改正(9
月 1 日適用)。酒類小売業免許自由化のスケジュールが具体化される。 
2001 年 1 月 酒類小売業免許、距離基準廃止。 
2003 年 7 月 ｢酒類小売業者の経営改善などに関する緊急措置法｣が 2 年間の時限立法として成立
(2005 年 7 月に、2006 年 8 月までの延長決定)。 
2003 年 9 月 酒類小売業免許、人口基準の廃止。 
2006 年 8 月 緊急調整区域撤廃、すべての地域で原則自由化。 
(出所)臨時行政調査会(第 2 臨調)｢最終答申｣1983 年 3 月、臨時行政改革推進審議会(新行革審)｢公的規制
の緩和に関する答申｣1988 年 12 月、閣議決定｢規制緩和推進計画について｣1995 年 3 月、行政改革
委員会｢規制緩和の推進に関する意見(第 1 次)－光り輝く国をめざして－｣1995 年 12 月、中央酒類
審議会報告｢酒販免許制度等の在り方について｣1997 年 6 月、国税庁｢酒税法及び酒類行政関係法令
等解釈通達の一部改正について｣2000 年 8 月、同｢酒類小売業者の経営の改善等に関する緊急措置
法｣に基づく『緊急調整地域』の指定の公告等について｣2004 年 8 月、『日本経済新聞』1990 年 10
月 25 日付、中西将夫｢規制緩和と酒類市場の変化｣『RIRI 流通産業』第 29 巻第 9 号、1997 年 9 月、
向山雅夫｢酒類小売業界の規制緩和と経営システムの変貌｣『商工金融』第 48 巻第 6 号、1998 年 6
月を参考にして作成。 
 
表 3-3 酒類小売業免許における人口基準の段階的緩和 
 
1998／8／31 
現在 
1998 年度 1999 年度 2000 年度 2001 年度 2002 年度 
1998／9／1～
1999／8／31 
1999／9／1～
2000／8／31 
2000／9／1～
2001／8／31 
2001／9／1～
2002／8／31 
2002／9／1～
2003／8／31 
Ａ地域 
Ｂ地域 
Ｃ地域 
1,500 人に 1 場 
1,000 人に 1 場 
750 人に 1 場 
1,450 人 
950 人 
700 人 
1,400 人 
900 人 
650 人 
1,300 人 
850 人 
600 人 
1,200 人 
800 人 
550 人 
1,000 人 
750 人 
500 人 
(出所)国税庁｢酒類販売業免許等取扱要領｣1998 年 3 月。 
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(3)酒類小売価格  
 表 3-4 は、酒類小売価格の変遷を整理したものである。酒類小売価格は 1939
年 9 月に統制価格となって以来、長らく価格の統制が続けられていたが、1960
年 10 月に｢基準販売価格｣制度が導入された。｢基準販売価格｣とは大蔵大臣が
標準的な原価や適正な利潤を基礎に定める価格である 20 )。その後、1964 年 6
月には国税庁が基準販売価格廃止を告示、｢基準販売価格廃止記念セール｣と称
する値引き販売店が出現した 21 )。しかし、1964 年から 1968 年にかけては、
国税庁による販売価格の行政指導が行われてきた 22)。その後も、1982 年 6 月
には公正取引委員会告示｢不公正な取引方法｣ 23)、1984 年 11 月には公正取引委
員会｢不当廉売に関する独占禁止法上の考え方｣が提示される中で、メーカー希
望小売価格を大幅に下回る販売は少なく 24)、希望小売価格で販売されることが
多かったといえる。  
 その後、1980 年代後半には酒類量販店が相次いで誕生し、その低価格販売が
話題にのぼるようになる。酒類量販店は、急速な円高を背景とした洋酒の並行
輸入、ビールメーカーからのリベートを原資とした薄利多売、びんビールから
缶ビールへの移行 25) などの要因を背景に急速に成長した 26 )。また、1989 年頃
には大手スーパーも低価格販売を開始した 27)。1990 年 10 月には、ビール 4
社が公正取引委員会の要請に基づき、｢ビールの希望小売価格は参考価格です
(小売店は、これになんら拘束されずに自主的に価格設定できます )｣という新聞
広告を出し、希望小売価格制は崩壊していくことになる。  
 1991 年 7 月には、公正取引委員会｢流通・取引慣行に関する独占禁止法上の
指針｣が公表、違法となる再販売価格維持行為のガイドラインが示され、酒類
量販店の成長、小売価格のいっそうの弾力化の契機となった。次いで、1992
年 6 月には、公正取引委員会｢酒類小売業における不当廉売問題の対応につい
て｣が公表され、総販売原価は、仕入価格＋販売経費＋一般管理費という考え
方、が示されている。  
 1994 年 4 月には、翌月の酒税増税を前にダイエーが国産ビールなど清酒を
除くほぼ全酒類の価格を引下げ、5 月の酒税増税後もこの価格を継続すると発
表した。イトーヨーカドー、ジャスコ、西友などの大手総合スーパーも追随し、
価格競争が激化した 28 )。このように大手総合スーパーの低価格販売が本格化す
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る中で、それまで急成長してきた酒類量販店の成長が鈍化することになる。  
 その後は、極端な廉売を防止するために、国税庁あるいは公正取引委員会か
ら不当廉売に関する指針が出されている。1998 年 4 月には国税庁から｢公正な
競争による健全な酒類産業の発展のための指針｣ 29)、2000 年 11 月には公正取
引委員会｢酒類の流通における不当廉売、差別対価等への対応について (酒類ガ
イドライン )｣ 30 )、2001 年 4 月には公正取引委員会が 2000 年 11 月の酒類ガイ
ドラインにおける｢その他不当に低い対価で供給｣する場合の考え方を明確化
し 31 )、これに基づいて独占禁止法違反 (不当廉売 )による注意や警告がなされて
いる 32)。最近では、2006 年 8 月に国税庁｢酒類に関する公正な取引のための指
針｣(国税庁｢公正な競争による健全な酒類産業の発展のための指針｣1998 年 4
月の改定 )、2009 年 12 月には公正取引委員会｢不当廉売に関する独占禁止法上
の考え方｣、同｢酒類の流通における不当廉売、差別対価等への対応について (酒
類ガイドライン )｣ 33) が改定されている。  
 2005 年 1 月には、大手ビールメーカー4 社と酒類卸との間で、希望卸売価格、
希望小売価格を廃止し、販売量に応じて卸売に支払う応量リベートを廃止する
新しい取引制度 34) が導入された。新しい取引制度導入の背景には、①酒類量
販店やスーパーなどの台頭により、希望小売価格の維持が困難になったこと、
②応量リベートに代表される販促費が値引き販売の原資になり、既存チャネル
の経営を圧迫していること、③ビール需要が頭打ちになり、値引き販売が販売
量の拡大に結びつかず、ビールメーカーの収益を悪化させていることなどが挙
げられる 35)。  
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表 3-4 酒類小売価格の変遷年表 
1960年 10月 統制価格の廃止、基準販売価格制度となる。 
1964 年 6 月 国税庁、酒類の基準販売価格廃止を告示。｢基価販売価格廃止記念セール｣と称する値引き
販売店出現。しかし、1964～1968 年には、価格に関する行政指導が行われた。 
1982 年 6 月 公正取引委員会告示第 15 号｢不公正な取引方法｣。 
1984年 11月 公正取引委員会｢不当廉売に関する独占禁止法上の考え方｣。 
1990年 10月 大手ビールメーカー4 社、公正取引委員会の要請に基づき、希望小売価格は参考価格とい
う新聞広告。 
1991 年 7 月 公正取引委員会｢流通・取引慣行に関する独占禁止法上の指針｣。 
1992 年 6 月 公正取引委員会｢酒類小売業における不当廉売問題の対応について｣。 
1994 年 4 月 酒税増税を前に大手総合スーパーが低価格販売を本格化。 
1998 年 4 月 国税庁｢公正な競争による健全な酒類産業の発展のための指針｣。 
2000年 11月 公正取引委員会｢酒類の流通における不当廉売、差別対価等への対応について(酒類ガイド
ライン)｣。 
2001 年 4 月 公正取引委員会｢酒類の不当廉売に関する考え方の明確化について｣。2000 年 11 月の酒類
ガイドラインにおける｢その他不当に低い対価で供給｣する場合の考え方を明確化。 
2005 年 1 月 大手ビールメーカー4 社と酒類卸との間で、希望卸売価格、希望小売価格を廃止し、販売
量に応じて卸売に支払う応量リベートを廃止する新しい取引制度を導入。 
2006 年 8 月 国税庁｢酒類に関する公正な取引のための指針｣(国税庁｢公正な競争による健全な酒類産
業の発展のための指針｣1998 年 4 月の改定)。 
2009年 12月 公正取引委員会｢不当廉売に関する独占禁止法上の考え方｣、同｢酒類の流通における不当
廉売、差別対価等への対応について(酒類ガイドライン)改定｣。 
(出所)公正取引委員会告示第 15 号｢不公正な取引方法｣1982 年 6 月、同｢酒類の流通における不当廉売、差
別対価等への対応について(酒類ガイドライン)｣2000 年 11 月、同｢酒類の不当廉売に関する考え方の
明確化について｣2001 年 4 月、同｢酒類の流通における不当廉売、差別対価等への対応について(酒類
ガイドライン)改定｣2009 年 12 月、国税庁｢酒税及び酒類行政の変遷｣、同｢公正な競争による健全な酒
類産業の発展のための指針｣1998 年 4 月、醸造産業新聞社編『酒類産業年鑑』醸造産業新聞社、2009
年、大崎恒次｢酒類業組合の役割と酒類販売免許制｣『青山社会科学紀要』第 37 巻第 1 号、2008 年 9
月、小林哲｢酒類業界の流通再編と取引制度改革｣崔相鐵・石井淳蔵編『流通チャネルの再編』中央経
済社、2009 年、中西将夫『酒ディスカウンター新時代』同文舘出版、1996 年を参考にして作成。 
 
表 3-5-1 は、1992 年におけるビールの小売業態別の価格比較である。この時
期は、1990 年 10 月にビールメーカーが希望小売価格は参考価格である旨を表
明して以降、1994 年 4 月に大手総合スーパーが価格引下げに踏み切る以前の
時期である。  
これによると、国産ビールは 5 つの銘柄ともに、｢コンビニエンスストア｣や
｢一般小売店｣も含めて各業態とも価格差はほとんどない。他方、輸入ビールは
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｢スーパーチェーン店｣が最も安く、次いで｢その他のスーパー店｣が安くなって
いるものの、その他の業態間では価格差はほとんどない。すなわち、輸入ビー
ルのみ｢スーパーチェーン店｣において低価格で販売されていたといえる。  
 
表 3-5-1 小売業態別価格比較(缶ビール 1 本)(1992 年) 
 (単位：円) 
 
 
 
小売業態 
国産品 輸入品 
アサヒス
ーパード
ライ 
オリオン
ドラフト 
キリンラ
ガー 
サッポロ
黒ラベル 
サントリ
ーモルツ 
バドワイ
ザー 
ミラー・ジェ
ニュイン 
ドラフト 
総数 219.0 224.8 219.0 219.1 219.0 231.5 231.2 
①一般小売店 
②スーパーチェーン店 
③その他のスーパー店 
④コンビニエンスストア 
⑤百貨店 
219.2 
218.0 
217.8 
219.7 
219.7 
225.9 
225.9 
222.6 
226.5 
227.1 
219.2 
218.2 
217.8 
219.6 
219.7 
219.2 
218.5 
217.7 
219.7 
219.7 
219.1 
218.5 
217.8 
219.7 
219.7 
234.3 
217.0 
226.3 
232.6 
231.8 
233.9 
215.0 
226.2 
237.0 
231.7 
(注)各小売業態の定義は次のとおりである。①｢一般小売店｣ セルフサービス方式採用面積 50％未満、店舗
の従業者数が常時 50 人未満の店舗または店舗の従業者数が常時 50 人以上で衣・食・住の一部の商品を
販売している店舗。②｢スーパーチェーン店｣ セルフサービス方式採用面積 50％以上、1 日の営業時間
が 12 時間未満、通常の閉店時間が 21 時前、チェーン店の数が 10 店舗以上の店舗。③｢その他のスーパ
ー店｣ セルフサービス方式採用面積 50％以上、1 日の営業時間が 12 時間未満、通常の閉店時間が 21
時前、チェーン店の数が 10 店舗未満の店舗。④｢コンビニエンスストア｣ セルフサービス方式採用面積
50％以上、1 日の営業時間が 12 時間以上の店舗または 1 日の営業時間が 12 時間未満で通常の閉店時間
が 21 時以降の店舗。⑤｢百貨店｣ セルフサービス方式採用面積 50％未満、店舗の従業者数が常時 50 人
以上、衣・食・住にわたる商品を販売している店舗。 
(出所)総務庁『全国物価統計調査 1992 年』より作成。 
 
表 3-5-2 は、1997 年、2002 年、2007 年におけるビールの小売業態別の価
格比較である。1997 年には、｢量販専門店 (450 ㎡以上 )｣が 201.7 円と最も安く、
次いで｢スーパー (450 ㎡以上 )｣207.1 円、他方｢一般小売店 (450 ㎡未満 )｣224.2
円、｢コンビニエンスストア (450 ㎡未満 )｣225.8 円と、20 円程度の価格差があ
った。  
2002 年には、｢量販専門店 (450 ㎡以上 )｣が 197.0 円と最も安く、次いで｢ス
ーパー (450 ㎡以上 )｣202.5 円、他方｢一般小売店 (450 ㎡未満 )｣218.9 円、｢コン
ビニエンスストア (450 ㎡未満 )｣208.9 円と、｢一般小売店｣との価格差は大きい
が、｢コンビニエンスストア｣との価格差は縮小傾向にある。  
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2007 年には、｢量販専門店 (1,000 ㎡以上 )｣が 192 円と最も安く、次いで｢ス
ーパー (1,000 ㎡以上 )｣198 円、他方｢一般小売店 (1,000 ㎡未満 )｣219 円、｢コン
ビニエンスストア (1,000 ㎡未満 )｣208 円であり、｢一般小売店｣との価格差は依
然として大きく、また｢コンビニエンスストア｣との価格差は再び拡大している。 
 
表 3-5-2 小売業態別価格比較(缶ビール 1 本)(1997～2007 年) 
(単位：円) 
 
 
小売業態 
1997 年 2002 年 2007 年 
450 ㎡ 
以上 
450 ㎡ 
未満 
450 ㎡ 
以上 
450 ㎡ 
未満 
全店舗 1,000 ㎡ 
以上 
1,000 ㎡ 
未満 
総数 208.3 224.1 203.0 216.0 209 199 213 
①一般小売店 
②スーパー 
③量販専門店 
④コンビニエンスストア 
214.3 
207.1 
201.7 
―― 
224.2 
218.8 
204.1 
225.8 
201.9 
202.5 
197.0 
―― 
218.9 
205.7 
199.3 
208.9 
219 
200 
197 
208 
201 
198 
192 
―― 
219 
204 
198 
208 
(注)各小売業態の定義は、少しずつ変更はされているが、大きな変更ではない。2007 年調査の定義は、次
のとおりである。① ｢一般小売店｣ 商店街や駅前、ロードサイド、商業ビル内等で営業する専門店・個
人商店などで、他に該当しないもの。弁当販売店、ガソリンスタンド等も含める。②｢スーパー｣ 食品、
家事雑貨を中心にセルフサービス方式で販売している店舗。いわゆる総合スーパー、均一価格で多様な
商品を販売する小売店(ワンプライスショップ)も含める。③｢量販専門店｣ 主に家電、住関連、衣料、が
ん具、スポーツ用品などを取り扱い、薄利多売を営業方針としている店舗。いわゆるホームセンターも
含める。④｢コンビニエンスストア｣ 販売商品のほとんどをセルフサービス方式で販売し、食品、家事
雑貨、雑誌などの日用品を取り揃え、店舗の規模が小さく(売場面積 30～250 ㎡)、終日または長時間(14
時間以上)営業を行う店舗。 
(出所)総務省(総務庁)『全国物価統計調査』(各年版)より作成。 
 
2．規制緩和が小売業態に与えた影響  
 
(1)小売業態別シェアの推移  
①商業統計調査  
 表 3-6 は、『商業統計表 (業態別統計編 )』に基づいて、｢百貨店｣および｢総合
スーパー｣を除く酒類販売額に占める小売業態別シェアの推移をみたものであ
る。酒類小売規制の緩和は、表 3-2 でみたように 1989 年 6 月から開始され、
2001 年 1 月の距離基準の廃止、2003 年 9 月の人口基準の廃止、2006 年 8 月
末の緊急調整区域の撤廃によって原則自由化された。  
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酒類販売額の割合 90％以上の｢食料品専門店｣、いわゆる｢酒類専門店｣のシェ
アは、規制緩和前の 1988 年の 28.6％から、1994 年には 25.9％、2002 年 19.4％、
原則自由化された 2007 年には 18.8％と、調査を重ねるたびにシェアが減少し
ている。同様に、酒類販売額の割合 90％未満、食料品の割合 50％以上、かつ
対面販売を主とする｢食料品中心店｣、すなわち｢酒類を販売する小規模食料品
店｣のシェアも、規制緩和前の 1988 年の 25.1％から、1994 年には 20.6％、2002
年 15.5％、原則自由化された 2007 年には 12.4％とシェアが減少している。  
他方、｢食料品スーパー｣および｢コンビニエンスストア｣の合計、すなわちセ
ルフサービス方式で酒類を販売する小売業態のシェアは、規制緩和前の 1988
年の 26.7％から、1994 年には 34.0％、2002 年 52.3％、原則自由化された 2007
年には 56.3％とシェアを大幅に増加している。｢食料品スーパー｣と｢コンビニ
エンスストア｣のシェアの内訳は、1997 年以降その定義が変更されたため時系
列的な比較は難しいが、傾向としては｢食料品スーパー｣がシェアを大きく増加
する一方で、｢コンビニエンスストア｣のシェアの増加はそれほど大きくない。
時系列比較が可能な 1997 年以降のシェアの推移をみても、｢食料品スーパー｣
が 1997 年の 34.3％から 2002 年 38.7％、2007 年には 42.4％へと大幅に増加し
たのに対して、｢コンビニエンスストア｣は 1997 年の 10.4％から 2002 年には
13.6％に増加したものの、2007 年は 13.9％と微増にとどまっている。  
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表 3-6 酒類販売額(百貨店・総合スーパーを除く)の 
小売業態別シェアの推移(商業統計表) 
(単位：％) 
 
 
 
 
 
 
 
年 
飲食料品販売
額計のうち百
貨店・総合ス
ーパーによる
販売額を除く
飲食料品小売
業の販売額 
｢食料品スー
パー｣｢コンビ
ニエンススト
ア｣の合計 
食料品スーパ
ー 
(500 ㎡以上) 
 
(1985～1994 年) 
コンビニエン
スストア 
(50 ㎡ 以 上
500 ㎡未満) 
(1985～1994 年) 
食料品専門
店 
(1985～2007 年) 
食料品中心
店 
(1985～2007 年) 
その 他の 小
売店 
(1985～2007 年) 
(250 ㎡以上) 
 
(1997～2007 年) 
(30 ㎡ 以 上
250 ㎡未満) 
(1997～2007 年) 
1985 年 
1988 年 
1991 年 
1994 年 
100.0 
100.0 
100.0 
100.0 
24.2 
26.7 
29.3 
34.0 
(14.3) 
(13.8) 
(14.3) 
(17.3) 
(9.9) 
(12.9) 
(15.0) 
(16.7) 
29.5 
28.6 
27.3 
25.9 
25.7 
25.1 
23.6 
20.6 
20.7 
19.7 
19.8 
19.6 
1997 年 
2002 年 
2007 年 
100.0 
100.0 
100.0 
44.7 
52.3 
56.3 
(34.3) 
(38.7) 
(42.4) 
(10.4) 
(13.6) 
(13.9) 
22.1 
19.4 
18.8 
17.0 
15.5 
12.4 
16.2 
12.9 
12.5 
(注 1)｢百貨店・総合スーパー｣の販売額は、飲食料品計のレベルでしか把握できないため、｢百貨店・総合ス
ーパー｣による酒類販売額を除く販売額に占めるシェアを集計した。なお、飲食料品計に占める｢百貨店・
総合スーパー｣の割合は、1985 年 13.1％、1988 年 12.7％、1991 年 13.3％、1994 年 14.5％、1997 年
15.3％、2002 年 14.5％、2007 年 15.8％となっている。｢百貨店・総合スーパー｣の定義は、衣・食・住
にわたる各種の商品を小売し、そのいずれもが小売販売額の 10％以上 70％未満の範囲内にある事業所
で、従業者数が常時 50 人以上のもの。 
(注 2)｢食料品スーパー｣および｢コンビニエンスストア｣の定義が 1997 年から変更されたため、1994 年以前
と 1997 年以降の数字は連続しない。｢食料品スーパー｣は、1994 年以前の調査では｢食料品の割合 70％
以上、売場面積 500 ㎡以上、セルフサービス方式採用面積 50％以上｣、1997 年以降の調査では｢売場面
積 250 ㎡以上｣に変更された。｢コンビニエンスストア｣は、1994 年以前の調査では｢売場面積 50 ㎡以上
500 ㎡未満、セルフサービス方式採用面積 50％以上、営業時間 12 時間以上または閉店時刻 21 時 00 分
以降｣、1997 年以降の調査では｢売場面積 30 ㎡以上 250 ㎡未満、セルフサービス方式採用面積 50％以
上、営業時間 14 時間以上｣に変更された。 
(注 3)｢食料品専門店｣は、酒、食肉、鮮魚、野菜・果実、菓子・パン、米穀類、牛乳、飲料(2002 年調査から)、
茶、料理品、豆腐・かまぼこ等加工食品、乾物、他に分類されない飲食料品のいずれかが 90％以上。｢食
料品中心店｣は、食料品の割合 50％以上、セルフサービス方式採用面積 50％未満。 
(出所)経済産業省(通商産業省)『商業統計表(業態別統計編)』(各年版)より作成。 
 
②国税庁  
 表 3-7 は、国税庁の調査に基づいて、酒類の小売業態別シェアの推移をみた
ものである。｢一般小売店｣のシェアは、規制緩和前の 1985 年度には 92.6％と
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圧倒的であり、規制緩和開始直後の 1990 年度も 83.3％のシェアを保っていた
が、その後は急速に落ち込み、1995 年度 66.0％、2000 年度 55.1％、2005 年
度 27.9％、2010 年度 19.1％まで減少している。  
この調査では、｢コンビニエンスストア｣と｢スーパーマーケット｣の定義が明
確ではなく、｢コンビニエンスストア｣に一部の｢スーパーマーケット｣業態も含
まれているとみられるものの、｢スーパーマーケット｣のシェアは 1995 年度
14.1％、2000 年度 18.8％、2005 年度 29.4％、2010 年度 34.9％と、大きく増
加している。他方、｢コンビニエンスストア｣のシェアは 1995 年度 10.9％、2000
年度 11.7％、2005 年度 11.3％、2010 年度 11.1％と、ほとんど横ばいであり、
先に表 3-6 の商業統計調査の分析からみたように、酒類小売規制緩和の効果は
｢コンビニエンスストア｣よりも｢食品スーパー｣にシェア増加をもたらしたと
いえる。  
 
表 3-7 酒類の小売業態別シェアの推移(国税庁) 
(単位：％) 
小売業態 1985
年度 
1990
年度 
1995
年度 
2000
年度 
2005
年度 
2010
年度 
①一般小売店 
②コンビニエンスストア 
③スーパーマーケット 
④百貨店等 
⑤量販店 
⑥業務用 
⑦ホームセンター・ドラッグストア 
⑧その他 
92.6 
4.3 
0.7 
1.0 
―― 
―― 
―― 
1.4 
83.3 
10.4 
1.9 
1.6 
―― 
―― 
―― 
2.8 
66.0 
10.9 
14.1 
1.7 
―― 
―― 
―― 
7.3 
55.1 
11.7 
18.8 
1.6 
―― 
―― 
―― 
12.8 
27.9 
11.3 
29.4 
1.1 
12.1 
3.3 
2.7 
12.2 
19.1 
11.1 
34.9 
0.8 
14.7 
8.7 
5.8 
4.9 
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
(注 1)小売業態の定義は、調査年によって少し異なるが、2000 年度調査では次のとおりである。①｢一般小
売店｣ 通常の酒販店。②｢コンビニエンスストア｣セルフサービス(セルフサービス方式採用面積 50％以
上)を基本とし、いわゆる｢コンビニエンス｣(営業時間が長く、原則的に年中無休で、食品を中心に日用
品を幅広く品揃えしている)の形態をとるもので、おおむね次のいずれにも該当する店舗。ア、売場面
積 500 ㎡未満、イ、営業時間が 12 時間以上で閉店時刻が 21 時以降。③｢スーパーマーケット｣セル
フサービスを基本とし、食品を中心に日用品を幅広く品揃えしている店舗でコンビニエンスストア以
外の店舗。④｢百貨店等｣大店立地法に規定する大規模小売店舗でスーパーマーケット以外のもの。 
(注 2)生活協同組合、農業協同組合等は｢その他｣、1995 年度の｢スーパーマーケット｣は｢ミニスーパー｣お
よび｢スーパーマーケット｣の合計。 
(出所)国税庁｢酒類小売業の経営実態調査結果｣(各年度版)より作成。 
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③キリンビール  
 表 3-8 は、キリンビールにおけるビールおよび発泡酒の販売チャネル別構成
比の推移をみたものである。これによると、｢スーパーマーケット｣のシェアは
2001 年の 17.4％から 2010 年には 34.1％へと 16.7 ポイント増加した反面、｢一
般酒販店｣のシェアは 2001 年の 21.4％から 2010 年には 6.4％へと 15.0 ポイン
ト減少している。すなわち、｢一般酒販店｣のシェアが｢スーパーマーケット｣に
シフトした形になっている。｢コンビニエンスストア｣のシェアは、ほぼ横ばい
であり、先の商業統計調査や国税庁調査と符合する結果となっている。｢ディ
スカウントストア｣および｢業務用酒販店｣のシェアも、ほぼ横ばいで推移して
いる。  
 
表 3-8 ビールおよび発泡酒の小売業態別シェアの推移(キリンビール) 
(単位：％) 
  
年 
スーパーマー
ケット 
コンビニエン
スストア 
ディスカウン
トストア 
一般酒販店 業務用酒販店 
2001 年 
2002 年 
2003 年 
2004 年 
2005 年 
2006 年 
2007 年 
2008 年 
2009 年 
2010 年 
17.4 
19.1 
21.1 
24.4 
26.2 
28.6 
30.7 
31.9 
33.1 
34.1 
11.0 
10.9 
10.9 
11.5 
11.3 
11.3 
11.0 
11.0 
10.8 
10.3 
25.0 
25.1 
24.2 
24.8 
23.5 
24.8 
24.4 
24.3 
25.8 
24.4 
21.4 
19.9 
18.4 
13.1 
11.5 
10.6 
9.2 
8.0 
7.2 
6.4 
25.3 
25.1 
25.4 
26.3 
27.5 
24.8 
24.6 
24.7 
23.1 
23.8 
(出所)キリンホールディングス｢Data Book 2010｣。 
 
(2)規制緩和による小売業態の盛衰  
①小規模酒販店  
 1989 年 6 月から開始された酒類小売業免許の規制緩和による酒類取扱店舗
の増加、1994 年 4 月からの総合スーパーによる価格引下げなどの価格競争の
激化により、小規模酒販店のシェアは大幅に減少した。『商業統計表 (業態別統
計編 )』に基づいて小規模酒販店のシェアの推移をみると、｢酒類専門店｣(酒類
販売額の割合 90％以上の食料品専門店 )のシェアは、規制緩和前の 1988 年の
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28.6％から原則自由化された 2007 年には 18.8％まで減少した。同様に、｢酒類
を販売する小規模食料品店｣(酒類販売額の割合 90％未満、食料品の割合 50％
以上、かつ対面販売を主とする食料品中心店 )のシェアも、規制緩和前の 1988
年の 25.1％から原則自由化された 2007 年には 12.4％まで減少している (表 3-6
参照 )。国税庁｢酒類小売業の経営実態調査｣においても、｢一般小売店｣のシェア
は、規制緩和前の 1985 年度は 92.6％と圧倒的であったが、2010 年度には 19.1％
まで減少している (表 3-7 参照 )。  
表 3-9 は、｢酒類小売業 (商品分類において酒類販売額が最も多いもの )｣の売
場面積規模別販売割合の推移をみたものである。売場面積 100 ㎡未満の小規模
店のシェアは規制緩和前の 1988 年には 87.1％を占めていたが、原則自由化さ
れた 2007 年には 54.1％まで減少している。酒類小売業は、商店数においても
1988 年の 10 万 8,000 店から 2007 年には 4 万 8,000 店まで減少している。そ
のほとんどは売場面積 100 ㎡未満の小規模店の減少によるもので、1988 年の
10 万 2,000 店から 2007 年には 4 万 2,000 店となっている。  
さらに、総務省 (総務庁 )｢全国物価統計調査｣によって缶ビール 1 本の価格を
小売業態別に比較すると、｢一般小売店｣は 1992 年調査では輸入ビールを除い
て他の業態との価格差はほとんどなかった (表 3-5-1 参照 )。しかし、1997 年調
査では｢一般小売店 (450 ㎡未満 )｣は最も安い｢量販専門店 (450 ㎡以上 )｣と比較
して 22.5 円、2002 年調査でも 21.9 円高くなっている。2007 年調査でも｢一般
小売店 (1,000 ㎡未満 )｣は最も安い｢量販専門店 (1,000 ㎡以上 )｣と比較して 27 円
高くなっている (表 3-5-2 参照 )。  
小規模酒販店の店舗数が減少し、またシェアも急速に減少する中で、存続し
ている店舗も酒類以外の商品の販売を増加させ、兼業化がすすんでいる。表
3-10 は、｢一般酒販店｣の 1 企業平均の総売上高および酒類売上高の推移をみた
ものである。これによると、総売上高は 1990 年度から 2005 年度まではほぼ横
ばいであったが、2005 年度の 9,867 万円から 2010 年度は 7,449 万円へと約 4
分の 3 に減少した。他方、酒類売上高は 1990 年度の 4,543 万円から 2010 年度
には 1,863 万円へと約 4 割となり、総売上高に占める酒類売上高の割合も 1980
年度の 50.0％から 2010 年度には 25.0％にまで減少している。  
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表 3-9 酒類小売業の売場面積規模別販売割合の推移 
(単位：％) 
売場面積 1988 年 1991 年 1994 年 1997年 1999年 2002 年 2004年 2007 年 
50 ㎡未満 
50 ㎡以上 100 ㎡未満 
100 ㎡以上 250 ㎡未満 
250 ㎡以上 500 ㎡未満 
500 ㎡以上(売場面積不詳を含む) 
52.4  
34.7  
9.1  
3.0  
0.8  
47.2  
35.5  
11.9  
4.2  
1.3  
41.7  
33.0  
13.4  
9.8  
2.0  
35.8  
30.7  
15.4  
16.4  
1.8  
31.1  
29.3  
21.8  
15.0  
2.8  
31.4  
26.6  
20.3  
15.5  
6.3  
28.7  
27.2  
20.3  
15.7  
8.1  
27.6 
26.5 
19.6 
16.0 
10.2 
(注)｢100 ㎡以上 250 ㎡未満｣は 1997 年までは｢100 ㎡以上 200 ㎡未満｣、同様に｢250 ㎡以上 500 ㎡未満｣
は 1997 年までは｢200 ㎡以上 500 ㎡未満｣。 
 (出所)経済産業省(通商産業省)『商業統計表(産業編)』(各年版)より作成。 
 
表 3-10 一般酒販店の 1 企業平均の総売上高および酒類売上高の推移 
 1990年度 1995年度 2000 年度 2005年度 2010 年度 
年間総売上高(万円) 
うち酒類売上高(万円) 
総売上高に占める酒類売上高割合(％) 
9,089 
4,543 
50.0 
10,383 
4,353 
41.9 
10,560 
3,474 
32.9 
9,867 
2,141 
21.7 
7,449 
1,863 
25.0 
(出所)国税庁｢酒類小売業者の経営実態調査結果｣(各年度版)より作成。 
 
②コンビニエンスストア  
 コンビニエンスストアのシェアの推移をみると、『商業統計表 (業態別統計
編 )』においては、時系列比較が可能な 1997 年の 10.4％から 2002 年には 13.6％
に増加したものの、2007 年には 13.9％と微増にとどまっている (表 3-6 参照 )。
国税庁｢酒類小売業の経営実態調査｣においても、1995 年度 10.9％、2000 年度
11.7％、2005 年度 11.3％、2010 年度 11.1％と、ほとんど増加していない (表
3-7 参照 )。キリンビール実績でも、2001 年 11.0％、2005 年 11.3％、2010 年
10.3％と、横ばい傾向である (表 3-8 参照 )。  
セブンイレブンをはじめとして初期のフランチャイズチェーン店は、酒類小
売業免許をもっている酒販店からの転換 36) が多かったが、次第に酒販店以外
からの転換、あるいは新たな開店が増加する一方で、酒類小売業免許の取得が
難しかったため、酒類を取り扱っていない店舗が増加していった。コンビニエ
ンスストアにとって、酒類小売業免許を取得することは極めて大きな課題であ
ったといってもよい。1991 年において、酒類小売業免許をもっているコンビニ
エンスストアは 27.7％にとどまっていたが、酒有り店 1 店当たりの酒売上高は
 100 
約 3,600 万円で、年間売上高の 21.5％を酒が占めていた 37)。規制緩和後は、
コンビニエンスストアにおける酒有り店の割合は年々増加し、現在ではほとん
どの店舗が酒類を販売するようになっている 38 )。  
しかし、後述する｢食品スーパー｣による酒類販売の一般化、｢食品スーパー｣
の長時間営業による便宜性の向上、さらには｢コンビニエンスストア｣の価格の
高さもあって、酒類小売規制緩和の効果は｢コンビニエンスストア｣に及んでい
ないといえる。総務省 (総務庁 )｢全国物価統計調査｣によって缶ビール 1 本の価
格を小売業態別に比較すると、1997 年調査では、｢コンビニエンスストア｣が
225.8 円と最も高く (｢一般小売店 (450 ㎡未満 )｣は 224.2 円 )、最も安い｢量販専
門店 (450 ㎡以上 )｣の 201.7 円と比較すると 24.1 円高い。2002 年調査では、｢コ
ンビニエンスストア｣が 208.9 円と、｢一般小売店 (450 ㎡未満 )｣の 218.9 円より
も 10.0 円安かったものの、最も安い｢量販専門店 (450 ㎡以上 )｣の 197.0 円と比
較すると 11.9 円高い。2007 年調査では、｢コンビニエンスストア｣が 208 円と
一般小売店 (1,000 ㎡未満 )｣の 219 円よりも 11 円安かったものの、最も安い｢量
販専門店 (1,000 ㎡以上 )｣の 192 円と比較すると 16 円高くなっている (表 3-5-2
参照 )。  
③食品スーパー  
 食品スーパーのシェアの推移をみると、『商業統計表 (業態別統計編 )』におい
ては、時系列比較が可能な 1997 年の 34.3％から 2002 年には 38.7％、2007 年
には 42.4％と着実にシェアを増加している (表 3-6 参照 )。国税庁｢酒類小売業の
経営実態調査｣においても、1995 年度 14.1％、2000 年度 18.8％、2005 年度
29.4％と、2010 年度 34.9％と、大幅に増加している (表 3-7 参照 )。キリンビー
ル実績でも、2001 年 17.4％、2005 年 26.2％、2010 年 34.1％と大きく増加し
ている (表 3-8 参照 )。  
総務省 (総務庁 )｢全国物価統計調査｣によって缶ビール 1 本の価格を小売業態
別に比較すると、｢食品スーパー｣は｢量販専門店｣よりも高いが、｢コンビニエ
ンスストア｣や｢一般小売店｣よりも、かなり低価格での販売を行っている (表
3-5-2 参照 )。  
｢食品スーパー｣においては、食料品のワンストップ・ショッピングという点
で、酒類の取扱いは重要な課題であったことは間違いない。｢総合スーパー｣は
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1989 年 6 月に店舗面積 10,000 ㎡以上の大規模小売店舗に特例免許が与えられ
ることになったものの、｢食品スーパー｣は免許の取得が難しく、その取得率は
2002 年において 49.4％にとどまっていた。しかし、規制緩和がすすんだ 2007
年には 66.8％が免許を取得するようになっている 39)。さらに、2000 年 5 月末
の大店法廃止により、営業時間や休日日数に関する規制が撤廃されたことを受
けて、長時間営業や終日営業を行う｢食品スーパー｣も増加した 40)。  
このような｢食品スーパー｣による酒類販売の一般化、｢食品スーパー｣の長時
間営業による便宜性の向上、さらに｢食品スーパー｣の価格の安さがあいまって、
酒類小売規制の緩和は｢食品スーパー｣のシェア増加をもたらしたといえる。  
④酒類量販店  
酒類量販店のシェアは十分な資料はないが、国税庁｢酒類小売業の経営実態
調査｣によると、2005 年度 12.1％、2010 年度 14.7％とやや増加している (表 3-7
参照 )。キリンビール実績では、2001 年 25.0％、2005 年 23.5％、2010 年 24.4％
と、横ばい傾向にある (表 3-8 参照 )。  
総務省 (総務庁 )｢全国物価統計調査｣によると、｢量販専門店 (1997 年および
2002 年 450 ㎡以上、2007 年 1,000 ㎡以上 )｣の缶ビール 1 本の価格は各業態の
中で最安値であり、｢スーパー (同 )｣と比較しても、1997 年で 5.4 円、2002 年
は 5.5 円、2007 年は 6 円安くなっている (表 3-5-2 参照 )。  
酒類量販店は、急速な円高を背景とした洋酒の並行輸入による低価格販売、
1990 年 10 月のビールメーカーによる希望小売価格は参考価格である旨の表明
などの要因により、1980 年代の後半から 1990 年代の前半にかけて急成長した
41)。そして、大手酒類量販店では 1993 年 11 月に｢サリ｣、1994 年 6 月に｢カウ
ボーイ｣、1994 年 9 月に｢やまや｣が相次いで店頭公開を果たした。  
このような酒類量販店の成長の中で、1993 年 7 月には、その新規出店を抑制
することになる｢酒類販売業免許等取扱要領｣が実施されることになった。その
後、1994 年 4 月には総合スーパーも低価格販売に参入し、酒類量販店の成長
が鈍化することになる。この他、酒類量販店の成長が鈍化した要因として、輸
入酒の正規代理店が海外との価格差を是正したことで並行輸入のメリットが
減少したこと、さらに 1996 年をピークに酒類販売量が横ばいから減少に転じ
たことで酒類メーカーの販売戦略が量的拡大から利益重視に変わり、値引きの
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原資だった応量リベートが減少したことなどがその要因として挙げられる 42)。
このような状況の中で、2003 年 9 月には｢サリ｣、2008 年 2 月には｢前田 (楽市 )｣
が破綻し、大手の酒類量販店の売上高も伸び悩んでいる 43)。  
 
小 括  
 
本章では、酒類小売業免許の規制緩和が各小売業態の酒類販売にどのような
影響を与えたかについて分析した。酒類小売規制の緩和は 1989 年 6 月から開
始され、2006 年 8 月には緊急調整区域が撤廃、すべての地域で原則自由化さ
れた。価格面でも、1980 年代後半から酒類量販店による値引き販売、1994 年
4 月からは総合スーパーによる価格引下げなど、規制緩和と歩調を合わせるよ
うに価格競争も本格化してきた。他方、酒類販売数量は 1996 年度をピークに
減少傾向にあり、また成人 1 人当たり年間酒類販売数量は 1992 年度をピーク
に減少傾向にある。すなわち、需要停滞下での規制緩和がすすめられ、競争が
激化していったわけである。  
需要停滞下の規制緩和は、各小売業態の盛衰に大きな影響を与えた。厳しい
免許制と希望小売価格によって保護されてきた｢小規模酒販店｣は、シェアを大
幅に減少させ、また存続している小規模酒販店も酒類以外の商品の販売を増加
させ、兼業化がすすんでいる。｢食品スーパー｣は、免許取得により酒類販売を
一般化させ、さらに長時間営業による便宜性の向上や価格の安さがあいまって、
シェアが大幅に増加した。他方、｢コンビニエンスストア｣は、価格の高さや、
｢食品スーパー｣による酒類販売の一般化もあって、規制緩和の効果を享受する
ことができず、シェアはそれほど増加していない。｢酒類量販店｣は、1990 年代
前半までは価格の安さを武器に急成長したが、酒類販売の原則自由化により酒
類取扱店舗が増加し、また食品スーパーと比較した価格優位性が失われていく
中で、成長が鈍化している。  
すなわち、酒類小売業免許の規制緩和は、｢小規模酒販店｣のシェアを大幅に
減少させる一方で、｢食品スーパー｣に大きなシェア増加をもたらしたといえる。 
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注 
1)経済産業省(通商産業省)『商業販売統計』『商業統計表(産業編)』(各年版)。 
2)農林水産省『食料需給表』(各年度版)。 
3)経済産業省(通商産業省)『商業統計表(業態別統計編)』(各年版)。 
4)国税庁『国税庁統計年報書』(各年度版)。 
5)｢ビール｣｢発泡酒｣｢新ジャンル｣を合計したビール系飲料の国内出荷量(大手 5 社、キリンビール推
計)の推移をみても、1996 年の 718 万 kl をピークに減少し、2010 年には 581 万 kl となっている。
その内訳は、1996 年は｢ビール｣96.2％、｢発泡酒｣3.8％、2010 年は｢ビール｣50.2％、｢発泡酒｣17.0％、
｢新ジャンル｣32.8％である(キリンビール｢国内酒類事業データ集｣、キリンホールディングス｢Data 
Book 2010｣)。 
6)金額ベースで酒類消費の推移を推計すると、酒類消費額のピークは 1991 年の 6.49 兆円で、1997
年には 5.87 兆円まで減少している(三和総合研究所『成熟段階を迎えたお酒の消費』1999 年 7 月、
1 ページ)。 
7)税務署長は、酒類の販売業免許を与える場合において、酒税の保全上酒類の需給の均衡を維持する
ため必要があると認められるときは、販売する酒類の範囲若しくはその販売方法につき条件を付す
ることができる(酒税法第 11 条抜粋)。 
8)酒類の販売業又は販売の代理業若しくは媒介業をしようとする者は、政令で定める手続により、販
売場ごとにその販売場の所在地の所轄税務署長の免許を受けなければならない(酒税法第 9 条抜粋)。 
9)参入規制を緩和する方向で見直していく必要があるとし、当面の措置として、①免許基準の人的要
件の経験年数を短縮し、所要資金等の基準額を廃止する、②既免許者に対する期限付小売業免許を
可能な範囲で届出制に移行する、③百貨店の売場移動については、すべて申告制とする(臨時行政調
査会(第 2 臨調)｢最終答申｣1983 年 3 月)。 
10)①大規模小売店舗の免許要件を緩和し、特定の商業集積地区の場所的要件を緩和、②免許付与に
際しての地元酒販組合等からの意見聴取はあくまで意見聴取にとどめ、透明性を確保するため聴取
手続を明確化・合理化、③免許運用基準の簡素化・明確化、④地域的な特色ある酒類に対する通信
販売ニーズの増加に対応した免許付与基準の整備(臨時行政改革推進審議会(新行革審)｢公的規制の
緩和に関する答申｣1988 年 12 月)。 
11)『日本経済新聞』1990 年 10 月 25 日付。 
12)中西将夫｢規制緩和と酒類市場の変化｣『RIRI 流通産業』第 29 巻第 9 号、1997 年 9 月、12 ペー
ジ。 
13)向山雅夫｢酒類小売業界の規制緩和と経営システムの変貌｣『商工金融』第 48 巻第 6 号、1998 年
6 月、5 ページおよび 27 ページを参考にした。 
14)①酒類小売業免許基準を緩和の方向で見直す、②酒類の販売方法等の改善を図る、③中央酒類審
議会の審議を経て需給調整要件を含め基準の見直しを行う(閣議決定｢規制緩和推進計画について｣
1995 年 3 月)。 
15)①酒類小売業免許制度における需給調整要件については廃止を含めた検討を 1996 年度中に開始
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すべき、②当面は、現行の需給調整要件について一層の緩和策を講ずる(行政改革委員会｢規制緩和
の推進に関する意見(第 1 次)－光り輝く国をめざして－｣1995 年 12 月)。 
16)①距離基準については早期に廃止、②人口基準については早期に廃止する方向で見直すべき(中央
酒類審議会報告｢酒販免許制度等の在り方について｣1997 年 6 月)。 
17)国税庁｢酒税法及び酒類行政関係法令等解釈通達の一部改正について｣2000 年 8 月。 
18)酒類小売業緊急措置法によると、税務署長は、①新規に免許の付与等が行われており、前年度の
当該地域における一酒類小売販売場当たりの｢平均小売販売数量｣が、その前 3 年間の平均値に比べ
10％以上減少していること(供給過剰要件)、②前年度の小売販売数量が、上記割合で減少している
酒類小売販売場の占める割合が 2 分の 1 を超えていること(販売業継続困難要件)、③当該地域に存
する酒類小売販売場の過半数について、経営改善計画が提出されていること(計画提出要件)のいず
れにも該当する地域を選定し、市区町村長の意見を聴いたうえで緊急調整地域に指定する区域を公
告する。なお、同法による指定地域は、2003 年度(2003 年 9 月 1 日～2004 年 8 月 31 日)は 922 地
域(全小売販売地域の 27.2％)、2004 年度は 1,274 地域(同 37.7％)となっている(国税庁｢『酒類小売
業者の経営の改善等に関する緊急措置法』に基づく『緊急調整地域』の指定の公告等について｣2004
年 8 月)。 
19)酒税法 9 条、同第 11 条、同第 56 条第 1 項第 1 号を参照されたい。 
20)｢基準販売価格｣とは、財務大臣(大蔵大臣)が、酒税の保全のために必要があると認められる場合に
おいて、酒類取引の円滑な運行に資するため、酒類製造業または酒類販売業における酒類の標準的
な原価および適正な利潤を基礎として、酒類の販売価格の基準額を定めるもの(酒税の保全及び酒
類業組合等に関する法律第 86 条)。 
21)醸造産業新聞社編『酒類産業年鑑』醸造産業新聞社、2009 年、183 ページ。 
22)大崎恒次｢酒類業組合の役割と酒類販売免許制｣『青山社会科学紀要』第 37 巻第 1 号、2008 年 9
月、37 ページ。  
23)｢正当な理由がないのに商品又は役務をその供給に要する費用を著しく下回る価格で継続して供
給し、その他不当に商品又は役務を低い対価で供給し、他の事業者の事業活動を困難にさせるおそ
れがあること｣(公正取引委員会告示第 15 号｢不公正な取引方法｣1982 年 6 月)。 
24)1987 年には、国税庁によって｢廉売店調査｣が実施された。｢廉売店｣とは、｢酒類の定価(メーカー
希望小売価格)より 10％以上安く販売している店であり、しかも近隣の販売店に迷惑をかけている
店｣をいう(中西将夫『酒ディスカウンター新時代』同文舘出版、1996 年、13 ページ)。 
25)缶ビールは、1958 年の｢アサヒ ゴールド｣が国内初とされている。ビール出荷量に占める缶ビー
ルの割合は、1991 年に約 36％となり、1994 年には約 44％にまで増加した(キリンビール編『キリ
ンビールの歴史 新戦後編』1999 年、271 ページ)。また、｢ビール｣｢発泡酒｣｢新ジャンル｣を合計
したビール系飲料の容器別構成比の推移(大手 5 社計、キリンビール推計)をみると、1999 年には｢び
ん｣28％、｢缶｣57％、｢樽等｣15％、2010 年には｢びん｣11％、｢缶｣71％、｢樽等｣18％となっている(キ
リンビール｢国内酒類事業データ集｣、キリンホールディングス｢Data Book 2010｣)。 
26)小林哲｢酒類業界の流通再編と取引制度改革｣崔相鐵・石井淳蔵編『流通チャネルの再編』中央経
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済社、2009 年、124 ページ。 
27)国税庁は個々の企業の価格設定には原則として介入しない方針であるが、地域市場全体の過当競
争防止の観点から、必要の都度指導を行っているのが現状である(国税庁｢酒税及び酒類行政の変
遷｣(http://www.tabisland.ne.jp/zeidb/50year/menu.htm))。 
28)醸造産業新聞社編『酒類産業年鑑』醸造産業新聞社、2009 年、244 ページ。 
29)①合理的な価格の設定、②取引先等の公正な取扱い、③公正な取引条件の設定、④透明かつ合理
的なリベート類についての指針を定める(国税庁｢公正な競争による健全な酒類産業の発展のため
の指針｣1998 年 4 月)。 
30)不当廉売は、｢供給に要する費用を著しく下回る対価で継続して供給｣する場合と、｢その他不当に
低い対価で供給｣する場合の 2 つがあり、このような廉売によって、｢他の事業者の事業活動を困難
にさせるおそれ｣がある場合をいう(公正取引委員会｢酒類の流通における不当廉売、差別対価等へ
の対応について(酒類ガイドライン)｣2000 年 11 月)。 
31)｢その他不当に低い対価で供給｣する場合に該当し得る行為態様としては、小売業者が、①実質的
仕入価格を上回る価格(総販売原価を下回ることが前提)で販売する場合、②実質的仕入価格を下回
る価格で短期間販売する場合がある。かかる行為により、周辺の酒類販売業者の事業活動を困難に
させるおそれがある場合には、不当廉売として規制される(公正取引委員会｢酒類の不当廉売に関す
る考え方の明確化について｣2001 年 4 月)。 
32)酒類の不当廉売の注意件数の推移をみると、国税庁｢公正な競争による健全な酒類産業の発展のた
めの指針｣(1998 年 4 月)が出された前年度の 1997 年度は 83 件、1998 年度 339 件、1999 年度 429
件と推移し、公正取引委員会｢酒類の流通における不当廉売、差別対価等への対応について｣(2000
年 11 月)が出された 2000 年度は 893 件、2001 年度は 2,624 件と急増し、ピークに達している。そ
の後は、2002 年度 904 件、2003 年度 507 件、2004 年度 485 件、2005 年度 397 件と推移し、2006
年 8 月末の酒類小売業緊急措置法の失効によってすべての地域で酒類販売の原則自由化がなされ
た 2006 年度は 592 件、その後 2007 年度 926 件、2008 年度 795 件、2009 年度 700 件、2010 年
度 1,028 件と推移している(公正取引委員会｢公正取引委員会の最近の活動状況｣1999 年 10 月、22
ページ(1998 年度以前)、および公正取引委員会｢独占禁止法違反事件の処理状況について｣(各年度
版)(1999 年度以降))。また、独占禁止法違反(不当廉売)の疑いによる警告の事例として、2001 年 3
月に埼玉県および北海道の酒類小売業者 8 名、2001 年 8 月に兵庫県の酒類小売業者、2002 年 3 月
に秋田県の酒類小売業者 4 名、2003 年 6 月に中部地区の酒類小売業者 4 名、2004 年 7 月に富山県
の酒類小売業者 2 名および愛知県の酒類小売業者 2 名、2011 年 11 月に兵庫県の酒類小売業者など
がある(公正取引員会｢独占禁止法違反事件の処理状況について｣(各年度版))。 
33)公正取引委員会｢酒類の流通における不当廉売、差別対価等への対応について(酒類ガイドライン)｣
(2000 年 11 月)、同｢酒類の不当廉売に関する考え方の明確化について｣(2001 年 4 月)を統合し、酒
類ガイドラインを改定して、｢供給に要する費用を著しく下回る対価｣についての考え方を明確化し
た。｢供給に要する費用｣は｢総販売原価｣であり、｢可変的性質を持つ費用｣を下回るものは｢供給に
要する費用を著しく下回る対価｣であると推定されること、また、実質的仕入価格に加え、運送費
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等の廉売対象商品の注文の履行に要する費用も｢可変的性質を持つ費用｣となること、および仕入れ
に付随する諸経費は｢可変的性質を持つ費用｣と推定されることを明記(公正取引委員会｢酒類の流
通における不当廉売、差別対価等への対応について(酒類ガイドライン)改定｣、2009 年 12 月)。 
34)新しい取引制度は、キリンビールではオープン価格制、他の大手 3 社では新取引制度と呼んでい
る。アサヒビールにおける｢販売奨励金および手数料｣をリベートとみると、売上高に対するリベー
トの割合は、アサヒビールが希望小売価格は参考価格である旨を表明(1990 年 10 月)した 1990 年
度に 5.2％と明らかなピークを迎える(1988 年度 4.4％、1989 年度 5.2％、1991 年度 2.9％、1992
年度 2.5％)。その後は 5％未満で推移していたが、1999 年度に 6.0％となり、新取引制度を導入(2005
年 1 月)した 2005 年度 7.4％、2006 年度 7.8％と再びピークを迎え、その後は 2007 年度 7.6％、
2008 年度 6.4％、2009 年度 6.5％、2010 年度 6.9％と推移している(アサヒビール｢損益計算書(単
体)｣(各年度版)より集計)。 
35)小林哲、前掲論文、125 ページ。 
36)セブンイレブンの｢A タイプ加盟店｣(土地・建物を所有するオーナー)の加盟前業種において酒類小
売店が占める割合は、1974 年度 83.3％、1975 年度 93.0％、1976 年度 70.2％となっている(セブ
ン-イレブン・ジャパン編『セブン-イレブン・ジャパン 1973～1991』1991 年、54 ページ)。 
37)商業界『コンビニ』第 5 巻第 2 号、2002 年 4 月、187 および 189 ページ。 
38) 1998 年 2 月末現在で酒を取り扱っている店舗の割合は、セブンイレブン 54.0％、ローソン 37.4％、
ファミリーマート 31.7％(商業界『コンビニ』第 1 巻第 1 号、1998 年 10 月、226、239、261 ペー
ジ)にとどまっていた。同様に、2002 年 10 月末現在で酒を取り扱っている店舗の割合は、セブン
イレブン 69.7％、ローソン 55.8％、ファミリーマート 57.7％(商業界『コンビニ』第 6 巻第 1 号、
2003 年 1 月、116～118 ページ)であった。その後、酒類小売業免許の規制緩和により酒を取り扱
っている店舗が急速に増加し、2011 年 2 月末現在ではセブンイレブン 98.8％、ローソン 97.9％、
ファミリーマート 96.9％(商業界『コンビニ』第 14 巻第 8 号、2011 年 8 月、75 ページ)と、ほと
んどの店舗が酒を取り扱うようになっている。 
39)経済産業省『商業統計表(産業編)』による。ここでは、産業編における｢各種食料品小売業｣を｢食
料スーパー｣とみた。その定義は、中分類｢57 飲食料品小売業｣に格付けされた事業所のうち、小分
類｢572～579｣までのうち 3 つ以上の小分類に該当する商品を小売し、そのいずれもが｢飲食料品小
売販売額｣の 50％に満たない事業所となっている。 
40)2000 年 5 月末の大店法廃止により、営業時間や休日日数に関する規制が撤廃されたことを受けて、
長時間営業や終日営業を行う｢食品スーパー｣も増加した。すなわち、1997 年には 14 時間以上営業
店は 25.1％(終日営業店 1.6％)であったのに対して、2002 年には 14 時間以上営業店 33.5％(終日営
業店 2.8％)、2007 年には 14 時間以上営業店 53.1％(終日営業店 7.5％)となっている。なお、｢コン
ビニエンスストア｣は 14 時間以上営業している店と定義されているが、終日営業店の割合は 1997
年 56.1％、2002 年 77.6％、2007 年 84.3％と増加している(経済産業省(通商産業省)『商業統計表(業
態別統計編)』(各年版)より集計)。 
41)｢1991 年末に 400～500 店といわれていた酒類販売 DS は、1992 年末には 800～900 店に増加し、
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家庭用市場の販売チャネルとして大きなウエイトを占めるようになった｣(キリンビール編『キリン
ビールの歴史 新戦後編』1999 年、270 ページ)。 
42)浅島亮子・大坪稚子・小出康成・藤井一・柳紀久夫・山本猛嗣｢日本の『酒』は変わった!｣『週刊
ダイヤモンド』第 92 巻第 39 号、2004 年 10 月 9 日、52 ページ。 
43)酒類量販店業界最大手の｢やまや｣は、2004 年度に 751 億円の売上高に達したが、その後 2 年連続
売上高が減少し 2007 年度には 700 億円となった。その後売上高は少しずつ回復し、2010 年度に
は 789 億円となっている。他方、迅速な配達を特徴とする｢カクヤス｣は、2004 年度の売上高は 421
億円であったが、2007 年度 632 億円、2010 年度 795 億円と急成長し、2010 年度には｢やまや｣を
抜いて業界最大手となった(日経 MJ 編『日経 MJ トレンド情報源』(各年版)、日本経済新聞社)。 
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第 4 章 地域商業振興政策変遷の歴史  
－社会的有効性とまちづくりを中心として－  
 
本章は、流通振興政策のうち地域商業を対象とする｢地域商業振興政策｣の歴
史を振り返り、流通振興政策の中に地域的な視点が埋め込まれていったメカニ
ズムについて明らかにする。次に、地域商業振興政策の基本的理念として、地
域商業がもつ｢社会的有効性｣を評価する視点が形成されていく過程について
論述する。最後に、地域商業は都市機能を構成する 1 つの要素であり、地域商
業を活性化するためには｢まち｣の活性化が必要であるという視点、いわば｢ま
ちづくり政策｣と地域商業振興政策とのかかわりを求める視点の形成過程につ
いて解明する。  
 
1．商業振興政策への地域視点の導入と地域商業振興政策の展開  
 
(1)商店街振興組合法  
わが国の商業振興政策において地域的な視点が導入されたのは、1962 年 8
月に施行された｢商店街振興組合法｣にはじまるといってもよい 1)。商店街振興
組合は、1949 年 6 月施行の｢中小企業等協同組合法｣によって制度化された事
業協同組合と比較すると、中小小売商業者だけではなく、大型店や銀行、非事
業者 (個人 )も組合員に加えることができるという点が特徴である。アーケード
やカラー舗装、街路灯等の｢環境整備事業｣や、売出しやスタンプサービス等の
｢販売促進事業｣を共同で推進する組織である。  
商店街振興組合の設立は、次の要件を満たすことが必要である。①市 (東京都
の区を含む )の区域に属する地域にあること、②小売業またはサービス業を営む
事業者 30 人以上が近接して商店街を形成していること、③地区内の組合員と
なれる資格を有する者の 3 分の 2 以上が組合員となり、かつ組合員の 2 分の 1
以上が小売業またはサービス業を営む事業者であること、④他の商店街振興組
合の地区と重複しないこと。  
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(2)中小小売商業振興法  
①中小小売商業振興法制定の背景  
 わが国における｢流通振興政策｣と｢流通調整政策｣は、ともに大型店問題に対
応する政策として策定されてきたといえる。流通振興政策の柱となる｢中小小
売商業振興法｣(1973 年 9 月公布・施行 )は、第二次百貨店法 (1956 年 5 月公布、
同年 6 月施行 )時代の許可制から、大店法 (1973 年 10 月公布、1974 年 3 月施行 )
においては事前審査付き届出制へと規制が緩和される中で制定されたもので
ある。  
中小小売商業振興法は、1963 年に制度化された｢共同施設事業｣｢小売商業店
舗等共同化事業｣｢小売商業等商店街近代化事業｣等の高度化資金助成制度をは
じめとする流通近代化政策の流れの中で、中小小売商業の総合的・体系的な振
興を目的として制定された。その後、中小小売商業振興法 (1991 年 5 月公布、
同年 8 月施行 )は、改正大店法 (1991 年 5 月公布、1992 年 1 月施行 )による大幅
な規制緩和と同時に改正された。改正大店法では、商業活動調整協議会 (商調協 )
の廃止、出店表明・事前説明制度の廃止、出店調整処理期間を 1 年以内に短縮、
種別境界面積の引上げ等の大幅な規制緩和がすすめられた。他方、改正中小小
売商業振興法 (1991 年改正施行 )では、｢商店街整備等支援計画｣(中小企業構造
の高度化を支援する者 (街づくり会社 )が行うコミュニティ施設の整備事業と、
併せて行うショッピングセンター型の商業店舗 (賃貸方式 )の整備事業 )、および
｢小売商業店舗等集団化計画｣(新たな地域に移転して 1 つの団地に集団化して
店舗を設置する事業 )も同法の認定対象となる等の大幅な改正がなされた。すな
わち、大店法によって大規模小売店舗の出店に時間的な猶予を求め、その間に
中小小売商業者の近代化を図るために用意されたのが中小小売商業振興法で
ある。  
②中小小売商業振興法の内容  
中小小売商業振興法は、その目的について、｢商店街の整備、店舗の集団化、
共同店舗等の整備等の事業の実施を円滑にし、中小小売商業者の経営の近代化
を促進すること等により、中小小売商業の振興を図り、もって国民経済の健全
な発展に寄与する｣(第 1 条 )と規定している。すなわち、商店街の整備等中小小
売商業者が共同で行う高度化事業を円滑に実施するとともに、高度化事業に参
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加できない者の近代化を促進すること、具体的には資金の確保 (第 5 条 )、調査 (第
7 条 )、研修事業の実施 (第 8 条 )、特定連鎖化事業の運営の適正化 (第 11 条、第
12 条 )を目的としている。同法に基づいて、経済産業大臣は｢中小小売商業の振
興を図るための中小小売商業者に対する一般的な指針｣(以下、｢中小小売商業振
興指針｣という )を定めている 2 )。このうち、事業の共同化については、組織化
の推進、共同事業の推進、商店街の整備、店舗の集団化、共同店舗等の整備、
電子計算機の利用による経営管理、連鎖化事業、商店街整備等の支援が掲げら
れている。  
③中小小売商業振興法に基づく高度化事業の成果  
中小小売商業振興法の中核となるのは、商店街整備計画 (アーケード、カラー
舗装、街路灯、駐車場等の整備 )、共同店舗等整備計画、店舗集団化計画等の高
度化事業に対する支援措置である。高度化事業とは、中小小売商業構造の高度
化に資する事業という意味で、企業規模が小さく、企業数が多く、その多数が
生業的経営段階にとどまっている中小小売商業の構造改善をすすめ、中小小売
商業振興指針に掲げられた内容を高度に達成する事業である。中小小売商業者
等は高度化事業計画を作成し、経済産業大臣 (高度化事業計画の多くは認定権限
が都道府県知事に委任 )から当該計画が政令で定める基準に適合するものであ
る旨の認定を受ける。認定を受けた高度化事業計画に基づく事業については、
独立行政法人中小企業基盤整備機構による高度化資金を無利子で借りること
ができる。  
高度化事業の成果については、中小企業総合事業団 (現独立行政法人中小企業
基盤整備機構 )が 2001 年度に商店街共同施設事業 (アーケード、カラー舗装等の
整備 )の貸付先を対象に実施した調査、2002 年度に小売商業店舗等共同化事業
の貸付先、および商店街整備等支援事業を実施し中小企業総合事業団の出資先
である街づくり会社等を対象とした調査によって知ることができる 3)。  
｢商店街共同施設事業｣について、商店街への来街者数の変化は増加 46.9％、
減少 8.6％となっており、中小企業庁『商店街実態調査報告書 2000 年度』によ
る全国平均 4) の増加 5.1％、減少 82.4％と比較して｢増加｣が多い。同様に、商
店街の空き店舗数の変化でも増加 14.8％、減少 33.3％となっており、全国平均
の増加 48.2％、減少 8.9％と比較して｢減少｣が多く、商店街を取り巻く厳しい
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状況下にあって一定の成果が認められるとしている。もっとも、商店街共同施
設事業に取り組むことができるのは強い組織力をもち、かつ資金力のある商店
街であり、この結果は割り引いて考える必要があろう。  
｢小売商業店舗等共同化事業｣については、組合全体の売上計画達成率は、開
店 3 年目に計画以上の実績を上げた共同店舗が 21.0％、売上計画の｢90％以上
100％未満｣の実績を上げた店舗も 22.6％にとどまっている。組合員の売上計画
達成率は、開店 3 年目に計画を達成した組合員は 37.0％にすぎず、その自己評
価として業績に不満があるとする割合は、組合で 73.7％、組合員で 72.0％に達
しており、十分な成果があったとは認めがたい状況である。  
｢商店街整備等支援事業｣については、その目的を十分に達成した、あるいは
ある程度達成したとする割合は、街づくり会社 66.7％、市町村 66.7％、商工会・
商工会議所 88.8％、商店街 45.5％、地域経済・消費者・地域住民の利便性の向
上等に対する貢献度について大いに貢献している、あるいはやや貢献している
とする割合は、街づくり会社 90.9％、市町村 65.8％、商工会・商工会議所 64.8％、
商店街 55.0％となっており、一定の評価をしている。  
 
(3)改正中小企業基本法における地域商業振興政策の位置づけ 
 中小小売商業振興法は流通近代化政策を踏襲し、中小小売商業の振興を共同
化・組織化によるスケールメリットの追求によって達成しようとするものであ
る 5)。そして、流通近代化政策に一貫しているスタンスは、意欲ある中小小売
商業者のみを政策の対象とするものであり、それは改正中小企業基本法 (1999
年改正施行 )によって明確化された 6)。同法では、｢画一的な弱者｣というこれま
での中小企業像を払拭し、｢多様な事業の分野において特色ある事業活動を行
い、多様な就業機会を提供し、個人がその能力を発揮しつつ事業を行う機会を
提供することにより我が国経済の基盤を形成するもの｣(第 3 条 )と位置づけて
いる。これまでの｢二重構造の格差是正｣から、｢多様で活力ある中小企業の成
長発展｣を新たな政策理念として、独立した中小企業者の自主的な努力を前提
としつつ、この政策理念を実現するための政策の 3 本の柱として、①経営の革
新および創業の支援、②経営基盤の強化、③経済的社会的環境変化への適応の
円滑化を挙げている 7)。  
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 すなわち、自助努力する中小企業の支援、創業・経営革新等前向きに事業活
動を行う中小企業の支援が強く打ち出されたといえる。なお、改正中小企業基
本法においては、新たに条を起こす形で、中小企業政策の観点から地域商業振
興施策を講じることを明確化している。｢国は、相当数の中小小売商業者又は
中小サービス業者が事業を行う商店街その他の商業の集積の活性化を図るた
め、顧客その他の地域住民の利便の増進を図るための施設の整備、共同店舗の
整備その他の必要な施策を講ずるものとする｣(第 18 条 )。  
これは、商業の集積は産業の集積とは異なり、その集積の効果が企業間の連
携という効果一般と比べて特別な機能を有していることを考慮してのことと
考えられる。この特別な機能とは、地域商業に存する中小小売商業者、中小サ
ービス業者が、地域住民、消費者が集まるという集積のメリットを生かし、消
費者の需要に即した商品の販売・役務の提供、消費者の利便性向上等を通じて、
地域商業の集客力を一層増大するというものである 8)。  
 
(4)地域商店街活性化法  
   ①中小企業政策審議会中小企業経営支援分科会商業部会答申  
 中小企業政策審議会中小企業経営支援分科会商業部会答申｢『地域コミュニ
ティの担い手』としての商店街を目指して｣(2009 年 1 月 )においては、｢新たな
商店街のあり方として、『地域コミュニティの担い手』となることが期待され
るが、(中略 ) 商店街本来の商機能を強化する取組みがあわせて図られるべきで
ある｣｢活性化に向けた取組みは、土地・店舗等 (ハード )の整備とそこで行う事
業・行為等 (ソフト )の両面にわたり実践すべきである｣ 9 ) とし、商店街のもつ経
済的機能と社会的機能の両方の充実を目指すべきということ、ハードとソフト
の両面からの取組みをすすめるべきと指摘している。  
また、｢商店街を構成する個店の活性化なくして商店街全体の活性化は実現
できないことから、この観点に立った個店の活性化も取りすすめる必要があ
る｣ 10) とし、商店街組織による共同活動に個店の活性化という視点を付与すべ
きという点を指摘している。  
さらに、｢支援に当たっては、町村部の商店街をはじめ、厳しい状況の中に
あっても『地域コミュニティの担い手』としての新たな商店街づくりに挑戦し
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ようという、意欲と創意工夫に溢れる前向きな取組みを重点的に支援すべきで
ある｣ 11) とし、改正中心市街地活性化法 (2006 年改正施行 )による認定計画外の
商店街においても、意欲的な商店街については｢選択と集中｣の論理に基づき、
重点的に支援すべきであるとしている。  
②地域商業活性化の目的と活性化事業促進の意義  
同答申を受けて、2009 年 8 月に｢商店街の活性化のための地域住民の需要に
応じた事業活動の促進に関する法律｣(以下、｢地域商店街活性化法｣という )が施
行された。同法では、その目的を｢商店街が我が国経済の活力の維持及び強化
並びに国民生活の向上にとって重要な役割を果たしていることにかんがみ、中
小小売商業及び中小サービス業の振興並びに地域住民の生活の向上及び交流
の促進に寄与してきた商店街の活力が低下していることを踏まえ、商店街への
来訪者の増加を通じた中小小売商業者又は中小サービス業者の事業機会の増
大を図るために商店街振興組合等が行う地域住民の需要に応じた事業活動に
ついて、経済産業大臣によるその計画の認定、当該認定を受けた計画に基づく
事業に対する特別の措置等について定めることにより、商店街の活性化を図
る｣(第 1 条 )としている。  
そして、同法第 3 条に基づいて定められた｢商店街活性化事業の促進に関す
る基本方針｣では、商店街活性化事業促進の意義として、次のように述べてい
る。｢商店街は、元来、中小小売商業者及び中小サービス業者が多数集積して
おり、様々な商品やサービスをワンストップで販売・提供する『商いの場』で
ある一方、地域の人々が数多く集まることから、お祭りやイベント等に利用さ
れ、地域の人々が交流する『公共の場』としての役割も果たしている。こうし
た『商いの場』、『公共の場』を併せ持つ特徴により、商店街は地域の中小小売
商業や中小サービス業を振興するという経済的機能を有するだけでなく、地域
住民の生活利便や消費者の買物の際の利便を向上させ、地域の人々の交流を促
進する社会的機能をも有する存在である｣として、商店街の“公共性”と“社
会的機能”について強調している。  
③商店街活性化事業計画の作成と活性化事業に対する支援措置  
地域商店街活性化法では、商店街振興組合等 (法人が必須 )が商店街活性化事
業計画を作成し、経済産業大臣が都道府県および市町村の意見を聞いたうえで、
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商店街活性化事業計画を認定する。商店街活性化事業計画の作成にあたっては、
地域住民の商店街に対するニーズを十分に踏まえた事業であることに加えて、
商店街活性化の効果の数値目標の設定が求められる。認定を受けた商店街活性
化事業に対する支援措置として、2 つ以上の社会課題 12) に対応する場合は、｢中
小商業活力向上事業補助金｣ 13) の補助率が一般は 2 分の１のところが 3 分の 2
となる。  
 
2．地域商業振興政策における社会的有効性の評価  
 
(1)80 年代の流通産業ビジョン  
 『80 年代の流通産業ビジョン』 (1984 年 )では、経済的効率性と社会的有効
性という視点が打ち出された 14)。｢流通システムは、経済システムとしてばか
りでなく社会システムとしても大きな役割を果たしている。したがって、流通
産業を考える場合、『経済的効率性』ばかりでなく『社会的有効性』、すなわち
全体として一体感のある安定的な社会システムの維持、形成という点について
も十分配慮する必要がある｣ 15)。さらに、商業政策と都市政策の連携の強化を
謳い、｢小売業は、地域住民の日常生活に直結し、地域に根ざした産業であり、
地域社会全体との調和をとりながら発展が図られる必要がある｣ 16) と指摘し、
コミュニティ機能をもった公共空間として、また地域文化の担い手としての社
会的な機能にも着目して地域商業 17) をとらえている。  
 
(2)21 世紀に向けた流通ビジョン  
 『90 年代の流通ビジョン』 (1989 年 )においては、日米経済摩擦から生じた
大店法の規制緩和の流れの中で、市場競争メカニズムを重視した流通近代化政
策、中小小売商業近代化政策が強化・徹底され、｢社会的有効性｣概念や、商業
政策と都市政策との連携という視点は大きく後退することになる。  
しかし、『21 世紀に向けた流通ビジョン』 (1995 年 )において、これらの視点
は再確認されることになった。同ビジョンでは、流通構造の変革を次の 2 つの
視点からとらえている。｢流通の持つ 2 つの側面、『生産から消費までをつなぐ
システム』と『消費者との接点としての社会的存在』を、それぞれ『機能とし
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ての効率性』と、『付加価値の創造、社会的存在としての規範性』から位置づ
けている｣ 18)。前者は『80 年代の流通産業ビジョン』 (1984 年 )における｢経済
的効率性｣、後者は｢社会的有効性｣に通じるものである。そして、｢この 2 つは
矛盾するものではなく、むしろ、一方に偏った見方は流通の全体像を見失わせ
る。流通システムの効率性追求は個別企業レベルの問題であり、その積上げが
流通全体の効率化となって、消費者に還元されるのに対し、消費の接点として
の流通は、業態、商業集積レベルの問題であり、個別企業レベルの効率性追求
とは矛盾しないからである｣ 19) としている。  
 
(3)新流通ビジョン  
 『新流通ビジョン』 (2007 年 )は、『21 世紀に向けた流通ビジョン』(1995 年 )
以降、12 年ぶりの流通産業に関するビジョンである。同ビジョンでは、人口減
少や｢まちづくり三法｣の見直し等の環境変化の中で、小売業が目指す方向性と
して、①生産性・収益性の向上、②世界水準の経営の実現、③持続可能なコミ
ュニティ構築が掲げられている。生産性・収益性の向上という｢経済的効率性｣
と同時に、持続可能なコミュニティの構築という｢社会的有効性｣を改めて確認
するものといえる。  
 ｢持続可能なコミュニティ構築｣という点では、①公共性をもつ社会インフラ
の提供、②社会的責任への対応、③雇用の場の提供、④高度な消費文化の提供
の 4 点が掲げられている。｢公共性をもつ社会インフラの提供｣においては、小
売業のもつ社会的機能として、地域社会の交流の拠点、防犯・防災の拠点、公
共サービスの拠点が掲げられている 20 )。しかし、地域社会の交流の拠点として
は、ショッピングセンター、公共サービスの拠点としてはスーパー、コンビニ
エンスストアが例示されている 21) ものの、商店街や商業集積という言葉は、
新流通ビジョンを通して使われてはおらず、大型店やチェーン店に持続可能な
コミュニティ構築への貢献を求めている。また、｢社会的責任への対応｣におい
ては、まちづくりへの貢献、環境問題への対応、安全・安心への対応が掲げら
れている 22)。まちづくりへの貢献は、大型店による貢献の必要性を強調するも
のであり、ここでも商店街や商業集積がまちづくりに果たしてきた役割や貢献
についての記述はない。  
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すなわち、同ビジョンは流通の｢社会的有効性｣という視点を改めて確認する
ものではあるが、大型店やチェーン店に対して持続可能なコミュニティ構築へ
の貢献やまちづくり等の社会的責任への対応を求めるものといえる。  
 
3．地域商業振興政策とまちづくり  
 
(1)流通近代化地域ビジョン  
『流通近代化地域ビジョン』(1970 年 )においては、小売機能と都市機能との
関係について次のように指摘している。｢小売機能は都市機能の重要な一部で
ある。そして、他の都市機能と密接な関係にあり、機能的、空間的にどのよう
に連携していくかが都市における今後の小売商業立地を考える上に重要なポ
イントである｣ 23)。同年度には、中小企業庁から日本商工会議所への委託事業
として、市町村の都市計画等との調整を図りながら、当該地域の商業近代化を
図ろうとする｢商業近代化地域計画｣の作成が開始された 24)。そして、1971 年
度には日本商工会議所商業近代化委員会が｢まちづくり｣の概念を地域商業振
興の中に位置づけた最初といわれる報告書を作成している 25 )。  
｢商業近代化地域計画策定事業は 1990 年度まで 21 年間にわたって継続し、
合計 241 地域で基本計画が、105 地域で実施計画が策定された｣ 26)。しかし、
同事業は計画策定のための支援であり、計画の実施までは支援の対象に含まれ
ていなかったこともあって、計画が実施に移されるケースは少なかったといわ
れるが、｢これだけ多くの都市において、関わり方の濃淡に違いはあるにせよ、
商業者も参加して｢まちづくり｣が議論されたことの意義は大きい｣ 27)。  
 
(2)70 年代における流通  
『70 年代における流通』 (1971 年 )では、｢商業立地施策｣の項において、｢地
域商業の近代化の方向について、地域社会の発展に関する長期的展望に基づき、
広域市町村圏・地方生活圏等の関連諸地域計画との連携を確保しつつ、明確な
指針を示し、これに即して総合的・計画的に商業施設・同関連施設の整備をす
すめることが必要である｣ 28) と指摘し、商業近代化地域計画の充実・強化を求
めている。  
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(3)80 年代の流通産業ビジョン  
 『80 年代の流通産業ビジョン』 (1984 年 )では、商業政策と都市政策の連携
の強化を謳い、｢小売業は、地域住民の日常生活に直結し、地域に根ざした産
業であり、地域社会全体との調和をとりながら発展が図られる必要がある｣ 29)
と指摘し、コミュニティ機能をもった公共空間として、また地域文化の担い手
としての社会的な機能にも着目して地域商業をとらえている。また、｢都市計
画と商業集積のあり方とは相互に密接な関連があり、関係官庁、特に都市計画
当局との連携を密にした都市商業政策を推進することが求められる｣ 30) と指摘
し、流通政策の中に｢まちづくり｣の視点が導入された嚆矢といえる。そして、
具体的な施策として｢コミュニティ・マート構想｣の積極的な推進 (当時の通商産
業省が 1983 年 8 月に発表 )を打ち出し、｢商店街を単なる買物の場から地域住
民が生活上必要な様々なニーズを充たすために集い、交流する『暮らしの広場』
へとその社会的機能を高めることが必要である｣ 31) と指摘している。  
 
(4)90 年代の流通ビジョン  
 『90 年代の流通ビジョン』(1989 年 )においては、｢ハイ・マート 2000 構想｣
32) という形で、それまでの商店街組織を対象とした政策から、商業集積を対象
とした政策へと踏み出した。そして、中心市街地活性化法 (1998 年施行 )におけ
る 1 つの柱である｢商業等の活性化｣を支援する施策へと展開されていくことと
なる。また、同ビジョンでは中心市街地における商業まちづくりを運営・管理
する TMO(Town Management Organization)組織として、商工会議所・商工会
とともに位置づけられていた｢街づくり会社制度｣の推進が打ち出された 33)。こ
の背景には、駐車場、イベント広場、コミュニティホール等の商業基盤施設を
整備したり、商業集積の核となる共同店舗等の商業施設を設置するにあたって、
商店街振興組合等既存の組織では十分に対応できないという認識があった。こ
れらの施設は大きな資金負担が必要であり、また速やかに意思決定し事業を実
施していくことが必要だからである。そこで、商店街振興組合等に代わって、
市町村等の地方公共団体および商店街振興組合等が出資または拠出した特定
会社 (または公益法人 )が事業を行うものが｢街づくり会社｣ 34) である。｢街づくり
会社｣は、独立行政法人中小企業基盤整備機構が実施する高度化事業である｢商
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店街整備等支援事業｣の対象となる。同事業は、商店街の活性化、集客力の向
上を図るため、第 3 セクター 35)、商工会等が多目的ホール、スポーツ施設、駐
車場等のコミュニティ施設の整備と、これらの施設と併せて共同店舗を整備す
るものである。  
 
  (5)特定商業集積法  
 1991 年 5 月には、ハイ・マート 2000 構想をもとにして、｢商業集積を核と
したまちづくり｣を基本コンセプトとする｢特定商業集積の整備の促進に関す
る特別措置法 (特定商業集積法 )｣が施行された。同法は、通商産業省・建設省・
自治省の 3 省が共管し、｢特定商業集積の整備を促進することにより、商業の
振興及び良好な都市環境の形成を図る｣(第 1 条 )ことを目的としたものである。
なお、特定商業集積とは、｢小売業の業務を行う者の事業の用に供せられる商
業施設と顧客や地域住民の利便の増進を図る施設や小売業者の営業活動を支
援する共同利用施設である商業基盤施設が一体的に整備され、一定の要件を満
たすもの｣ 36) をいう。特定商業集積の要件については、第 4 条に基づく｢特定商
業集積整備基本方針｣で定められていた。当初は｢地域商業活性化型｣｢高度商業
集積型｣の 2 類型であったが、1996 年 7 月に｢中心市街地活性化型｣が追加され、
3 類型となった 37)。なお、特定商業集積法は、｢商業の活性化に対する支援措
置を中心市街地に集中的に講ずる｣との理由で、2006 年 6 月に廃止されている。 
 
(6)21 世紀に向けた流通ビジョン  
『21 世紀に向けた流通ビジョン』(1995 年 )においては、｢まちづくりと商業｣
という章が新たに設けられ、商業政策と都市政策との連携という視点が再確認
されることになる。ここでは、まちづくりに関して商業に期待される役割とし
て、次の 10 項目を挙げている 38)。①まちの核としての商業、②多様な小売業
態の提供―中小小売店、商店街と大型店の共生、③魅力ある個店の創出、育成、
④レジャー志向、余暇時間の増加への対応、⑤高齢化社会等への対応、⑥環境
問題、景観保全への対応、⑦地域の伝統文化の保持・振興、⑧地域産業との連
動、⑨新たな技術に対応した地域社会の情報提供の場としての役割、⑩災害へ
の機動的な対応。そして、｢これらの機能を総体としてとらえれば、商業集積
 119 
が地域社会の基礎的インフラとなっているという意味において、新たな社会資
本として位置づけることが適切である｣ 39) としている。  
 
(7)中心市街地活性化法  
中心市街地は、商業、業務、行政、居住機能等の様々な都市機能が集積し、
長い歴史の中で文化、伝統を育んできた｢まちの顔｣ともいうべき地域である。
しかし、大型小売店や大型ショッピングセンターの郊外立地、中心市街地から
の大型店の撤退や商業地としての魅力の低下、市役所、病院、学校等の公共公
益施設の郊外移転による都市機能の拡散、モータリゼーションへの対応の遅れ、
居住人口の減少等がすすみ、中心市街地の疲弊がすすんでいる。  
このような状況の下で、産業構造審議会流通部会・中小企業政策審議会流通
小委員会合同会議｢大店法からの政策展開について｣(1997 年 12 月 )が答申され、
これを受けて翌 1998 年には、｢中心市街地活性化法 (1998 年施行 )｣｢改正都市計
画法 (1998 年改正施行 )｣｢大店立地法 (2000 年施行 )｣、いわゆる｢まちづくり三
法｣が制定された。同時に、大規模小売店舗の出店を経済的に規制してきた大
店法が 2000 年 5 月末に廃止されることとなり、第二次百貨店法 (1956 年施行 )
から数えると 44 年間にわたって継続してきた大規模小売店舗に対する経済的
規制が撤廃された 40)。  
合同会議答申では、中心市街地活性化の必要性について次のように指摘して
いる。｢中心市街地には、これまで歴史、文化、伝統等も含めた広い意味での
社会資本が蓄積されており、こうした既存ストックの有効活用を図ることが重
要であり、更に、高齢化の進展やエネルギー環境問題の高まりの中で、高齢者
等のモータリゼーションの恩恵を受けることが困難な人々にとっても住み易
い街づくり、エネルギー消費や環境負荷の小さな街づくり等を通じて、豊かな
生活空間としての質の高い街づくりが重要課題となってきている｣。また、大
店法が役割を終えたという認識を示し、その理由について次のように指摘して
いる。｢交通渋滞、駐輪・駐車、騒音、廃棄物等の問題への対応、計画的な地
域づくりとの整合性の確保が必要になってきている｣。｢革新的努力を通じて多
様かつ質の高い購買機会を提供する上での制約効果には無視できないものが
ある｣。  
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(8)改正中心市街地活性化法  
①中心市街地活性化法 (1998 年施行 )改正に至る経緯  
中心市街地活性化法 (1998 年施行 )は、十分な成果を上げることはできず、改
正中心市街地活性化法 (2006 年改正施行 )が制定された。  
中心市街地活性化法 (1998 年施行 )では、まず市町村が中心市街地活性化基本
計画を作成する。次に基本計画に記載された中小小売商業高度化事業について、
地元商業の状況に精通すると考えられる一定の者 (商工会議所・商工会、特定会
社、公益法人等 )が中小小売商業高度化事業に関する総合的かつ基本的な構想で
ある｢TMO 構想 (中小小売商業高度化事業構想 )｣を作成する。作成された TMO
構想については、基本計画に照らして適切なものか等を市町村が判断し、その
構想が適当である旨の認定を行うというスキームであった。この認定を受けた
者が｢TMO(認定構想推進事業者 )｣である。そして、｢市街地の整備改善｣と｢商
業等の活性化｣を柱とする総合的・一体的な対策を関係府省庁、民間事業者等
が連携して推進することにより、中心市街地の活性化を図ろうとするものであ
った。2006 年 6 月末現在で、688 地区において中心市街地活性化基本計画が策
定され、412 地区において中小小売商業高度化事業構想が市町村によって認定
され、中心市街地活性化に向けての取組みがすすめられた 41 )。  
しかしながら、中心市街地活性化の成果が得られた事例は少なく、中心市街
地の疲弊はすすむばかりであった。会計検査院｢中心市街地活性化プロジェク
トの実施状況に関する会計検査の結果について｣(2006 年 10 月 )によって、中心
市街地商業の状況を商業統計調査からみると (プロジェクト実施前 1991～1997
年、プロジェクト実施後 1997～2004 年 )、商店数の推移は｢プロジェクト実施
前中心市街地▲ 1.20％ (全国▲ 2.03％ ) ｣ ｢プロジェクト実施後中心市街地▲
4.50％ (全国▲1.94％ )｣)、小売商品販売額は｢プロジェクト実施前中心市街地▲
0.61％ (全国 0.63％ )｣｢プロジェクト実施後中心市街地▲6.91％ (全国▲1.46％ )｣
となっており、全国平均と比較しても中心市街地における減少が目立つ。また、
空き店舗の推移をみると、基本計画作成年度と 2004 年度を比較して増加して
いる地区が 60.6％、逆に減少している地区が 39.4％、歩行者通行量では、同期
間に平日通行量増加地区が 18.3％、休日通行量増加地区が 15.7％にとどまって
おり、プロジェクト実施の効果は十分ではなかったといわざるを得ない。  
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②改正中心市街地活性化法の意義と目標  
このような状況を受けて、改正中心市街地活性化法 (2006 年改正施行 )が制定
された。同法第 8 条に基づいて作成された｢中心市街地の活性化を図るための
基本的な方針｣(2006 年 9 月 )(以下、｢中心市街地活性化基本方針｣という )では、
中心市街地を活性化する意義として次の 6 点を挙げている。①商業、公共サー
ビス等の多様な都市機能が集積し、住民や事業者へのまとまった便益を提供で
きること、②多様な都市機能が身近に備わっていることから、高齢者等にも暮
らしやすい生活環境を提供できること、③公共交通ネットワークの拠点として
整備されていることを含め、既存の都市ストックが確保されているとともに、
歴史的・文化的背景等と相まって、地域の核として機能できること、④商工業
者その他の事業者や各層の消費者が近接し、相互に交流することによって効率
的な経済活動を支える基盤としての役割を果たすことができること、⑤過去の
投資の蓄積を活用しつつ、各種の投資を集中することによって、投資の効率性
が確保できること、⑥コンパクトなまちづくりが、地球温暖化対策に資する等、
環境負荷の小さなまちづくりにもつながること。そして、中心市街地活性化の
目標として、次の 2 点を挙げている。①人口減少・少子高齢社会の到来に対応
した、高齢者も含めた多くの人にとって暮らしやすい、多様な都市機能がコン
パクトに集積した、歩いて暮らせる生活空間を実現すること、②地域住民、事
業者等の社会的、経済的、文化的活動が活発に行われることにより、より活力
ある地域経済社会を確立すること。  
③改正中心市街地活性化法の主な改正点  
改正中心市街地活性化法 (2006 年改正施行 )の主な改正点は、次の 4 点である
42)。  
第一に、法律の名称が｢中心市街地における市街地の整備改善及び商業等の
活性化の一体的推進に関する法律｣から、｢中心市街地の活性化に関する法律｣
に変更されたことである。中心市街地活性化法 (1998 年施行 )は、市街地の整備
改善と商業等の活性化、とりわけ商業等の活性化を中心に支援するものであっ
た。改正法ではこれらに加えて、｢街なか居住｣や｢都市福利施設の整備｣等の支
援措置が追加され、名称も中心市街地活性化の基本法的性格を反映したものに
改められた。  
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第二に、基本理念と国・地方公共団体・事業者の責務が明確化されたことで
ある。｢中心市街地が地域住民等の生活と交流の場であることを踏まえつつ、
地域における社会的、経済的及び文化的活動の拠点になるにふさわしい魅力あ
る市街地の形成を図ることを基本とし、地方公共団体をはじめとする地域の関
係者の取組みに対して国が集中的かつ効果的に支援を行う｣(第 3 条 )。また、
｢国｣は地域の自主性・自立性を尊重しつつ、中心市街地の活性化のための施策
を総合的に策定し実施する、｢地方公共団体｣は地域の特性や環境の変化を踏ま
えつつ国の施策と連携して中心市街地の活性化を図る、｢事業者｣は国または地
方公共団体が実施する施策に必要な協力をするように努める (第 4～6 条 )と、そ
れぞれの責務が明確にされた。  
第三に、国による認定制度が創設されたことである。中心市街地活性化法
(1998 年施行 )では、市町村が作成する中心市街地活性化基本計画は｢公表｣のみ
で足り、TMO 構想 (中小小売商業高度化事業構想 )の段階で｢市町村による認定｣、
そして TMO 構想に盛り込まれた具体的な中小小売商業高度化事業を実施する
者が作成する TMO 計画 (中小小売商業高度化事業計画 )は市町村が意見を付し
たうえで｢経済産業大臣による認定｣を受けて事業を実施することとなってい
た。そのため、市町村が作成する中心市街地活性化基本計画には、具体的な実
施の見通しが立たない事業までも総花的に盛り込んだ実効性の低いものもみ
られた。会計検査院｢中心市街地活性化プロジェクトの実施状況に関する会計
検査の結果について｣(2006 年 10 月 )によると、基本計画の作成から 5 年以内に
着手できるとしていた事業のうち 5 年経過後も事業に着手していない事業があ
る地区は 95.9％に達している 43)。  
このような状況を受けて、改正中心市街地活性化法 (2006 年改正施行 )では、
国 (内閣総理大臣を本部長とする中心市街地活性化本部 )が｢中心市街地活性化
基本方針｣を作成、これに基づいて市町村が基本計画を策定、これを中心市街
地活性化本部の長である内閣総理大臣が認定する (認定中心市街地活性化基本
計画 )というスキームとした。｢認定中心市街地活性化基本計画｣には、都市機能
の増進、経済活力の向上等に関する具体的な指標、たとえば歩行者通行量や居
住人口の増加、空き店舗率の改善等の具体的な数値目標を掲げる (第 9 条第 2
項第 3 号 )とともに、各種事業の計画期間 (第 9 条第 2 項第 12 号 )を記載するこ
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ととした。  
第四に、中心市街地活性化協議会が法制化されたことである。中心市街地活
性化法 (1998 年施行 )においては、TMO として商工会議所・商工会等が認定さ
れることが多かったが、その活動は商業の活性化に偏ったものであり、中心市
街地の活性化を総合的に推進していくことは難しかったといえる。その反省を
踏まえて、改正中心市街地活性化法 (2006 年改正施行 )では商業者のみならず、
中心市街地整備推進機構や街づくり会社、商工会･商工会議所等が中心となり、
地権者等中心市街地活性化に密接な関係を有するもの、地域住民等も含めた多
様な主体によって組織される｢中心市街地活性化協議会｣を法制化した。協議会
は、市町村が作成する基本計画に対して意見を述べ、また民間事業者が作成す
る事業計画に対する協議等、中心市街地の活性化を総合的かつ一体的に推進す
るまちづくりのトータルコーディネートの役割を担うことになる。  
④中小小売商業高度化事業  
｢中心市街地活性化基本方針｣では、商業活性化のための事業および措置とし
て、①中小小売商業高度化事業、②特定商業施設等整備事業 44)、③大店立地法
の特例措置 45) の 3 つを挙げている。このうち、中小小売商業に対する支援措
置として重要な事業は、｢中小小売商業高度化事業｣である。同基本方針におい
ては、従来の中小小売商業活性化のための取組みの問題点として、次の点を指
摘している。①個々の商店街ごとの活性化努力にとどまり、複数の商店街によ
る広域的な中小小売商業の発展に必ずしも結びついていないこと、②専ら基盤
整備等の周辺事業にとどまり、中小小売商業としての競争力の根幹である業種
揃え・店揃えの最適化に関する取組みが不十分であったこと、③主に事業を営
む中小小売商業者を中心とした取組みであり、地権者等との連携が不十分であ
ったこと、④まちの様々な事業主体との連携が不足していたこと。このような
問題点を踏まえ、今後の中小小売商業高度化事業について次のように指摘して
いる。｢商業者を取り巻く様々な関係者との連携の上に立った、意欲的な中小
小売商業者による業種構成･店舗配置、基盤整備及びソフト事業を総合的に推
進し、周辺地域への波及効果の認められる商店街等中小小売商業の高度化を通
じた中心市街地のにぎわい回復に資する取組みを戦略的かつ重点的に促進す
るものである｣。  
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具体的には、中心市街地活性化協議会での協議を経て作成した事業計画につ
いて経済産業大臣の認定を受けた事業については、中小企業信用保険法の特例、
独立行政法人中小企業基盤整備機構による商業施設整備や賃貸その他の管理、
資金の出資等の支援が行われる 46 )。また、税制上でも、地方税 (商業基盤施設
の整備に対する固定資産税、不動産取得税 )の減免措置や事業の用に供するため
土地を譲渡した場合の譲渡所得の特別控除等の措置が講じられている。また、
これまでと同様に｢戦略的中心市街地商業等活性化支援事業補助金｣も、中心市
街地に限定して重点的に投入される。同補助金は、改正中心市街地活性化法
(2006 年改正施行 )に規定する｢認定中心市街地活性化基本計画｣に基づき実施
する、商業の活性化や中心市街地のにぎわい創出等に資する事業に対して支援
を行うものである 47)。商店街振興組合等が実施する中小企業者向け支援、およ
び街づくり会社等の民間事業者向け支援については、補助率 3 分の 2 以内とな
っている。  
⑤改正中心市街地活性化法の成果  
内閣府による｢認定中心市街地活性化基本計画｣の取組みの進捗状況の中間
フォローアップ報告 (2011 年度、中心市街地活性化に取り組んでいる市による
自己評価、68 市 70 基本計画 )によると、｢進捗が予定どおり｣(進捗状況が順調
で目標達成可能、進捗状況は概ね予定どおりだが、このままでは目標達成可能
とは見込まれず今後対策を講じることが必要 )とする割合は、全体で 52％、目
標指標別には販売額等 42％、通行量 42％、居住人口等 51％、施設入込数等 73％
などとなっている。  
中心市街地活性化法 (1998 年施行 )による基本計画を策定した地区数の 688 か
ら、改正中心市街地活性化法 (2006 年改正施行 )による基本計画の認定を受けた
地区数は 118 と大幅に絞り込まれているが、その中でも中間フォローアップ報
告の対象となった地区の半数近くの 48％は、全体として｢進捗が予定どおりで
ない｣(進捗状況は予定どおりではなく引き続き最大限努力していく、進捗に支
障が生じており目標達成が可能とは見込まれない )と回答しており、改正中心市
街地活性化法 (2006 年改正施行 )についても順調に成果を上げているとはいえ
ない状況である 48)。  
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小 括  
 
本章では、まず地域商業振興政策史を振り返った。流通振興政策の中に地域
的な視点が埋め込まれた嚆矢は、1962 年の商店街振興組合法の施行であった。
翌 1963 年には、商店街向けの高度化資金助成制度の主な事業が制度化された。
1973 年には中小小売商業振興法が施行され、同法の認定を受けることにより高
度化資金を無利子で借りることができるようになる。さらに、改正中小小売商
業振興法 (1991 年改正施行 )では、街づくり会社への支援も可能となった。1999
年に中小企業基本法が改正され、意欲ある中小企業を政策の対象とすることが
明確化されるとともに、中小企業政策の観点から地域商業振興政策を講じるこ
とが明記される。その後、2009 年に地域商店街活性化法が施行され、改正中心
市街地活性化法 (2006 年改正法施行 )による認定基本計画外の商店街において
も、意欲的な商店街を重点的に支援するようになっている。  
 ｢社会的有効性｣を評価する視点が地域商業振興政策に導入されたのは、『80
年代の流通産業ビジョン』(1984 年 )である。｢社会的有効性｣という視点は、『90
年代の流通ビジョン』 (1989 年 )では後退したものの、『21 世紀に向けた流通ビ
ジョン』 (1995 年 )では再び確認されることになった。しかし、『新流通ビジョ
ン』(2007 年 )では、流通の｢社会的有効性｣については改めて確認されているも
のの、その担い手は地域商業ではなく、大型店やチェーン店とされている。  
 地域商業は都市機能を構成するひとつの要素であるという視点、いわば｢ま
ちづくり政策｣と｢地域商業振興政策｣とのかかわりを求める視点は、『流通近代
化地域ビジョン』 (1970 年 )を嚆矢とする。その後、1989 年に街づくり会社制
度｣が打ち出され、1991 年に｢商業集積を核としたまちづくり｣を基本コンセプ
トとする特定商業集積法が施行されることになる。『21 世紀に向けた流通ビジ
ョン』(1995 年 )では｢まちづくりと商業｣という観点が再確認され、中心市街地
の整備改善と商業の活性化を一体的に支援する中心市街地活性化法 (1998 年施
行 )が制定されることになる。同法は 2006 年に改正され、中心市街地を構成す
るひとつの要素としての中小小売商業への支援という性格が明確にされてい
る。  
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注 
1)1932 年 10 月に施行された商業組合法は 1938 年 5 月に改正施行され、｢設立要件は各業種毎の過半
数の参加から全有資格者の過半数の参加へと変更、商店街商業組合の設立が促進されるようになっ
た｣。なお、商業組合法は、1943 年 7 月に廃止されている。｢商業組合法では、参加者は地区内の
商業者に限定されていたが、商店街振興組合法では、参加者は地区内の商業者のみならず地区内の
他の事業者や事業を行っていない個人等も含むことができるようになった｣(川野訓史｢流通政策は
地域をどう見てきたか｣『流通』第 28 号、2011 年 5 月、22 ページ)。商店街商業組合については、
石原武政｢商店街の組織化－戦前の商店街商業組合を中心として－(上)(下)｣第 35 巻第 6 号、第 36
巻第 1 号、1985 年 3 月、1985 年 5 月に詳しい。 
2)通商産業省｢中小小売商業の振興を図るための中小小売商業者に対する一般的な指針｣第 3 条、1991
年 8 月 20 日。 
3)中小企業庁｢中小企業連携組織対策に関する中間報告書｣2005 年 7 月。 
4)中小企業庁委託調査(流通政策研究所)『商店街実態調査報告書 2000 年度』2001 年 3 月。 
5)佐々木保幸｢流通近代化政策と中小小売商業振興法｣加藤義忠・佐々木保幸・真部和義『小売商業政
策の展開(改訂版)』同文舘出版、2006 年、181 ページ。 
6)番場博之｢商業調整政策の特殊性とその背景(その①)｣『千葉商大論叢』第 43 巻第 3・4 号、2006
年 3 月、11 ページ。 
7)中小企業庁編『新中小企業基本法』同友館、2000 年、26 ページ。 
8)同上書、68～69 ページ。 
9)中小企業政策審議会中小企業経営支援分科会商業部会答申｢『地域コミュニティの担い手』として
の商店街を目指して｣2009 年 1 月、4 ページ。 
10)同上答申、4 ページ。 
11)同上答申、13 ページ。 
12)社会課題は、次の 6 つである(2012 年度)。①少子化、②高齢化、③安全・安心、④地域資源活用・
農商工連携、⑤創業・人材、⑥環境。 
13)2007 年度までは、中小小売商業振興法による認定を受けた計画に基づいて整備される施設につい
ては、｢少子高齢化等対応中小商業活性化施設整備事業費補助金｣(アーケード、カラー舗装、教養
文化施設等が対象)、｢少子高齢化等対応中小商業活性化支援事業費補助金｣(イベント広場等公衆利
便施設の整備、テナントミックスに資する店舗等が対象)として補助が行われてきたが、2008 年度
より｢中小商業活力向上事業補助金｣に名称が変更された。それまでは、少子高齢化や安全・安心等
の社会課題に対応するものに限られてきたが、商店街の集客力向上や IT 化等生産性向上に資する
課題に対応する取組みも補助対象となり、商店街のイメージアップのためのアーケード撤去事業、
ポイントカードや電子マネーの導入事業等も補助対象事業として追加された。2012 年度の補助対
象事業は、｢ハード事業｣と｢ソフト事業｣に大別できる。｢ハード事業｣では、アーケード、カラー舗
装、街路灯、駐車場、商業インキュベータ、バリアフリー対応設備、防犯対応設備、環境リサイク
ル対応設備、ポイントカードシステムなど、｢ソフト事業｣では、商店街等活性化支援(イベント事
 127 
業、福祉・コミュニティビジネス事業、商店街マネジメント事業、商店街人材育成事業など)、空
き店舗活用支援、アーケード等撤去支援が挙げられている。 
14)石原武政は、『80 年代の流通産業ビジョン』においては、｢経済的効率性と社会的有効性を対立す
る軸として捉え、それに規制強化の拠りどころを求めていた｣と指摘している(石原武政｢地域商業
政策の系譜｣『商学論究』第 58 巻第 2 号、2011 年 1 月、88 ページ)。 
15)通商産業省商政課編『80 年代の流通産業ビジョン』通商産業調査会、1984 年、19 ページ。 
16)同上書、1984 年、16 ページ。 
17)『80 年代の流通産業ビジョン』では、｢地域密着型小売業の役割｣として、次のように指摘してい
る。｢消費者に生活必需品を供給する小売業、とりわけ消費者の近隣周辺に立地する地域密着型小
売業は、広域型商店街等における買回り性の強い小売業とはおのずから役割が異なっており、地域
住民の基礎的なニーズを効率的かつ的確に充たしていかなければならない。地域住民にとって生活
環境の良否は、これらの機能を有し、便利で親しみがもて、社会的コミュニケーションの場でもあ
る地域密着型小売業が近くにあるかどうかに大きく左右される｣(前掲書、1984 年、9 ページ)。 
18)通商産業省産業政策局・中小企業庁編『21 世紀に向けた流通ビジョン』通商産業調査会、1995
年、11 ページ。 
19)同上書、11 ページ。石原武政は、｢『80 年代の流通産業ビジョン』は経済的効率性と社会的有効
性を対立する概念として理解したきらいがあったが、ここ(『21 世紀に向けた流通ビジョン』－筆
者注)ではそれを明確に否定して、相互に矛盾することのない異次元の問題として整理した｣と指摘
している(石原武政、前掲論文、88 ページ)。 
20)経済産業省編『新流通ビジョン－生活づくり産業へと進化する我が国小売業－』経済産業調査会、
2007 年、72～75 ページ。 
21)同上書、72～73 ページ。 
22)同上書、76～79 ページ。 
23)産業構造審議会流通部会第 8 回中間答申『流通近代化地域ビジョン』1970 年、47 ページ。 
24)｢商業近代化地域計画｣は、当初は日本商工会議所への委託事業、1984 年度からは補助事業となっ
た(鈴木安昭『日本の商業問題』有斐閣、2001 年、214 ページ)。 
25)｢地域問題は、今後わが国が直面する最大の課題の一つであるといわれている。即ち、わが国経済
社会の急速な発展は生産、消費、労働等の各分野ばかりではなく、地域構造に大きな変貌を招来し
ており、国土の均衡ある発展と健康で豊かな国民生活の充足のためには、わが国経済社会の将来像
を前提に、その発展を促進しうる機能的で効率的な住みよい“まちづくり”が強く要請されている
ところである。(中略) この｢商業近代化地域計画｣は、都市計画、広域市町村圏、地方生活圏等の関
連地域計画との調整を図り、その地域におけるトータル・システムの一部として地域の発展段階に
応じて常に十分な商業・流通機能を発揮しうるような『商業近代化地域計画』を策定し、地域ぐる
みの商業近代化を推進することによって、以上の要請に応えようとするものである｣(日本商工会議
所商業近代化委員会『商業近代化地域計画報告書 1971 年度版〔1〕』1972 年、3 ページ)。 
26)石原武政、前掲論文、65 ページ。 
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27)松島茂｢地域商業振興とまちづくり三法｣石原武政・加藤司『日本の流通政策』中央経済社、2009
年、205 ページ。 
28)産業構造審議会流通部会第 9 回中間答申『70 年代における流通』、79～80 ページ。 
29)通商産業省商政課編『80 年代の流通産業ビジョン』通商産業調査会、1984 年、16 ページ。 
30)同上書、16～17 ページ。 
31)同上書、91 ページ。 
32)通商産業省商政課編『90 年代の流通ビジョン』通商産業調査会、1989 年、203～258 ページ。 
33)同上書、152～153 ページ。 
34)｢街づくり会社制度｣は、｢当初(1989 年度－筆者注)は、その公益性を担保するために、民法第 34
条に規定する公益法人に限定され、構成員も地方公共団体、商店街組合(事業協同組合、商店街振
興組合)、中小小売商業者、中小サービス業者に限定され、既存商店街にコミュニティ施設を整備
するものとされた。(中略) 翌 1990 年度には新たに中小企業事業団、地方公共団体が出資する第三
セクターとしての株式会社が認められることとなった。その結果、当初の公益法人が｢街づくり会
社パートⅠ｣と呼ばれ、既存商店街にコミュニティ施設を整備する｢商店街活性化施設整備事業｣を
行うものが｢街づくり会社パートⅡ｣、既存商店街または郊外のロードサイドに、コミュニティ施設
とショッピングセンター型の商業店舗(賃貸型商業集積)を併せもった総合的商業集積を整備する
｢地域商業集積整備促進事業｣を行うものが｢街づくり会社パートⅢ｣と呼ばれることとなった。これ
らの 3 つの型の街づくり会社制度は、1991 年度から統一され、事業的には｢商店街整備等支援事業｣
に一本化された｣(石原武政｢流通政策｣通商産業政策史編纂委員会・石原武政編『通商産業政策史
1980～2000 第 4 巻商務流通政策』経済産業調査会、2011 年、231～232 ページ)。 
35)商店街整備等支援事業の対象となる第 3 セクターとは、｢特定会社｣(中小企業者以外の会社による
出資の額の合計額が資本の額もしくは出資の総額の 2 分の 1 未満である会社)、もしくは｢公益法人｣
(民法第 34 条の規定により設立された法人)である。 
36)通商産業省編『特定商業集積整備法の解説』通商産業調査会、1997 年、265 ページ。 
37)特定商業集積法によって｢承認された構想は高度商業集積型 13 件、地域活性化型 38 件、中心市街
地活性化型 1 件にすぎなかった。バブルが崩壊したという背景ももちろんあったが、地域要件や業
種要件などが細部にわたり厳しかったことに加えて、郊外での開発に対して建設省が土地利用規制
を厳格に適用したことが、この適用事例を少なくした要因だとされている｣(石原武政、前掲論文、
78 ページ)。 
38)通商産業省産業政策局・中小企業庁編『21 世紀に向けた流通ビジョン』通商産業調査会、1995
年、115～118 ページ。 
39)同上書、118 ページ。 
40)大店立地法は大規模小売店舗を対象としているという点では大店法と共通性をもっている。しか
し、大店法が大型店の経済活動を直接規制する｢経済的規制｣であったのに対して、大店立地法は大
規模小売店舗周辺の住民の生活環境の保持という｢社会的規制｣であって、その目的を全く異にして
いる。 
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41)自主財源で支出の半分以上を賄っている TMOの割合は、商工会等 TMO19％、特定会社 TMO49％、
合計 32％にすぎない。また、TMO による事業の効果測定を実施している割合も、商工会等
TMO47％、特定会社 TMO29％、合計 42％にとどまっている(会計検査院｢タウンマネジメント機
関(TMO)による中心市街地の商業活性化対策について(2003 年度決算検査報告第 4 章第 11)｣2004
年 11 月)。 
42) 都市計画・中心市街地活性化法制研究会編『詳説 まちづくり三法の見直し』ぎょうせい、2007
年、および土肥健夫『改正・まちづくり三法下の中心市街地活性化マニュアル』同友館、2006 年、
28～31 ページを参考にした。 
43)基本計画の作成から 5 年経過後も着手できていない事業がある理由として、次の諸点が挙げられ
ている(複数回答)。｢地権者、関係者等の合意形成が図れていないこと｣63.8％、｢事業主体において
事業に要する資金が不足していること｣53.9％、｢当該事業の実施の前提となる他の事業が完了して
いないこと｣34.4％、｢市町村等において事業の実施のための適切な人材が確保されていないこと｣
17.0％(会計検査院｢中心市街地活性化プロジェクトの実施状況に関する会計検査の結果について｣
2006 年 10 月)。 
44)｢特定商業施設等整備事業｣は、駐車場、多目的ホールや交流センター等の商業基盤施設(既存また
は新規の商業施設と一体的に整備し、当該商業施設の延べ床面積が原則 3,000 ㎡以上)または相当
規模以上の商業施設(延べ床面積原則 3,000 ㎡以上)の整備を行うことにより、中心市街地全体の魅
力の向上とにぎわいの創出を図る事業である。 
45)｢大店立地法の特例措置｣は、大型空き店舗等への大規模小売店舗の迅速な誘致を行うために、認
定基本計画に定められた中心市街地の全部あるいは一部において大店立地法の新設または変更の
際の届出を不要とし、大店立地法の手続を実質的に適用除外にできるというものである。 
46)経済産業大臣の認定を受けた事業については、税制面でも地方税(商業基盤施設の整備に対する固
定資産税、不動産取得税)の減免措置や事業の用に供するため土地を譲渡した場合の譲渡所得の特
別控除等の措置が講じられている。 
47)2012 年度の補助対象事業は、次のとおりである。①商業基盤施設等整備事業(テナントミックス
店舗、集客核施設、駐車場、催事場、案内コーナーの設置など)、②中心街再生事業(街づくり会社
等が不動産の所有と利用の分離の手法を用い利用権を集約化し、商業施設を整備する事業など)、
③商業活性化事業(地域コミュニティとの連携事業、駐車サービス管理システム、回遊性向上のた
めのイベント事業、老朽化したアーケード等の撤去、中心市街地活性化協議会事務局へのタウンマ
ネージャー設置や調査研究に係る経費など)。 
48)内閣府地域活性化推進室｢中心市街地の活性化に向けて(中心市街地活性化基本計画の取組状況に
関する 2011 年度中間フォローアップ報告)｣2012 年 6 月 29 日。 
 130 
第 5 章 地域商業振興政策の変遷と政策の効果  
 
地域商業は、主として地域に拠点を置く 1) 小売業・飲食業・対個人サービス
業を営む中小商業者、それらが集積した商店街、さらに複数の商店街からなる
商業集積によって形成されている。地域商業は、｢経済的機能｣に加えて｢社会
的機能｣をもっており、その機能の強化を図るために商店街組織あるいはいく
つかの商店街組織を含む商業集積組織による活動がなされている。その活動を
行政として支援していくことが｢地域商業振興政策｣である。地域商業機能のう
ち、大型店とは異なる地域商業ならではの機能は｢社会的機能｣であり、これら
は広く｢まちづくり｣という観点から、その支援がなされている。｢経済的機能｣
面でも、地域商業が大型店や大型 SC とは差別化された｢経済的機能｣を担うこ
とによって、地域住民に多様な買物の選択肢を提供し、地域住民の生活利便向
上に資するという点、地域商業の｢経済的機能｣を維持・強化することは地域商
業の｢社会的機能｣を間接的に維持・強化することにもつながるという点から支
援がなされている。他方で、地域商業は衰退傾向を強め、その｢経済的機能｣は
著しく劣化している。  
そこで本章では、地域商業振興政策の柱となってきた商店街向け高度化資金
助成制度、および商店街向け施設整備事業補助金制度の変遷を整理したうえで、
商店街の現状や地域商業の地盤沈下、商業集積に立地する優位性の低下につい
て論究する。  
 
1．商店街向け高度化資金助成制度と施設整備事業補助金制度  
 
(1)商店街向け高度化資金助成制度  
高度化資金助成制度は、中小企業構造の高度化を金融面から促進する政策で
あり、その前身は、1956 年に制定された｢中小企業振興資金助成法｣に基づき、
国から都道府県に対して補助金 (補助率 1／4)を交付し、都道府県から中小企業
者に融資する制度が創設されたことにさかのぼる (融資比率：1／2、金利：無利
子 ) 2)。  
その後、1963 年に｢中小企業近代化資金助成法｣および｢中小企業高度化資金
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融通特別会計法｣に基づき、国の特別会計から都道府県に対して融資 (融資比
率：1／4)し、都道府県から中小企業者に対して融資 (融資比率：1／2、金利：
無利子 )する制度が創設され、高度化資金助成制度が開始された。このうち商店
街向けのものは、｢共同施設事業｣ (アーケードや共同駐車場などを設置する事
業 )、｢小売商業店舗等共同化事業｣(共同店舗 )、｢小売商業等商店街近代化事業｣
(都市計画事業に併行して各店舗を近代的に建替え、改造し、併せて組合が商店
街共同施設としてアーケードや共同駐車場などを設置する事業 )である。  
｢中小企業近代化資金助成法｣は、1966 年に｢中小企業近代化資金等助成法｣
に名称変更され、設備貸与制度が追加された。1967 年には｢中小企業振興事業
団｣が設立され、同事業団から都道府県に対して融資 (融資比率：40％ )、都道府
県から中小企業者に融資 (融資比率：65％または 80％、金利：2.2％または無利
子 )されることになった。  
1973 年には中小小売商業振興法が施行され、同法の認定を受けて行う事業は、
一般の高度化事業よりも有利な貸付条件で高度化資金が助成されることにな
った。貸付条件は、｢共同施設事業｣｢小売商業店舗等共同化事業｣では、金利無
利子 (一般は 2.7％ )、融資比率 80％ (同 65％ )、貸付期間 12 年以内・据置期間 2
年以内 (一般と同じ )である。｢小売商業等商店街近代化事業｣では、金利無利子
(一般は 2.7％ )、融資比率 80％ (同 65％ )、貸付期間 15 年以内・据置期間 3 年以
内 (一般と同じ )である。  
その後、1983 年に 5 人以上の小規模事業者が参加すれば実施できる｢小売商
業店舗等共同利用事業 (小売アパート )｣、1984 年に新たな地域に移転して 1 つ
の団地に集団して店舗を設置する｢小売商業店舗等集団化事業｣が創設され、さ
らに 1989 年には中小企業振興事業団に出資機能が追加された。その後、改正
中小小売商業振興法 (1991 年改正施行 )が制定され、これに対応して高度化資金
助成制度では｢小売商業店舗等集団化事業｣が中小小売商業振興法の認定の対
象となり、また｢商店街整備等支援事業｣ (中小企業構造の高度化を支援する者
(街づくり会社 )が行うコミュニティ施設の整備事業と、併せて行うショッピン
グセンター型の商業店舗 (賃貸方式 )の整備事業に必要な資金を融資する制度 )
が創設された。  
1999 年には、中小小売商業振興法の認定を受けて実施される構造改善等高度
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化事業 (特定事業 )の位置づけが変更され、小売商業等商店街近代化事業は｢集積
区域整備事業｣、商店街共同施設事業は｢特定中小企業団体事業 (共同施設事業 )｣、
小売商業店舗等共同化事業および小売商業店舗等共同利用事業は｢特定中小企
業団体事業 (施設集約化事業 )｣、小売商業店舗等集団化事業は｢集団化事業｣とな
った。  
この間、高度化資金助成制度を運用する主体は、1963 年からは｢中小企業高
度化資金融通特別会計｣、1967 年からは｢中小企業振興事業団｣(｢中小企業高度
化資金融通特別会計｣と｢日本中小企業指導センター｣が統合 )、1980 年からは
｢中小企業事業団｣ (｢中小企業振興事業団｣と｢中小企業共済事業団｣が統合 )、
1999 年からは｢中小企業総合事業団｣(｢中小企業事業団｣と｢中小企業信用保険
公庫｣が統合 )、2004 年からは｢独立行政法人中小企業基盤整備機構｣(中小企業
総合事業団、地域振興整備公団 (地方都市開発整備等業務を除く )、産業基盤整
備基金が統合 )へと引き継がれてきた。  
表 5-1 は、1967 年 8 月に中小企業振興事業団発足以降の｢小売商業店舗等共
同化事業｣(1999 年度から特定中小企業団体事業の施設集約化事業 )を事例とし
て高度化資金の貸付条件の推移をみたものである。貸付割合は、当初は 65％以
内であったが、1973 年 10 月に中小小売商業振興法が施行され、同法の認定を
受けた事業は 80％以内にまで引き上げられた。貸付利率も、1967 年 8 月～1969
年 4 月の期間は 2.2％、1969 年 5 月～1973 年 9 月の期間は 2.7％となっていた
が、1973 年 10 月の中小小売商業振興法施行以降は、同法の認定を受けた事業
は無利子となった。貸付期間および据置期間も、1967 年 8 月～1988 年 3 月の
期間は貸付期間 12 年以内、据置期間 2 年以内であったが、中小小売商業振興
法の認定を受けた事業については 1988 年 4 月～1999 年 3 月の期間は貸付期間
15 年または 20 年以内、据置期間 2 年または 3 年以内、1999 年 4 月以降は貸
付期間 20 年以内、据置期間 3 年以内と、より有利な貸付条件となってきてい
る。  
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表 5-1 高度化資金貸付条件の推移 
適用期間 貸付割合 貸付利率(年) 貸付期間 据置期間 
1967 年 8 月～1969 年 4 月 65％以内 2.20％以内 12 年以内 2 年以内 
1969 年 5 月～1988 年 3 月 
(1973 年 10 月～1988 年 3 月) 
65％以内 
(80％以内) 
2.70％以内 
(無利子) 
12 年以内 
(12 年以内) 
2 年以内 
(2 年以内) 
1988 年 4 月～1999 年 3 月 
65％以内 
(80％以内) 
2.70％以内 
(無利子) 
15 年以内 
(15 年または 
20 年以内) 
2 年以内 
(2 年または 
3 年以内) 
1999 年 4 月～2001 年 3 月 
80％以内 
(80％以内) 
2.10％以内 
(無利子) 
20 年以内 
(20 年以内) 
3 年以内 
(3 年以内) 
2001 年 4 月～ 
80％以内 
(80％以内) 
市場金利連動型の貸付利率に 
2001 年度 1.50％以内(無利子) 
2002～2004 年度 
1.05％以内(無利子) 
2005 年度 0.80％以内(無利子) 
2006 年度 0.95％以内(無利子) 
2007～2010 年度 
1.10％以内(無利子) 
2011～2012 年度 
1.05％以内(無利子) 
20 年以内 
(20 年以内) 
 
3 年以内 
(3 年以内) 
 
(注 1)小売商業店舗等共同化事業(1999 年度以降は施設集約化事業)の場合。 
(注 2)1973 年 10 月に中小小売商業振興法が施行されたが、カッコ内は中小小売商業振興法の認定を受けた
事業の貸付条件を示す。 
(出所)中小企業庁編『中小企業施策のあらまし』(1967～1992 年度版)、同『中小企業施策総覧』(1993～2010
年度版)、同『中小企業施策利用ガイドブック』(1994～2010 年度版)、会計検査院｢独立行政法人中小
企業基盤整備機構(旧・中小企業総合事業団)の実施する 高度化事業 に関する会計検査の結果につい
て｣2005年 6 月より作成。 
 
表5-2は、中小小売商業振興法の認定に基づく高度化資金助成制度である。
中小企業者が組合等を設立して共同店舗や共同施設などを設置することによ
って、経営体質の改善を図る場合や、第3セクターなどが中小企業者の経営基
盤強化を支援する施設を設置する場合に、中小企業基盤整備機構と都道府県が
共同で必要な土地・建物・設備などの資金を融資する。なお、中小小売商業振
興法の認定を受けた計画に加えて、改正中心市街地活性化法 (2006年改正施行 )
の認定を受けた計画に基づく事業についても貸付利率が無利子となる。  
 134 
表5-2 中小小売商業振興法の認定に基づく高度化資金助成制度(2012年度) 
高度化事業計画(中
小小売商業振興法) 
対応する高度化資
金助成制度の種類 
概  要 
商店街整備計画 
 商店街改造計画 集積区域整備事業 商店街地域における中小小売商業者等が一体となって個々の
店舗の改造(空き店舗を活用して、商店街の核となる施設を設
置する場合を含む)を行うとともに、共同駐車場、アーケード、
街路灯などを設置することによって魅力ある商店街にリニュ
ーアルする事業。 
共同施設計画 共同施設事業 商店街にアーケード、カラー舗装、駐車場、街路灯を設置す
るなど、組合等が共同の施設を設置する事業。 
共同店舗等整備計
画 
施設集約化事業 中小小売商業者が組合または共同出資会社を設立してショッ
ピングセンター、スーパーマーケットなどの商業施設を建設
する事業。 
店舗集団化計画 集団化事業 商店街地域にオープンスペースを持った商店の集積(パティ
オ商業集積)を形成する事業。 
商店街整備等支援
計画 
商店街整備等支援
事業 
商店街が地域に密着した生活の中心地として再生するため
に、地方公共団体が出資・支援する第 3 セクターまたは商工
会、商工会議所等が商店街の顧客の利便施設として駐車場、
多目的ホール、ポケットパーク等のコミュニティ施設を設置
したり、これらの整備に併せてショッピングセンターなどの
商業施設を整備する事業。 
(注)貸付割合は、土地、建物、設備などについて貸付対象事業費の 80％以内、貸付利率は無利子、貸付期
間は 20 年以内(据置期間 3 年以内)で都道府県が適当と認める期間。 
(出所)中小企業基盤整備機構｢高度化事業の種類｣、および中小小売商業振興法施行規則より作成。 
 
(2)商店街向け施設整備事業補助金制度の変遷  
表 5-3 は、商店街向け施設整備事業補助金制度の変遷年表である。商店街組
織を対象とした国による施設整備事業補助金は、1989 年度に創設された｢コミ
ュニティ施設整備事業費補助金｣にはじまる。同補助金は、イベントホールや
駐車場など商店街の公共的共同施設を整備する事業に対して補助するもので、
補助率は国 1／4、都道府県 1／4、国の補助限度額は 4,000 万円であった。  
｢コミュニティ施設整備事業費補助金｣は、1991 年度に補助対象事業が拡充さ
れて、｢商業基盤施設整備費補助金｣と｢商業環境改善施設整備費補助金｣に分割
された。｢商業基盤施設整備費補助金｣の補助対象事業は、教養文化施設やスポ
ーツ施設、｢商業環境改善施設整備費補助金｣の補助対象事業は、アーケード・
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カラー舗装、駐車場・駐輪場施設などで、補助率はこれまでと同じ国 1／4、都
道府県 1／4 であるが、国の補助限度額が 5,000 万円あるいは 7,500 万円 (特定
の条件を満たす場合 )に引き上げられた。  
1993 年度には、｢商業基盤施設整備費補助金｣と｢商業環境改善施設整備費補
助金｣が統合されて、｢商業基盤等施設整備事業補助金｣となり、国の補助限度
額が 8,000 万円あるいは 1.2 億円 (特定の条件を満たす場合 )に引き上げられた。 
1995 年度には、｢商業基盤等施設整備事業補助金｣の中に｢商業パサージュ事
業｣(高齢者・身障者対応型、地域の特性および文化対応型、高度情報化対応型、
地球環境対応型の事業 )が設けられ、国の補助限度額は 2 億円となった。1997
年度には、｢商業基盤等施設整備事業補助金｣の補助対象事業として商業インキ
ュベータ施設 (新規開業者向け貸し店舗 )が追加された。1998 年度には中心市街
地活性化法 (1998 年施行 )の制定に伴い、｢中心市街地等商店街リノベーション
補助金｣が創設された。商店街振興組合が実施主体となる場合、中心市街地地
域における補助限度額が 3 億円まで拡大され、その他の地域における補助限度
額 1.5 億円となった。  
1999 年度には、｢中心市街地等商店街リノベーション補助金｣は補助対象事業
が拡充され、｢中心市街地等商店街・商業集積活性化施設等整備事業補助金｣に
改称された。また、国の補助限度額も地下駐車場や電線類地中化事業について
は、中心市街地地域 5 億円、その他の地域 4 億円に引き上げられた。  
2001 年度には、｢中心市街地等商店街・商業集積活性化施設等整備事業補助
金｣の補助限度額が引き上げられ、中心市街地地域の｢高度利用型施設整備事
業｣では 4 億円、その他の地域の｢商業パサージュ事業｣では 2 億円にまで引き
上げられた。  
2002 年度には、｢中心市街地等商店街・商業集積活性化施設等整備事業補助
金｣は｢リノベーション補助金｣に名称が変更され、中心市街地地域の補助率が 1
／3 に引き上げられ、その補助限度額も通常 5 億円、｢高度利用型施設整備事業｣
は 6 億円、地下駐車場や電線類地中化事業は 7 億円にまで引き上げられた。  
改正中心市街地活性化法 (2006 年改正施行 )が制定された 2006 年度には、｢リ
ノベーション補助金｣は、中心市街地地域の｢戦略的中心市街地商業等活性化支
援事業補助金｣、その他の地域の｢少子高齢化等対応中小商業活性化事業補助
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金｣に分割された。商店街振興組合の場合、その補助率および補助限度額は、
中心市街地地域では国による補助率 2／3、国の補助限度額の明記なし、その他
の地域では国による補助率 1／2、国の補助限度額 5 億円となり、補助率、補助
限度額ともに引き上げられた。  
2008 年度には、その他の地域の｢少子高齢化等対応中小商業活性化事業補助
金｣は｢中小商業活力向上事業補助金｣に改称され、補助対象事業が拡充された。
なお、補助率、補助限度額の変更はない。  
2009 年度には、地域商店街活性化法の施行に伴い、同法に基づき認定を受け
た事業は国による補助率 2／3(複数の社会課題に対応した事業 )に引き上げられ、
一般の商店街では国による補助率 1／2(複数の社会課題に対応した事業 )、同 1
／3(1 つの社会課題に対応した事業 )となった。  
2010 年度における商店街振興組合を対象とした施設整備事業補助金は、表
5-4 である。｢認定中心市街地活性化基本計画｣に位置づけられた施設整備事業
および活性化支援事業を対象とした｢戦略的中心市街地商業等活性化支援事業
補助金｣、それ以外の商店街を対象とした｢中小商業活力向上事業補助金｣に大
別することができる。｢戦略的中心市街地商業等活性化支援事業補助金｣の国に
よる補助率は 2／3、｢中小商業活力向上事業補助金｣は地域商店街活性化法の認
定を受けた商店街が実施する事業では国による補助率 2／3(複数の社会課題に
対応した事業 )、その他の商店街においては中小小売商業振興法の認定を受けた
場合は国による補助率 1／2(同 )となっている。  
 
表 5-3 商店街向け施設整備事業補助金制度の変遷年表 
1989 年度 コミュニティ施設整備事業費補助金 
イベントホール、駐車場等商店街の公共的共同施設を整備する事業に対して補助。補助対象数
は 50 カ所(1990 年度は 55 カ所)、補助率は国 1／4、都道府県 1／4、国の補助限度額 4,000
万円／カ所。 
1991 年度 商業基盤施設整備費補助金および商業環境改善施設整備費補助金 
中小小売商業振興法の認定を受けた計画に基づき整備される商業基盤施設であって、商店街の
活性化を図るとともに一般公衆の利便に寄与する施設の建設または取得に要する経費を補助。
補助率は国 1／4、都道府県 1／4、国の補助限度額は 5,000 万円、7,500 万円(特定の条件を満
たす場合)。 
商業基盤施設整備費補助金 
補助対象事業は、教養文化施設、スポーツ施設。 
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商業環境改善施設整備費補助金 
補助対象事業は、アーケード・カラー舗装、駐車場・駐輪場施設、公園・緑地・緑化施設、イ
ベント広場・モニュメント・ストリートファニチャー、その他の街路灯・公衆便所等商店街の
機能を高める施設。 
1993 年度 商業基盤等施設整備事業補助金 
(商業基盤施設整備費補助金および商業環境改善施設整備費補助金から改称) 
補助対象事業は、変更なし。補助率は国 1／4、都道府県 1／4、国の補助限度額が拡大し、8,000
万円、1.2 億円(1994 年度は 1.5 億円)(特定の条件を満たす場合)。 
1995 年度 商業基盤等施設整備事業補助金 
補助対象事業は、変更なし。1997 年度に商業インキュベータ施設(新規開業者向け貸し店舗)
が追加。補助率は国 1／4、都道府県 1／4、特定の条件を満たす商業パサージュ事業の国の補
助限度額が拡大し、8,000 万円、1.5 億円(特定の条件を満たす場合)、2 億円(商業パサージュ事
業)。｢商業パサージュ事業｣とは、高齢者・身障者対応型、地域の特性および文化対応型、高度
情報化対応型、地球環境対応型の事業。 
1998 年度 中心市街地等商店街リノベーション補助金 
中心市街地等の商店街等の活性化のためのソフト面・ハード面を一体として行う事業に対して
補助する(その他の地域と比べて、中心市街地における補助率・補助限度額が拡大)。 
中心市街地地域(商店街振興組合の場合) 
 補助対象事業は、｢アーケード、駐車場、コミュニティホール等の基盤施設｣｢ゴミ処理施設、
共同荷捌き施設等の非収益施設｣｢シースルーシャッター等の個店の外装費(一斉整備の場合)｣
｢テナントミックス管理上必要不可欠な店舗｣。補助率は国 1／4、国の補助限度額は 3 億円。 
その他の地域(商店街振興組合の場合) 
補助対象事業は、｢アーケード、駐車場、コミュニティホール等の基盤施設｣｢街路灯、ストリ
ートファニチャー等の環境改善施設｣。補助率は国 1／4、国の補助限度額は 1.5 億円(商業パサ
ージュ事業)。｢商業パサージュ事業｣とは、高齢者・身障者対応型、地域の特性および文化対応
型、高度情報化対応型、地球環境対応型、防災対応型、家族利用対応型、健康増進対応型、省
エネルギー対応型の事業。 
1999 年度 中心市街地等商店街・商業集積活性化施設等整備事業補助金 
(中心市街地等商店街リノベーション補助金から改称) 
中心市街地地域(商店街振興組合の場合) 
補助対象事業が拡充され、カード事業関連設備、小売業性要件の緩和によってシネマコンプレ
ックス、アミューズメント施設等サービス業の誘致促進が対象に。2000 年度から買物用電動
車椅子等の設備が補助対象事業に。国の補助限度額は、対象施設が地下駐車場または電線類地
中化事業の場合は 5 億円。 
その他の地域(商店街振興組合の場合) 
補助対象事業が拡充され、カード事業関連設備等が対象に。2000 年度から買物用電動車椅子
等の設備が補助対象事業に。国の補助限度額は、対象施設が地下駐車場または電線類地中化事
業の場合は 4 億円。 
2001 年度 中心市街地等商店街・商業集積活性化施設等整備事業補助金 
中心市街地地域(商店街振興組合の場合) 
補助対象事業が拡充され、従来店舗部分のみが対象であったファサード(商店街の外壁)整備を
構成部分(住宅・空き店舗等)すべてに拡大。補助率は国 1／4、国の補助限度額は通常 3 億円、
特例①5 億円(地下駐車場の整備または電線類地中化事業)、特例②4 億円(高度利用型施設整備
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事業)。｢高度利用型施設整備事業｣とは、住宅、公共的施設または公益的施設と一体的にテナン
トミックスに資する店舗等を整備する事業。 
その他の地域(商店街振興組合の場合) 
補助率は国 1／4、国の補助限度額は通常 1.5 億円、特例①2 億円(商業パサージュ事業)、特例
②4 億円(地下駐車場の整備または電線類地中化事業)。 
2002 年度 リノベーション補助金 
中心市街地地域(商店街振興組合の場合) 
補助率は国 1／3 に引上げ、国の補助限度額は通常 5 億円、特例①7 億円(地下駐車場の整備ま
たは電線類地中化事業)、特例②6 億円(高度利用型施設整備事業)に拡大。 
その他の地域(商店街振興組合の場合) 
変更なし。 
2006 年度 ①戦略的中心市街地商業等活性化支援事業補助金(中心市街地地域) 
改正中心市街地活性化法(2006 年改正施行)に規定する認定基本計画に基づき中心市街地活性
化に取り組んでいる地域に対して重点的に支援を実施。同法に基づく認定中心市街地におい
て、商店街・商業者等が地権者などの幅広い参画を得て実施する商業活性化事業を対象とする。
補助率は国 2／3(商店街振興組合の場合)。 
②少子高齢化等対応中小商業活性化事業補助金(その他の地域) 
少子高齢化、環境保全、安心・安全・防犯・防災等の国家政策的課題と調和した商業活性化へ
の取組みにかかる経費の一部を補助。補助対象事業は、施設整備事業では保育サービス施設、
児童遊戯施設、バリアフリー型カラー舗装、高齢者交流施設(コミュニティ施設等)、防犯カメ
ラ、共同リサイクルシステム、省エネ型アーケード、インキュベーション施設等。補助率は国
1／2、国の補助限度額の上限 5 億円、下限 150 万円(2007 年度から 100 万円に引下げ)。 
2008 年度 ①戦略的中心市街地商業等活性化支援事業補助金(中心市街地地域) 
変更なし。 
②中小商業活力向上事業補助金(少子高齢化等対応中小商業活性化事業から改称) (その他の地域) 
中心市街地以外の地域において、少子高齢化、安全・安心、環境・リサイクル等の社会的課題
に対応する商業活性化への取組みにかかる経費の一部を補助。補助対象事業は、施設整備事業
では教養文化施設、省エネ型アーケード、バリアフリー型カラー舗装、インキュベーション施
設、テナントミックス店舗、防犯カメラ、共同リサイクルシステム等であり、これまでの｢少
子高齢化等対応中小商業活性化事業｣よりも拡充。｢活性化支援事業(ソフト事業)｣に、アーケー
ド等撤去支援(被災・老朽化したアーケードを撤去し、商店街の安全・安心に寄与するとともに、
商店街のイメージアップを図る事業)を追加。補助率および補助限度額は、これまでの｢少子高
齢化等対応中小商業活性化事業｣と変更なく、補助率は国 1／2、国の補助限度額の上限 5 億円、
下限 100 万円。 
2009 年度 ①戦略的中心市街地商業等活性化支援事業補助金(中心市街地地域) 
変更なし。 
②中小商業活力向上事業補助金(その他の地域) 
地域商店街活性化法の施行に伴い、同法に基づき国の認定を受けた事業の補助率は国 2／3(複
数の社会課題に対応した事業)。一般の商店街では、補助率は国 1／2(複数の社会課題に対応し
た事業)、国 1／3(1 つの社会課題に対応した事業)。国の補助限度額の上限 5 億円、下限 100
万円は変更なし。 
(出所)中小企業庁編『中小企業施策のあらまし』(1964～1992 年度版)、同『中小企業要覧』(1986～1992 年度
版)、同『中小企業施策総覧(資料編)』(1993～1999 年度版)、同『中小企業施策総覧』(1993～2010 年度
版)、同『中小企業施策利用ガイドブック』(1994～2010 年度版)より作成。 
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表 5-4 商店街振興組合を対象とした施設整備事業補助金(2010 年度～) 
 改正中心市街地活性化法(2006 年改正施行) 地域商店街活性化法 中小小売商業振興法 
補 助 金
名称 
戦略的中心市街地商業等活性化支援事業補
助金 
中小商業活力向上事業補助金 
補 助 対
象要件 
認定中心市街地活性化基本計画に記載され
た施設整備事業(商業施設または商業基盤
施設の整備事業)、活性化支援事業(商業等の
活性化に寄与する事業)。 
次の社会課題に対応するものであること。①少子
高齢化、②安全・安心(災害復旧含む)、③低炭素
社会構築・環境・リサイクル、④創業・人材、⑤
地域資源・農商工連携、⑥生産性向上(集客力向
上、IT 化、物流効率化)・新技術活用。 
補 助 対
象 施 設
整 備 事
業 
①中心市街地活性化を図るとともに一般公
衆の利便に寄与する施設(教養文化施設等、
アーケード、カラー舗装、イベント広場、公
園、緑地、街路灯、公衆便所等、上記の施設
整備と併せて行う駐車場)。 
②中心市街地における商店街・商業集積の活
性化を図る施設(商業インキュベータ施設、
テナントミックス管理に資する店舗、ファサ
ード整備(主に店舗のうち商店街の通りに面
している外壁の整備に係るもの))。 
①商店街・商業集積の活性化を図るとともに一般
公衆の利便に寄与する施設(教養文化施設、省エネ
型アーケード、バリアフリー型カラー舗装、イン
キュベータ施設、テナントミックス店舗等)。 
②商店街等を取り巻く様々な社会問題に対応する
ことによって商店街等の活性化を図るための施設
設備(防犯カメラ、共同リサイクルシステム、電子
マネ ・ーポイントカードシステム、POS システム、
農商工連携を推進する施設等)。 
補助率 国 2／3 国2／3(複数の社会課
題に対応した事業) 
国 1／2(複数の社会課題
に対応した事業) 
国 1／3(1 つの社会課題
に対応した事業) 
補 助 限
度額 
下限 2,000 万円 
 
教養文化施設、スポーツ施設、アーケード、カラー
舗装、一定要件を満たす駐車場、商業インキュベー
タ施設  上限 1 億円、下限 100 万円。 
上記以外の施設整備事業、上限 1,000 万円、下限
100 万円。 
対 象 地
域・商店
街 
改正中心市街地活性化法(2006 年 8 月改正
施行)。認定中心市街地活性化基本計画 107
市 118 計画(2012 年 6 月 29 日現在)。 
地域商店街活性化法
(2009 年 8 月施行)。認
定商店街活性化事業計
102 件(2012 年 4 月 13
日現在)。 
商店街振興組合数約
2,000)(全国商店街振興
組合連合会ホームペー
ジ) 
(出所)中小企業庁編『中小企業施策総覧 2010 年度版』、同『中小企業施策利用ガイドブック 2010 年度版』、
同｢がんばる地域の商店街・商業者を全力で応援します｣2009 年 7 月、同｢中小小売商業者を支援しま
す ｣2012 年 4 月より作成。 
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2．商店街の現状  
 
(1)商店街実態調査  
①商店街の景況  
中小企業庁『商店街実態調査報告書』によると、商店街の景況 (｢繁栄｣｢停滞｣
｢衰退｣の 3 段階評価のうち、｢停滞｣および｢衰退｣と回答している割合、｢無回
答｣を除いて集計 )は、1970 年度 60.5％、1975 年度 67.8％、1981 年度 87.1％、
1985 年度 88.9％、1990 年度 91.5％、1993 年度 96.0％、1995 年度 97.2％、
2000 年度 97.6％、2003 年度 97.7％と調査を重ねるごとに増加してきた。2006
年度からは 5 段階の評価となったため、時系列的にみることはできなくなった
が、肯定的に評価している割合は、2006 年度において｢繁栄｣1.6％、｢停滞して
いるが上向きの兆し｣4.8％、 2009 年度において｢繁栄｣1.0％、｢繁栄の兆し｣
2.0％にすぎず、商店街の景況は極めて厳しい状況にある。2009 年度において、
｢繁栄｣および｢繁栄の兆し｣ありとする商店街をタイプ別にみると、近隣型商店
街 1.6％、地区型商店街 4.5％、広域型商店街 7.1％、超広域型商店街 7.5％と
なっており、商圏範囲の狭い商店街ほどその割合が小さくなっている 3)。  
②空き店舗率  
｢空き店舗｣は、従前は店舗であったものが現状空きスペース (空き地、空きビ
ル、空き倉庫等 )になっているもの、｢空き店舗率｣を｢商店街の空き店舗数／商
店街の全店舗数｣として、その推移をみると、1995 年度 6.87％、2000 年度 8.53％、
2006 年度 8.98％、2009 年度 10.82％と増加している 4)。2009 年において、｢空
き店舗率｣が 10％を超える商店街の割合 (無回答を除いて集計 )は、全体で
47.3％に達している。この割合を商店街類型別にみると、近隣型商店街 49.4％、
地区型商店街 48.9％、広域型商店街 31.6％、超広域型商店街 21.7％となって
おり、商圏範囲の狭い商店街ほど空き店舗が問題となっている 5)。  
③商店街の問題点  
中小企業庁『商店街実態調査報告書』6 ) に基づいて、商店街の問題点として｢大
型店との競合｣を挙げる割合は、1990 年度 38.5％、2006 年度 23.9％、2009 年
度 17.8％と減少、他方、｢後継者難｣を挙げる割合は、1990 年度 18.3％、2006
年度 31.4％、2009 年度 51.3％と増加している。1990 年度当時と比較すると、
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ほとんどの商店街において大型店との競合が激化しているとみられるものの、
｢後継者難｣という商店街内部の問題点の方が強く意識されている。2009 年度に
おける商店街の問題点をみても、｢経営者の高齢化等による後継者難｣51.3％、
｢魅力ある店舗が少ない｣42.7％、｢核となる店舗がない｣27.2％、｢店舗等の老朽
化｣25.4％など商店街内部の問題点が上位を占め、｢商圏人口の減少｣24.3％、｢大
型店との競合｣17.8％という商店街外部の問題点よりも強く意識されている 7)。 
 
(2)中小小売商業振興法による商店街活性化の取組み  
表 5-5 は、中小小売商業振興法による認定件数の推移を示したものである。
改正中小小売商業振興法 (1991 年改正施行 )によって、新たに｢店舗集団化計画｣
｢商店街整備等支援計画｣が創設されたため、表 5-5 では新旧の中小小売商業振
興法の下での認定件数を区分する形で示している。  
｢商店街整備計画｣(個々の店舗の改造とともに、共同駐車場やアーケードなど
を設置する｢商店街改造計画｣、およびアーケード、カラー舗装、街路灯、駐車
場などの共同の施設を設置する｢共同施設計画｣)の認定件数をみると、1990 年
代が多い。1994 年度の 146 件がピークであり、以降減少傾向にあって、2004
～2008 年度は 20 件前後、2009 年度および 2010 年度はそれぞれ 14 件の認定
にとどまっている。｢商店街改造計画｣と｢共同施設計画｣の内訳は、2003 年度以
降は非公表 (中小企業庁 )であるが、それ以前の実績をみても、個々の店舗の改
造を伴う｢商店街改造計画｣は少なく、ピーク時でも 1 桁にとどまり、近年はほ
とんど実績がないとみられる。  
中小小売商業者が共同で商業施設を整備する｢共同店舗整備計画｣は、中小小
売商業振興法が施行された 1973 年度から 1996 年度頃までは毎年 20 件前後の
認定があったが、以降は大きく減少し、2003 年度以降の実績はない。  
1991 年度に新たに認定対象となった中小小売商業者が 1 つの団地に移転し
て店舗を設置する｢店舗集団化計画｣の実績は累計で 8 件とわずかであり、2001
年度以降の実績はない。また、同じく 1991 年度に認定対象となった街づくり
会社がコミュニティ施設や賃貸方式の商業店舗を整備する｢商店街整備等支援
計画｣は 1990 年代には毎年数件の認定実績があったが、2000 年度以降は累計
で 5 件にとどまっている。  
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表 5-5  中小小売商業振興法による認定件数の推移 
 
 
年度 
商店街整備計画 共同店
舗等整
備計画 
店 舗 集
団 化 計
画 
商店街整
備等支援
計画 
合 計 
 商店街改 
造計画 
共 同 施
設計画 
中小小売
商業振興
法による
認定 
1973～1979 年度 404 30 374 155   559 
1980 年度 64 6 58 28   92 
1981 年度 63 1 62 28   91 
1982 年度 48 3 45 11   59 
1983 年度 54 6 48 24   78 
1984 年度 50 4 46 32   82 
1985 年度 46 3 43 19   65 
1986 年度 52 4 48 13   65 
1987 年度 49 6 43 21   70 
1989 年度 57 1 56 16   73 
1990 年度 72 2 70 13   85 
1991 年度 35 2 33 8   43 
改正中小
小売商業
振興法に
よる認定 
1991 年度 83 4 79 18 0 5 106 
1992 年度 116 6 110 25 1 7 149 
1993 年度 130 7 123 22 0 1 153 
1994 年度 146 9 137 32 1 4 183 
1995 年度 114 8 106 26 0 9 149 
1996 年度 100 7 93 23 3 8 134 
1997 年度 95 7 88 16 1 4 116 
1998 年度 99 5 94 8 1 1 109 
1999 年度 75 1 74 16 0 3 94 
2000 年度 57 2 55 5 1 0 63 
2001 年度 53 0 53 5 0 0 58 
2002 年度 64 0 64 3 0 1 68 
2003 年度 30 (内訳は非公表) 0 0 0 30 
2004 年度 23 0 0 0 23 
2005 年度 22 0 0 3 25 
2006 年度 27 0 0 0 27 
2007 年度 18 0 0 0 18 
2008 年度 20 0 0 0 20 
2009 年度 14 0 0 1 15 
2010 年度 14 0 0 0 14 
(出所)2002 年度以前は、佐々木保幸｢流通近代化政策と中小小売商業振興法｣加藤義忠・佐々木保幸・真部
和義『小売商業政策の展開(改訂版)』同文舘出版、2006 年、184～185 ページ。2003～2007 年度は、
中小企業庁｢商店街関連施策の実施状況(中小企業政策審議会商業部会資料)｣2008 年 12 月 2 日、2008
～2010 年度は中小企業庁商業課からの聞き取りによる。 
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(3)高度化資金助成制度の成果  
高度化資金助成制度の成果については、中小企業基盤整備機構 (旧中小企業総
合事業団 )が、2001 年度に商店街共同施設 (アーケード、カラー舗装等の整備 )
の貸付先を対象に実施した調査および 2002 年度に共同店舗の貸付先を対象に
実施した調査によって知ることができる 8)。まず、商店街共同施設事業の成果
を商店街への来街者数の変化からみると、｢増加｣46.9％、｢減少｣8.6％となって
おり、全国平均 9) の｢増加｣5.1％、｢減少｣82.4％と比較すると｢増加｣が多い。商
店街の空き店舗数の変化をみても、｢増加｣14.8％、｢減少｣33.3％となっており、
全国平均 (同 )の｢増加｣48.2％、｢減少｣8.9％と比較すると｢減少｣が多く、商店街
を取り巻く厳しい状況下にもかかわらず一定の成果が認められるとしている。
もっとも、共同施設整備に取り組むことができる商店街は、結束力が強く、か
つ資金力のある一部の商店街であり、この結果は割り引いて考える必要があろ
う。  
共同店舗の成果を組合全体の売上計画達成率からみると、開店 3 年目に計画
以上の実績を上げた共同店舗は 21.0％、売上計画の｢90％以上 100％未満｣の共
同店舗も 22.6％にとどまっている。組合員の売上計画達成率をみても、開店 3
年目に計画を達成した組合員は 37.0％にすぎず、十分な成果があったとは認め
がたい状況である。  
 
3．地域商業の集積効果  
 
(1)商業集積の集積効果が生まれる条件  
 小規模小売店は、売場面積が限られているだけに品揃えの幅は狭く、単独で
は消費者のワンストップ・ショッピングや比較購買のニーズに応えることは難
しい。そのため、取扱商品やサービス面で非常に特徴がある場合を除いて、商
店街やショッピングセンター 10) などにおける商業集積の集積効果 11) に依存し
ながら集客している面が強い。  
 石原武政は、ある業種に属する一部の商品のみを取り扱う｢部分業種店｣ 12 )
が存在しうる理由と、商業集積において異種の商品の集合を作り出す取揃え、
その結果としての商業集積の品揃え形成のメカニズムについて売買集中の原
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理を用いて明らかにしている 13)。｢部分業種店は積極的なコンセプトをもって
取扱商品を決定し、他の部分業種店とともに商業集積を形成することによって
消費者の関連購買商品の集積をつくり出し、売買集中の原理の能動的担い手と
なりうる。商業集積こそが 1 個の巨大な小売店よりも能動的に売買を集中する
ことができるのは、商業集積がそのうちに依存と競争を含むからである｣ 14)。  
すなわち、商業集積の集積効果が生まれる条件として、商業集積内部におい
て｢依存と競争のメカニズム｣が有効に機能することが必要である 15 ) と指摘し
ている。商店街において｢依存と競争のメカニズム｣が有効に機能するためには、
次の 2 つの条件が充足される必要があろう。第一は、商店街のそれぞれの店舗
の責任者 (経営者や店長 )が、商店街に出向する消費者のニーズと商店街内店舗
の品揃え情報を収集し、自らの意思決定で品揃えを調整することができるとい
う｢個店の自律性｣である。第二は、競争に敗れた店舗が過渡的に存在するので
はなく、速やかに退出し、そのあとに新たな競争者が参入してくるという｢商
店街の新陳代謝｣である 16 )。  
 前者の｢個店の自律性｣という点では、商店街は 2 つの問題をかかえている。
1 つは、小売業経営では以前から指摘されてきた問題ではあるが、｢高いリスク
をとってまでは成長しようと考えない経営者意識｣、すなわち生業志向の店舗
の存在である 17)。もう 1 つは、資本家的志向に基づいて店舗を運営している
場合でも、レギュラーチェーンやフランチャイズチェーンなど、当該店舗の責
任者である店長やオーナーが自律的に品揃えを決定できない店舗が増加して
いるという問題がある。  
後者の｢商店街の新陳代謝｣という問題では、自己所有の土地・建物で営業し、
かつ家族労働力に依存しているために存続しているが、賃借料や人件費を支払
っては採算がとれない店舗も多く存在している。さらに、廃業した後も賃貸す
ることには積極的ではなく、空き店舗のまま放置されているという問題がある
18)。  
このような問題をかかえながらも、これまで商店街では不完全とはいえ｢依
存と競争のメカニズム｣が機能し、消費者の支持を得てきた。しかし、近年に
なって大型店やショッピングセンターとの集積間競争が激化し、商店街構成店
の廃業が増加、そのあとに新規出店がなされないため空き店舗が増加している。
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そして、｢依存と競争のメカニズム｣が有効に機能しなくなって、商店街は衰退
傾向を強め、商業集積の集積効果が低下しているということができる。  
 
(2)｢商店街｣と｢総合店｣ 
 限定された商品部門のみを取り扱う｢業種店｣の集積である｢商店街｣と、総合
スーパーや食品スーパーなど総合的な商品部門を取り扱う｢総合店｣を対比さ
せる形で、商店街における｢依存と競争のメカニズム｣について考察する。  
 商店街において｢依存と競争のメカニズム｣が有効に機能する場合には、総合
店よりも奥行きの深い品揃えが形成される可能性がある。｢総合店｣は、一般的
に市場の中心的部分が求める基本的商品 (商品回転率が高い商品 )に特化した品
揃えを志向しており、少数の消費者のみが求める補完的商品 (商品回転率の低い
商品 )も含めた奥行きの深い品揃えは、その売場効率を低下させるため難しいと
いえる 19)。さらに、総合店における仕入れの基本原則は本部集中仕入れであり、
地域の競争状況や消費者ニーズの変化など外部環境に迅速に対応して品揃え
を変更することは容易ではない。外部環境情報の収集とこれに対応した品揃え
の変更は、当該総合店が収集し得た情報の範囲内で、かつ当該店舗の意思決定
者が意思決定できる範囲のものとならざるを得ない 20)。  
 他方、｢商店街｣において、同業種間で活発な競争が行われている場合には、
基本的商品の品揃えだけでは差別化が困難であり、価格競争になるおそれが強
い。同業種間の競争だけではなく、商店街内に総合店が立地し、基本的商品を
提供している場合も同様である。この場合、同質的競争を避け、品揃え面で差
別化するために補完的商品を取り扱うことになる 21)。商店街を構成する業種店
は、それぞれ独立した経営体であり、それぞれの業種店において収集された外
部環境情報に基づいて、それぞれの店舗の意思決定によって品揃えが変更され
ていく。このような個店の行動の総和として、商店街では基本的商品に補完的
商品も加えた奥行きの深い品揃えが形成されるのである。  
 しかしながら、近年になって商店街における｢依存と競争のメカニズム｣は有
効に機能しなくなってきている。｢依存のメカニズム｣が有効に機能しない 22 )
という点は、商店街内に立地し基本的商品の品揃えを担っていた総合店の撤退
23) 、あるいは商店街の業種店の廃業により、特定の購買目的 (たとえば、近隣
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型商店街であれば食事の準備 )に対応する基本的商品の品揃えが欠落する商店
街が多くなってきたことにあらわれている。  
｢競争のメカニズム｣が有効に機能しないという点は、閉店店舗のあとに新規
競争者が参入せず、空き店舗が増加していることにあらわれている。商店街内
に立地している総合店の撤退や業種店の廃業は、商店街内の競争を減少させる
ため、競争のメカニズムによる品揃えの充実がなされなくなる。しかし、そこ
に需要が存在すれば新しい競争者が参入するはずであるが、商業集積の集積効
果が低下しているため、賃借料との兼ね合いで参入するメリットは小さい。地
域商業振興政策として各地で行われてきた空き店舗対策 24) も、商店街内での
競争を極力回避し、既存業者との品揃え面のバッティングを避ける業種を導入
するものであり、競争のメカニズムを機能させる効果はない。  
 商店街において｢依存と競争のメカニズム｣が有効に機能しさえすれば、消費
者は総合店よりも奥行きの深い品揃えを享受することが可能である。しかし、
｢依存と競争のメカニズム｣が有効に機能しなくなってきた今日、総合店と比較
した商店街の優位性は低下し、そのため基本的商品が確実に品揃えされている
総合店での購買が増加しているといえる。  
 
4．地域商業の地盤沈下  
 
(1)商業集積地区大店外立地商店割合  
表 5-6 に基づき、小売業計に占める｢商業集積地区に立地し、かつ大規模小売
店舗外に立地する商店｣の割合をみると、調査を重ねるごとにその割合が減少
し、2007 年には商店数で 30.1％、販売額では 18.1％にとどまっている。  
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表 5-6 小売業に占める商業集積地区大店外立地商店割合の推移 
(単位：％) 
 
 
商業集積地区内大規模小売店舗 
(店舗面積 500 ㎡超)以外の立地 
商業集積地区内大規模小売店舗 
(店舗面積 1,000 ㎡超)以外の立地 
1991 年 1994 年 1997 年 2002 年 2007 年 
商店数 
販売額 
36.0 
25.5 
35.9 
24.6 
36.9 
23.7 
32.3 
20.2 
30.1 
18.1 
(注 1)販売額はすべての事業所の販売額。 
 (注 2)｢商業集積地区｣とは、主に都市計画法 8 条に定める｢用途地域｣のうち商業地域および近隣商業地域で
あって、商店街を形成している地区をいう。小売店、飲食店およびサービス業を営む事業所が近接して
30 店舗以上ある概ね一つの商店街を一つの商業集積地区とする。ショッピングセンターや多事業所ビ
ル(駅ビル、寄合百貨店等)も、原則として一つの商業集積地区とする。 
(出所)経済産業省(通商産業省)『商業統計表(立地環境特性別統計編)』(各年版)より作成。 
 
(2)商店街形成地区販売割合  
 『商業統計表 (立地環境特性別統計編 )』においては、1997 年から商業集積地
区をその立地環境特性によってさらに｢駅周辺型｣｢市街地型｣｢住宅地背景型｣
｢ロードサイド型｣｢その他｣の 5 つに細分化している。表 5-7 は、小売業計に占
める立地環境特性別販売割合の推移をみたものである。なお、ここで用いる販
売額は売場面積をもつ商店のみの販売額であり、自動車小売業やガソリンスタ
ンドなど商業統計調査における売場面積調査対象外業種、および通信販売など
売場面積をもたない事業所による販売額を除いたものである。これによると、
販売割合が明らかに減少傾向にある立地環境特性は、｢駅周辺型商業集積地区｣
｢市街地型商業集積地区｣｢住宅地背景型商業集積地区｣である。これらは中小小
売商業者が自然発生的に集積した商店街形成地区であり、かつ何らかの商店街
活動が行われていることが多いという共通性があり、この 3 つの立地環境特性
を｢商店街形成地区｣と呼ぶこととする。同表によると、小売業計に占める商店
街形成地区販売割合は、1997 年 49.9％、2002 年 42.5％、2007 年 39.8％と大
幅に減少し、商店街の地盤沈下が急速にすすんでいることを示している。  
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表 5-7 立地環境特性別販売割合の推移 
(単位：％) 
立地環境特性 1997 年 2002 年 2007 年 
小売業計 100.0 100.0 100.0 
商店街形成地区 49.9 42.5 39.8 
 
駅周辺型商業集積地区 
市街地型商業集積地区 
住宅地背景型商業集積地区 
23.9 
14.2 
11.8 
21.0 
11.8 
9.8 
20.4 
10.7 
8.7 
商店街形成地区以外 50.1 57.5 60.2 
 
ロードサイド型商業集積地区 
その他の商業集積地区 
オフィス街地区 
住宅地区 
工業地区 
その他地区 
4.7 
1.1 
4.9 
24.4 
4.7 
10.3 
5.9 
1.0 
7.0 
26.4 
6.1 
11.1 
7.2 
0.9 
7.6 
26.0 
7.9 
10.7 
(注 1)販売額は売場面積をもつ事業所の販売額。 
(注 2)｢商業集積地区｣の定義は表 5-6 と同じ。①｢駅周辺型商業集積地区｣JR や私鉄などの駅周辺に立地す
る商業集積地区(原則として地下鉄や路面電車の駅周辺に立地する地域は除く)。②｢市街地型商業集積
地区｣都市の中心部(駅周辺を除く)にある繁華街やオフィス街に立地する商業集積地区。③｢住宅地背景
型商業集積地区｣住宅地または住宅団地を後背地として、主にそれらに居住する人々が消費者である商
業集積地区。 
(出所)経済産業省(通商産業省)『商業統計表(立地環境特性別統計編)』(各年版)より作成。 
 
(3)商店街形成地区大店外立地商店割合  
表 5-8 は、｢商店街形成地区｣立地商店、このうち｢大店外立地商店｣(店舗面積
1,000 ㎡を超える大規模小売店舗内に立地する商店以外の商店 )が小売業計に占め
る割合をみたものである。比較可能な 2002 年から 2007 年にかけての推移をみる
と、区部、市部、郡部という都市区分別にみても、また商店数、販売額のいずれ
においても、小売業に占める商店街形成地区大店外立地商店の割合は減少してい
る。2007 年における｢商店街形成地区大店外立地商店｣の販売割合をみると、全国
で 14.6％、都市区分別にみると都市部ほどその割合が高いとはいえるが、区部
18.8％、市部 13.5％、郡部 11.8％にとどまっている。政令指定都市でも、東京都
特別区 30.0％、大阪市 23.8％、横浜市 20.9％、京都市 20.6％のみが、2 割を上回
っているにすぎない。  
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表 5-8 商店街形成地区・大店外立地商店割合 
(単位：％) 
 
商店数 販売額 
2002 年 2007 年 2002 年 2007 年 
全国 29.4(34.4) 27.3(32.9) 17.5(37.5) 14.6(33.7) 
区部 39.0(47.2) 35.5(44.9) 22.4(54.4) 18.8(49.2) 
 
東京都特別区 
大阪市 
横浜市 
京都市 
48.5(55.1) 
37.9(45.2) 
43.6(54.5) 
37.2(41.2) 
47.8(55.9) 
37.0(44.9) 
42.2(55.9) 
35.2(39.8) 
31.6(65.0) 
25.2(51.2) 
21.2(63.7) 
23.3(50.2) 
30.0(62.6) 
23.8(51.9) 
20.9(65.7) 
20.6(45.1) 
市部 29.6(34.9) 25.7(30.5) 16.8(37.1) 13.5(30.5) 
郡部 19.8(20.9) 18.6(19.8) 14.8(20.9) 11.8(18.2) 
(注 1)販売額はすべての事業所の販売額。 
(注 2)数字は小売業計に占める商店街形成地区大店外立地商店割合、カッコ内の数字は小売業計に占める
商店街形成地区割合。 
(注 3)｢商店街形成地区｣の定義は、表 5-7 に同じ。 
(注 4)｢大店内立地商店｣は大規模小売店舗(店舗 1,000 ㎡を超える店舗)内、｢大店外立地商店｣は大規模小
売店舗外に立地する商店。 
(出所)経済産業省『商業統計表(立地環境特性別統計編)』(各年版)より作成。 
 
(4)商店街形成地区小規模店販売割合  
表 5-9 は、商店街形成地区小規模店 (売場面積 100 ㎡未満 )販売割合の推移を
みたものである。商店街形成地区小規模店は、商店街の盛衰が直接販売額の増
減に影響するであろう“商店街に立地する小規模店”であり、『商業統計表 (業
態別統計編 )』における｢専門店｣および｢中心店｣のうち、売場面積 100 ㎡未満
の店をとった。｢④小売業計に占める商店街形成地区小規模店販売割合｣は、
1997 年 13.4％、2002 年 10.5％、2007 年 9.0％と減少を続けており、商店街に
立地する小規模店が消費生活に果たす役割は非常に小さなものとなってきて
いる。また、｢⑤小規模店計に占める商店街形成地区小規模店販売割合｣をみて
も、1997 年 50.0％、2002 年 43.3％、2007 年 41.8％と減少を続けている。こ
れは、小規模店の立地としても商店街形成地区がカバーしている範囲が縮小し
ていることを意味している。  
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表 5-9 商店街形成地区小規模店販売割合の推移 
 1997 年 2002 年 2007 年 
①小売業計販売額(売場面積をもつ事業所のみ)(10 億円) 
②小規模店(売場面積 100 ㎡未満)販売額計(10 億円)  
③商店街形成地区小規模店(売場面積 100 ㎡未満)販売額(10 億円)  
110,994 
29,654 
14,819 
102,115 
24,721 
10,710 
99,035 
21,334 
8,911 
④小売業計に占める商店街形成地区小規模店販売割合(％)(③／①×100) 
⑤小規模店計に占める商店街形成地区小規模店販売割合(％)(③／②×100) 
13.4 
50.0 
10.5 
43.3 
9.0 
41.8 
(注 1)販売額は売場面積をもつ事業所の販売額。 
(注 2)｢商店街形成地区｣の定義は、表 5-7 に同じ。 
(出所)経済産業省(通商産業省)『商業統計表(立地環境特性別統計編)(業態別統計編)』(各年版)より作成。 
 
5．商業集積立地の優位性の低下  
 
(1)大店内・商業集積内・商業集積外立地の売場効率格差  
①大店内・商業集積内・商業集積外立地の売場効率と販売割合  
商業集積の集積効果は低下傾向にあるとはいえ、小規模小売店の販売額に集
積効果が何らかのプラスの影響を与えていることは経験的には確かである。こ
れを実証することは困難ではあるが、集積効果を最も大きく享受できる立地は、
計画的に形成され密度の高い商業集積である｢大規模小売店舗内立地｣ 25)、次い
で多くの商店が集積している｢商業集積地区内立地｣ 26 ) であり、商店が散在して
いる｢商業集積地区外立地｣は集積効果をほとんど享受できないものと考える
ことができよう。集積効果の程度をみる指標としては、売場面積 1 ㎡当たりの
年間販売額 (以下、｢売場効率｣という )をとる。そして、大規模小売店舗内立地
と店舗外立地 27 )、商業集積地区内立地と地区外立地の売場効率を比較すること
によって、商業集積の集積効果について考察したい。  
立地別売場効率を比較すると、いずれの業種中分類でも高い順に｢大規模小
売店舗内立地｣｢商業集積地区内立地｣｢商業集積地区外立地｣となっている (表
5-10 参照 )。  
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表 5-10 大規模小売店舗内外・商業集積地区内外立地の売場効率比較(1999 年) 
(単位：万円／㎡) 
     品   目 大規模小売店舗内 商業集積地区内 商業集積地区外 
織物・衣服・身の回り品 
飲食料品 
家具・じゅう器・機械器具 
81.4 
159.9 
82.6 
64.0 
112.0 
68.0 
47.1 
100.0 
59.6 
(注)｢大規模小売店舗内立地｣の売場効率は、店舗面積 500 ㎡以上の店舗内に立地し、その売場面積が 500
㎡未満のもの。 
(出所)通商産業省『商業統計表(大規模小売店舗統計編)(立地環境特性別統計編)1999 年』より作成。 
 
また、小売業計販売額に占める大規模小売店舗 (店舗面積 500 ㎡以上 )内商店
の販売割合は増加傾向にあるが、1990 年代後半以降の規制緩和期以降に急増し
ている。他方、商業集積地区内商店の販売割合は、1988 年の 51.1％をピーク
に低下傾向にあり、2002 年には 44.0％にまで低下している (表 5-11 参照 )。  
 
表 5-11 大規模小売店舗内・商業集積地区内販売割合の推移 
(単位：％) 
  立  地 1982 年 1985 年 1988 年 1991 年 1994 年 1997 年 1999 年 2002 年 
大規模小売店舗内 47.6 50.9 53.2 57.7 56.0 64.5 65.6 ―― 
商業集積地区内 48.5 48.0 51.1 47.8 46.4 47.4 46.6 44.0 
(注 1)大規模小売店舗とは、店舗面積 500 ㎡以上の店舗をいう。なお、『商業統計表(大規模小売店舗統計編)』
は、1999 年調査が最終である。 
(注 2)『商業統計表(立地環境特性別統計編)』では、1999 年調査までは調査区単位で立地環境の特性づけを
していたが、2002 年調査からは事業所単位に変更された。そのため、商業集積地区内の 2002 年の数
字は、2002 年同統計編で示されている｢立地環境の特性づけの変更があった事業所を除いて集計され
た 1999 年対比の増加率｣を用いた。 
(出所)経済産業省(通商産業省)『商業統計表(大規模小売店舗統計編)(立地環境特性別統計編)』(各年版)より
作成。 
 
②大店内・外立地の売場効率格差の推移  
大規模小売店舗 (店舗面積 500 ㎡以上 )内立地の売場効率を 100 とした大規模
小売店舗外立地の売場効率 (売場効率格差 )を売場面積規模別にみると、｢30 ㎡
未満｣約 50、｢30 ㎡以上 50 ㎡未満｣約 60、｢50 ㎡以上 100 ㎡未満｣約 80 となっ
ており、大規模小売店舗内立地の優位性は強い。他方、｢100 ㎡以上｣では概ね
100 であり、大規模小売店舗内立地の優位性はない。すなわち、100 ㎡未満に
おいて売場効率格差が大きく、また売場面積規模が小さいほど大規模小売店舗
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内立地の優位性が強いことを示している (表 5-12 参照 )。  
しかし、売場効率格差の推移をみると、50 ㎡未満ではほとんど変わらないが、
それ以上の売場面積規模では明らかに縮小しており、大規模小売店舗内立地の
優位性は弱まっている。｢50 ㎡以上 100 ㎡未満｣では、1991 年の 67.3 から 1999
年には 80.3 へと、13.0 ポイントも格差が縮小、｢100 ㎡以上 500 ㎡未満｣でも
格差は急速に縮小し、1999 年には格差はほとんどなくなり、大規模小売店舗内
立地は必ずしも優位とはいえない状況になっている (表 5-13 参照 )。  
業種中分類別にみると、｢織物・衣服・身の回り品｣｢飲食料品｣の｢100 ㎡未満｣
では、売場効率格差が大きいうえに、その格差もそれほど縮小傾向にはなく、
大規模小売店舗内立地の優位性が強い。他方、｢織物・衣服・身の回り品｣｢家
具・じゅう器・機械器具｣の｢100 ㎡以上 500 ㎡未満｣では、格差は大きく縮小
している。同規模では、3 業種ともに 1999 年における売場効率格差は 80～90
程度であり、大規模小売店舗内立地の優位性は弱い (表 5-14 参照 )。  
 
表 5-12 大規模小売店舗内・外立地の売場面積規模別売場効率比較(1999 年) 
 
   売場面積 
大規模小売店舗内立地 
売場効率 (万円/㎡) 
大規模小売店舗外立地 
売場効率 (万円/㎡) 
格   差 
(大店内=100) 
10 ㎡未満 
10 ㎡以上 20 ㎡未満 
20 ㎡以上 30 ㎡未満 
30 ㎡以上 50 ㎡未満 
50㎡以上 100㎡未満 
100㎡以上 250㎡未満 
250㎡以上 500㎡未満 
451.1 
243.5 
169.6 
137.6 
106.1 
 83.8 
 75.1 
244.1 
120.3 
 90.2 
 83.4 
 85.2 
 85.0 
 73.1 
 54.1 
 49.4 
 53.2 
 60.6 
 80.3 
101.4 
 97.3 
500 ㎡未満計 101.8  83.8  82.3 
 (出所)通商産業省『商業統計表 (大規模小売店舗統計編)1999 年』より作成。 
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表 5-13 売場面積規模別大規模小売店舗内・外立地の売場効率格差の推移 
売場面積 1982 年 1985 年 1988 年 1991 年 1994 年 1997 年 1999 年 
50 ㎡未満 
50 ㎡以上 100 ㎡未満 
100 ㎡以上 200 ㎡未満 
200 ㎡以上 500 ㎡未満 
56.9 
69.1 
75.3 
69.8 
57.2 
69.3 
78.8 
84.1 
56.0 
69.0 
74.9 
77.0 
54.1 
67.3 
76.1 
76.8 
56.3 
73.0 
87.3 
79.1 
55.7 
75.1 
93.4 
87.1 
56.6 
80.3 
(101.4) 
(97.3) 
500 ㎡未満計 66.7 69.5 66.7 66.0 71.5 75.9 82.3 
(注 1)数字は、大規模小売店舗内立地の売場効率を 100 とした大規模小売店舗外立地の指数。 
(注 2)1999 年調査では 100～500 ㎡の間の売場面積区分が 200 ㎡から 250 ㎡に変更されたため、それまで
との比較はできない。 
(出所)経済産業省(通商産業省)『商業統計表(大規模小売店舗統計編)』(各年版)より作成。 
 
表 5-14 業種中分類別大規模小売店舗内・外立地の売場効率格差とその変化(1991～1999年) 
売場面積 
織物・衣服・身の回り品 飲食料品 家具・じゅう器・機械器具 
1999 年 
 
1991～
1999 年 
1999 年 
 
1991～
1999 年 
1999 年 
 
1991～
1999 年 
50 ㎡未満 
50 ㎡以上 100 ㎡未満 
100 ㎡以上 500 ㎡未満 
45.4 
62.5 
78.8 
0.4 
4.5 
16.7 
49.8 
67.3 
83.4 
▲ 3.5 
2.7 
4.0 
76.1 
84.2 
91.0 
0.9 
4.2 
29.5 
500 ㎡未満計 67.1 11.1 66.2 3.7 91.9 20.9 
(注)数字は、大規模小売店舗内立地の売場効率を 100 とした大規模小売店舗外立地の指数。 
(出所)通商産業省『商業統計表(大規模小売店舗統計編)』(各年版)より作成。 
 
③商業集積地区内・外立地の売場効率格差の推移  
商業集積地区内立地の売場効率を 100 とした商業集積地区外立地の売場効率
(売場効率格差 )の推移をみると、小売業計では 1982 年の 78.9 から 1999 年に
は 89.2 となり、格差は縮小傾向にある。業種中分類別にみると、｢織物・衣服・
身の回り品｣では 1985 年以降、｢家具・じゅう器・機械器具｣では 1994 年以降、
売場効率格差はやや拡大傾向にある (商業集積地区内立地の優位性が強まって
いる )。他方、｢飲食料品｣の売場効率格差は、1982 年の 71.6 から 1999 年には
89.3 となり、格差は縮小傾向にある (商業集積地区内立地の優位性は弱まって
いる )(表 5-15 参照 )。  
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表 5-15 商業集積地区内・外立地の売場効率格差とその変化 
    品   目 1982 年 1985 年 1994 年 1997 年 1999 年 
織物・衣服・身の回り品 
飲食料品 
家具・じゅう器・機械器具 
74.0 
71.6 
87.6 
77.7 
76.4 
89.1 
73.1 
83.0 
95.0 
X 
86.0 
90.8 
73.6 
89.3 
87.6 
小売業計 78.9 82.6 84.5 87.8 89.2 
(注 1)数字は、商業集積地区内立地の売場効率を 100 とした商業集積地区外立地の指数。｢X｣は秘匿数字 
のため、計算不能であることを示す。 
(注 2)売場面積不詳商店を除いて集計した。なお、1988 年および 1991 年は商業集積地区の売場面積不詳商
店の販売額が公表されていないため、また 2002 年は立地環境の特性づけの方法が変更されたため、比
較できない。 
(出所)経済産業省(通商産業省)『商業統計表(立地環境特性別統計編)』(各年版)より作成。 
 
④大店内・商業集積内・商業集積外立地売場効率格差推移のまとめ  
小売業計の売場効率格差の推移をみると、商業集積地区内立地の優位性はそ
れほど強くはないが、さらに弱まる傾向にあり、売場面積 50 ㎡以上では大規
模小売店舗内立地の優位性も弱まっている (表 5-16 参照 )。  
業種中分類別にみると、｢織物・衣服・身の回り品｣｢家具・じゅう器・機械
器具｣では、商業集積地区内立地の優位性が強まる一方で、売場面積 100 ㎡以
上 500 ㎡未満では大規模小売店舗内立地の優位性が弱まっている (大規模小売
店舗内ではない商業集積地区での単独立地の優位性が強まる傾向 )。ただし、｢織
物・衣服・身の回り品｣の売場面積 100 ㎡未満では、依然として大規模小売店
舗内立地の優位性が強い。｢飲食料品｣では、商業集積地区内立地の優位性は弱
まる傾向があるが、一方では売場面積 50 ㎡未満では大規模小売店舗内立地の
優位性は強い (商店街など密度の低い商業集積地区内立地ではなく、密度の高い
大規模店舗内立地の優位性が強い )。  
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表 5-16 大規模小売店舗内立地・商業集積地区内立地の優位性とその変化 
 
 
大規模小売店舗内立地(売
場面積 100 ㎡未満) 
大規模小売店舗内立地(売場
面積 100 ㎡以上 500 ㎡未満) 
商業集積地区内立地 
小売業計 
 
売場面積 50 ㎡未満(優位性
強く、維持する傾向)。 
売場面積 50 ㎡以上 100 ㎡
未満(優位性やや強いが、弱
まる傾向)。 
優位性かなり弱まり、ほと
んど優位性はない。 
優位性弱く、さらに弱まる
傾向。 
織物・衣服・
身の回り品 
優位性強く、維持する傾向。 優位性やや強いが、かなり
弱まる傾向。 
優位性やや強く、さらにや
や強まる傾向。 
飲食料品 
 
売場面積 50 ㎡未満(優位性
強く、さらに強まる傾向)。 
売場面積 50 ㎡以上 100 ㎡
未満(優位性やや強く、維持
する傾向)。 
優位性弱く、さらにやや弱
まる傾向。 
優位性弱く、さらに弱まる
傾向。 
家具・じゅう
器・機械器具 
優位性やや強く、維持する
傾向。 
優位性大きく弱まり、ほと
んど優位性はない。 
優位性弱いが、やや強まる
傾向。 
(出所)表 5-10 から表 5-15 をもとに作成した。 
 
(2)立地環境特性別売場効率  
①立地環境特性別都市区分別売場効率  
表 5-17 は、2007 年における立地環境特性別、かつ都市区分別に売場効率 (売
場面積 1 ㎡当たりの年間販売額 )および販売割合を比較したものである。都市区
分別にみて、区部、市部、郡部と売場効率が低くなることは当然として、区部
計と比較して売場効率が高い立地環境特性は｢駅周辺型商業集積｣プラス 30 万
円／㎡、｢市街地型商業集積｣プラス 24 万円／㎡、｢オフィス街地区｣プラス 10
万円／㎡、市部計と比較して売場効率が高い立地環境特性は｢駅周辺型商業集
積｣プラス 11 万円／㎡となっており、郡部においては特に売場効率が高い立地
環境特性は見あたらない。すなわち、売場効率において優位といえる立地は、
区部の中心部 (駅周辺、市街地、オフィス街 )、市部の駅周辺にとどまっている
ことがわかる。これらは、その販売割合においても他の都市区分と比較して高
く、売場効率と販売割合には明らかな相関がみられる。  
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表 5-17 立地環境特性別都市区分別売場効率・販売割合(2007 年) 
(単位：万円／㎡、％) 
 
立地環境特性 
全国 区部 市部 郡部 
売場効率 販売割合 売場効率 販売割合 売場効率 販売割合 売場効率 販売割合 
計 66 100.0 95  100.0 58 100.0 52 100.0 
商業集積地区 72(   6) 48.0 106(  11) 60.9 58(   0) 43.0 50(▲2) 29.5 
 
駅周辺型商業集積地区 
市街地型商業集積地区 
住宅地背景型商業集積地区 
ロードサイド型商業集積地区 
その他の商業集積地区 
92(  26) 
74(   8) 
61(▲ 5) 
49(▲17) 
58(▲ 8) 
20.4 
10.7 
8.7 
7.2 
0.9 
125(  30) 
119(  24) 
74(▲21) 
53(▲42) 
80(▲15) 
33.5 
14.7 
9.5 
2.6 
0.6 
69(  11) 
56(▲ 2) 
56(▲ 2) 
48(▲10) 
56(▲ 2) 
14.8 
9.1 
8.3 
9.5 
1.0 
56(  4) 
51(▲1) 
49(▲3) 
47(▲5) 
49(▲3) 
5.1 
5.7 
7.4 
9.1 
2.0 
オフィス街地区 80(  14) 7.6 105(  10) 12.1 64(   6) 5.7 49(▲3) 3.3 
住宅地区 65(▲ 1) 26.0 76(▲19) 19.4 62(   4) 29.9 59(  7) 27.2 
工業地区 58(▲ 8) 7.9 73(▲22) 5.9 55(▲ 3) 9.3 54(  2) 6.1 
その他地区 51(▲15) 10.7 60(▲35) 1.6 51(▲ 7) 12.1 49(▲3) 33.9 
(注 1)売場効率(売場面積 1 ㎡当たり年間販売額)、販売割合ともに、売場面積をもつ事業所について集計。 
(注 2)売場効率のカッコ内の数字は、計と比較した差異。 
(出所)経済産業省『商業統計表(立地環境特性別統計編)2007 年』より作成。 
 
②立地環境特性別商品分類別専門店・中心店売場効率  
表 5-18 は、立地環境特性別、かつ商品分類別に売場効率 (売場面積 1 ㎡当た
りの年間販売額 )を比較したものである。2007 年において、小売業計と比較し
て売場効率が高い立地環境特性は、衣料品および住関連では｢駅周辺型商業集
積｣｢市街地型商業集積｣｢オフィス街地区｣、すなわち中心部である。衣料品に
おいては、これらの立地環境特性の販売割合も高い (3 つの立地環境特性の合計
で 64.0％ )ことが特徴であり、逆に住関連ではこれらの立地環境特性の販売割
合は低い (3 つの立地環境特性の合計で 36.8％ )。食料品においては｢駅周辺型商
業集積｣の売場効率は高いといえるが、その他の立地環境特性では目立った傾
向は見られない。1997 年と 2007 年の売場効率を比較すると、いずれの立地環
境特性、商品分類においても低下しているが、とりわけ｢オフィス街地区｣の低
下が目立ち、中心市街地疲弊の影響を受けているものとみられる。  
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表 5-18 立地環境特性別商品分類別｢専門店・中心店｣売場効率・販売割合の推移 
(単位：万円／㎡、％) 
(注 1)｢専門店｣は、非セルフサービス方式(売場面積の 50％以上において、セルフサービス方式を採用していな
い)、かつ商品分類番号(5 桁)の上位 3 桁あるいは 4 桁のいずれかの販売額が 90％以上の事業所をいう。｢中
心店｣は、非セルフサービス方式、かつ衣・食・住のいずれかが 50％以上の事業所をいう。 
(注 2)売場効率(売場面積 1 ㎡当たり年間販売額)、販売割合ともに、売場面積をもつ事業所について集計。 
(注 3)カッコ内は、1997 年と比較した 2007 年の差異。 
(出所)経済産業省(通商産業省)『商業統計表(立地環境特性別統計編)』(各年版)より作成。 
 
小売業計 衣料品 
 
 
 
立地環境特性 
売場効率 販売割合  
 
 
立地環境特性 
売場効率 販売割合 
2007 年 
(1997～ 
2007 年) 
2007 年 
(1997～ 
2007 年) 
2007 年 
(1997～ 
2007 年) 
2007 年 
(1997～ 
2007 年) 
駅周辺型商業集積地区 
オフィス街地区 
市街地型商業集積地区 
専門店・中心店計 
工業地区 
住宅地区 
その他の商業集積地区 
住宅地背景型商業集積地区 
ロードサイド型商業集積地区 
その他地区 
89(▲14) 
79(▲30) 
68(▲15) 
64(▲16) 
62(▲18) 
61(▲12) 
58(▲14) 
55(▲15) 
53(▲17) 
48(▲14) 
20.2(▲1.1) 
   9.6(  3.0) 
 11.3(▲2.8) 
100.0 
7.6(  2.6) 
24.7(  0.3) 
1.1(▲0.2) 
8.2(▲3.6) 
5.9(  2.3) 
11.1(▲0.1) 
駅周辺型商業集積地区 
市街地型商業集積地区 
オフィス街地区 
専門店・中心店計 
ロードサイド型商業集積地区 
その他の商業集積地区 
工業地区 
住宅地背景型商業集積地区 
住宅地区 
その他地区 
75(▲16) 
57(▲15) 
56(▲27) 
52(▲15) 
48(▲10) 
47(▲ 4) 
41(▲10) 
35(▲17) 
35(▲14) 
26(▲11) 
 36.8(  0.7) 
 20.5(▲3.2) 
  7.2(  1.9) 
100.0 
 10.4(  5.8) 
  1.3(  0.3) 
  3.1(  0.8) 
  6.9(▲3.4) 
 10.2(▲2.1) 
  3.0(▲0.5) 
食料品 住関連 
駅周辺型商業集積地区 
工業地区 
オフィス街地区 
ロードサイド型商業集積地区 
その他の商業集積地区 
市街地型商業集積地区 
専門店・中心店計 
住宅地区 
住宅地背景型商業集積地区 
その他地区 
104(▲19) 
98(▲21) 
93(▲27) 
90(▲20) 
87(▲11) 
82(▲25) 
73(▲20) 
69(▲22) 
69(▲23) 
47(▲12) 
16.6(▲0.8) 
 6.7(  1.4) 
 9.3(  3.8) 
 3.4(  0.7) 
 1.7(  0.0) 
 8.8(▲1.7) 
100.0 
27.3(▲0.9) 
10.9(▲3.7) 
15.4(  1.6) 
駅周辺型商業集積地区 
オフィス街地区 
市街地型商業集積地区 
専門店・中心店計 
住宅地区 
工業地区 
住宅地背景型商業集積地区 
その他の商業集積地区 
ロードサイド型商業集積地区 
その他地区 
96(▲ 8) 
81(▲32) 
72(▲12) 
65(▲14) 
63(▲ 8) 
60(▲15) 
58(▲10) 
53(▲16) 
51(▲17) 
50(▲17) 
 17.0(▲1.4) 
 10.3(  2.8) 
  9.5(▲3.2) 
100.0 
28.0(  1.7) 
  9.4(  3.6) 
  7.9(▲3.3) 
  0.9(▲0.4) 
  5.5(  1.8) 
12.0(▲0.3) 
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小 括  
 
本章では、まず地域商業振興政策の柱となってきた商店街向け高度化資金助
成制度、および商店街向け施設整備事業補助金制度の変遷を整理した。商店街
向け高度化資金助成制度は拡充され、またより有利な貸付条件で融資されるこ
とになっていった。さらに、商店街向け施設整備事業補助金制度も対象商店街
を｢選択と集中｣の論理によって選別するスタンスが明確になってきたとはい
え、商店街を対象とする補助金制度は、かなり手厚いものであったといっても
よい。しかしながら、商店街の疲弊はすすみ、中小小売商業振興法による認定
計画数も 1990 年代後半以降、急速に落ち込んでいる。このことは、商店街活
性化計画を立て高度化資金を用いて商店街の活性化を図ろうとする意欲と資
金力のある商店街が大きく減少していることを意味している。  
商店街において集積効果を生み出しきた｢依存と競争のメカニズム｣は、食料
品をはじめとする最寄品においては有効に機能しなくなってきており、小規模
最寄品業種店の集積である近隣型商店街は急速に衰退した。いまや最寄品の購
買については、総合店やショッピングセンターにおけるワンストップ・ショッ
ピングが中心となってきている。  
商業統計調査の分析によっても商店街形成地区の販売割合、さらには商店街
形成地区の大店外立地商店や小規模店の販売割合は低下の一途をたどり、地域
商業の地盤沈下が明確になってきている。さらに、売場効率 (売場面積 1 ㎡当た
りの年間販売額 )からみた商店街形成地区に立地する優位性も失われつつある
など、地域商業振興政策の効果は極めて限定的だったといえる。  
本章の分析を通して、流通調整政策および地域商業振興政策が変容する下で、
小規模小売店やそれらが集積した地域商業の地位が大きく低下し、大型店や専
門店チェーンなどの地位が上昇する小売商業構造の変化過程の内容が明らか
となった。  
地域商業の活性化にあたっては、そこにいかに｢競争を埋め込む｣ 28 ) ことがで
きるか、具体的には大型店の誘致や業種店の新陳代謝の促進などが課題といえ
る。また、地域商業がもつ｢社会的機能｣ 29) については、筆者もその機能を高く
評価するものではあるが、｢社会的機能｣は、あくまでも地域商業の買物の場と
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しての機能、すなわち｢経済的機能｣を基盤とするものであり、｢経済的機能｣が
脆弱化した場合には｢社会的機能｣も劣化することは避けられない。この意味で、
意欲ある地域商業においては、改めて原点に立ち返り、共同活動を通じて地域
商業の｢経済的機能｣の強化をすすめていく必要があると考える。  
 
注 
1)法人商店のうち｢単独店(支店を持たない商店)｣を除く｢本店｣および｢支店｣をチェーン店とみると、
小売業計の販売額に占めるチェーン店の割合は 1979 年 50.7％、1988 年 58.5％、1997 年 66.6％、
2002 年 70.0％、2007 年 75.3％と推移している。また、小売業計の販売額に占めるフランチャイ
ズチェーン加盟店の割合は、2002 年 7.6％、2007 年 8.2％となっている(経済産業省(通商産業省)
『商業統計表(産業編)』(各年版)より集計)。 
2)共同施設事業に対する助成制度は、1947 年以降予算補助が行われ、高度化資金助成制度の前身に
なっている(中小企業庁『中小企業施策のあらまし 1967 年度』、15 ページ)。 
3)中小企業庁委託調査(ちばぎん総合研究所)『商店街実態調査報告書 2009 年度』2010 年 3 月、42～
43 ページ。 
4)同上報告書、概要 5 ページ。 
5)同上報告書、21～22 ページ。なお、小売業商店数は 1982 年をピークとして減少を続け、2007 年
にはピーク時の▲33.9％となっている。この間に、従業者数｢1～4 人｣規模は▲47.8％と大幅に減
少している反面、それ以上の規模では増加している。2007 年の従業者規模別販売割合をみると、
｢1～4 人｣規模は 14.2％で、1982 年の 32.9％と比べて▲18.7 ポイントと大きく減少している(経済
産業省(通商産業省)『商業統計表(産業編)』(各年版)より集計)。 
6)中小企業庁｢商店街実態調査｣における商店街の問題点に関する設問は、1990 年度は 23 項目から 3
つ選択、2006 年度は 13 項目から 3 つ選択、2009 年度は 11 項目から 3 つ選択として実施されてい
る。なお、1995 年度調査、2000 年度調査、2003 年度調査については、回答方式が異なるため比
較できない。 
7)石原武政・石井淳蔵は、大型店という商店街の｢外なる敵｣よりも、1 つの統一された商業集積とし
ての商店街それ自体が内部から崩壊する商店街の｢内なる敵｣問題の方が重要であると早くから指
摘している(石原武政・石井淳蔵『街づくりのマーケティング』日本経済新聞社、1992 年、17～20
ページ)。 
8)中小企業庁｢中小企業連携組織対策に関する中間報告書｣2005 年 7 月。 
9)中小企業庁委託調査(流通政策研究所)、前掲報告書。 
10)｢商店街｣は自然発生的に形成され、主として中小小売商業者によって経営される業種店から構成 
される商業集積。他方、｢ショッピングセンター｣は、デベロッパーによって計画的に形成され、主 
としてチェーン化された総合店や業種店から構成される商業集積をいう。 
11)｢小規模の小売業者は、そもそもほかの小売業者と地縁的な関係を結ばざるを得ない契機をもって
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いる。というのは、その小規模さゆえに独自の集客力は低く、その点で自身の成功が近隣の小売業
者の集積に依存する程度は高いからである。この商業集積の効果は、『小売集積の経済性』と呼ぶ
ことができる｣(石原武政・石井淳蔵、前掲書、298 ページ)。そして、｢小売集積の経済性｣が発生す
るプロセスについて、｢情報収集の経済性｣｢内部経済の発生｣｢外部経済の発生｣からとらえている
(同上書、298～299 ページ)。また、宇野史郎は｢接触の利益｣とよび、背後にある大量の消費購買
力に容易にアクセスできることによって発生する｢近接の利益｣と、異なる経営体が集合することに
よって発生する｢結合の利益｣からなるとしている(宇野史郎『現代都市流通のダイナミズム』中央
経済社、1998 年、103 ページおよび 137～145 ページ)。小宮一高は、商業集積の集積効果につい
て次のように述べている。｢小売商業者の店舗は他店舗の近隣に立地することによって、単独で立
地するよりも多くの買い手の吸引が期待できる。それは他店舗との近接した立地によって買い手の
多目的購買や比較購買といった購買行動に適応することができるからである｣(小宮一高｢商業地に
おける空間的変化と空間構造｣『香川大学経済論叢』第 74 巻第 4 号、2002 年 3 月、320 ページ)。
商業集積の集積効果については、石原武政『商業組織の内部編成』千倉書房、2000 年、Jones, K. and 
Simmons, J., The Retail Environment, Routledge, 1990 (藤田直晴・村山祐司監訳『商業環境と立
地戦略』大明堂、1992 年)、Eaton, B. C. and Lipsey, R. G., “An Economic Theory of Central Place”, 
The Economic Journal, Vol.92, March, 1982, pp.56 ～ 72, Wolinsky, A. “ Retail Trade 
Concentration Due to Consumers’ Imperfect Information”, The Bell Journal of Economics, 
Vol.14, No.1, Spring, 1983, pp.275～282., Ghosh, A,“The Value of a Mall and Other Insights 
from Revised Central Place Model”, Journal  of  Retailing, Vol.62, No.1, 1986, pp.79～97, を
参照にされたい。 
12)｢ある業種に属するすべての商品を取り扱う小売商を完全業種店、その一部のみを取り扱う小売商
を部分業種店と呼ぶ｣(石原武政、前掲書、129 ページ)。 
13)｢同種商品についての売買の集中はただ同種の商品を量的に蓄積させるだけで、W．オルダースン
の用語によれば集積(accumulation)とよばれ、その結果として供給(supply)が形成されるのに対し
て、異種商品についての集中は文字どおり異種の商品の集合をつくり出す取揃え(assorting)であり、
その結果として品揃え物 (assortment)が形成される｣ (Alderson, W., Marketing Behavior and 
Executive Action, Richard Irwin, 1957(石原武政・風呂勉・光澤滋朗・田村正紀訳『マーケティン
グ行動と経営者行為』千倉書房、1984 年、223～263 ページ))。言葉をかえて、前者の集積が規模
の経済に、後者の取揃えが範囲の経済に対応するということもできる。(中略) 商業の存立根拠とし
て売買の集中が議論されるときに強調されていたのは、異種商品の集中であったということができ
る｣(石原武政、前掲書、106 ページ)。 
14)石原武政｢小売商業集積との比較における産業集積の組織特性｣『経営研究』第 52 巻第 4 号、2002
年 1 月、43 ページ。 
15)石原武政は、集積間競争は集積内競争にとって代わることができないとして、次のように述べて
いる。｢集積間の競争は、個々の商業者にとっては間接的にのみ競争として意識されるにすぎない。
たとえば、商業集積の集客力は、1 人ひとりの商業者の行動の結果の総合でしかないのだが、その
 161 
ことを個々の商業者が明確に自覚するかどうかは別である。さらに、たとえ集客力が弱くなったと
しても、それがどの商業者の行動によるのかを特定することは通常できない。(中略) 商業集積間競
争では、競争相手となるべき商業集積自身が特定されているとはかぎらない。競争範囲は、消費者
の行動によっていわば結果的に認識できるだけである｣(石原武政、前掲書、173 ページ)。 
16)｢商業集積の新陳代謝とは、空き店舗が発生しても、新規開業者がすぐに開業できたり、既存店舗
が経営革新を随時行い、品揃え等を改善して、集積全体の魅力を向上させていく循環のことである｣
(大阪府立産業開発研究所『商業集積の活力について調査報告書』2003 年 3 月、11 ページ)。商店
街における最近 5 年間の新規出店をみると、｢活発に行われている｣6.2％、｢まあまあ行われている｣
41.4％、｢あまり行われていない｣33.6％、｢ほとんどない｣18.8％となっており、新規出店がすすま
ない実態が明らかにされている。そして、新規出店が促進されない理由(複数回答)として、｢商店街
の魅力不足で店舗誘致困難｣53.6％、｢組合に出店誘致等行う組織力不足｣46.0％、｢家賃が高く出店
可能な業種限られる｣38.5％、｢店舗と自宅建物が同一で賃貸｣35.6％、｢駐車場等付帯設備不十分で
誘致困難｣34.7％、となっている(商工総合研究所『商店街店舗の新陳代謝の実態についての調査報
告書』2002 年、前掲報告書 12～13 ページ)。 
17)石原武政、前掲書、155 ページ。この他、小規模小売商の経営者意識については、｢生業志向、資
本家志向｣(田村正紀『大型店問題』千倉書房、1981 年、169～195 ページ)、｢積極的対応型、環境
変化順応型、衰退型｣(鈴木安昭『商業の広域診断』同友館、1974 年、55 ページ)を参照されたい。 
18)家主に賃貸等の意思がない空き店舗の割合(無回答を除く)をみると、｢0～30％未満｣が 62.4％と最
も多いが、｢30～50％未満｣14.8％、｢50～80％未満｣9.6％、｢80％以上｣13.2％となっている。家主
に賃貸等の意思がない空き店舗の割合が 30％以上の商店街の割合を商店街類型別にみると、近隣
型商店街 42.3％、地区型商店街 36.6％、広域型商店街 11.6％、超広域型商店街 11.3％となってお
り、商圏範囲の狭い商店街ほど、その割合が多くなっている(中小企業庁委託調査(ちばぎん総合研
究所)『商店街実態調査報告書 2009 年度』、60 ページ)。 
19)基本的商品および補完的商品については、南方建明『小売業の戦略診断』中央経済社、1995 年、
158～159 ページ、南方建明｢地域小売商業における商店街の役割－中小小売店の機能と商店街活動
の理念－｣『大阪商業大学論集』第 111 号、1998 年 6 月、129～130 ページを参照されたい。 
20)南方建明｢流通システムにおける小規模小売店の役割－大型店と差別化された商業機能の必要性
と可能性－｣『大阪商業大学論集』第 112・113 号、1999 年 2 月、391～392 ページ。 
21)石原武政は、部分業種店が補完的商品を取り扱う動機について、次のように述べている。なお、
同氏は本章でいう基本的商品を｢基礎商品｣、補完的商品を｢周辺商品｣と呼んでいる。｢基礎商品は
多くの消費者が求めるのだから、より多くの消費者を引きつけ、十分な売上高と利益を確保するた
めには、品揃え物から欠くことはできない。しかし、反面で、この種の商品については、集積内の
同業他者もまた同様の理由で取り扱おうとするから、いきおい集積内での競争関係は激しくならざ
るをえない。これに対して、周辺商品はたしかに空間的小市場内の需要量こそ少ないが、それだけ
同業他者が取り扱う可能性は小さくなり、結果としてそのすべてを独占できるかもしれない｣(石原
武政、前掲書、137 ページ)。｢各商業者がともに取り扱う基礎商品については直接的に、そしてさ
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しあたり独占的な地位を占めうる周辺商品については潜在的に競争が展開される。周辺商品につい
ては、現時点でたとえ独占的地位を獲得できていても、商業者はいつ同業他者が取扱いを開始し、
競争関係に入るかもしれないという危機感から逃れることはできない｣(同上書、139 ページ)。これ
に関連して、山下裕子は次のように述べている。｢総合量販店やショッピングセンターなどのよう
に業態化された小売業と比較すると、業種店の集積である商業集積は、品揃え機能が分散化された
非常に『効率の悪い』システムである。しかし、品揃え機能を集中させた業態店が基本的には不特
定多数のマスを対象としているのに対して、集積における業種店には、関与度の高い、知識を持っ
た消費者を対象にする潜在的な可能性が残されている｣(山下裕子｢商業集積のダイナミズム－秋葉
原から考える－｣『一橋ビジネスレビュー』第 49 巻第 2 号、2001 年 8 月、76 ページ)。 
22)石原武政は、商業集積内において商業者の依存関係が理想的にすすまない要因として次の 5 点を
挙げている。①個別商業者の経営理念にかかわる問題、②小売商業集積においては、一方的な依存
を誘発したり、あるいは少なくともそれを排除できない要因が存在する、③商業集積における空間
の制約、④業種を超えると、能動的な依存関係が適切な品揃え物の誘導に向けて働くとは考えられ
ない、⑤商業集積内で個々の商業者の意思決定が何らかの意味での統一性や方向性をもちうる保証
はない(石原武政、前掲書、154～159 ページ)。 
23)過去 3 年以内に商店街の中から大規模店舗が退店した商店街において来街者が減少した割合は
74.3％、一方退店しなかった商店街においては 71.4％となっており、大規模店舗が退店した商店街
の方が来街者減少割合はわずかではあるが高くなっている。他方、過去 3 年以内に商店街の中に大
規模店舗が出店した商店街において来街者が増加した商店街の割合は 20.5％、一方出店のなかった
商店街では 5.7％となっており、大規模店舗が出店した商店街の方が来街者増加割合は高くなって
いる(中小企業庁委託調査(全国商店街振興組合連合会)『商店街実態調査報告書 2003 年度』(再編加
工)(『中小企業白書 2004 年』、124 ページ)。 
24)空き店舗対策の問題点については、石原武政『まちづくりの中の小売業』有斐閣、2000 年 6 月、
19～40 ページを参照されたい。 
25)｢大規模小売店舗｣とは、一つの建物内の店舗面積の合計が 500㎡以上の建物をいう(通商産業省『商
業統計表(大規模小売店舗統計編)』)。 
26)｢商業集積地区｣とは、主に都市計画法第 8 条に定める｢用途地域｣のうち、商業地域および近隣商
業地域であって、商店街を形成している地区をいう。概ね 1 つの商店街を 1 つの商業集積地区とす
る。1 つの商店街とは、小売店、飲食店およびサービス業が近接して 30 店舗以上あるものをいう。
また、｢1 つの商店街｣の定義に該当するショッピングセンターや多事業所ビル(駅ビル、寄合百貨店
等)は、原則として 1 つの商業集積とする(経済産業省『商業統計表(立地環境特性別統計編)』)。 
27)大規模小売店舗内に出店しうるのは、ほとんどがチェーン店であり、逆に単独店は保証金やテナ
ント料負担、信用力や知名度という点で出店が難しいことは事実である。そのため、大規模小売店
舗内立地と店舗外立地の売場効率格差は、必ずしも集積の効果によるものではなく、チェーン店化
による規模の経済を反映したものとも考えられる。集積の効果の実態をとらえるという目的からす
れば、チェーン店と単独店を区分して比較する方がその目的にかなっているであろうが、『商業統
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計表(大規模小売店舗統計編)』では、これらを区分しうる統計が公表されていない。なお、1999
年調査においては、多くは単独店と考えられる個人商店の大規模小売店舗内立地の売場効率は 71.3
万円／㎡、これに対して法人商店は 79.0 万円／㎡となっており、それほど大きな格差があるわけ
ではない。さらに、表 5-13 に示すように売場効率格差(大規模小売店舗内立地の売場効率を 100 と
した大規模小売店舗外立地の指数)が大幅に縮小傾向にあることを考えると、大規模小売店舗内立
地の優位性が低下し、集積の効果が低下傾向にあることは確かである。 
28)石原武政『まちづくりの中の小売業』、247 ページ。 
29)地域商店街活性化法の施行(2009 年)は、意欲と資金力のある選ばれた一部の商店街を重点的に支
援していくという地域商業振興政策のスタンスを明確にするものであった。そして、同法第 3 条に
基づいて定められた｢商店街活性化事業の促進に関する基本方針｣では、商店街の“公共性”や“社
会的機能”について強調している。｢商店街は、元来、中小小売商業者及び中小サービス業者が多
数集積しており、様々な商品やサービスをワンストップで販売・提供する｢商いの場｣である一方、
地域の人々が数多く集まることから、お祭りやイベントなどに利用され、地域の人々が交流する｢公
共の場｣としての役割も果たしている。こうした｢商いの場｣、｢公共の場｣を併せ持つ特徴により、
商店街は地域の中小小売業や中小サービス業を振興するという経済的機能を有するだけでなく、地
域住民の生活利便や消費者の買物の際の利便を向上させ、地域の人々の交流を促進する社会的機能
をも有する存在である｣(中小企業庁｢商店街活性化事業の促進に関する基本方針｣2009 年 8 月)。 
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第 6 章 イギリスにおけるタウンセンターマネジメントと  
小売開発規制  
 
わが国では、大型店や大型ショッピングセンターの郊外立地、中心市街地か
らの撤退、公共施設の郊外移転などによる都市機能の拡散などの要因で、中心
市街地の疲弊がすすんだ。これは、バブル期をピークとする地価の高騰、1990
年代以降の大店法の規制緩和による大型店や大型ショッピングセンターの出
店の急増によって加速されていった。このような状況の中で、中心市街地活性
化法 (1998 年施行 )が制定され、これと合わせて市町村の決定によって特別用途
地域を設定し、大型店立地を規制しうる都市計画法の改正がなされた。  
しかし、当時の中心市街地活性化は主として商業の活性化を支援するもので
商工会議所など商業者を中心とした活動にとどまり、都市機能の全般的な再生
を 図 る 活 動と はな ら なか った こと 、中 心 市街 地活 性化 を担 う TMO(Town 
Management Organization)の財源問題などにより、ほとんど成果を上げるこ
とができなかった。他方で、都市計画法による大型店立地の規制に関しては、
1998 年に導入された｢特別用途地区｣、2001 年に導入された｢特定用途制限地
域｣｢準都市計画区域｣により、市町村は制度上すべての地域において何らかの
形で大型店立地の規制が可能となった。しかし、これらの制度は市町村の決定
によって土地利用を制約するものであるためコンセンサス形成が難しく、また
隣接市町村への出店には無力という広域調整の問題もあって、取り組まれた事
例はわずかであった。  
 中心市街地活性化に取り組む一方で、郊外に大型店や大型ショッピングセン
ターが出店するという、いわば｢アクセル｣と｢ブレーキ｣を一緒に踏んでいるよ
うな状況で、中心市街地活性化の取組みの効果が減じられた市町村も多い。こ
のような状況の中で、改正中心市街地活性化法 (2006 年改正施行 )および改正都
市計画法 (2006 年改正施行、2007 年改正施行 )が制定された。改正中心市街地
活性化法 (2006 年改正施行 )では、国・地方公共団体・事業者の責務の明確化、
商業の活性化にとどまらず中心市街地活性化を総合的に推進する｢中心市街地
活性化協議会｣の法制化、基本計画において具体的な数値目標を掲げることと
し、これを内閣総理大臣が認定するというスキームに改められた。他方、改正
 165 
都市計画法 (2006 年改正施行、2007 年改正施行 )では、用途地域による立地制
限の強化 1)、開発許可制度の見直し、準都市計画区域制度の拡充、広域調整手
続の充実などが盛り込まれ、大型店立地の都市計画的規制が強化された。  
イギリスにおいても、サッチャー政権における市場主導型の都市政策の下で、
ショッピングセンターなど郊外の開発がすすみ、中心市街地の疲弊が深刻化し
た。こうした中で、1990 年代になって TCM(Town Centre Management)の取
組みが本格化した。他方で、小売開発の都市計画的規制においても、PPG6(1996
年改定 )において小売開発にあたっては中心市街地立地を優先すべきという｢シ
ーケンシャル・アプローチ｣が導入された。この政策は PPG6(1996 年改定 )の
後継である PPS6(2005 年 )においても中心的な政策となっている。郊外開発の
影響で中心市街地が衰退する中で、中心市街地の活性化に向けた取組みを行い、
郊外の小売開発を都市計画的に規制するという点では、わが国と類似の政策が
すすめられている。  
しかし、イギリスは中心市街地への小売開発の誘導、中心市街地活性化とい
う点において成果を上げている。そこで、本章は、イギリスのタウンセンター
マネジメントおよび小売開発の都市計画的規制について考察することにより、
わが国への示唆を得ることを目的とする。  
 
1．タウンセンターマネジメント (TCM) 
 
(1)TCM とは  
ATCM(Association of Town Centre Management)によると、｢TCM とは、経
済的・社会的役割を強化するために、都市の中心部におけるすべての主要なタ
ウンセンター・ステークホルダーの取組みと資源をコーディネートし、集中さ
せることを目的とする｣ 2)。そして、効果的な TCM には次の 6 点が求められる
としている 3)。①想い、専門的知識、資源を共有する民間セクターと公共セク
ター間の真に効果的なパートナーシップの確立 4)、②地方政府 (シニアオフィサ
ーと政治レベルの両面で )の本腰を入れた支援、③広範な地域事業者からのイン
プット、④地域コミュニティからのインプット (関与とコミュニケーション／市
場調査 )、⑤達成可能なプログラムの目標・到達点を定めたビジネスプランの作
 166 
成、⑥ビジネスプランを実行し、その経過をモニターし評価するマネジメント
構造 (組織 )の確立。  
ま た 、 PPG6(1996 年 改 定 )(Department of the Environment, Planning 
Policy Guidance Note 6：Town Centres and Retail Development, 1996)の付
録文書では、TCM の必要性について次のように述べている 5 )。｢タウンセンタ
ー の 効 果 的 な マ ネ ジ メ ン ト と プ ロ モ ー シ ョ ン は 、 そ の 活 力 と 存 立 可 能 性
(Vitality and Viability)を高めることに役立つであろう。タウンセンターの質
に影響を及ぼす多くの要因は、計画システムの範囲外にある。地方自治体 (Local 
Authorities)は、民間セクター、地域コミュニティとのパートナーシップの下
で、TCM の主導的役割を果たすべきである｣。そして、｢TCM は、関連公共機
関、居住者、小売商業者、レジャー施設運営者、デベロッパー、投資家などと
共同することによって実現されるものである｣とし、法律で定められたもので
はないが、ロールカルプランに記述されるべき戦略として、次の 14 項目を掲
げている。①タウンセンターへのアプローチの改善、②環境の改善とオープン
スペースの拡充、③街路の清掃と企業ニーズに見合う廃棄物処理サービス、④
レジャー、エンタテインメント、娯楽活動の振興、⑤犯罪予防と治安の改善 (例：
CCTV、監視カメラ )、⑥維持管理が行き届いた質の高い安全な駐車場、⑦歩行
者環境の改善、⑧身障者、高齢者、幼児連れの人々に対する配慮、⑨アクセシ
ビリティの改善、⑩タウンセンターが提供するサービスの明確な基準の設定と
公表、成果の報告、⑪定期的な来街者調査とその結果のフィードバック、⑫標
識・看板と情報提供活動の改善、⑬公共スペースにおける芸術作品の展示、⑭
プロモーションのための広告の実施。  
 
(2)TCM の歴史と ATCM 
イギリスで最初に TCM が始められたのは 1980 年で、それから 10 年間で 13
の TCM が設立された 6)。TCM は、1980 年代初頭にマークス＆スペンサーや
ブーツといった先進的な大手小売業者によって提唱された 7)。ショッピングセ
ンターなど郊外の開発がすすみ、タウンセンターの空洞化が深刻化する中で、
タウンセンターの再生を目指して始められたものである 8)。その後、1991 年
に ATCM が設立され、各地で TCM 活動が本格化することになる。  
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2007 年 2 月現在、イギリス国内には 600 以上の TCM 組織が存在し、特に都
市規模が大きいほど TCM 活動を実施していることが多く、国内トップ 50 都市
中 40 都市以上が何らかの取組みを行っている 9)。その多くが ATCM に加盟し
ているが、ATCM は次の 3 点を活動目的として立ち上げられた 10)。①ネット
ワークをメンバーに提供し、メンバーが TCM に関する情報を得られるように
する、②TCM が効率的に機能するためには何が必要かという調査、③中央官
庁や地方自治体などの政策決定や民間企業に対して、中心市街地の重要性や
TCM の必要性を認識してもらうための働きかけを行う。  
 
(3)TCM の政府目標  
PPG6(1996 年改定 )は、PPS6(2005 年 )(Office the Deputy Prime Minister, 
Planning Policy Statement 6：Planning for Town Centres, 2005)として改定
された 11)。PPS6(2005 年 )においては、タウンセンターをマネジメントするた
めの政府の主要な目標として、次の 5 点を掲げている 12 )。①既存のタウンセ
ンターの成長と開発のための計画を作成、②既存のタウンセンターの開発に焦
点を合わせ、すべての人々にアクセスしやすい良好な環境の下での広範なサー
ビスを促すことによって既存のタウンセンターの活力と存立可能性を促進、③
コミュニティ全体、特に社会的弱者のニーズにマッチした選択可能な買物、レ
ジャー、および地域サービスを広範に提供することによって、消費者の選択機
会を強化、④効率的で競争力があり、革新的な小売、レジャー、観光、その他
のセクターの生産性向上を支援、⑤アクセシビリティの改善。  
 
(4)タウンセンターの活力と存立可能性  
PPS6(2005 年 )では、タウンセンターの健康度と、それらがどのように変化
し続けているかをモニターするために、地方自治体は、できれば民間セクター
と共同して、表 6-1 に示す 12 の主要指標について定期的に情報を収集すべき
であるとしている 13)。  
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表 6-1 タウンセンターの活力と存立可能性の測定 
①タウンセンターの主要な利用
方法の多様性(数、種類、床面積) 
様々な機能のために利用される空間の大きさ(オフィス、買物、レジャ
ー、文化・娯楽活動、パブ、レストラン、ホテルなど)。 
②タウンセンター周縁部および
タウンセンター外立地の小売、レ
ジャー、オフィスの床面積 
 
③ネットワーク内のタウンセン
ターの成長あるいは変化に対応
するための潜在的収容力 
一般的には新規あるいはより集中的なタウンセンター開発のために利
用しうる土地の大きさによって測定されるタウンセンターの拡張や強
化の機会。 
④小売業者と小売業者の変化過
程 
ストリート・マーケットも含む様々な種類の小売業者の存在と変化、
タウンセンターに出店したいという小売業者の需要、またはタウンセ
ンターにおける小売業者の変化、小売業者の減少や閉鎖。 
⑤賃貸料 主要ショッピングエリア内のゾーン A 賃貸料(店舗のウインドーから
奥行きが 6m の店舗スペースの賃貸料)の動向。 
⑥1 階部分(street level)の空き不
動産の割合 
空き不動産は、強い集客力をもつタウンセンターでも発生しうる。そ
のため、この指標は慎重に用いる必要がある。正面の次列部分
(secondary frontages)の空き、あるいは他の用途への変化もまた有用
な指標となる。 
⑦非居住不動産の商業的利益(予
想される賃貸相場にかかわる投
資価値) 
タウンセンターの小売、オフィス、他の商業開発の長期的な収益性に
対する投資家の確信を示す。この指標は慎重に用いる必要がある。 
⑧歩行者通行量 ショッピングストリートの活力を示す主要な指標。タウンセンターの
様々な地点において、昼夜の様々な時間帯の通行者(商店、レストラン、
他の施設に招き入れることができる人)の数によって測定する。 
⑨アクセシビリティ 選択した交通手段によるアクセスの容易さと利便性。駐車場の質、量、
タイプ、公共交通サービスの頻度と質、およびサービスが提供される
顧客起点の範囲、歩行者、サイクリスト、障害者のための設備の質、
主要到着地点から主要集客施設へのアクセスの容易さ。 
⑩顧客と居住者の意見と行動 定期的な調査は、関係当局がタウンセンターの改善効果をモニターし
評価すること、将来の優先順位の決定に役立つ。タウンセンターや家
庭での聞き取り調査は、タウンセンターやそれに近接する地域の居住
者の意見も含め、タウンセンターの利用者・非利用者双方の意見を明
確化するのに用いられる。 
⑪安心性に対する認識と犯罪の
発生 
安心・安全性に対する意見や情報(地域によっては、夕方から夜のビジ
ネスをモニタリングする情報)も含む。 
⑫タウンセンターの環境状態 環境の問題(大気汚染、騒音、乱雑、ゴミ、落書きなど)、環境のプラ
ス面(樹木、景観、オープンスペースなど)の情報を含む。 
(出所) Office the Deputy Prime Minister, Planning Policy Statement 6：Planning for Town Centres, 
2005, pp.28～29. 
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(5)TCM 組織  
イギリスの TCM 組織 14) については、｢地方自治体と民間企業の非公式なパ
ートナーシップ形態が多く、タウンセンター・マネージャーも自治体に雇用さ
れているものが多かった。しかし、最近では中心市街地のマネジメントを目的
とした民間企業組織が多くみられるようになり、地方自治体や民間企業がメン
バーとなって出資している。このような企業組織は、法的組織としてスタッフ
を雇い、契約も行う。これらは、イギリスの法体系では Company Limited by 
Guarantee(非営利 )であることが多いが、ごく最近では Community Interest 
Company(CIC)という形態で設立される例も現れている｣ 15 )。  
 
2．イギリス政府の小売開発に対する考え方の変遷  
 
(1)DCPN13(1972 年 ) 
 PPS6(2005 年 )に示されている小売集積の階層性とネットワークの考え方、
すなわち｢①既存の小売集積とその体系を維持 (整備を含む )すること、②新たな
小売集積の形成の場合も、できるかぎり一定の体系を形成すること｣ 16) は、イ
ギリスにおいては小売立地に対する伝統的な考え方であったという。  
イ ギ リ ス 政 府 は 、 DCPN13(1972 年 )(Department of the Environment, 
Development Control Policy Note13： Out of Town Shops and Shopping 
Centres,1972) 、 DCPN13(1977 年 改 定 )(Department of the Environment, 
Development Control Policy Note13：Large New Stores, 1977)と題する政策
指針を出している 17)。DCPN13(1972 年 )では、｢既存の都市、タウンセンター、
あるいは地域の中心市街地の外部における小売開発の申請は、慎重に取り扱う
ようにという勧告がなされていたし、申請された計画が既存店舗に不利な影響
をあたえないかということに考慮が払われるべきである｣ 18) としていた。他方
で、｢買回品小売業はタウンセンターに集中すべきであるが、最寄品小売業の
郊外開発は促進されるべきであるという従来にはない方針も含まれていた｣ 19) 。 
しかし、サッチャー政権における開発主導型・市場主導型 (market-led 型 )の
都市政策 20) の下で、この伝統的な考え方も見直されていくことになる 21)。  
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(2)PPG6(1988 年 ) 
 PPS6(2005 年 )の前身にあたる最初の PPG6(1988 年 )(Department of the 
Environment, Planning Policy Guidance Note 6：Major Retail Development, 
1988)は、サッチャー政権後期に DCPN13(1977 年改定 )に代えて出された 22)。
ここでは、｢大規模小売施設の開発に関しては、タウンセンターの活力と存立
可能性に十分な配慮がなされるべきであること、またタウンセンターの改良計
画は好ましい政策である｣ 23) としている。また、｢大規模小売施設の立地に関し
ては、できることなら、新規に開発される大型店とりわけ最寄品を販売する店
舗は、車で来店する客のみならず、車以外の交通手段に頼る客のためにもなる
ような場所に立地すべきである｣ 24) として、PPS6(2005 年 )にみられるタウンセ
ンターへの配慮と、車以外の手段によるアクセシビリティへの配慮について求
めている。しかし、｢小売業は経済のダイナミックな部門であり、消費者の選
択幅を拡大したり、効率を高めたり、より快適な買物行動を創出するような変
化は歓迎されるべきである｣ 25)。また、｢新規の小売開発の床面積に対する規制
を、地域全体であれ、特定地域についてであれ、設けるべきではない。なぜな
らば、そのような規制はデベロッパーや小売業者および計画当局が、移り変わ
る市場の状態や顧客の需要に対応する力を削ぐ結果になるからである｣ 26) とし
て、大規模小売施設の開発を促進する方向を示している。  
 
(3)PPG6(1993 年改定 ) 
 PPG6(1993 年改定 )(Department of the Environment, Planning Policy 
Guidance Note 6：Town Centres and Retail Development, 1993)においては、
｢タウンセンターへのインパクトの内容が示され、タウンセンターへの配慮の
姿勢はみられるものの、小売開発に積極的なスタンスが示されている｣。すな
わち、｢開発計画は、各種タイプの小売施設開発用の場所の選択を含めて、小
売施設開発に対して十分な用意をすべきである｣、また｢地方の計画担当官は、
後述する明白な証拠がない限り、タウンセンターへの影響を理由に開発の申請
を拒んではならない。明白な証拠とは、開発の結果、開発がなければコミュニ
ティに対して良好なサービスを提供し続けると思われるセンターの活力と存
立可能性を減じることになる証拠である｣ 27 ) としている。  
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(4)PPG6(1996 年改定 ) 
PPG6(1996 年 改 定 )(Department of the Environment, Planning Policy 
Guidance Note 6：Town Centres and Retail Development, 1996) 28) の特徴は、
PPG6(1993 年改定 )の冒頭に示されている｢計画システムは、小売開発に対する
不必要な規制を取り除くことによって、種々の小売企業間の競争を促進し続け
なければならないということである｣という文章がみられない 29) こと、また
PPS6(2005 年 )に引き継がれる｢シーケンシャル・アプローチ｣ 30 ) が導入された
ことから、イギリス政府のタウンセンターに悪影響を及ぼす小売開発の抑制、
タウンセンターへの誘導の方向性が明確化されたといえる。  
 
(5)PPS6(2005 年 ) 
PPG6(1996 年改定 )によって導入されたシーケンシャル・アプローチにより、
｢中心市街地の活性化はある程度成功したといわれる。しかし、それは上位階
層の都市に限られ、小都市の中心市街地、近隣住民の日常生活を支える役割を
担う低次階層のセンターの中には衰退したものがあった｣ 31 )。そこで、この反
省を踏まえて、｢PPS6(2005 年 )｣(Office the Deputy Prime Minister, Planning 
Policy Statement 6：Planning for Town Centres, 2005)では、題名が“Planning 
for Town Centres”となって、“Retail”という文字が削除され、またセンター
の階層構造とネットワークの維持が強調されている。根田克彦は、｢イギリス
ではセンターの階層構造が固定され、高次階層センターでは大規模な開発を、
低次階層センターではそれに適する規模の小売開発を誘導できる｣。｢中心市街
地の活性化のみではなく、センターの階層構造全体を維持・発展させることが
目的である｣と指摘している 32)。  
PPS6(2005 年 )では、センターの階層構造とネットワークの維持に加えて、
PPG6(1996 年改定 )の計画主導 (plan-led)と、シーケンシャル・アプローチを踏
襲しつつ、｢サスティナビリティ政策｣ 33) が色濃く反映され、タウンセンターの
活性化のための計画の必要性を明確に打ち出している。  
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3．小売開発の都市計画的規制と PPS6 
 
(1)開発計画 (ポジティブ・プランニング )と PPS6 
 イギリスにおいては、リージョンや地方自治体単位で策定される開発計画に
よって都市計画の方向性が示され (ポジティブ・プランニング )、地方自治体で
は開発計画を踏まえてすべての開発行為について個別審査によって許可する
という開発規制 (ネガティブ・プランニング )が行われている 34)。  
2004 年 に 改 正 施 行 さ れ た ｢ 計 画 お よ び 土 地 収 用 法 ｣ (Planning and 
Compulsory Purchase Act 2004)では、開発計画に関して次のことを規定して
いる 35)。第一に、カウンティで策定される基本計画は廃止され、より広域的範
囲であるリージョンで策定されるリージョン空間戦略 (RSS：Regional Spatial 
Strategy) 36) が開発計画とされた。第二に、市町村に相当する地方自治体 (Local 
Planning Authorities)は、開発計画文書 (DPD：Development Plan Documents)
など地域開発文書 (LDD：Local Development Documents)を含む地域開発枠組
み (LDF：Local Development Frameworks) 37) を作成する。地域開発枠組みは、
リージョン空間戦略に従う必要がある。  
PPS6(2005 年 )では、リージョン計画体 (Regional Planning Bodies) 38) が策
定するリージョン空間戦略 (RSS) 39)、ロンドン市長が策定するグレーターロン
ドン空間開発戦略 (SDS：Spatial Development Strategy)、地方自治体の地域
開発文書 (LDD)を改定するにあたって、この政策を反映して次に掲げるタウン
センターの成長や開発のための積極的な計画を行うこととしている 40 )。①タウ
ンセンターの階層性とネットワークを作る、②主要タウンセンター利用用途で
さらに必要とされる用途を事前に評価し、それらに対応するキャパシティを確
保する、③必要な場合は既存タウンセンターの開発に焦点を合わせ、その拡張
を計画し、タウンセンターと主要タウンセンター利用計画に関する開発計画文
書 (DPD)において、地方レベルで適切な用地を明らかにする、④タウンセンタ
ーの開発・改善・維持のためのパートナーシップを築き、夜間の経済活動を管
理する、⑤活気があり可能性があるタウンセンターづくりを促進する政策の影
響と効果を定期的にモニターし、レビューする。  
タウンセンターの階層性について、PPS6(2005)ではタウンセンターを表 6-2
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に示すシティセンター、タウンセンター、ディストリクトセンター、ローカル
センターの 4 つの階層に区分している。そして、タウンセンターの階層性とネ
ットワークの作成に際しては、次の点を考慮する必要があるとしている 41)。①
高レベルのタウンセンターに成長が過度に集中することを避ける必要がある
かどうか、②その他のタウンセンター、特に再生を必要としているタウンセン
ターを強化するための投資と成長の必要性、③タウンセンターが階層性のより
高いレベルの機能を果たすようにする、あるいは新しいタウンセンターを示す
ことにより、ネットワークにおける不足部分に対応する必要性。  
地方自治体は、開発計画地図 (Proposals Map)において、管轄地域内のタウ
ンセンターごとに、主要ショッピングエリアとタウンセンターの範囲 42 ) を明
確にしなければならない 43 )。  
 
表 6-2 イギリスにおけるタウンセンターの階層性 
①シティセンター 開発計画で位置づけられる最高レベルの階層である。階層性の点からは、リ
ージョナルセンターであることが多く、広い商圏範囲をもつ。ロンドンでは、
SDS(Spatial Development Strategy)において位置づけられている｢インター
ナショナルセンター｣｢メトロポリタンセンター｣がシティセンターの役割を
果たしている。 
②タウンセンター シティセンターに次ぐ 2 番目の階層である。多くの場合、地方自治体の主要
なタウンセンターであるが、複数の場合もある。ロンドンでは、SDS におい
て位置づけられている｢メジャーセンター｣および多くの｢ディストリクトセ
ンター｣がタウンセンターの役割を果たしている。 
③ディストリクト 
センター 
一般的に、少なくとも 1 店のスーパーマーケットやスーパーストアを含む店
舗集積、銀行やレストランのような非小売サービス、図書館のような地域の
公共施設から構成される。 
④ローカルセンター 小規模スーパーマーケット、新聞販売店、郵便局支局、薬局などから構成さ
れる。その他、温かい食品のテイクアウト店、コインランドリーなどが含ま
れることもある。 
(出所)Office of the Deputy Prime Minister, Planning Policy Statement 6：Planning for Town Centres, 
2005, p.30. 
 
(2)開発規制 (ネガティブ・プランニング )と PPS6 
 提案された開発計画の審査 44) にあたっては、地方自治体はリージョン空間
戦略 (RSS)との整合性、地域開発文書 (LDD)との整合性、タウンセンターの階
層性とネットワークを考慮したうえで、開発申請者に次の評価項目の明示を求
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め、審査することが必要である 45)。①開発の必要性、②適切な規模の開発であ
ること、③開発のためのタウンセンターの用地がないこと、④既存のタウンセ
ンターに許容できない悪影響がないこと、⑤アクセシビリティが確保された場
所であること。  
｢悪影響のアセスメント｣については、総床面積 2,500 ㎡以上のすべての小
売・レジャー開発に関して実施する必要があるとしている。アセスメントの項
目は次のとおりである 46 )。①開発が当該地域のリージョン空間戦略、特定のセ
ンターやセンター間のネットワークの戦略にリスクを及ぼす程度、あるいはセ
ンター間の階層性の役割を変える程度、②センターの活力と存立可能性を守る
ために必要とされる官民両セクターの将来の投資に与える影響、③提案されて
いる開発の商圏範囲内における商取引／売上高、および既存センターの活力と
存立可能性、場合によっては周辺の農村経済に及ぼす影響、④影響を受けるセ
ンターによって提供されている様々なサービスの変化、⑤主要なショッピング
エリアにおける空き不動産数への影響、⑥タウンセンターの質、魅力、物理的
状態と特性、およびコミュニティにおける経済的社会的な生活に対する役割が
変化する可能性、⑦提案されたレジャー・娯楽用途とセンターの夜間の経済活
動との関係。  
また、｢開発用地の選択｣に関しては、PPG6(1996 年改定 )を踏襲して、｢シー
ケンシャル・アプローチ｣を提起している。これは、既存のタウンセンター内
ではない用地での開発提案、最新の開発計画文書 (DPD)で位置づけられていな
い開発提案のすべてに適用され、用地を選択するに際してタウンセンターから
離れた場所を検討する前にタウンセンター内のすべての選択肢を徹底的にア
セスすべきであるとしている 47)。シーケンシャル・アプローチは、すべての新
規開発に加えて、タウンセンター周縁部およびタウンセンター外における 200
㎡以上の増床にも適用される 48)。  
用地選択の順序は表 6-3 のとおりである 49)。①既存のタウンセンター内立地、
②タウンセンター周縁部立地 (タウンセンターに連続し、連続するであろう立地
が望ましい )、③タウンセンター外立地 (公共交通手段の選択肢が十分確保され
ており、かつタウンセンターの近く、あるいはタウンセンターにリンクする可
能性が強い立地 )。  
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表 6-3 イギリスにおける開発用地選択の順序 
①Town Centre 
(タウンセンター) 
主要なショッピングエリアと、主要ショッピングエリアの中あるいは隣接して、
大部分がレジャー、事業所、その他の主要なタウンセンター利用用途であるエ
リアを明確にする。タウンセンターの範囲は、開発計画地図で示される。主要
なショッピングエリアは、小売開発が集中しているエリアを特定する。小さな
タウンセンターでは、タウンセンターのエリアは主要ショッピングエリアを越
えないということもありうる。 
②Edge-of-centre 
(タウンセンター周縁
部) 
小売目的の利用では、主要ショッピングエリアに隣接し、徒歩で容易に行ける
(300m)範囲の立地。他の主要なタウンセンター利用用途では、タウンセンター
の境界から 300m の範囲内の立地(オフィス開発においては、タウンセンターの
外ではあるが市街地内で、鉄道駅やバスステーションを含む公共交通の中継点
から 500m 以内の立地は、シーケンシャル・アプローチにおいてはタウンセン
ター周縁部とみなされる)。 
③Out-of-centre 
(タウンセンターの外) 
タウンセンターやタウンセンター周縁部ではないが、必ずしも市街地の外では
ない立地。 
④Out-of-town  
(市街地の外) 
既成市街地の外側の市街地外開発。 
(注)商業開発における｢センター｣はショッピングエリア、他の主要なタウンセンター利用用途における｢セ
ンター｣はタウンセンターの境界線によって囲まれるエリアとする。 
(出所)Office of the Deputy Prime Minister, Planning Policy Statement 6：Planning for Town Centres, 
2005, p.31. 
 
4．PPG6・PPS6 の効果  
 
(1)新規小売床面積に占めるタウンセンター・周縁部立地割合の推移  
図 6-1 は、ODPM(イギリス副首相府 )の報告書に基づいて、新規小売床面積
全体に占めるタウンセンター内、およびこれにタウンセンター周縁部 (タウンセ
ンターから 300m 以内 )を加えた立地の割合の推移をみたものである。同報告書
は、ODPM のタウンセンター統計プロジェクトとして分析されたデータをもと
にして作成されている。データは、ODPM によって開発されたタウンセンター
地域 (ATCA：Areas of Town Centre Activity)を規定するモデル 50 ) を用い、資
産評価庁 (VOA：Valuation Office Agency)によって提供される小売床面積デー
タを用いている。  
1970 年代初めから 1990 年代中頃までは、タウンセンター内あるいはその周
縁部の小売開発の割合は明確な形で継続的に減少し、1994 年にはタウンセンタ
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ー内立地の割合が 13.7％、タウンセンター内および周縁部立地の割合も 22.8％
まで減少した。しかし、1990 年代中頃に、そのトレンドに明らかな変化がみら
れ、タウンセンター内および周縁部立地の割合は増加傾向にあり、2000 年以降
はタウンセンター内立地の割合が約 30％、タウンセンター内および周縁部立地
の割合も約 40％にまで回復している 51)。この変化は、シーケンシャル・アプ
ローチの導入を含むタウンセンターに対する国の政策の変更 (PPG6(1996 年改
定 ))と符合するものであり、タウンセンター内の小売開発の割合を増加させる
効果があったことを示している 52)。  
 
図 6-1 新規小売床面積に占めるタウンセンター・周縁部立地割合の推移 
 
(出所) Office of the Deputy Prime Minister, Technical Report： Using Town Centre Statistics to 
Indicate the Broad Location of Retail Development Initial Analysis, July, 2005, p.10. 
 
(2)小売開発立地の予測  
イギリスショッピングセンター協会 (British Council of Shopping Centres)
では、2006 年時点で、今後 10 年間にイギリスにおける小売開発立地について
予測している。 (前述の )｢副首相府の報告書では、1994 年においてイングラン
ドのタウンセンターで建設された新しい小売床面積の割合は 14％を下回って
いたが、2000 年にはその割合は 30％を超えている。この研究によると、地域
によって差があり、スコットランドとウェールズにおいては、その割合は低い
 177 
ものの、1999～2005 年においてはイギリス全体のタウンセンターにおける新
しい小売スペースの割合は 35％を超えている。しかし、一般的にはタウンセン
ターに立地する新しい小売床面積は 50％を超えると信じられている｣ 53)。  
 そして、PPG6(1996 年改定 )、PPS6(2005 年 )の効果について、次のように指
摘している。｢最近 10 年間に、タウンセンターに向けた新しい小売開発の割合
に大きな変化があった。これらは、1996 年に政府が導入したタウンセンター立
地を最優先とする政策、2005 年にタウンセンターを開発するより強固で前向き
なアプローチを強化したことによって、デベロッパーがタウンセンターあるい
はシティセンターに投資する自信をもった結果である。政策の安定性は、次の
5 年のタウンセンター計画の重要な開発の道筋を示すことになる｣ 54)。  
また、10 年後の小売開発について次のように予想している。｢トップ 50 のタ
ウンセンターの次の階層のセンターにおける開発計画の下で、新しい小売床面
積の約 40％がタウンセンターで開発される。この成果は、安定的な政策の継続、
先を見越した地方自治体の計画、デベロッパーおよび投資家側のタウンセンタ
ーを再生させようという持続的な確信によってもたらされるものである｣ 55)。  
 
小 括  
 
 タウンセンターマネジメントおよび小売開発の都市計画的規制に関して、イ
ギリスとわが国との相違点として次の 4 点を指摘することができる。  
第一に、土地利用に対する考え方の相違である。わが国では用途地域など建
築基準法をはじめとする法規制に従えば建物を建築できるのに対して、イギリ
スでは、その土地をどのような用途に利用し、どのような建物を建築するかと
いう開発行為に対しては個別審査による許可制度が採用されており、自治体に
与えられた裁量が極めて大きい。  
第二に、中心市街地活性化政策が対象とする中心市街地の概念の相違である。
イギリスにおける中心市街地活性化は、シティセンター、タウンセンター、デ
ィストリクトセンター、ローカルセンターからなる階層性とそのネットワーク
を重視し、その位置づけに応じた活性化が志向されているのに対して、わが国
では広域的性格をもつ中心市街地に特化した政策が行われている。  
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第三に、基礎的自治体の範囲を越える広域的調整の仕組みの相違である。イ
ギリスでは、2004 年にリージョン空間戦略、これを受けて地方自治体で策定さ
れる地域開発枠組みが規定された。地方自治体が計画許可を与えるにあたって
は、これらの開発計画との整合性、タウンセンターの階層性とネットワークを
考慮して、審査することが必要とされている。他方、わが国では 2006 年にな
ってようやく、床面積 10,000 ㎡を超える大規模集客施設の立地にかかわる都
市計画の決定または変更にあたって、都道府県知事が広域的に調整する仕組み
が導入された。  
第四に、小売開発の都市計画的規制の相違である。わが国では 2007 年にな
ってようやく大規模集客施設の立地が制限され大型店の郊外出店が規制され
ることになったが、イギリスでは 1996 年からシーケンシャル・アプローチが
導入され、中心市街地への小売開発の誘導が強く推進されている。  
イギリスの政策を直ちにわが国に適用することは、土地利用に対する考え方
の相違、これに起因する都市計画制度、さらには地方自治制度にかかわる相違
など、長年の歴史の中で形成されてきたものであり容易ではない。しかし、そ
の基本的な考え方は、わが国の中心市街地活性化政策に多くの示唆を与えるも
のである。  
 
注 
1)改正都市計画法(2007 年改正施行)においては、床面積 10,000 ㎡超の店舗、映画館、アミューズメ
ント施設、展示場等の大規模集客施設の立地については、三大都市圏および政令指定都市では原則
として｢商業地域｣｢近隣商業地域｣｢準工業地域｣、それ以外の地方都市では｢商業地域｣｢近隣商業地
域｣を原則としている。地方都市では、｢準工業地域｣に特別用途地区を設定して大規模集客施設の
立地を制限することが改正中心市街地活性化法に基づく基本計画が国に認定される条件となる
(｢中心市街地活性化基本方針｣2006 年 9 月、21～22 ページ)。なお、三大都市圏とは、首都圏整備
法に定められた既成市街地・近郊整備地帯、近畿圏整備法に定められた既成都市区域・近郊整備区
域、中部圏開発整備法に定められた都市整備区域をいう。 
2)Association of Town Centre Management, Developing Structures to Deliver Town Centre 
Management, 1997, p.5. 
3)Ibid., p.5. 
4)公共セクターと民間セクターのパートナーシップとは、｢様々なレベルの政府、民間企業、各種の
非営利団体(業界団体、NPO など)、個々の市民が合意を形成し、互いに資金、労務、技術等の資源
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を提供する関係｣をいう(伊藤公一｢イギリスの大型店規制と中心市街地活性化策｣『専門店』第 681
号、2007 年 8 月、28 ページ)。 
5)Department of the Environment, Planning Policy Guidance Note 6：Town Centres and Retail 
Development, 1996, Annex C. 
6)横森豊雄『英国の中心市街地活性化』同文舘出版、2001 年、71 ページ。 
7)同上書、70 ページ。 
8)タウンセンターの活性化を目標に定め、シーケンシャル・アプローチが導入された PPG6(1996 年
年改定)以前に、タウンセンターの状況を調査したデータとして、Department of the Environment, 
Town Centre Regeneration, 1996 がある。これは、全国のタウンセンター約 900 カ所を対象とし
た 1993 年時点の調査であるが、｢活発｣6％、｢良好｣29％、｢安定｣45％、｢衰退｣19％となっている(海
道清信『コンパクトシティの計画とデザイン』学芸出版社、2007 年、143 ページ)。他方、わが国
では改正中心市街地活性化法(2006 年改正施行)後の 2007 年 5 月に、日本商工会議所が全国の商工
会議所を対象にした調査によると、｢活性化に向かっている｣41.3％、｢変わらない｣16.1％、｢衰退
に向かっている｣37.4％、｢その他｣5.1％、中心市街地の通行量・人の賑わいの進捗状況では、｢増
えている｣10.4％、｢変わらない｣58.3％、｢減っている｣14.3％、｢その他｣2.0％となっている(日本商
工会議所｢新しいまちづくりに向けた取組みに関する調査結果｣2007 年 10 月)。単純には比較でき
ないものの、イギリスの中心市街地の衰退の程度は、わが国ほど深刻ではなかったとみることもで
きる。 
 9)檜垣理沙｢イギリスのタウンセンターマネジメントの手法に学ぶ｣『パワフルかんさい(近畿経済産
業局)』2007 年 5 月、40 ページ。 
10)経済産業省中心市街地活性化室『海外におけるタウンマネジメント組織に関する調査報告書』2007
年 2 月、70 ページ。 
11)イギリスにおける中心市街地所轄部局は、組織編成により頻繁に変更されている。PPG6(1996 年
改定)は環境省(Department of the Environment)の下で出され、その後環境省は交通省と統合され、
環境・交通・地方省(Department of the Environment, Transport and the Regions)になった。
PPS6(2005 年)は副首相府(Office the Deputy Prime Minister)の下で出され、2006 年にはコミュ
ニティ・地方政府省(Department for Communities and Local Government)の所轄となっている。 
12)Office the Deputy Prime Minister, Planning Policy Statement 6：Planning for Town Centres, 
2005, p.5. 
13)Ibid., p.28. 
14)ATCM では、TCM 組織の構造について、ノッティンガムなどの｢タウンセンター・マネージャー
型｣、リーズやグレイブスエンドなどの｢官民コーディネート型｣、バーミンガムなどの｢民間セクタ
ー勤務の地方自治体職員タウンセンター・マネージャー型｣、コベントリーなどの｢シティセンター
カンパニー型｣など、9 つの類型を示している(Association of Town Centre Management, op. cit., 
pp.9～17)。 
15)経済産業省中心市街地活性化室、前掲報告書、51 ページ。 
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16)伊藤公一｢イギリスにおける小売立地政策｣大内秀明・清成忠男・伊藤公一・前田壽・樋口兼次・
五十嵐敬喜著『まちづくりのシナリオ』日本経済評論社、1994 年、185 ページ。 
17)DCPN13(1977 年改定)は、三谷真｢地域経済と小売商業－イギリス小売商業の近年の動向を手がか
りにして－｣地域経済活性化研究班編『地域経済活性化の諸問題』関西大学経済・政治研究所、1993
年、86～94 ページにおいて訳出されている。 
18)前田重朗｢イギリスにおける都市計画と小売開発｣前田重朗・石崎忠司編『中小企業の現状とこれ
からの経営』中央大学出版部、1999 年、237 ページ。 
19)同上論文、237 ページ。 
20)民間都市開発推進機構都市研究センター編『欧米のまちづくり・都市計画制度－サスティナブル
シティへの途－』ぎょうせい、2004 年、109 ページ。 
21)｢サッチャー政権における都市政策の転換が、小売施設開発に対する政策の転換として示されたも
のが、環境省による 1984 年の通達『ストラクチュア・プランとローカル・プランに関する覚書』
(Department of Environment, Memorandum on Structure and Local Plan, Circular 22/24, 
1984)であった(Evans, R., Regenerating Town Centres, 1996, p.31)。この通達の主要な目的は、
地方の都市計画機関に対して、小売業者間の競争を規制してはならないし、『新しい業態の小売業
の発展を抑圧してはならない』と警告していることである｣(前田重朗、前掲論文、239 ページ)。イ
ギリス政府の大規模小売施設に関する政策転換については、伊藤公一｢英国の小売業をめぐる政策
展開－大規模小売施設開発に関する政策展開と問題－｣『商工金融』第 40 巻第 1 号、1990 年 1 月、
32～35 ページに詳しい。 
22)PPG6(1988 年)は、三谷真、前掲論文において訳出されている。 
23)伊藤公一｢イギリスにおける小売立地政策の生成と展開｣『中小企業季報』1998 年 No.4、1999 年
1 月、15～16 ページ。 
24)伊藤公一｢英国の小売業をめぐる政策展開－大規模小売施設開発に関する政策展開と問題－｣、34
ページ。 
25)同上論文、34 ページ。 
26)伊藤公一｢イギリスにおける小売立地政策の生成と展開｣、15～16 ページ。 
27)同上論文、16 ページ。 
28)PPG6(1996 年改定)は、伊東理｢PPG6『タウンセンターと小売商業施設の開発』(1996 年改訂版)
について｣『帝塚山論集』第 88 号、1998 年 1 月、28～80 ページにおいて訳出されている。 
29)前田重朗、前掲論文、246 ページ。 
30)PPG6(1996 年改定)では、シーケンシャル・アプローチについて次のように述べている。開発のた
めの用地を選択する地方自治体とデベロッパーの両者ともに、主要なタウンセンター用途のための
用地が中心部にほとんどないと考える前に、タウンセンター内でのすべての可能性を徹底的に調べ
たことを明示すべきである(Department of the Environment, op. cit., p.6)。 
31)Department of the Environment, Transport and the Regions, 1988(根田克彦｢英国における小売
開発規制の新たな視点｣『地域開発』第 498 号、2006 年 3 月、52 ページ)。 
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32)同上論文、52～53 ページ。 
33)ブラニングシステムを通して持続可能な開発を実現するというアプローチは、一連の PPS の総論
にあたる PPS1(Office of the Deputy Prime Minister, Planning Policy Statement1：Delivering 
Sustainable Development, 2004)において、その基本的な考え方が提示されている。 
34)村木美貴｢目的の異なる人々の合意形成から－イングランドにおける中心市街地の活性化－｣『販
売士』第 172 号、2006 年 3 月、8～9 ページ。 
35)根田克彦｢イギリスの小売開発政策の特質とその課題｣『地理学評論』第 79 巻第 13 号、2006 年
11 月、788～789 ページ。 
36)これまで、イギリス政府はイングランドを 9 の地域に分け、各地域の広域計画として地域計画指
針(RPG)を作成していたが、この RPG に代わって、地域全体をカバーするリージョン空間戦略
(RSS)が導入された。現在、各リージョンで改定作業がなされている。RPG の性格があくまで政府
が発出する指針であったのに対し、RSS は都市農村計画法により法的な位置づけのある計画として
取り扱われ、個々の計画許可申請は計画に基づいて判断されなければならないこととなる(藤岡啓
太郎・平見憲司・高橋勝美・山口行一｢英国(イングランド地方)における都市計画体系の変化｣『都
市計画』第 54 巻第 5 号、2005 年 10 月、98 ページ)。 
37)地域開発枠組み(Local Development Frameworks)とは、リージョンごとに策定されるリージョン
空間戦略(Regional Spatial Strategies)で定められた戦略を地方自治体で実現するための枠組みを
提供する地域開発文書(Local Development Documents)の総称である。LDD は、開発計画文書
(Development Plan Documents)、補助計画文書(Supplementary Planning Documents)およびコ
ミュニティ参加の方針(Statement of Community Involvement)からなる。このうち、開発計画文
書(DPD)は先の RSS に適合することが求められ、この両文書は一般に｢ディベロップメントプラン｣
と呼ばれて個々の計画許可の判断基準となる最も重要な文書を構成する(岡本裕豪｢英国都市計画
制度の改正｣『新都市』第 58 巻第 8 号、2004 年 8 月、74～75 ページ)。なお、地域開発枠組みの
作成指針は、Office of the Deputy Prime Minister, Planning Policy Statement 12：Local 
Development Frameworks, 2004.に示されている。 
38)イングランドにおける｢リージョン｣は、国と地方自治体の中間にあり、広域スケールで計画調整
を行うための地域単位であり、グレーターロンドン(Greater London)も含めて 9 つある。リージョ
ンの計画にかかわる機関は、リージョン計画体(Region Planning Bodies)と呼ばれ、都市・地域政
策にかかわる機関として、①国のリージョン事務所(GOs：Government Offices for the English 
Regions)、②リージョン議会(RAs：Regional Assemblies)、③リージョン開発庁(RDPA：Regional 
Development Agencies)からなる(地域・交通計画研究所『イギリス(イングランド)の都市・地域計
画のシステムとリージョン計画について』2006 年 11 月、12～14 ページ)。 
39)リージョン計画体が策定する開発計画であり、その指針は、Office of the Deputy Prime Minister, 
Planning Policy Statement 11：Regional Spatial Strategies, 2004 に示されている。 
40)Office of the Deputy Prime Minister, Planning Policy Statement 6：Planning for Town Centres, 
p.6. 
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41)Ibid., pp.8～9. 
42)(イギリスのタウンセンターは)、｢マスタープランにその地理的範囲が明確にされていて、しかも
いたずらに広く設定されていない。30 万人以上の都市でも中心市街地は 1km 四方、すなわち 100ha
程度で、周囲は環状道路が整備されている。内部は歩行者専用区域、あるいはトランジットモール
になっており、自家用車流入が抑制されている。環状道路沿いに駐車場を整備し、中心市街地内の
移動はパーク・アンド・ライドのトラムやバスによる公共交通、徒歩が基本となる。移動障害の人
にはショップ・モビリティを用意している(横森豊雄｢英国の中心市街地再生の新展開－財源問題解
決へ BIDs 導入－｣『日経グローカル』第 14 号、2004 年 10 月 18 日、48 ページ)。他方、わが国
では中心市街地活性化法(1998 年施行)に基づいて 2005 年度末までに中心市街地活性化基本計画が
策定された 603 市区町村・687 地区における中心市街地の面積は、｢400ha 以上｣18 地区(2.6％)、
｢300ha 以上 400ha 未満｣21 地区( 3.0％)、｢200ha 以上 300ha 未満｣78 地区(11.3％)、｢150ha 以上
200ha 未満｣99 地区(14.4％)、｢100ha 以上 150ha 未満｣165 地区(24.0％)、｢50ha 以上 100 ha 未満｣
220 地区(32.0％)、｢50ha 未満｣86 地区(12.5％)となっており(会計検査院｢中心市街地活性化プロジ
ェクトの実施状況に関する会計検査の結果について｣2006 年 10 月)、徒歩移動圏を越える広い範囲
が設定されている地区も多い。 
43)Office of the Deputy Prime Minister, Planning Policy Statement 6：Planning for Town Centres, 
p.11. 
44)｢土地利用のマスタープランを実現するための手段として開発規制(Development Control)がある。
具体的には、原則として全ての開発行為に対して個別審査による許可制度を採用している。この許
可は、特に計画許可(Planning Permission)と呼ばれている。開発規制においては、自治体に与え
られた裁量が極めて大きく、規制の基準であるディベロップメントプランも 1 つの基準であって、
唯一絶対のものではない(藤岡啓太郎・平見憲司・高橋勝美・山口行一｢英国(イングランド地方)に
おける都市計画体系の変化｣『都市計画』第 54 巻第 5 号、2005 年 10 月、98 ページ)。イギリスの
計画許可制度における地方自治体の裁量権とその統制については、小川祐之｢イギリス計画許可制
度成立の歴史的背景－まちづくり主体としての中央・地方政府,専門家,市民間の関係考察の準備作
業として－｣『比較法学(早稲田大学比較法研究所)』第 40 巻第 1 号、2006 年、1～40 ページに詳し
い。 
45)Office of the Deputy Prime Minister, Planning Policy Statement 6：Planning for Town Centres, 
p.21. 
46)Ibid., p.25. 
47)Ibid., p.23. 
48)Ibid., p.26. 
49)Ibid., p.16. 
50)Office of the Deputy Prime Minister, Technical Report：Using Town Centre Statistics to 
Indicate the Broad Location of Retail Development Initial Analysis, July, 2005. ATCA とは、タ
ウンセンターにおいてよく見られる活動と不動産開発の傾向が集中している場所である。それは、
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タウンセンターに共通する経済活動(小売、業務、レジャー活動も含む)における高い雇用レベル、
活動の多様性、業務および小売床面積の高度な集中を伴う地域でもある。逆に、これらの地域には
倉庫や工場はほとんどみられない。このモデルは、資産評価庁(VOA)の小売および業務の床面積と、
国立統計局による年次ビジネス調査による雇用推定と雇用の多様性をもとにしたものである。推計
量は、経済活動の地図上の位置を示す詳細な郵便コードレベルでマッピングされる。 
51)Ibid., p.9. 
52)Ibid., p.4. 
53) British Council of Shopping Centres, In Town or Out of Town?, 2006, Executive Summary, p.8. 
54)Ibid., p.10. 
55)Ibid., p.10. 
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第 7 章 日本版 BID の導入に向けた考察  
－イギリスの BID 制度からの示唆－  
 
イギリスにおける中心市街地活性化は、TCM 組織が中心になってすすめら
れてきたが、これらの活動を継続的に実施するにあたって財源問題は大きな課
題であった。TCM が各地で始められた当初は、地方自治体や政府からの補助
金、EU の補助金、大手小売業者からの資金提供が中心であったが、その後コ
ベントリーやボルトンなどにおいてメンバーに会費負担を求めるメンバー制
が導入された。しかし、このメンバー制にもフリーライダーの問題があり、こ
れを解決するために導入されたのが BID(Business Improvement Districts)で
ある 1 )。イギリスでは 2004 年に BID 制度が導入され、建物の占有者から BID
負担金を徴収することが可能となっている。  
本章は、イギリスの BID 制度の特質を明らかにすると同時に、そこからわが
国における中心市街地活性化を推進するまちづくり組織の自主財源の確保、す
なわち日本版 BID を導入するための方策について、論究・提言することを目的
とする。  
 
1．ビジネス・インプルーブメント・ディストリクト (BID) 
 
(1)BID の目標  
ATCM(Association of Town Centre Management)では、BID を次のように
定義している。｢BID とは、商業環境と公共空間に有効な価値ある付加的サー
ビスを開発し提供する地域事業者と地方政府との間のパートナーシップであ
る。BID 投票によって承認された BID 負担金 (BID Levy)による資金は、ステ
ークホルダーが共通の目標に向けて投資できるようにする｣ 2 )。  
 なお、BID 組織がタウンセンターマネジメント (TCM)組織に取って代わるか
について、ATCM では次のように指摘している。｢BID は、TCM 計画が存在す
るタウンセンターだけではなく、その他のエリアにも設立することができる。
TCM はタウンセンター・シティセンターに競争優位をもたらす改善を促進す
る総合的なアプローチをとる。他方、BID は特定された期間において、定めら
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れたエリアに特定のプロジェクトとサービスを実施するためのサスティナブ
ルな資金を確保するためのメカニズムである。小さな BID 組織と TCM 組織は
結合しうるかもしれない。しかし、TCM によるタウンセンター・シティセン
ター開発の広範な取組みに対する戦略的な概観と関与が求められる多くのセ
ンターでは、BID と TCM は結合できない。BID 組織と TCM 組織双方の取組
みは並存するものであり、それらの活動は相互に補完すべきである。ただし、
それらはもちろん別々に資金が提供されるものである｣ 3 )。  
小都市では、TCM のエリアと BID のエリアが同じで、TCM 組織から BID
組織に移行する場合 (1 つの都市に 1 つの組織 )もあるが、大都市では TCM 組織
はいくつかの BID 組織を包含するエリアにおいて形成されている。ちなみに、
ロンドンには 75 の TCM 組織がある 4 ) が、このうち 2011 年 11 月末現在で 26
が BID 組織になっている 5 )。  
TCM はプランを構築しロングタームでサービスを提供しているが、独自財
源をもっていないため様々な補助金や寄付金で運営されている。他方、BID は
ショートタームでサービスを提供しており、独自財源として BID 賦課金をもっ
ている 6)。  
 
(2)BID を設立するメリット  
 UK BIDs は、BID の設立により当該地域の利害関係者に次のようなメリッ
トがもたらされると指摘している 7)。  
第一は、すべての人々・コミュニティにとってのメリットである。当該地域
における経済的状態の改善と経済成長、地域内への投資の誘発、地域の競争優
位性、社会的状態の改善と生活の質の改善、民間と公共セクター間のパートナ
ーシップの構築、企業の社会的責任の喚起、進行中の資金投資の持続可能性の
提供、好印象な場所、安全性と厚生の向上 (コミュニティに誇りを提供 )。  
第二は、ビジネス・事業主にとってのメリットである。通行者数の増加、顧
客の消費と売上の増加 (利益の増加 )、コスト削減 (犯罪の減少、販売促進／マー
ケティング等の共同活動 )、個々のセクターが抱える問題に対応するに際しての
柔軟性、地域に対する発言権を企業に付与、より魅力的な環境を従業員に提供、
小規模企業向けにも公平に投資、利益を得ることに対して公平な制度、投資す
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る前に投票により意思決定。  
第三は、地方自治体にとってのメリットである。民間セクターによる管理／
組織的な活力と技能の活用、地方自治体の役割に対する理解の促進、新しく持
続可能な投資の提供、商業に対する支援。  
第四は、不動産所有者にとってのメリットである。資産価値の向上を支援、
当該地域内資産の賃貸価格を上昇、地域の魅力を増大させ事業主を吸引、売上
高ベースの賃貸料の増加、通行者数が多い地域から離れている場所にも支援、
企業にとっては良い PR 機会、地方自治体と積極的な関係を構築。  
 
(3)イギリスの BID とアメリカの BID との相違点  
イギリスにおける BID 8) は、2003 年 1 月から BID パイロット事業として開
始され、2004 年 9 月にイングランド BID 法 9) が施行された。イギリスにおけ
る BID は、アメリカにおいて先行的に実施され 10)、成果を上げている BID と
は次の点で異なるものである。1 つは、アメリカの BID は州法に基づく特別地
区 (Special District)の一種であり、地区内の資産保有者から強制的に負担金を
徴収する準地方政府 (Quasi-Government)の位置づけである。他方、イギリスの
BID は地方自治体との協定により一定の公益的な業務を行い、その費用は当該
地方自治体が税に上乗せして徴収する形をとっている。2 つは、アメリカでは
資産所有者が財産税の課税評価額に応じた負担金を支払うが、イギリスでは建
物の 占 有 者 (Occupier)が 相続 財産 (Hereditament)に 対 する 非居 住 用 レイ ト
(Non-Domestic Rates)に応じた BID 負担金 (BID Levy)を支払う 11)。日本の税
制度に照らすと、アメリカは固定資産税、イギリスは事業所税の資産割 12 ) に
相当するものといえる。  
 
(4)BID の設立状況  
イギリスにおける BID は、投票者の過半数以上の賛成かつ投票者の資産評価
額の過半数以上の賛成で成立する 13)。2011 年 11 月末現在、BID が設立され
た地区は 118 地区、うち 1 つの BID(Keswick)は 2 期目の投票で否決され現在
活動休止中のため、活動中の BID は 117 地区である。このうち、2 期目に入っ
た BID も 23 地区 (Paddington, New West End, Heart of London, Camden 
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Town etc.)となっている。なお、投票で否決された BID は 30 地区、このうち 2
回目の投票で可決されたものが 3 地区 (Liverpool, Altham, Hull)、再否決され
たものが 3 地区 (Runnymede, Maidstone, Southport)である。活動中の BID117
地区の立地形態別内訳は、City(市全域 )2 地区、Market Town(中心商業地 )79
地区、Local Centre(ローカルセンター )3 地区、Commercial(商業業務地域 )8
地区、Industrial Estate／Business Park(工業団地・ビジネスパーク )22 地区、
その他 3 地区となっている 14)。  
 
(5)BID 活動の類型  
イギリスにおける BID 活動は、表 7-1 に示すように、①マーケティング、PR、
②安全、顧客ケア、③環境改善、④リーダーシップ、⑤投資、⑥交通・駐車場
改善からなる。  
 
表 7-1 BID 活動の事例 
①マーケティング、
PR 
BID 区域ブランドの改善、販売促進キャンペーン、クリスマス・イル
ミネーション、ウェブサイトの開発 
②安全、顧客ケア 街路巡回員・警察補助員、CCTV の設置・増設・監視、標識や街路灯、
プロパティ・マーキング 
③環境改善 街路清掃の改善、落書き除去、舗装やストリートファニチャーの修繕、
景観の改善 
④リーダーシップ 企業のサポート・代理、企業のネットワーク化・仲介、計画や開発の
仲立ち 
⑤投資 資金、補助金 
⑥交通・駐車場改善 買物バス、パーキング、パーク＆ライド 
(出所)Department for Communities and Local Government, The Development and Implementation of 
Business Improvement District, January, 2007, p.46. 
.
(6)BID の収入  
 BID 制度導入前は、コベントリーやボルトンなど土地所有者から会費を徴収
する｢メンバー制｣ 15) が TCM 組織の財源確保の手段として注目された。しかし、
BID 制度の導入により建物の占有者から BID 負担金を徴収することが可能と
なり、自主財源を確保できるようになったため、ATCM ではメンバー制はこれ
以上広がらないのではないかという考え方を示している 16)。  
コミュニティ・地方政府省 (DCLG：Department for Communities and Local 
Government)の調査によると、｢BID の初年度の収入源｣は、BID 負担金 73％、
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地方自治体 11％、不動産所有者 6％、商業収入 4％、その他 6％となっている
17)。BID 負担金が約 4 分の 3 を占め、不動産所有者からの収入は 6％にすぎな
いが、大きなシティセンター・タウンセンターをエリアとする BID においては、
不動産所有者からの寄付金などで半数近くを占める BID もみられる 18)。BID
負担金の請求書は BID が発行し、これが市を通じて占有者に送られる。市には
代理徴収手数料が支払われる 19)。  
 
(7)BID の支出  
コミュニティ・地方政府省の調査によると、｢BID の支出｣(人件費などマネジ
メントコストを除く全支出に対する割合 )は、マーケティング・プロモーショ
ン・イベント 27％、安全と警備 26％、清掃 17％、環境改善 11％、飲食店など
夜間の経済活動の管理 9％、交通とアクセシビリティ 8％、その他 3％などとな
っている 20)。いわゆる“Safe ＆  Clean”に費やす割合が 63％を占めている
が、その割合はエリアの特性によって異なる 21 )。  
BID エリアにおいては、警備あるいは清掃は市のサービスに上乗せされる形
で実施されている。ロンドンの｢カムデンタウン｣からの聞き取りによると、｢安
全と警備｣に関して、平日では午後 5 時～10 時に警察による警備に上乗せする
形で警備を実施している。また、｢清掃｣に関しては、市が週 2 回清掃してくれ
るが、BID はそれに上乗せして実施している。上乗せ部分は、BID がクリーン
チームを直接雇用するのではなく、市に委託している。委託先は民間企業等で
も問題はないが、市が最も低価格なため市に委託しているとのことである 22) 。 
 
(8)BID の成果指標  
BID の成果指標を多いものから列挙すると、次のようになっている (26BID
のビジネスプランから抽出、項目の後の数字は該当 BID 数 ) 23)。①来街者数 17、
②来街者・利用者・住民の認知 16、③犯罪件数 14、④企業の売上高・小売販
売額、取引指標 14、⑤空き店舗率・占有者の入れ替わり率 11、⑥駐車場の利
用 7、⑦企業の認知 6、⑧環境の質 (ENCAMS：環境キャンペーン機構 )6、⑨犯
罪に対する不安感 6、⑩CCTV・警備員・警察補助員の事故記録 6、⑪来街者の
消費額 5、⑫公共交通機関の利用 4、⑬ホテルの稼働率 4、⑭小売店の万引き 4、
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⑮不動産価値・賃貸料・利益 4、⑯スタッフの募集・在職・離職 2、⑰その他
30。  
 
2．日本版 BID に関する先行事例・先行研究  
 
(1)汐留シオサイト  
日本における BID の萌芽ともいえる先行事例、および日本版 BID に関する
先行研究について整理することとしたい。日本版 BID の先行的な取組みとして、
｢汐留シオサイト｣ 24) と名づけられた｢汐留再開発｣ 25) の事例を挙げることがで
きる。｢汐留シオサイト｣は、旧汐留貨物駅跡地から浜松町駅に至る 31ha にお
よぶ広大な敷地に、土地区画整理事業によって都市基盤を整備し、業務、商業、
文化、居住などの複合機能をもつまちづくりを目指している。  
汐留地区のまちづくりは、1995 年 12 月に発足した｢汐留地区街づくり連合
協議会｣がその中心的組織となっている。同協議会は、土地区画整理事業区域
内の宅地の所有者および借地権者全員 (約 150 名 )が会員となり、東京都、港区、
愛宕警察署、芝消防署が特別会員になっている。協議会の基本方針は、｢官民
協働型の街づくり｣をすすめることであり、協議会が行政と個々の住民 (事業者 )
とを結ぶ組織として機能することにより、街路、地下道、ペデストリアンデッ
キなどの公共施設のグレードアップを図り、地区全体を管理運営していくこと
が大きな目的となっている 26)。  
具体的な街の維持管理は、2002 年 12 月に同協議会が設立した一般社団法人
汐留シオサイト・タウンマネジメント｣ 27) が担っている。同法人の活動内容は、
公共施設の維持管理のほか、公共空間などを活用した街のにぎわい創出や地下
歩行者道の利便施設の運営などがある。収入源としては、公共施設を利活用し
た店舗事業や広告事業がある。会員の負担金は公共施設負担金のほかにイベン
トなどの街づくり活動に対する負担金 (必要の都度個別に徴収 )があり、これも
同法人の収入源となっている 28)。  
公共施設負担金の分担は、最大許容延床面積比率に応じて負担するというル
ールに基づいてなされている。同法人では、公共施設の整備にあたっては、地
権者が負担してもグレードの高いもの 29) を実現しようと考え、イニシャルコ
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ストはグレードアップ分も区画整理事業費で負担して施工し、ランニングコス
トは行政と地権者が負担しあい、地元が主体となって公共施設の維持管理を行
うことになった。維持管理は一般的な行政水準よりも高いレベルで実施してお
り、地下歩道の清掃は 3 回／日、路上清掃は 1 回／日など東京都との間で細か
く決められている。清掃員にはシオサイトマーク入りのユニフォームを貸与し、
街の案内などにも対応している 30)。  
｢汐留シオサイト・タウンマネジメント｣の今後の課題について、李三洙は、
参加継続および会費負担と税制措置面の課題について次のように指摘してい
る 31)。｢中間法人 (一般社団法人 )の社員は地権者に限定し、会費負担を定款で
定めている。現時点では全員参加により運営されているが、これは権利者相互
間の合意の上に成り立っているものであり、参加継続 (会費負担 )を担保する仕
組みや新たに権利者となった者の加入を強制する仕組みがない。そして、中間
法人はその目的が｢社会相互の共通利益を図る組織｣と定められており、地下歩
道の維持管理等の公益的な業務であっても、税制上の優遇措置はない｣。  
 
(2)新たなまちづくり法人法の提案  
東京都は、地域が主体となった街の管理運営を広く展開するために、公共施
設の管理も含めた街の管理運営を行う組織を公益性の高い新たなまちづくり
法人として認証し、非課税化や、法人の永続的な運営を担保できるなど次に掲
げる内容を含む｢新たなまちづくり法人法｣の創設を提案している 32 )。①将来的
な管理運営までを含めた、新たな街づくり組織を特定の法人として認証する制
度の創設。②｢まちづくり法人｣を非課税法人として位置づけ、税の優遇処置を
行う。③｢新たなまちづくり法人｣の認証は、公共施設の管理を行うなど公益性
が極めて高いことを条件とする。  
 
(3)まちづくり支援強化法  
 2009 年 6 月に公布された｢都市再生特別措置法及び都市開発資金の貸付けに
関する法律の一部を改正する法律 (まちづくり支援強化法 )｣は、地権者全員の合
意で作られた｢歩行者ネットワーク協定｣に法的効力をもたせ、地権者に負担を
義務づけ、仮に地権者が交代してもその効力が維持されるという仕組みを作る
 191 
ものである。  
 ｢歩行者ネットワーク協定｣ (都市開発事業の施行に関連して必要となる歩行
者の移動上の利便性および安全性の向上のための経路の整備または管理に関
する協定 )のポイントは、次のとおりである 33 )。①都市再生緊急整備地域内ま
たは歩行者ネットワーク促進区域内 34) の一団の土地の土地所有者等は、その
全員の合意により歩行者ネットワーク協定を締結することができる。②歩行者
ネットワーク協定においては、その目的となる土地の区域および経路の位置、
経路の整備または管理に関する事項等を定める。③歩行者ネットワーク協定は、
市町村長の認可を受けなければならない。④認可の公告のあった歩行者ネット
ワーク協定は、その公告のあった後において当該歩行者ネットワーク協定の区
域内の土地所有者等となった者に対しても、その効力がある。  
 
(4)固定資産税・都市計画税の一定割合の補助金  
倉橋透・樋口秀は、固定資産税、都市計画税の一定割合と同額の補助金を市
町村から街づくり会社に交付する方式の日本版 BID を提案している 35)。そし
て、｢固定資産税は目的税ではないのでこのような制度になじまないのではな
いか、という批判も考えられるが、固定資産税の一定割合を直接に目的税化す
るのではなく、あくまで一定割合の金額と同額を交付するものであって問題は
ないものと思われる｣ 36) と指摘している。  
 
(5)不動産に対する課税  
 服部敏也は、課税標準を不動産の評価額、あるいは間口、床面積などの外形
標準とし、不動産に対する課税を行う日本版 BID を提案している 37 )。そして、
｢基本的な骨格は、イギリスの BID 法に沿った内容が適切と思われる。基本的
には、地方自治体との協定により、一定の公益的な業務を非営利主体または当
該自治体自身が行い、その費用を当該自治体が税に付加して徴収する制度とす
る｣ 38)。｢BID の負担金は既存の租税徴収の仕組みを利用した制度であるが、固
定資産税の実務でも床面積を把握しこれを記入した｢課税資産明細書｣の通知
も行っており、事業所税の課されない市町村では床面積のデータがないから困
るという問題はない｣ 39)、と指摘している。  
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小 括  
 
本章では、イギリスの BID 制度の特質を明らかにすると同時に、そこからわ
が国における中心市街地活性化を推進するまちづくり組織の自主財源の確保、
すなわち日本版 BID を導入するための方策について考察してきた。  
｢日本版 BID｣に関しては、特定されたエリアの地権者等の投票に基づいて
BID を設立し、そのエリアにおいて固定資産税あるいは都市計画税、事業所税
(資産割 )に付加する形で徴収することが望ましい。ただし、税制上の問題がク
リアされたとしても、日本の中心市街地はイギリスより土地所有がはるかに細
分化され権利関係が複雑であり、実質的な増税となる BID 負担金が受け入れら
れるかという問題がある。さらに、イギリスやアメリカにおいて大きな課題と
なっており、BID による支出の多くを占める“Safe ＆  Clean”は、わが国で
はそれほど切迫した状況ではないという点も指摘しておかなければならない。
汐留シオサイトのような新しく開発されたエリアにおいては、日本版 BID に対
して理解が得られる可能性が大きいとしても、わが国の中心市街地においては
理解を得ることは容易ではないであろう。  
しかし、地権者等による負担金の支払いに法的裏づけを与え、まちづくりの
ための資金を地権者等が自ら負担する仕組みを創設することは必要である。こ
の場合、｢まちづくり支援強化法｣で提示されているように、地権者等の全員合
意を前提とした制度は現実的とはいえないし、BID 制度のように反対者にも負
担を強制する制度の導入も容易ではない。そこで、地権者等の一定割合以上が
参加して、まちづくりのための協定を結び、その資金を自らが負担しようとい
う地区には、倉橋透・樋口秀が提案する｢固定資産税、都市計画税の一定割合
の補助金を交付する｣という制度によって、まちづくりを支援する仕組みを導
入する。税制上の問題が解決され、国民的理解が得られるならば、現実的な制
度として検討していく必要がある。  
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第 8 章 食品小売構造の日英比較  
 
 イギリスでは食品小売市場において寡占化がすすんでいるのに対して、日本
では大手 10 社のシェアでも 2 割に満たない。その背景として、イギリスでは
大手小売業は生産者からの直接仕入れがほとんどであるが、日本では大手小売
業といえども卸売業を経由した仕入れが大半であること、イギリスでは食品ス
ーパー企業においても PB 商品の割合が半数を占めるのに対して、日本では取
組みがすすんでいる総合スーパー企業においても 10％に満たないこと、購買頻
度の違いなど消費者の購買行動の相違が指摘されている。  
本章では、日本とイギリスの食品小売構造に焦点をあてて、両国の食品小売
商業構造の現状と歴史的な変化について比較検討する。ここでは、日本と比べ
て寡占化がすすんでいるイギリスの食品小売市場の形成過程について、流通政
策の及ぼした影響のみならず消費生活の観点も取り入れ多面的に分析する。  
 
1．日英食品小売構造の相違  
 
(1)小売業態別シェアおよび店舗密度  
表 8-1 は、日英を含む先進 5 カ国の食品小売市場の小売業態別シェアを比較
したものである。｢小規模食品店｣および｢飲食料品専門店｣のシェアは日本が
47.3％と最も高く、イギリス (26.8％ )よりも約 20 ポイント以上高い。他方、｢ス
ーパーマーケット｣および｢ハイパーマーケット｣のシェアは、日本が 47.0％と
最も低く、イギリス (68.3％ )と比べると約 20 ポイント以上低い。  
表 8-2 は、表 8-1 と同様に日英を含む先進 5 カ国について小売業の店舗密度
(人口 100 万人当たりの店舗数 )を比較したものである。日本の店舗密度は小売
業計 6,645 店、食品小売業 2,609 店であるのに対して、イギリスの店舗密度は
小売業計 4,743 店、食品小売業 1,552 店となっている。日本の食品小売業の店
舗密度は最も高く、イギリスの約 1.7 倍となっている。  
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表 8-1 食品小売市場小売業態別シェアの国際比較(2009 年) 
 (単位：％) 
小売業態 日本 イギリス        ドイツ フランス アメリカ 
①ハイパーマーケット 
②スーパーマーケット 
③ディスカウンター 
④小規模食品店 
⑤飲食料品専門店 
⑥その他の食品小売店 
 0.1 
46.9 
－ 
35.0 
12.3 
 5.8 
35.4 
33.0 
3.4 
19.3 
7.5 
1.4 
19.9 
23.8 
36.3 
11.9 
6.9 
1.3 
42.1 
34.8 
7.1 
7.4 
7.7 
0.9 
29.1 
36.8 
2.3 
24.0 
7.1 
0.7 
合  計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
(注)小売業態の定義は、次のとおりである。①｢ハイパーマーケット｣売場面積 2,500 ㎡以上で、うち 35％
以上がノンフードの売場。②｢スーパーマーケット｣売場面積 400 ㎡以上 2,500 ㎡未満、食品販売割合
70％以上。③｢ディスカウンター｣売場面積 300～900 ㎡、取扱商品はプリパッケージのグロッサリーを
中心に 1,000 品目以下。やや大きめの売場面積で 1,500～4,000 品目を取り扱うタイプも含む。④｢小規
模食品店｣食品販売割合が 50％以上の独立食品小売業(店舗数 10 店以下)。⑤｢飲食料品専門店｣1 つのカ
テゴリーを主に取り扱うパン、精肉店、青果店、鮮魚店など。⑥｢その他の食品小売店｣キオスク、食品
市場、食品土産店、健康食品店、オーガニック食品店、デリカテッセン、家庭向け飲食配達店など。 
(出所)Euromonitor International, World Retail Data and Statistics 6th ed., 2010. より作成。 
 
表 8-2 小売業店舗密度の国際比較(2009 年) 
 日本 イギリス ドイツ フランス アメリカ 
人口(1,000 人) 127,595 61,612 82,002 62,449 306,600 
店舗数(店) 小売業計 
 食品小売業 
849,173 
333,424 
283,134 
92,677 
300,124 
107,862 
299,766 
94,102 
921,110 
295,947 
店舗密度 
(店／100 万人) 
小売業計 
 食品小売業 
  6,645 
  2,609 
4,743 
1,552 
  3,636 
  1,307 
4,958 
1,556 
  3,145 
  1,010 
(出所)Euromonitor International, World Retail Data and Statistics 6th ed., 2010. より作成。 
 
(2)食品小売市場における小売業態別シェアと上位集中度  
   ①イギリス  
 イギリスの食品調査研究機関である IGD(Institute Grocery Distribution)の
推計 (2007 年 )によると、食品小売市場において売場面積 280 ㎡以上の中大規模
総合食品店が占めるシェアは 72.1％に達し、その大半の 71.1％は大手食品小売
企業 8 社によるものである。これら大手食品小売企業のシェアは、売場面積 280
㎡未満の小規模総合食品店も含めると食品小売市場全体の 76.3％を占めてお
り、大手小売業による寡占化を示している (表 8-3 参照 )。  
Verdict Research の推計でも、大手 8 社のシェアは 2007 年で 80.2％、2002
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年の 68.8％と比較すると、わずか 5 年間で 11.4 ポイントの増加となっており、
急速に寡占化が進行している 1)。上位 3 社 (Tesco, Asda, Sainsbury's)のシェア
も、2002 年の 45.3％から 2007 年には 55.5％となっており、10.2 ポイントも
シェアを拡大している 2)。  
 
表 8-3 イギリス食品小売市場小売業態別・経営主体別シェア(2007 年推計) 
  (単位：％) 
小売業態別・売場面積規模別 経営主体別 
中大規模総合食品店 
(売場面積 280 ㎡以上) 
72.1 大手食品小売企業 71.1 
コンビニエンスストアチェーンおよび独立店 1.0 
小規模総合食品店・コンビニエンスストア
(売場面積 280 ㎡未満) 
18.4 大手食品小売企業 5.2 
コンビニエンスストアチェーン 6.0 
ガソリンスタンド併設コンビニエンスストア 3.0 
独立店 4.3 
専門食品店 4.5   
限定品揃えディスカウンター 2.8   
非店舗食品店 2.2   
(注 1)大手食品小売企業は、Tesco, Asda, Sainsbury's, Morrisons, Somerfield, CGL, M&S, Waitrose。 
(注 2)コンビニエンスストアチェーンは、Spar, Premier, Londis, Best-one, Costcutter, Nisa-Today's, 
regional Co-ops。 
(注 3)非店舗食品店の販売額にはインターネットショッピングは含まれない。 
(出所)IGD 推計(Competition Commission, The Supply of Groceries in the UK Market Investigation, 30 
April, 2008, pp.32～35)。 
 
②日本  
 日本の食品小売市場における小売業態別販売割合は、イギリスと同じ基準で
比較することは難しいが、ほぼ同じ基準で比較しうる統計として『商業統計表
(業態別統計編 )』がある (表 8-4 参照 )。日本の中大規模総合食品店 (売場面積 250
㎡以上 )のシェアは 50.3％、これに対して専門食品店等 (中大規模総合食品店お
よびコンビニエンスストアを除く )のシェアが 37.7％となっている。他方、イ
ギリスの中大規模総合食品店 (売場面積 280 ㎡以上 )のシェアは 72.1％、専門食
品店等 (専門食品店、限定品揃えディスカウントストア、非店舗食品店 )のシェ
アが 9.5％となっている。日本はイギリスと比較して、中大規模総合食品店の
シェアが低く、専門食品店等のシェアが高いことが特徴である。  
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日本の食品小売市場における上位集中度 (2007 年度 )は、大手 5 社のシェアが
9.5％、大手 10 社のシェアでも 13.3％にとどまっており、イギリスと比較する
と上位集中度は非常に低いといえる 3)。  
 
表 8-4 食品小売市場小売業態別シェア日英比較 
(単位：％) 
イギリス(2007 年推計) 日本(2007 年) 
中大規模総合食品店 
(売場面積 280 ㎡以上) 
 
72.1 中大規模総合食品店 
(売場面積 250 ㎡以上) 
50.3 
 百貨店 4.6 
総合スーパー 9.1 
食品スーパー 36.7 
小規模総合食品店・コンビニエンススト
ア(売場面積 280 ㎡未満) 
18.4 コンビニエンスストア 12.0 
専門食品店およびその他の食品小売店 9.5 専門食品店およびその他の食品小売店 37.7 
 専門食品店 4.5   
限定品揃えディスカウンター 2.8 
非店舗食品店 2.2 
(注 1)日本の小売業態の定義は次のとおりである。①｢百貨店｣衣・食・住にわたる各種商品を小売し、その
いずれもが小売販売額の 10％以上 70％未満、従業者数 50 人以上、非セルフ方式(セルフ方式が売場面
積の 50％未満)。②｢総合スーパー｣同上、セルフ方式(売場面積の 50％以上)。③｢食品スーパー｣売場
面積 250 ㎡以上、取扱商品は食が 70％以上、セルフ方式。④｢コンビニエンスストア｣売場面積 30 ㎡
以上 250 ㎡未満、営業時間 14 時間以上、セルフ方式。 
(注 2)イギリスの小売業態の定義については、表 8-3 と同じ。 
(出所)日本は経済産業省『商業統計表(業態別統計編)2007 年』より作成。イギリスは表 8-3 と同じ。 
 
2．チェーンストア化の進展  
 
(1)食品小売業商店数の推移  
 イギリスにおける小売業を対象とした統計調査は、日本の商業統計調査に相
当する全数調査が実施されていないこと、また頻繁に統計のカバレッジが変更
されたり、産業分類が変更されているため、その推移を正確に把握することは
困難である。そこで、小売業計と食品小売業の商店数について、時系列的に比
較可能なデータを抽出したものが表 8-5 である。イギリスと対比するために、
日本における商店数の推移についても商業統計調査が開始された 1952 年以降
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のデータを示した。  
イギリスでは、本格的な統計調査がはじまった 1950 年以降、毎回小売業商
店数が減少しており、日本よりも相当に早い時期から商店数の減少がすすんだ
ものとみられる。とりわけ、食品小売業の減少は著しく、1950 年の 28 万 4,000
店から 1990 年には 9 万 5,000 店へと約 3 分の 1 にまで減少しており、特に 1960
年代から 1970 年代における減少が著しい。他方、日本では小売業商店数は 1982
年、食品小売業に限ると 1979 年をピークとして商店数が減少している。特に、
大店法の規制が緩和され、大型店の出店が本格化した 1990 年代以降の減少が
目立っている 4)。食品小売業の 2007 年の商店数は 38 万 9,000 店、これはピー
クの 1979 年の 73 万 5,000 店と比較して半減している 5)。  
 
表 8-5 小売業計・食品小売業商店数推移の日英比較 
(単位：1,000 店) 
 
年 
イギリス 日本  イギリス 日本 
小売業計 食品小売業 小売業計 食品小売業  小売業計 食品小売業 小売業計 食品小売業 
1950 583 284   1982 350 108 1,721 726 
1952   1,080 549 1985   1,629 671 
1954   1,189 604 1988   1,620 654 
1956   1,201 640 1990 350 95   
1957 577 275   1991   1,591 623 
1958   1,245 652 1994   1,500 569 
1960   1,288 673 1997   1,420 526 
1961 542 261   1999   1,407 488 
1962   1,272 666 2002   1,300 467 
1964   1,305 675 2004   1,238 445 
1966 504 228 1,375 704 2007   1,137 389 
1968   1,432 709  
1970   1,471 711 
 
1971 473 198   
1972   1,496 711 
1974   1,548 721 
1976 391 142 1,614 733 
1979   1,674 735 
(出所)イギリスは Central Statistics Office, Annual Abstract of Statistics. (each year)、日本は経済産業
省(通商産業省)『商業統計表(産業編)』(各年版)より作成。 
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このように、日英両国とも食品小売業の商店数は大きく減少しているが、そ
の減少率はイギリスの方が格段に大きいこと、またイギリスでは 1960 年代か
ら 1970 年代における減少が大きく、日本では 1990 年代以降の減少が大きいこ
とが特徴的である。  
 
(2)チェーンストアの成長  
①イギリス  
表 8-6-1～表 8-6-3 は、イギリス食品小売市場における小売業態別シェアの推
移をみたものである。イギリスは、消費生活協同組合のはじまりといわれ 1844
年に組織されたロッチデール公正先駆者組合の発祥地である 6)。当初の生協運
動はほとんどが北部の労働者階級の地域であったが、その後ロンドンにおいて
も中産階級の生協が成立し、イギリス全土に広がった 7)。  
 セルフサービス方式は 1942 年に生協によって実験的に導入され、1950 年代
前半までは生協がセルフサービス方式をリードしていた 8)。しかし、1954 年に
精肉を最後として配給制度が廃止され 9)、さらに 1956 年には集団的再販売価
格維持行為が禁止、1964 年には一部の例外 (書籍と医薬品 )を除いて個別的再販
売価格維持契約も原則禁止され 10)、ようやくスーパーマーケット発展の素地が
整ったといえる 11)。  
表 8-6-1 によると、生協のシェアは独立店のシェアを奪う形で拡大し、1900
年の 14.0％～16.0％から、1939 年には 22.0％～24.0％とピークを迎え、1950
年には 21.0％～23.0％とやや減少している。マルチプルのシェアは、1900 年
の 4.0％～7.0％から一貫して増加を続け、1950 年には 23.0％～25.0％となり、
この頃に生協のシェアを上回るに至ったようである 12)。  
 1950 年以降の小売業態別シェアの推移は、表 8-6-2 に示すとおりである。推
計の方法が異なるため、表 8-6-1 とは必ずしも連続していないが、大まかな傾
向は読み取ることができる。生協のシェアは減少の一途をたどり、1998 年には
6.8％まで落ち込んだのに対して、大規模マルチプル (10 店舗以上 )は生協のシェ
アを奪うと同時に、小規模マルチプル (9 店舗以下 )および独立店のシェアも奪
う形で、1960 年代以降急速にシェアを拡大していった。大規模マルチプル (10
店舗以上 )のシェアは、1971 年には 44.3％で、小規模マルチプル (9 店舗以下 )
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および独立店のシェア 42.5％と拮抗していたが、1998 年には 86.3％のシェア
となり、小規模マルチプル (9 店舗以下 )および独立店のシェア 7.0％、生協のシ
ェア 6.8％を圧倒している。  
 1998 年以降は集計項目が変更され、表 8-6-1 および表 8-6-2 と継続する形で
推移をみることができなくなった。しかし、2007 年現在の大手食品小売企業 8
社のシェアは IGD 推計で 76.3％ (表 8-3 参照 )、Verdict Research 推計でも
80.2％となっており 13)、現在では食品小売市場の大半が大規模マルチプルによ
って支配されていることは間違いないといえよう。  
 なお、1996 年以降は、それまでの統計との連続性はないが、表 8-6-3 に示す
ように食品小売市場のシェアを小売業態別・企業規模別にみることができる。
2007 年現在の小売業態別シェアをみると、総合食品小売業 90.5％ (うち雇用者
100 人以上の大規模小売業 82.2％、100 人未満の小規模小売業 8.3％ )、専門食
品小売業 5.7％、酒・飲料・タバコ小売業 3.8％、企業規模別のシェアは大規模
小売業 (雇用者 100 人以上 )84.9％、小規模小売業 (雇用者 100 人未満 )15.1％と
なっている。総合食品小売業や大規模小売業 (雇用者 100 人以上 )への集中傾向
は緩やかではあるが依然としてすすんでおり、1996 年と 2007 年を比較すると、
総合食品小売業のシェアは 86.3％から 90.5％へと 4.2 ポイント増加、大規模小
売業 (雇用者 100 人以上 )のシェアも 82.2％から 84.9％へと 2.7 ポイント増加し
ている。  
このような急速な寡占化の進行は、必ずしも新規出店によるものではなく、
M＆A による店舗数の拡大によるところが大きいといえる 14 )。  
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表 8-6-1 イギリス食品小売市場小売業態別シェアの推移(推計)(1900～1950 年) 
(単位：％) 
年 生 協 マルチプル 独立店 
1900 
1905 
1910 
1915 
1920 
1925 
1930 
1935 
1939 
1950 
14.0～16.0 
15.0～17.0 
16.0～18.0 
17.0～19.0 
18.0～20.5 
17.0～20.0 
19.0～21.0 
20.0～22.0 
22.0～24.0 
21.0～23.0 
 4.0～ 7.0 
 6.0～ 9.0 
 9.0～12.0 
12.0～14.0 
13.0～16.0 
16.0～18.0 
18.0～20.0 
20.0～22.5 
22.0～25.0 
23.0～25.0 
77.0～82.0 
74.0～79.0 
70.0～75.0 
67.0～71.0 
63.5～69.0 
62.0～67.0 
59.0～63.0 
57.5～60.0 
51.0～56.0 
52.0～56.0 
(出所)Jeferrys, James B., Retail Trading in Britain：1850～1950, Cambridge University Press, 1954, 
p.163. 
 
表 8-6-2 イギリス食品小売市場小売業態別シェアの推移(1950～1998 年) 
  (単位：％) 
 
年 
生 協 
大規模マルチプル 
(10 店舗以上) 
小規模マルチプル 
(9 店舗以下)・独立店 
1950 
1961 
1966 
1971 
1995 
1998 
24.2 
20.7 
16.9 
13.2 
 8.6 
 6.8 
21.9 
26.7 
36.9 
44.3 
81.7 
86.3 
53.9 
52.6 
46.2 
42.5 
 9.7 
 7.0 
(出所)1950～1971 年は、IGD, Food Industry Statistics Digest, 1984(日本貿易振興会海外経済情報センタ
ー『西欧主要国の商業構造と商業政策 その 2 英国』1985 年、15 ページ)。1995～1998 年は、AC 
Nielsen Homescan (日本貿易振興会『英国の大手食品流通業の動向』2002 年、15 ページ)。 
 
表 8-6-3 イギリス食品小売市場小売業態別・企業規模別シェアの推移(1996～2007 年) 
(単位：％) 
 
 
 
 
年 
小売業態別 企業規模別 
総合食品小売業 専 門 食 品
小売業 
酒・飲料・
タ バ コ 小
売業 
大規模小売
業 ( 雇 用 者
100 人以上) 
小規模小売
業 ( 雇 用者
100 人未満 
計 
 
大規模小売
業 ( 雇 用 者
100 人以上) 
小規模小売
業 ( 雇 用 者
100 人未満) 
1996 
2000 
2004 
2007 
86.3 
85.8 
88.9 
90.5 
78.4 
78.4 
81.0 
82.2 
7.9 
7.4 
7.8 
8.3 
7.2 
7.3 
6.3 
5.7 
6.5 
6.9 
4.9 
3.8 
82.2 
82.7 
84.0 
84.9 
17.8 
17.4 
16.0 
15.1 
(出所)Office for National Statistics, Business Monitor SDM25. (each year) 
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②日本  
 表 8-7 は、日本の飲食料品販売額に占める｢総合スーパー｣｢食品スーパー｣の
シェアの推移をみたものである。2002 年調査から｢コンビニエンスストア｣が産
業分類として加えられ、過去の調査との比較ができなくなったため、表 8-7 で
は比較可能な 1962 年から 1997 年までの数字を示した。なお、｢1962～1979
年｣と｢1979～1997 年｣は、｢百貨店｣および｢総合スーパー｣の定義が異なること
もあって不連続なため、1979 年の数字は両方式による数字を重複する形で掲げ
ている。  
日本において、｢食品スーパー｣のシェアが｢百貨店｣｢総合スーパー｣の合計シ
ェアを明らかに上回ったのは、1976 年以降である。ただし、1979 年時点でも
百貨店・総合スーパー・食品スーパーを除く｢その他の小売店｣のシェアは、ほ
ぼ 7 割を占めている。  
1979 年以降の状況をみると、｢総合スーパー (売場面積 1,500 ㎡以上 )｣のシェ
アは、大店法による規制が強化された 1980 年代には横ばいであったが、規制
が緩和された 1990 年代になって増加している。他方、｢食品スーパー (売場面積
200 ㎡以上 )｣のシェアは 1979 年から 1982 年にかけて 16.7％から 21.2％へと急
速に拡大したが、1985 年以降は微増にとどまっている。｢総合スーパー (売場面
積 1,500 ㎡以上 )｣と｢食品スーパー (売場面積 200 ㎡以上 )｣を合計した総合食品
店のシェアは、1979 年の 25.7％から 1982 年には 30.9％へと大幅に増加したが、
以降は増加率が鈍化し、1991 年に 34.3％、1997 年に 37.6％となっている。｢コ
ンビニエンスストア｣は、推計値ではあるが着実にシェアを増加させ、1997 年
には 9.5％を占めるに至っている。百貨店・総合スーパー・食品スーパー・コ
ンビニエンスストアを除く｢その他の小売店｣のシェアは、1979 年 69.2％、1985
年 58.4％、1991 年 54.0％、1997 年 47.3％と減少しているものの、1997 年時
点でも半数近くを占めている点がイギリスとは大きく異なるといえよう。  
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表 8-7 日本の飲食料品販売額に占める｢総合スーパー｣｢食品スーパー｣のシェアの推移 
 (単位：％) 
 
 
 
 
年 
百貨店・総合スーパー 
(1962～1979年) 
食品スーパー 
(200㎡以上) 
(参考)コンビニエン
スストア 
(参考)その他の小売
店(百貨店、総合ス
ーパー、食品スー
パー、コンビニエ
ンスストア以外) 
百貨店 
 
(1979～1997年) 
総合スーパー 
(1,500㎡以上) 
(1979～1997年) 
1962 
1966 
1970 
1974 
1976 
1979 
 5.0 
 6.0 
 6.9 
11.4 
12.8 
14.0 
 1.9 
 4.4 
 9.0 
11.3 
13.6 
16.9 
― 
― 
― 
― 
― 
― 
93.1 
89.6 
84.1 
77.3 
73.6 
69.1 
1979 
1982 
1985 
1988 
1991 
1994 
1997 
5.1 
5.0 
5.2 
5.4 
5.8 
5.5 
5.6 
 9.0 
 9.7 
 9.6 
 9.4 
10.1 
10.8 
12.8 
16.7 
21.2 
23.8 
24.1 
24.2 
24.5 
24.8 
― 
1.9 
3.0 
4.0 
5.9 
7.5 
9.5 
69.2 
62.2 
58.4 
57.1 
54.0 
51.7 
47.3 
(注)表 1-14 の 1962～1997 年について再掲したもの。 
(出所)経済産業省(通商産業省)『商業統計表(品目編)(産業編)』(各年版)、同『商業販売統計年報』(各年版)、
日経流通新聞編『流通経済の手引』(各年版)、日本経済新聞社より作成。 
 
先に表 8-4 でみたように、2007 年現在の日本の小売業態別シェアは、中大規
模総合食品店 (売場面積 250 ㎡以上 )50.3％、これに対して専門食品店等 (中大規
模総合食品店およびコンビニエンスストアを除く食品店 )37.7％、コンビニエン
スストア 12.0％となっている。  
食品小売市場に占めるマルチプルのシェアについては、イギリスでは 10 店
舗以上をマルチプルとしているのに対して、日本の商業統計調査では複数店を
もつか単独店かの区分でしか販売額を把握できないこともあって、正確に比較
することは難しい。また、コンビニエンスストアの大半を占めるフランチャイ
ズチェーンは、オーナーとチェーン本部は独立した経営体であるため、オーナ
ーが複数店舗を経営している以外は単独店として集計されることになる。そこ
で、産業分類における｢コンビニエンスストア｣のすべてがフランチャイズチェ
ーンに加盟し、かつオーナーが単独の店舗のみを経営していると仮定して、飲
食料品小売業の単独店販売額 (飲食料品以外の販売額も一部含む )から、コンビ
ニエンスストアの飲食料品販売額のすべてを差し引いて、単独店のシェアを推
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計した。これによると、2007 年現在で飲食料品販売額 (百貨店・総合スーパー
は除く )の 18.4％は単独店によるもの、他方 81.6％はレギュラーチェーンある
いはフランチャイズチェーンによるものと推計される (レギュラーチェーン
69.2％、フランチャイズチェーンのコンビニエンスストア 12.4％ ) 15)。表 8-3
でみたように、イギリスでは小規模マルチプル (9 店舗以下 )および独立店のシ
ェアが 7.0％ (1998 年 )であることを考えると、日本における単独店のシェアの
高さが際立っている。  
 
3．食品の流通経路と PB 商品の割合  
 
(1)食品流通における食品卸売業の役割  
①イギリス  
流通経路への卸売業の関与度、具体的には工業や他の産業の出荷額のうち卸
売業を経由して小売業などに販売される割合は低下を続けてきた。1950 年頃、
大半の工業製品は卸売業を経由していたが、1960 年代の始めには 50％以下に
まで低下している 16)。1979 年現在の流通経路をみると、食品製造業の出荷額
の 59.6％は小売業に直接販売され (食品製造業からレストラン・喫茶店・ホテ
ル・パブ・持ち帰り食品店などに直接販売される割合は 7.9％ )、食品卸売業を
経由する割合は 32.5％にとどまっている 17 )。  
食品の W／R 比率 (小売業食品売上高に対する卸売業食品売上高の割合 )の推
移をみると 18)、1980 年 0.91、1995 年 0.75、2000 年 0.63、2003 年 0.62、2006
年 0.57 と急速に低下し、食品卸売業を経由することなく、食品製造業や農畜産
物生産者から食品小売業が商品を直接調達する傾向が強まっていることを示
している。  
物流については、｢1970 年代までは、食品の製造業者や納入業者は、卸売業
者を活用しながら、スーパーの店舗への配送を行うこともまれではなかった。
しかしながら、1980 年代より各大手スーパー・チェーンは自社の配送センター
を次々に整備、卸売業者の数が急速に減少していった｣ 19)。現在では、大手食
品小売業はほとんど自社配送センター経由で物流を行っている 20)。  
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② 日本  
日本における食品の W／R 比率をみると、1976 年 2.67、1982 年 2.77、1985
年 2.77、1991 年 2.61、1997 年 2.28、2002 年 2.09、2007 年 1.85 と推移して
いる 21)。1982 年および 1985 年をピークとして減少し、卸売業の位置づけが
低下傾向にあるといえるが、イギリスの W／R 比率が 2006 年において 0.57 で
あることを考えると、非常に高い水準といえる。  
また、卸売業者間の取引回数を示す W／W 比率を食品についてみると、1976
年 2.04、1982 年 2.02、1985 年 2.02、1991 年 1.90、1997 年 1.85、2002 年
1.82、2007 年 1.84 と推移している 22)。2007 年の W／W 比率は、1976 年と
比較すると 0.2 ポイント減少し、流通経路の短縮化傾向がすすんでいるとはい
え、1997 年以降はほぼ横ばいで推移しており、依然として食品では 2 段階近
い卸売業を経由して流通していることを示している。  
 
(2)PB 商品の割合  
これまで、イギリスにおいては日本とは対照的に食品小売市場における上位
集中度が高く、また大手食品小売業はほとんど卸売業を経由しないで商品を調
達していることを明らかにしてきた。イギリスにおける流通のもう 1 つの特徴
は PB 商品の割合の大きさである 23)。イギリスでは、主として衣料品および食
品を取り扱う Marks ＆  Spencer においてほとんど全品が PB 商品である。ま
た、大手食品スーパー4 社 (Tesco, Asda, Sainsbury's, Morrisons)においても、
PB 商品の割合が約 5 割に達している 24)。他方、日本においては、積極的に PB
展開をすすめている｢イオン｣でも、2010 年度 (2011 年 2 月期 )の販売額に占め
る PB 商品の割合は 8.8％にとどまっている 25)。なお、日本生活協同組合連合
会傘下の各生協の総供給額 (販売額 )に占める PB｢コープ商品｣の割合を推計す
ると、2010 年度 (2011 年 3 月期 )において 17.5％を占めている 26)。  
 堂野崎衛は、PB 商品の割合に影響を与える要因に関する先行研究を次のよ
うに整理している 27)。①市場規模の大きさ、②小売市場の集中度、③景気変動
と逆相関で PB 商品の割合が推移、④PB 商品の品質と価格訴求力の向上、⑤チ
ェーン小売業に対する法規制がもたらす影響。そして、このうち｢小売市場の
集中度｣および｢PB 商品の品質と価格訴求力の向上｣が説得的であるとしてい
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る。  
 また、矢作敏行はイギリスにおける PB 商品の発展過程から得られる含意に
ついて、次のように述べている 28)。①19 世紀後半から第 2 次世界大戦開始ま
での時期において、生協やバラエティストアの Marks ＆  Spencer は、消費者
が必要とする良品廉価な商品が市場で供給されないという状況の中で大量販
売・仕入れ力を生かし、直接商品の開発・調達を行う道を選択した、すなわち
PB の社会的認知が NB の市場浸透以前の極めて早い時期に形成された。②PB
の浸透が高い理由は主に小売商業構造の上位集中化と関連づけて説明できる
が、小売経営革新行動の観点からは PB 開発の動機が価格競争手段からスト
ア・ロイヤルティ競争手段へと変わり、その結果、品質重視の PB 戦略が採用
され、PB の劣等財的イメージが一新された。③多店舗展開と並行して配送セ
ンターが整備され、大量性と高回転に特徴があるコモディティ商品のほか、商
品管理の難しい生鮮食品、惣菜、調理済み食品等の PB 商品も可能となった。  
 イギリスにおいては、小売市場の上位集中度の高さと、小売企業の経営革新
行動の蓄積によって、PB 商品の割合が大きくなったと理解することができよ
う 29 )。表 8-8 は、国別に PB 商品の割合と上位集中度の関係 (2003 年 )をみたも
のである。PB 商品の割合をみると、西欧および北米諸国が上位を占め、イギ
リスは 28％で第 3 位となっている 30 )。上位 5 社への集中度は PB 商品の割合
上位 10 カ国しか示されていないが、アメリカを除いて 60％以上のシェアであ
り、イギリスでは 65％となっている。他方、日本の PB 割合は 4％で、調査対
象 38 カ国中 28 位、PB 商品の割合の小さい下位にはラテンアメリカおよびア
ジアパシフィック諸国が並んでいる。これらの国の上位集中度は明らかにされ
ていないが、おそらくそれほど高くないものとみられ、上位集中度の高い諸国
は PB 商品の割合も大きい傾向があるものと推測される 31)。  
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表 8-8 PB 商品の割合と上位集中度の国際比較(2003 年) 
(単位：％) 
 PB 商品の割合 上位集中度  PB 商品の割合 上位集中度 
1 
2 
3 
4 
5 
6 
スイス 
ドイツ 
イギリス 
スペイン 
ベルギー 
フランス 
45 
30 
28 
26 
25 
24 
86 
65 
65 
60 
80 
81 
7 
8 
9 
10 
 
28 
オランダ 
カナダ 
デンマーク 
アメリカ 
 
日本 
22 
19 
17 
16 
 
4 
64 
62 
89 
36 
 
― 
(注 1)原典では、PL(Private Label)という用語を用いているが、ここでは PB とした。 
(注 2)上位集中度とは、上位 5 社累積販売額シェア。 
(出所)ACNielsen, The Power of Private Label 2005, September, 2005, pp.9～10. 
 
4．購買頻度と購買行動に影響を与える要因  
 
(1)購買頻度  
 イギリスの消費者は、日本の消費者のように鮮度を重視し多頻度小量で購買
するよりも、週に 1 回程度まとめ買いする傾向が強いといわれている 32 )。食
品基準庁 (Food Standards Agency)の調査 (2006 年 )  33 ) に基づいて食品の購買頻
度をみると、｢毎日｣3％、｢2～3 日ごと｣12％、｢週に 1 回｣66％、｢月に 2 回｣11％、
｢月に 1 回｣6％、｢月に 1 回以下｣1％、｢利用しない｣1％となっており、｢週に 1
回｣が 3 分の 2 を占め、週に 2～3 回以上購買する消費者は、わずか 15％にす
ぎないことが特徴である。  
他方、日本における生鮮食品の購買頻度について東京都の調査 (2010 年 )  34)
からみると、｢ほぼ毎日｣27.5％、｢週に 3～4 回｣37.9％、｢週に 1～2 回｣28.2％、
｢ほとんど購入しない｣4.7％、｢わからない｣1.7％となっており、週に 3～4 回以
上購買する消費者が 3 分の 2 を占め、週に 1 回が 3 分の 2 を占めるイギリスと
は好対照である。  
 
(2)購買行動に影響を与える要因  
   ①自家用車による買物  
買物において自家用車を利用するかどうかは、消費者の購買頻度に大きな影
響を与えると想定される。イギリスにおける買物交通手段は、市場調査会社
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TGI(Target Group Index)の調査によると、｢自家用車｣76.1％、｢徒歩｣13.9％、
｢バス｣8.7％、｢自転車｣1.1％、｢鉄道｣0.2％となっており、自家用車が 4 分の 3
を占めている 35 )。他方、日本において買物に際して自家用車を利用する割合は、
｢利用する｣(｢いつも利用する｣＋｢日常の買物にもよく利用する｣)合計で 57.1％
となっている。｢利用する｣という割合は都市規模別の差が大きく、東京都区部
では 10.6％、政令指定都市では 35.3％、中都市 (人口 10 万人以上の市 )56.4％、
小都市 (人口 10 万人未満の市 )78.2％、町村 73.1％となっており、一部の大都
市を除くとイギリスと同様に自家用車による買物が一般化している 36 )。  
そこで、いつ頃から自家用車による買物が一般化したかについて、人口 1,000
人当たりの乗用車保有台数から推測する (表 8-9 参照 )。2005 年以降においては、
イギリスも日本もほとんど同じ水準で推移しているが、1970 年においては日本
では 70.1 台であったのに対して、イギリスでは既に 211.8 台 (2009 年の半数近
い普及率 )、日本の約 3 倍の水準に達していたことが注目される。日本では、そ
の後 1970 年代から 1990 年代にかけて急速に自家用車が普及していった。  
 
表 8-9 人口 1,000 人当たり乗用車保有台数推移の日英比較 
(単位：台) 
年 イギリス 日 本 年 イギリス 日本 
1950 
1960 
1970 
1980 
 46.2 
107.5 
211.8 
275.9 
― 
17.6 
70.1 
194.4 
1990 
2000 
2005 
2009 
363.5 
388.2 
452.0 
460.5 
266.5 
394.4 
440.6 
450.5 
(出所)イギリスの 1950～1990 年については、United Nations, Society of Motor Manufactures and 
Traders(Broadberry, S., Market Service and the Productivity Race, 1850～2000, Cambridge 
University Press, 2006, p.303)、2000～2009 年は日本道路協会『世界の道路統計』。日本の 1960～
2009 年の乗用車(軽四輪車を含む)保有台数は国土交通省｢自動車保有台数｣(各年版)、人口は総務省(総
務庁)『国勢調査』『人口推計』(各年版)より作成。 
 
先に表 8-6-2 でみたように、1971 年にはイギリス食品小売市場の 44.3％は
マルチプル (10 店舗以上 )によって販売されており、自家用車による大規模スー
パーでの購買が一般化していたものとみられる。他方、日本では 1970 年当時
は乗用車の普及率は 12 人に 1 人程度であり、また先に表 8-7 でみたように 1970
年当時の食品小売市場に占める大規模店のシェアは、｢百貨店・総合スーパー｣
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6.9％、｢食品スーパー (200 ㎡以上 )｣9.0％、合計すると 15.9％にすぎず、徒歩
や自転車によって小規模な専門食品店で購買する行動が一般的であったとい
える。自家用車の普及率からみると、イギリスでは早い時期から少頻度大量購
買が可能となり、日本ではそれが難しく、多頻度小量購買が求められていたと
いえよう。  
②女性の社会進出  
女性の社会進出がすすむほど平日の買物時間が減少する傾向があり 37 )、購買
頻度も減少する可能性がある。女性の労働力参入率 (経済活動に従事している
16～64 歳人口の割合 ) 38) をみると、1990 年においてはイギリス 67.2％、日本
57.1％、2005 年においてはイギリス 69.3％、日本 60.5％となっている。両国
とも労働力参入率が増加しているが、イギリスの方が 10 ポイント程度高い水
準にある。確かに、イギリスにおいて女性の社会進出が日本よりすすんでいる
ことは日英の購買頻度の差を説明する 1 つの要因といえる。しかし、週に 1 回
の買物 (イギリス )、毎日あるいは 2 日に 1 回の買物 (日本 )という購買頻度の大
きな違いを十分に説明できる要因ではないと考える。  
③外食割合  
外食割合が大きくなればなるほど、食品の購買頻度は減少するものと考えら
れる。そこで、日英の外食割合－飲食販売額合計 (小売業食品販売額＋外食販売
額 )に占める外食販売額の割合 39) を比較すると、イギリスでは 1995 年 10.6％、
2000 年 13.0％、2003 年 13.8％、2006 年 13.7％、日本では 1995 年 20.2％、
2000 年 20.9％、2003 年 20.3％、2006 年 21.4％と推移している。両国とも外
食割合がやや増加傾向にはあるが、その割合は日本の方が大きく、イギリスの
食品購買頻度の低さは少なくとも外食割合が大きいためではないといえよう。 
 
小 括  
 
本章では、日本とイギリスの食品小売構造に焦点をあてて、両国の食品小売
商業構造の現状と歴史的な変化について比較検討した。ここでは、日本と比べ
て寡占化がすすんでいるイギリスの食品小売市場の形成過程について、流通政
策の及ぼした影響のみならず消費生活の観点も取り入れ多面的に分析してき
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た。  
イギリスでは食品小売市場における寡占化がすすんでいる。他方、日本では
大手 10 社のシェアでも 20％に満たない。食品小売業の商店数の推移をみると、
日英両国とも大きく減少しているが、イギリスの減少率の方が格段に大きい。
イギリスでは 1960 年代から 1970 年代における減少が大きく、比較的早い時期
から寡占化、小規模店の淘汰がすすんだ。これに対して、日本では大店法の規
制緩和の下で大型店の出店が急増し、消費が低迷した 1990 年代以降に小規模
店を中心に減少が目立っている。  
寡占化がすすむイギリスの大手食品小売業では、食品卸売業を経由すること
なく、直接生産者から調達することが一般的であり、また PB 商品の割合が大
きい。これに対して、日本では卸売業を経由した仕入れがほとんどであり、ま
た PB 商品の割合も小さい。  
消費者の購買頻度をみると、イギリスでは｢週に 1 回｣が 3 分の 2 を占めるの
に対して、日本では｢週に 3～4 回｣が 3 分の 2 を占めている。自家用車の普及
率をみると、イギリスでは早い時期から自家用車による大規模食品店での少頻
度大量購買が一般化した。他方、日本では鮮度を重視する嗜好が根強く、また
自家用車の普及がイギリスよりも遅かったこともあって、徒歩や自転車による
多頻度小量購買が一般的であり、そのため小規模専門店の生存領域が確保され
てきたといえる。  
日本とイギリスの食品小売商業構造に関する比較研究を通して、流通政策以
外に小売業の構造変化を促す要素として、消費者の購買行動の重要性が析出さ
れた。
 
注 
1)2002 年のシェアは、2004 年に Morrisons に買収された Safeway を含む。なお、最大手の Tesco
のイギリス国内における総売場面積は、2000 年 121 万㎡、2002 年 188 万㎡、2004 年 233 万㎡(T
＆S を買収し大幅に増加)、2006 年 259 万㎡、2008 年 305 万㎡、2010 年 342 万㎡と急速に増加
している(Tesco, Annual Report and Finantial Statements.(each year))。 
2)IGD(Institute Grocery Distribution)の推計(2011 年)によると、大手 8 社のシェアは 93.1％、上位
3 社(Tesco, Asda, Sainsbury's)のシェアでも 63.5％となっており、急速に寡占化がすすんでいる
(Irish Food Board, An Overview of the UK Grocery Retail Market 2011.)。 
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3)食品小売市場規模は経済産業省『商業統計表(品目編)2007 年』における飲食料品合計、大手小売業
の食品売上高は日経 MJ｢日本の小売業調査｣(2008 年 6 月 25 日付)におけるバイイングパワーラン
キング(2007 年度決算、2007 年 5 月～2008 年 4 月までに迎えた決算)による。日本における 2007
年度の大手 5 社は、セブンイレブン・ジャパン、ローソン、イオン、ファミリーマート、イトー
ヨーカ堂、上位 10 社は、これにサークル K サンクス、ダイエー、ユニー、ライフコーポレーショ
ン、マルエツを加えた企業。なお、2010 年度の大手 5 社のシェアは 12.6％(2007 年度 9.5％)、大
手 10 社のシェアは 16.9％(2007 年度 13.3％)となっており、それぞれ 3.1 ポイント、3.3 ポイント
増と急速に増加している(食品小売市場規模は経済産業省『商業統計表(品目編)2007 年』における
飲食料品合計に、経済産業省『商業販売統計年報 2010 年』における商品別販売額指数を掛け合わ
せて算出、大手小売業の食品売上高は日経 MJ｢日本の小売業調査｣(2011 年 6 月 29 日付)による)。 
4)大店法など大型店に対する経済的規制が中小小売商業者の保護に寄与したかについては、南方建明
『日本の小売業と流通政策』中央経済社、2005 年を参照されたい。 
5)食品小売業商店数の合計は、ピークである 1979 年の 73 万 5,000 店から 2007 年には 38 万 9,000
店へと▲34 万 5,000 店、▲47.1％の減少となっている。これを従業者規模別にみると、｢4 人以下｣
規模が 1979 年の 65 万 6,000 店から 2007 年には 24 万 9,000 店へと▲40 万 7,000 店、▲62.0％の
減少、｢5～9 人｣規模が 1979 年の 5 万 8,000 店から 2007 年は 5 万 3,000 店へと▲5,000 店、▲5.3％
の減少、｢10 人以上｣規模では 1979 年の 2 万 1,000 店から 2007 年は 8 万 7,000 店へと大幅な増加
となっている(経済産業省(通商産業省)『商業統計表(産業編)』(各年版)より集計)。 
6)生協の組合員数は、1881 年 55 万人、1890 年 96 万人、1900 年 171 万人、1910 年 254 万人、1920
年 450 万人、1930 年 640 万人、1940 年 872 万人、1950 年 1,069 万人と推移しており、1910 年
以降は年平均 10 万人程度のペースで増加している (Jeferrys, James B., Retail Trading in 
Britain：1850～1950, Cambridge University Press, 1954, p.461)。なお、ロッチデール公正先駆
者組合については、中川雄一郎｢ロッチデール公正先駆者組合と生産協同組合｣『協同の発見』第
118 号、2002 年 4 月に詳しい。 
7)Scott, P., Geography and Retailing, Hutchinson, 1970(鈴木安昭訳『小売業の地域構造』大明堂、
1979 年、39 ページ)。 
8)外川洋子｢英国の小売市場の上位集中化｣矢作敏行編『欧州の小売りイノベーション』白桃書房、
2000 年、27 ページ。 
9)同上論文、31 ページ。 
10)同上論文、33 ページ。 
11)セルフサービス方式をとるスーパーマーケットの商店数は、1958 年には 175 店であったが、1959
年 286 店、1960 年 367 店、1961 年 572 店、1962 年 996 店、1963 年 1,366 店と急激に増加して
いる(高橋喜代春｢ヨーロッパのスーパーマーケット｣三上富三郎編『ヨーロッパの販売革新』同文
舘出版、1965 年、242 ページ)。セルフサービス店に限った売上構成は、1959 年には生協 52.2％、
マルチプル(10 店舗以上)32.1％、その他 15.7％であったものが、1963 年には生協 33.9％、マルチ
プル(10 店舗以上)36.0％、その他 30.1％と、マルチプルが生協を上回るに至っている(宗像平八郎
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｢ヨーロッパの消費者協同組合｣三上富三郎編、同上書、102 ページ(Self Service & Supermarket 
Directory 1964, Practical Press, 1964))。 
12)イギリスにおいては、早くからマルチプルの展開がすすんだ。食品のマルチプル(10 店舗以上)の
商店数は、1880 年 287 店、1890 年 1,880 店、1900 年 5,741 店、1910 年 10,616 店、1920 年 13,232
店、1930 年 18,465 店、1939 年 21,546 店、1950 年 22,437 店と増加している(Jeferrys, James B., 
op. cit. (Competition Commission, op. cit., p.26)。 
13)Verdict Research, UK Groceries Retailers, February, 2008(Competition Commission, The 
Supply of Groceries in the UK Market Investigation, 30 April, 2008, Appendix3.1, p.26)。 
14)食品小売市場における寡占化がすすむイギリスにおいては、公正な市場競争の確保という観点か
ら M＆A が認められない場合もある。具体的な事例については、野崎俊一｢英国食品小売業－寡占
市場下の競争形態－｣『生活協同組合研究』第 360 号、2006 年 11 月に詳しい。また、イギリス小
売業最大手の Tesco による他社の買収の歴史については、Leigh Sparks(戸田裕美子訳)｢テスコ－
イギリス発スーパーマーケットの覇者－｣マーケティング史研究会編『ヨーロッパのトップ小売
業』同文舘出版、2008 年、60 ページ、2000 年以降の食品小売企業による M＆A の状況について
は、Competition Commission, op. cit., p.37 に詳しい。 
15)日本の食品小売市場に占めるマルチプル(複数の店舗をもつ事業所、フランチャイズチェーンに加
盟しオーナーが単独店を経営しているものは除く)の販売割合は、同一基準で把握できる 1968 年
以降、次のように推移している(経済産業省(通商産業省)『商業統計表(産業編)』(各年版)より集計)。
1968 年 22.0％、1970 年 24.4％、1972 年 28.4％、1974 年 30.0％、1976 年 33.1％、1979 年 37.8％、
1982 年 43.4％、1985 年 46.1％、1988 年 48.6％、1991 年 52.2％、1994 年 53.4％、1997 年 56.3％、
1999 年 60.4％、2002 年 61.2％、2004 年 66.0％、2007 年 69.2％。 
16)Commission of the European Communities, Market Structures and Conditions of Competition 
in the Wholesale Trade in the Countries of the EEC, 1976(横森豊雄『流通の構造変動と課題－ヨ
ーロッパと日本の流通－』白桃書房、2002 年、96 ページ)。 
17)IGD 推計(Burns, J., McInerney, I., Swinbank, A. (eds.), The Food Industry：Economics and 
Politics, William Heineman, 1983)(食料・農業政策研究センター編『イギリスの食品産業』農村
漁村文化協会、1986 年、11～13 ページ)。 
18)1980 年の W／R 比率は、次のように求めた。卸売業食品売上高 263 億 5,100 万￡(食料・飲料卸
売業売上高 207 億 100 万￡＋農畜産物卸売業売上高 56 億 5,000 万￡)／小売業食品売上高 290 億
4,800 万￡(食品小売業売上高 228 億 8,800 万￡＋飲料・菓子・たばこ小売業売上高 61 億 6,000 万
￡)。卸売業食品売上高については、Business Statistics Office, Business Monitor SDO26, 1979(横
森豊雄『流通の構造変動と課題－ヨーロッパと日本の流通－』白桃書房、2002 年、101 ページ)、
小売業食品売上高については、Central Statistics Office, Annual Abstract of Statistics.(1995～
2006 年は、Central Statistics Office, Annual Business Inquiry)。なお、小売業食品売上高を｢総
合店｣(Non-Specialised Stores)と｢専門店｣に分けると、｢総合店｣のシェアは 1995 年 86.5％、2000
年 87.3％、2003 年 89.3％、2006 年 90.9％と推移し、その割合が増加している。 
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19)日本貿易振興会『英国の大手食品流通業の動向』2002 年、26 ページ。 
20)IGD 推計によると、店舗への全配送量のうち自社センターを経由する量(物量ベース)の割合は、
1986 年は Tesco 60％、Sainsbury's 80％、Safeway (2004 年に Morrisons に買収) 80％、Somerfield 
60％、1996 年は Tesco 96％、Sainsbury's 95％、Safeway 95％、Somerfield 90％である。1986
年においては 60～80％であったものが、1996 年においては 9 割を超え、ほとんどの商品が自社物
流センターを経由して店舗に配送されるようになっている(日本貿易振興会『英国の大手食品流通
業の動向』2002 年、27 ページ)。 
21)W／R 比率は、経済産業省(通商産業省)『商業統計表(産業編)』に基づき、飲食料品卸売業年間販
売額／飲食料品小売業年間販売額で集計した。 
22)W／W 比率は、経済産業省(通商産業省)『商業統計表(流通経路別統計編)』に基づき、卸売業全体
の販売額から｢本支店間移動｣を除いた値を、｢小売業者向け、産業使用者向け、国外向けおよび消
費者向け合計値｣、いわゆる｢卸売業者向け以外｣の販売額で除して集計した。なお、食品卸売業の
販売額は、｢農畜産物・水産物卸売業｣｢食料・飲料卸売業｣の販売額を合計した。 
23)小売業ブランドを総称として PB と呼ぶ。日本では、PB は小売業や卸売業のブランドという意味
で、製造業ブランド NB と対比される形で用いられ定着した用語となっているが、英国では“Own 
Brand”、米国では“Private Label”という用語が用いられることが多く、OB や PL と略される
ことはあまりない(根本重之｢日本におけるナショナル・ブランドとプライベート・ブランドの競争｣
『流通情報』第 461 号、2007 年 11 月、27 ページ)。 
24)『通商弘報(ジェトロディリー)』2008 年 8 月 25 日付、5 ページ。なお、大手食品スーパーの PB
商品の割合の推移については、矢作敏行｢プライベート・ブランドの発展過程－イギリス・スーパ
ーマーケットの場合－｣矢作敏行編『欧州の小売りイノベーション』白桃書房、2000 年、186 ペー
ジに詳しい。 
25)イオンは、2007 年 5 月に PB 商品の企画から開発、マーケティング、生産、販売促進までを統括
する｢イオントップバリュー株式会社｣を設立した。イオンの PB｢トップバリュー｣は、2010 年度
現在で売上高 4,489億円、グループ全体の売上高 5兆 966億円のうち 8.8％を占めている(イオン｢決
算短信(2011 年 2 月期)｣)。 
26)2010 年度における日本生活協同組合連合会から各生協へのコープ商品供給高は 3,935 億円(日本
生活協同組合連合会編『生協の経営統計 2010 年度』日本生活協同組合連合会出版部、2011 年、
19 ページ)、各生協における供給原価に対する供給高の比率を 1.289 とみて(同 24 ページの会員生
協全体損益計算書 2010 年度(2011 年 3 月期)による)、各生協のコープ商品供給高(販売額)を推計す
ると 5,072 億円、これに対して各生協の総供給高(販売額)は 2 兆 8,945 億円であり、総供給高(販
売額)に占めるコープ商品供給高(販売額)の割合は 17.5％となる。 
27)堂野崎衛｢プライベートブランドの発展と動因｣『中央大学大学院論究(経済学・商学研究科篇)』
第 35 号、2003 年 3 月、165 ページ。 
28)矢作敏行、前掲論文、200～202 ページ。 
29)イギリスにおける PB の特質の変化については、伊部泰弘｢プライベート・ブランドの発展プロセ
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スに関する研究－英国と日本の 2 国間比較において－｣『企業経営研究』第 4 号、2001 年 5 月に
詳しい。 
30)イギリスにおける 2003 年現在の PB 商品の割合は 28％であるが、2009 年においては 43％にまで
増加し、スイス 46％に次いで世界第 2位となっている。なお、日本は調査対象外である(ACNielsen, 
The Rise of the Value Consious Shopper, March, 2011, p.3)。 
31)小売市場の上位集中度は高いが PB 商品の割合がそれほど大きくない国について、堂野崎衛は次
のように分析している。｢デンマークやスウェーデンのような北ヨーロッパの国では、小売市場の
集中度は高いが、市場をコントロールしているのは主として多数の卸売業者であり、小売組織と卸
売業者の統合があまりすすんでいない。小売組織から製造業者へのコントロールが機能しにくい流
通構造であるために、PB の浸透度は低い状態となっている｣(堂野崎衛、前掲論文、174 ページ)。 
32)イギリスでは、深夜営業と日曜営業を禁止した商店法(The Shop Acts 1950)によって営業時間が
規制されていたが、1994 年に大幅に規制が緩和された。平日は 24 時間営業も可能となり、日曜
日は売場面積 280 ㎡を超える店でも午前 10 時から午後 5 時の間で 6 時間まで営業を行うことが可
能となった(『通商弘報(ジェトロディリー)』2008 年 8 月 26 日付、9 ページ)。 
33)Food Standards Agency, Consumer Attitude to Food Standards Wave7, February 2007, p.14. 
同調査は、2006 年 8～10 月実施、性別・年齢(16 歳以上)等人口構成に応じて抽出されたサンプル
を対象とし、回答者数は 3,152 人。1999 年に競争政策委員会によって実施された調査(回答者数
982人、性別は男性 20％、女性 80％)でも、食品の購買頻度は｢週に 2回以上｣16％、｢週に 1回｣70％、
｢月に 2 回｣7％、｢月に 1 回以下｣7％となっており、ほぼ同様の結果となっている(日本貿易振興会
『英国の大手食品流通業の動向』2002 年、5 ページ)。 
34)東京都生活文化局『食品の購買意識に関する世論調査』2010 年。同調査は、2010 年 6 月実施、
回答者数 2,072 人、男性 46.9％、女性 53.1％。また、東京都産業労働局の調査によると、地元商
店・商店街の利用頻度は、｢ほぼ毎日｣31.9％、｢週に 2～3 回｣32.6％、合計 64.5％、地元大型店の
利用頻度は、｢ほぼ毎日｣29.0％、｢週に 2～3 回｣37.4％、合計 66.4％となっており、約 3 分の 2 の
消費者は地元商店・商店街、地元大型店ともに週 2～3 回以上利用している(東京都産業労働局『都
民の購買行動に関する調査報告書』2003 年)。同調査は、2002 年 12 月実施、回答者数 3,040 人、
男性 14.7％、女性 85.3％。なお、東京都では同一項目の調査を 1996 年および 1999 年にも実施し
ているが、地元商店・地元商店街の利用頻度がやや減少傾向にあるものの、ほぼ 2002 年と同様の
傾向を示している。詳しくは、同報告書、7 ページを参照されたい。 
35)日本貿易振興会、前掲報告書、6 ページ。 
36)内閣府の調査によると、買物に際して自家用車を利用する割合は、｢利用する｣57.1％(｢いつも利
用する｣49.3％＋｢日常の買物にもよく利用する｣7.8％)、｢時々利用する｣14.0％(｢日常の買物にも
時々利用する｣9.4％＋｢日常の買物以外で時々利用する｣4.6％)、｢利用しない｣28.4％(｢あまり利用
しない｣9.4％＋｢ほとんど(全く)利用しない｣19.0％)、｢分からない｣0.5％となっている。同調査は、
2005 年 5 月実施、回答者数は 2,105 人、男性 44.9％、女性 55.1％(内閣府『小売店舗に関する世
論調査』2005 年)。 
 217 
37)日本における女性(20 歳以上)の就業形態別買物時間をみると、平日では｢主に仕事｣21 分、｢パー
ト(家事などのかたわらに仕事)｣36 分、｢家事｣41 分、日曜日では｢主に仕事｣50 分、｢パート(家事
などのかたわらに仕事)｣56 分、｢主に家事｣52 分となっている。日曜日の買物時間にはほとんど差
異はないが、平日の買物時間は｢主に家事｣の女性と｢主に仕事｣の女性とでは 2 倍以上の差異があ
る。また、夫が有業の妻の週平均買物時間をみると、｢専業主婦｣52 分、｢夫の週就業時間 35 時間
以上、妻 35 時間未満｣42 分、｢夫、妻ともに週就業時間 35 時間以上｣30 分となっており、妻の就
業時間が長いほど買物時間が短くなる傾向が明確である(総務省『社会生活基本調査 2011 年』より
集計)。 
38)International Labour Organization, Estimates and Projections of Economically Active 
Population：1980～2020, 5th ed., 2008(世界銀行編『世界経済・社会統計 2008』柊風舎、2008
年、44～47 ページ)。 
39)日本の外食割合は次のように集計した。外食割合=飲食店市場規模／(｢家計の食料・飲料消費額｣
＋｢飲食店市場規模｣)×100。｢家計の食料・飲料消費額｣は、内閣府｢国民経済計算｣(暦年、名目)に
よる｢食料・非アルコール飲料｣および｢アルコール飲料・たばこ｣の合計額から、日本たばこ協会調
べによる煙草販売実績であり輸入品を含む｢たばこ販売額｣を差し引いて集計。｢飲食店市場規模｣
は、料飲主体部門および集団給食、宿泊施設を除く飲食店の市場規模で、食堂・レストラン、そば・
うどん店、すし店、その他の飲食店の合計。いずれも、外食産業調査総合研究センターの推計(外
食産業総合調査研究センター編『外食産業統計資料集 2008 年』、52～55 ページ)。イギリスの外
食割合は次のように計算した。外食割合=レストラン売上高／(｢小売業食品売上高｣＋｢レストラン
売上高｣)×100。｢小売業食品売上高｣は品目別統計、｢レストラン売上高｣にはホテル、バー、ケー
タリングの売上高は含まない(Central Statistics Office, Annual Business Inquiry)。なお、食品
基準庁調査に基づいてイギリスの外食頻度をみると、｢月に 2～3 回以下｣66％、｢週に 1 回｣17％、
｢週に 2～3 回｣6％、｢ほぼ毎日｣3％、｢利用しない｣8％となっており、月に 2～3 回以下が約 3 分の
2 を占める(Food Standards Agency, Consumer Attitude to Food Standards Wave7, February, 
2007, p.18、2006 年 8～10 月調査、有効回答者数 3,513 人、男性 49％、女性 51％)。同様に、日
本の外食頻度をみると、｢月に 2～3 回以下｣51.7％、｢週に 1 回｣22.5％、｢週に 2～3 回｣16.0％、｢ほ
ぼ毎日｣9.2％、｢利用しない｣0.7％(株式会社インフォプラント｢『外食』に関する調査｣2007 年 4
月 17 日、2007 年 3～4 月調査、有効回答者数 7,202 人、男性 34.5％、女性 65.5％)となっており、
イギリスよりも外食頻度は高いといえる。 
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終章 要約と結論  
 
本研究は、小売業の規模構造、業態構造、立地構造の観点から小売商業構造
の変化過程における流通政策の役割を明らかにすることを目的としているが、
このテーマに対して、次の 3 つの研究課題を設定し考察をすすめてきた。  
第一に、小売商業構造の変化過程における流通調整政策の役割を明らかにす
ることである。ここでは、業態構造 (第 1 章 )、立地構造 (第 2 章 )、酒類小売構
造 (第 3 章 )の 3 つの側面から考察している。第二に、地域商業振興政策と小売
商業構造の変化過程との関係を明らかにすることである。ここでは、地域商業
振興政策の変遷 (第 4 章 )、商店街向け振興政策の変遷とその下での商店街の変
化 (第 5 章 )について考察している。第三に、イギリスのまちづくり政策の現状
を明らかにし、流通政策の影響を受けたイギリス食品小売業の構造変化につい
て、日本との比較を通して解明することである。このことは、イギリス流通政
策と日本の流通政策との異同を明示し、イギリスの流通政策に学ぶべき点を提
示する意義を有している。ここでは、イギリスのタウンセンターマネジメント
(第 6 章 )、イギリスの BID 制度 (第 7 章 )、そして日英食品小売構造比較 (第 8 章 )
について検討した。  
それでは、以上の研究の要諦を示し、本研究から析出された結論を提示して
いこう。  
 
1．流通調整政策と小売商業構造  
 
本研究の第一課題である小売商業構造の変化過程における流通調整政策の
役割に関して、以下の諸点が明らかとなった。  
第一に、流通調整政策が業態構造に与えた影響に関しては、以下のことが指
摘できる。｢百貨店｣は、第二次百貨店法によって出店を規制されている時代に、
総合スーパーが規制を受けることなく急成長したため、大店法施行時 (1974 年
3 月 )には、すでに売上規模において総合スーパーに凌駕されていた。  
｢総合スーパー｣は、法規制を受けることのない｢特定店舗 (擬似百貨店 )｣とし
て出店し、大店法施行時には百貨店に匹敵する売上規模にまで成長した。しか
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し、1980 年代には出店規制が強化され、総合スーパーは出店を大幅に抑制され
た。1990 年代に入ると出店規制が緩和されたが、競争の激化と、この時期消費
の低迷が続いたこともあって、企業業績は悪化した。  
｢食品スーパー｣は、1970 代前半までは生鮮食品の鮮度管理・セルフ販売技術
が未確立であったため、成長率は総合スーパーに及ばなかった。その後、大店
法の施行によって 1,500 ㎡以上が出店調整の対象となったが、食品スーパーは
それ以下の面積規模で出店し、総合スーパーを上回る成長をみせた。しかし、
改正大店法 (1979 年改正施行 )によって 500 ㎡超までが法規制の対象となった。
生鮮食品の鮮度管理・セルフ販売技術が全国レベルで確立したのは 1980 年代
半ばであるが、この成長期に大店法の規制の下での出店を余儀なくされた。  
｢コンビニエンスストア｣は、大型店出店規制が強化される中で総合スーパー
各社の展開が本格化した。他方で、中小小売商業者の近代化を促進する流通近
代化政策の柱としてフランチャイズチェーンシステムの導入が啓発されたこ
ともその成長要因として指摘できる。  
｢専門店チェーン｣は、1970 年代はシェアも小さかったが、規制強化期の 1980
年代は総合スーパーの出店が抑制されている中で専門店がチェーン展開をす
すめ、売上規模を拡大していく好機になった。｢総合店｣から｢専門店｣へのシフ
トは、規制緩和期から明確になり、その傾向は大店立地法期になって加速した。
｢専門店｣は、大店法の調整対象面積の下限内の店舗面積で出店することが多く、
改正大店法 (1979 年改正施行 )後に多くみられた｢498 ㎡店｣、1994 年の 1,000
㎡未満の出店原則自由化を受けて急増した｢998 ㎡店｣など、法規制が面積規模
に一定の制約を与えてきた。  
第二に、流通調整政策が立地構造に与えた影響は、次のとおりである。大店
法導入期においては、地元との調整に手間取り出店が相対的に困難となった
｢商店街｣への出店が減少し、逆に住宅開発による商業機能の充実が求められて
いた｢住宅地｣や、モータリゼーションに対応した｢郊外｣が増加した。  
規制強化期の 1982 年 2 月から実施された小都市 (人口 3 万人未満 )への出店抑
制措置は、大店法導入期に小都市において急増した 6,000 ㎡未満店舗の出店を
抑制した。しかし、小都市以外の地域における｢郊外｣立地傾向は強まることと
なった。  
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規制緩和期には、商業地の地価が高騰していたこともあって小都市への出店
が急増し、立地特性別には｢郊外｣が大きく増加、逆に｢駅前｣が減少した。また、
｢商店街｣や｢駅前｣での閉店が増加し、中心市街地をはじめとする既成市街地商
業の衰退が決定的なものとなった。  
大店立地法が大型店立地に与えた影響について、法施行時の大店立地法指針
(1999 年 6 月 30 日 )による必要駐車台数の充足という点からみると、｢商店街｣
および｢住宅地｣への出店が抑制され、｢郊外｣への出店が促進されるおそれがあ
り、人口規模が大きいほどその懸念が強いことを指摘した。しかし、その後改
定された大店立地法指針 (2005 年 3 月 30 日 )は、筆者の主張に沿う方向で改定
されている。  
次に、都市計画法が大型店立地に与えた影響について、改正都市計画法 (1998
年改正施行 )による特別用途地区、改正都市計画法 (2001 年改正施行 )による特
定用途制限地域、準都市計画区域による大型店立地の制限は数少ない事例にと
どまり、ほとんど効果はなかったといってもよい。しかし、改正都市計画法
(2007 年改正施行 )によって延べ床面積 10,000 ㎡以上の大型店は、原則として
｢商業地域｣｢近隣商業地域｣｢準工業地域｣においてのみ立地が可能となった。そ
のため、延べ床面積 10,000 ㎡以上の大型店の大店立地法に基づく届出件数は
2008 年度以降大幅に減少し、出店抑制効果があったといえる。  
第三に、酒類小売業免許の規制緩和が酒類小売構造に与えた影響については、
次のとおりである。酒類販売においては、1989 年 6 月から酒類小売業免許の
規制緩和が開始され、2006 年 8 月末の緊急調整区域の撤廃により、原則自由
化された。  
厳しい免許制と希望小売価格によって保護されてきた｢小規模酒販店｣は、シ
ェアを大幅に減少させ、また存続している小規模酒販店も酒類以外の商品の販
売を増加させ、兼業化がすすんでいる。  
｢食品スーパー｣は、免許取得により酒類販売を一般化させ、さらに長時間営
業による便宜性の向上や価格の安さがあいまって、シェアが大幅に増加した。
他方、｢コンビニエンスストア｣は、価格の高さや、｢食品スーパー｣による酒類
販売の一般化もあって、規制緩和の効果を享受することができず、シェアはそ
れほど増加していない。  
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｢酒類量販店｣は、1990 年代前半までは価格の安さを武器に急成長したが、酒
類販売の原則自由化により酒類取扱店舗が増加し、また食品スーパーと比較し
た価格優位性が失われていく中で、成長が鈍化している。  
酒類小売業免許の規制緩和が酒類小売構造に与えた影響を端的に指摘すれば、
｢小規模酒販店｣のシェアを大幅に減少させる一方で、｢食品スーパー｣に大きな
シェア増加をもたらしたといえる。  
 
2．地域商業振興政策と小売商業構造  
 
 本研究の第二課題である地域商業振興政策と小売商業構造の変化過程との
関係に関して、以下の 2 つの点が明らかとなった。  
第一に、地域商業振興政策の変遷を要約すれば、次のとおりである。流通振
興政策の中に地域的な視点が埋め込まれた嚆矢は、1962 年の商店街振興組合法
の施行であった。翌 1963 年には、商店街向けの高度化資金助成制度の主な事
業が制度化された。1973 年には中小小売商業振興法が施行され、同法の認定を
受けることにより高度化資金を無利子で借りることができるようになる。その
後、2009 年に地域商店街活性化法が施行され、意欲的な商店街を重点的に支援
するようになっている。  
｢社会的有効性｣を評価する視点が地域商業振興政策に導入されたのは、『80
年代の流通産業ビジョン』(1984 年 )である。その後、この視点は後退したもの
の、『21 世紀に向けた流通ビジョン』(1995 年 )では再び確認されることになる。  
 地域商業は都市機能を構成する 1 つの要素であるという視点、いわば｢まち
づくり政策｣と｢地域商業振興政策｣とのかかわりについては、『流通近代化地域
ビジョン』 (1970 年 )を嚆矢とする。その後、1989 年に街づくり会社制度が打
ち出され、1991 年に特定商業集積法が施行、そして 1998 年には中心市街地の
整備改善と商業の活性化を一体的に支援する中心市街地活性化法 (1998 年施
行 )が制定されている。  
 第二に、商店街向け振興政策の変遷と小売商業構造における商店街の役割変
化に関して、その特徴を述べる。商店街向け高度化資金助成制度は拡充され、
またより有利な貸付条件で融資されることになっていった。さらに、商店街向
 222 
け施設整備事業補助金制度も、かなり手厚いものであったといってもよい。し
かしながら、商店街の疲弊はすすみ、中小小売商業振興法による認定計画数も
1990 年代後半以降、急速に落ち込んでおり、商店街活性化のための意欲と資金
力のある商店街が大きく減少していることを意味している。  
商店街形成地区の販売割合、さらには商店街形成地区の大店外立地商店や小
規模店の販売割合は低下の一途をたどり、地域商業の地盤沈下が明確になって
きている。さらに、売場効率 (売場面積 1 ㎡当たりの年間販売額 )からみた商店
街形成地区に立地する優位性も失われつつあるなど、地域商業振興政策の効果
は極めて限定的であったといえる。  
 
3．まちづくり政策に関するイギリスからの示唆と日英食品小売構造
比較  
 
 本研究の第三課題は、イギリスのまちづくり政策の現状を明らかにし、イギ
リスにおける流通政策の影響について、食品小売商業構造変化の日英比較を通
して解明することであったが、その点に関して、以下の諸点が析出された。  
第一に、タウンセンターマネジメントおよび小売開発の都市計画的規制に関
して、イギリスとわが国との相違点として次の 4 点を指摘できる。  
①土地利用に対する考え方の相違である。わが国では用途地域など建築基準
法をはじめとする法規制に従えば建物を建築できるのに対して、イギリスでは、
その土地をどのような用途に利用し、どのような建物を建築するかという開発
行為に対しては個別審査による許可制度が採用されており、自治体に与えられ
た裁量が極めて大きい。  
②中心市街地活性化政策が対象とする中心市街地の概念の相違である。イギ
リスにおける中心市街地活性化は、その階層性とそのネットワークを重視し、
その位置づけに応じた活性化が志向されているのに対して、わが国では広域的
性格をもつ中心市街地に特化した政策が行われている。  
③基礎的自治体の範囲を越える広域的調整の仕組みの相違である。イギリス
では、2004 年にリージョン空間戦略、これを受けて地方自治体で策定される地
域開発枠組みが規定された。地方自治体が計画許可を与えるにあたっては、こ
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れらの開発計画との整合性、タウンセンターの階層性とネットワークを考慮し
て、審査することが必要とされている。他方、わが国では 2006 年になってよ
うやく、床面積 10,000 ㎡を超える大規模集客施設の立地にかかわる都市計画
の決定または変更にあたって、都道府県知事が広域的に調整する仕組みが導入
された。  
④小売開発の都市計画的規制の相違である。わが国では 2007 年になってよ
うやく大規模集客施設の立地が制限され大型店の郊外出店が規制されること
になったが、イギリスでは 1996 年からシーケンシャル・アプローチが導入さ
れ、中心市街地への小売開発の誘導が強く推進されている。  
第二に、イギリスの BID 制度からのわが国への示唆については、次のとおり
である。｢日本版 BID｣に関しては、特定されたエリアの地権者等の投票に基づ
いて BID を設立し、そのエリアにおいて固定資産税あるいは都市計画税、事業
所税 (資産割 )に付加する形で徴収することが望ましい。ただし、税制上の問題
がクリアされたとしても、実質的な増税となる BID 負担金が受け入れられるか
という問題、さらに“Safe ＆  Clean”は、わが国ではそれほど切迫した状況
ではないという点は指摘しておかなければならない。しかし、地権者等による
負担金の支払いに法的裏づけを与え、まちづくりのための資金を地権者等が自
ら負担する仕組みを創設することは必要である。  
第三に、日英食品小売構造比較分析による結論は、以下のとおりである。イ
ギリスでは食品小売市場における寡占化がすすんでいる。他方、日本では大手
10 社のシェアでも 20％に満たない。イギリスでは 1960 年代から 1970 年代に
おける減少が大きく、比較的早い時期から寡占化、小規模店の淘汰がすすんだ。
これに対して、日本では大店法の規制緩和の下で大型店の出店が急増し、消費
が低迷した 1990 年代以降に小規模店を中心に減少が目立っている。  
イギリスでは早い時期から自家用車による大規模食品店での少頻度大量購
買が一般化した。他方、日本では鮮度を重視する嗜好が根強く、また自家用車
の普及がイギリスよりも遅かったこともあって、徒歩や自転車による多頻度小
量購買が一般的であり、そのため小規模小売店の生存領域が確保されてきたと
いえる。  
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以上、本研究を通して、流通調整政策がわが国小売商業構造に大きな影響を
与えてきたことが明らかとなった。他方、地域商業振興政策の効果は限定的で
あったことが判明した。また、商店数や年間販売額などの諸指標を分析するこ
とによって、流通調整政策および地域商業振興政策が変容する下で、小規模小
売店やそれらが集積した地域商業の地位が大きく低下し、大型店や専門店チェ
ーンなどの地位が上昇する小売商業構造の変化過程の内容が明らかとなった。
イギリスのまちづくり政策に関する分析からは、まちづくりのための資金を地
権者等が自ら負担する仕組みの創設が必要であるといった、流通調整政策や地
域商業振興政策以外の範疇に属する政策の果たす役割が明らかとなった。そし
て、日本とイギリスの食品小売商業構造に関する比較研究を通して、流通政策
以外に小売業の構造変化を促す要素として、消費者の購買行動の重要性が析出
された。  
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表 5-10 大規模小売店舗内外・商業集積地区内外立地の売場効率比較(1999 年) 
表 5-11 大規模小売店舗内・商業集積地区内販売割合の推移 
表 5-12 大規模小売店舗内・外立地の売場面積規模別売場効率比較(1999 年) 
表 5-13 売場面積規模別大規模小売店舗内・外立地の売場効率格差の推移 
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表 5-18 立地環境特性別商品分類別｢専門店・中心店｣売場効率・販売割合の推移 
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表 6-3 イギリスにおける開発用地選択の順序 
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表 8-7 日本の飲食料品販売額に占める｢総合スーパー｣｢食品スーパー｣のシェアの推移 
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表 8-9 人口 1,000 人当たり乗用車保有台数推移の日英比較 
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本研究における用語表記について 
 
①2001 年 1 月 6 日に省庁再編がなされ、経済産業省、総務省、国土交通省等が誕生した。
本研究では、統計書・引用資料等、省庁再編前に発行されたものは旧省庁名、再編後に
発行されたものは新省庁名、時系列的な分析で新旧両方を用いている場合は併記してい
る。また、政府統計は調査年を元号で表記しているが、西暦に統一した。 
②小売業態については、一般的に用いられている｢百貨店｣｢コンビニエンスストア｣の他に、
｢総合スーパー｣｢食品スーパー｣｢専門店｣という用語を用いた。｢総合スーパー｣は、ＧＭ
Ｓ、総合量販店などとも呼称されている総合的な商品部門を取り扱い、主としてセルフ
サービス方式で販売する小売業態。｢食品スーパー｣は、スーパーマーケット、食料品ス
ーパーなどとも呼称されている飲食料品を中心に主としてセルフサービス方式で展開す
る小売業態。｢専門店｣は、百貨店や総合スーパーなどの総合的な商品部門を取り扱う総
合店に対して、限定された商品部門を取り扱う小売業態をいう。 
③経済産業省(通商産業省)『商業統計表(産業編)』においては、｢衣、食、住にわたる各種
の商品を販売する事業所で、その事業所の性格上いずれが主たる販売商品かが判別でき
ない事業所であって、従業者が常時 50 人以上のもの｣は、1999 年調査までは｢百貨店｣
と表記され、2002 年調査からは｢百貨店、総合スーパー｣と表記が改められた。そこで、
本研究では 1999 年調査以前も含めて、より実態を反映している｢百貨店・総合スーパー｣
という用語に統一した。 
④法律の表記は、｢百貨店法(昭和 31 年法律第 116 号)｣は｢第二次百貨店法(注)｣、｢大規模
小売店舗における小売業の事業活動の調整に関する法律(昭和 48年法律第 109号)｣は｢大
店法｣、｢都市計画法(昭和 43 年法律第 100 号)｣は｢都市計画法｣、｢大規模小売店舗立地法
(平成 10 年法律第 91 号)｣は｢大店立地法｣、｢中心市街地における市街地の整備改善及び
商業等の活性化の一体的推進に関する法律(平成 10 年法律第 92 号)｣は｢中心市街地活性
化法｣、｢中心市街地の活性化に関する法律(平成 18 年法律第 54 号)｣は｢改正中心市街地
活性化法｣、商店街の活性化のための地域住民の需要に応じた事業活動の促進に関する法
律(平成 21 年法律第 80 号)は｢地域商店街活性化法｣と略称した。 
 
(注)百貨店の新設等に許可を求める｢百貨店法(昭和 12 年法律第 76 号)｣は、戦前の 1937 年 8 月に公
布されたが、1947 年 12 月に一度廃止されている。この戦前の｢百貨店法｣と区別するために、｢第
二次百貨店法｣と呼ぶ。 
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